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資料１

構造 延床面積等 施設の配置等 休館、休場、休業日 利用時間

錬成館

錬成館別棟

津島市中一色町中山26
番地

日本古来より継承されてきた
武道の錬磨及び日本文化を
伝承し、心身ともにたくましい
平和を愛する日本人を育成
すること

鉄骨・鉄筋コンクリー
ト３階建

3,936.898㎡

１階（1,474.294㎡）：剣道場、事務室、応接
室等
２階（1,272.604㎡）：柔道場、師範の間、智
の間等
３階（1,190.000㎡）：第１修養場、第２修養
場、倭文庫等

以下参照

（１）武道その他のスポーツ及び文化に関する事業
を行うこと
（２）柔道場、剣道場、近的弓道場、遠的弓道場、修
養場、さくらの間、たちばなの間、礼の間、智の間、
倭文庫、卓球室、料理の間その他の施設を利用さ
せること

月曜日（ただし、月曜日が祝休日の場合は開館）
及び１月１日から３日まで、12月29日から31日まで

午前９時から午後９時30分まで
ただし、卓球室、相撲場は午後５時まで
また、宿泊に関しては仕様書参照

（近的弓道場） 錬成館と同じ
鉄骨・鉄筋コンクリー
ト平屋建

665.36㎡（道場部分
300㎡）

近的射場、観覧席、選手控室等

（遠的弓道場） 錬成館と同じ 鉄骨平屋建
220㎡（道場部分143
㎡）

遠的射場、選手控室、前室等

（卓球室） 錬成館と同じ 鉄骨造２階建 209.25㎡
１階：事務所、器具庫、シャワー室等
２階：卓球室、卓球室内倉庫、事務室等

（相撲場） 津島市中一色町地内 木造銅板葺平屋建 建築面積64㎡ 土俵１箇所、物置

（スポーツ広場） 錬成館と同じ アスファルト舗装 800㎡ 広場、バスケットゴール

（浴室棟）
【休止中】

錬成館と同じ 合宿時に使用 鉄骨造平屋建 91.01㎡ 浴室、トイレ、ボイラー室

（ポンプ室棟） 錬成館と同じ 施設維持
鉄筋コンクリート造平
屋建

94㎡ 受水槽、消火水槽、圧力ポンプ等

津島市営球場
津島市新開町３丁目179
番地

スポーツの振興を図ること 鉄筋コンクリート造 19,825㎡ グラウンド、スタンド、駐車場等 市営球場その他の施設を利用させること
月曜日（ただし、月曜日が祝休日の場合は開場）
及び１月１日から３日まで、12月29日から31日まで

午前８時から午後４時45分まで

津島市営庭球場
津島市中一色町中山地
内

スポーツの振興を図ること クレーコート 8,104㎡ ６面コート、２面コート、倉庫等
（１）スポーツの振興に必要な事業を行うこと
（２）庭球場その他の施設を利用させること

月曜日（ただし、月曜日が祝休日の場合は開場）
及び１月１日から３日まで、12月29日から31日まで

午前９時から午後５時まで

葉苅スポーツの家
津島市葉苅町字綿掛73
番地

スポーツの振興及び福祉の
増進を図ること

鉄骨造 655㎡ 競技場、会議室、事務室等 競技場、会議室その他の施設を利用させること
木曜日（ただし、木曜日が祝休日の場合は開館）
及び１月１日から３日まで、12月29日から31日まで

午前９時から午後９時まで

津島総合プール
【休止中】

津島市南新開町２丁目
74番地

スポーツの振興に寄与するこ
と

鉄筋コンクリート造２
階建一部鉄骨造

1,872.462㎡

屋内プール：1,612.125㎡（うち1階1,446.337
㎡、2階165.788㎡）、附属棟116.728㎡
屋外プール：135.219㎡、ペーパーライザー
8.39㎡

施設の維持
月曜日(ただし、月曜日が国民の祝休日の場合は
開館)及び12月29日から翌年１月４日まで

【屋内プール】
・６月及び９月
平日　午後 １時から午後８時まで
土曜日・祝日　午前10時から午後８時まで
日曜日　午前10時から午後６時まで
・７月及び８月
平日・土曜日・祝日
午前10時から午後８時まで
日曜日　午前10時から午後６時まで。
・その他の期間
平日・土曜日・祝日　午後１時から午後８時まで
日曜日　午後１時から午後６時まで。

【屋外プール】
７、８月のみ：午前10時から午後５時まで

教
育
施
設

津島児童科学館
津島市南新開町２丁目
74番地

地域住民の文化の振興に寄
与すること

鉄筋コンクリート造２
階建

1,891.367㎡
常設展示室、プラネタリウム、展示ロビー、視
聴覚室、会議室

（１）科学に関する資料を展示すること
（２）プラネタリウムによる天体運行等の投影及び天
体観測の指導を行うこと
（３）児童の科学に関する知識の普及及び教養の向
上に必要な事業を行うこと
（４）津島児童科学館の視聴覚室、展示ロビー、会
議室及び科学に関する展示施設の施設を利用させ
ること

月曜日（ただし、月曜日が祝休日の場合は開館）
及び１月１日から３日まで、12月29日から31日まで

午前９時から午後５時まで

都
市
公
園

東公園
津島市中一色町中山地
内外

運動公園（都市公園種別）
全体12.5ha（公園管
理部分8.2ha）

植栽一式、園路（舗装665m）
はなのき広場（芝生4,000㎡）
芝生広場（芝生2,600㎡）
ジョギングコース（クレー740m）
多目的広場（土・芝35,000㎡）
複合遊具（コンビネーション２）
駐車場（舗装・錬成館北側70台、児童科学
館東側240台、児童科学館南側100台）
トイレ（鉄筋コンクリート、プレハブ２か所　テ
ニスコート西側、児童科学館東側駐車場内）
照明（ポール36基）

都市公園としての維持管理及び他、多目的広場の
運営を行うこと。

利用許可を要する利用期間
１月４日から12月28日まで

午前８時30分から午後５時まで（施設の全部又は
一部を独占して利用する場合）

第 1  施設の概要

６　施設運営の基本事項

体
育
施
設

※自動販売機など行政財産目的外使用は、市が直接管理を行うため指定管理者業務から除外する。

項目 １　名称 ２　所在地 ３　設置の目的
４　施設の内容

５　施設における業務
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統括責任者　川上将明
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2023年度　事業報告



2022年度 2023年度 前年比
312 313 100%

68,547 65,867 96%

2022年度 2023年度 前年比
件数 606 624 103%
人数 21,889 22,615 103%
件数 489 461 94%
人数 18,535 17,156 93%
件数 440 379 86%
人数 12,795 11,447 89%
件数 208 197 95%
人数 3,724 3,675 99%
件数 135 98 73%
人数 2,361 2,483 105%
件数 45 42 93%
人数 462 482 104%
件数 299 278 93%
人数 2,165 2,016 93%
件数 223 238 107%
人数 1,314 1,454 111%
件数 79 75 95%
人数 644 625 97%
件数 0 0 #DIV/0!
人数 0 0 #DIV/0!
件数 733 713 97%
人数 733 713 97%
件数 1,300 1,065 82%
人数 3,706 3,184 86%
件数 1 5 500%
人数 5 22 440%
件数 15 0 0%
人数 214 0 0%
件数 4,573 4,175 91%
人数 68,547 65,872 96%

2022年度 2023年度 前年比
921,721 947,455 103%
760,322 750,744 99%
694,554 613,278 88%
417,365 433,730 104%
192,656 145,086 75%
49,524 42,984 87%

156,110 149,550 96%
110,174 114,232 104%
82,460 79,850 97%

0 0 #DIV/0!
92,210 96,860 105%

289,500 298,500 103%
500 1,300 260%

0 0 #DIV/0!
3,767,096 3,673,569 98%

13件 1,480人
　内訳 錬成館 13件 1,480人

相撲場 件 人
16件 2,583人

　内訳 錬成館 16件 2,583人
相撲場 件 人

錬成館事業報告書【2023年度】

1、錬成館利用及び利用人数内訳前年度比較

礼の間

智の間

柔道場

剣道場

近的弓道場

遠的弓道場

修養場

さくら・たちばなの間

区分

市主催

卓球
料理の間
相撲場
合計

個人

区分
柔道場
剣道場

近的弓道場
遠的弓道場
修養場

さくら・たちばなの間
礼の間

その他

3、大会状況

2、錬成館利用料金内訳前年度比較

開館日数
利用者数

智の間
倭文庫
宿泊

区分

料理の間

相撲場

合計

倭文庫

宿泊

個人

卓球



2022年度 2023年度 前年比
312 365 117%

51,384 56,460 110%

2022年度 2023年度 前年比
件数 378 416 110%
人数 7,772 9,045 116%
件数 209 241 115%
人数 14,786 15,335 104%
件数 587 657 112%
人数 22,558 24,480 109%

2022年度 2023年度 前年比
1,078,096 1,245,108 115%

725,594 857,304 118%
1,803,690 2,102,412 117%

区分 2022年度 2023年度 前年比
件数 37 47 127%
人数 7,580 9,400 124%
件数 107 116 108%
人数 8,445 8,333 99%
件数 53 74 140%
人数 3,910 7,146 183%
件数 188 189 101%
人数 6,806 6,302 93%
件数 3 9 300%
人数 15 9 60%
件数 14 14 100%
人数 2,070 790 38%
件数 402 449 112%
人数 28,826 31,980 111%

12件 　　1,978人
　内訳 庭球場 4件 760人

球場 5件 918人
グラウンド 3件 300人

228件 29,005人
　内訳 庭球場 29件 2,754人

球場 60件 7,451人
グラウンド 139件 18,800人

開館日数 庭球場 313日

球場 316日

グラウンド 365日

4、大会状況

市主催

その他

3、東公園グラウンド利用件数及び利用人数前年度比較

ソフトボール

サッカー

少年野球

グランドゴルフ

その他

合計

野球場

2、スポーツ施設利用料金内訳前年度比較

区分
庭球場

スケートボード

合計

庭球場

野球場

合計

スポーツ施設及び東公園事業報告書【2023年度】

区分
開館日数
利用者数

1、スポーツ施設利用件数及び利用人数内訳前年度比較

区分



2022年度 2023年度 前年比
311 309 99%

11,828 12,642 107%

2022年度 2023年度 前年比
件数 339 331 98%
人数 3,500 3,593 103%
件数 109 106 97%
人数 768 845 110%
件数 70 86 123%
人数 519 480 92%
件数 75 59 79%
人数 429 456 106%
件数 37 46 124%
人数 435 524 120%
件数 90 95 106%
人数 1,151 1,147 100%
件数 84 87 104%
人数 2,990 2,980 100%
件数 42 49 117%
人数 211 230 109%
件数 54 66 122%
人数 409 518 127%
件数 44 55 125%
人数 399 514 129%
件数 41 9 22%
人数 103 15 15%
件数 26 61 235%
人数 163 458 281%
件数 0 0 #DIV/0!
人数 355 173 49%
件数 1,011 1,050 104%
人数 11,432 11,933 104%

2022年度 2023年度 前年比
件数 1 27 2700%
人数 1 140 14000%
件数 0 0 #DIV/0!
人数 0 0 #DIV/0!
件数 1 27 2700%
人数 1 140 14000%

2022年度 2023年度 前年比
件数 31 37 119%
人数 395 463 117%

2022年度 2023年度 前年比
1,423,361 1,641,762 115%

0 15,400 #DIV/0!
160,913 202,406 126%

8,960 13,480 150%
0 0 #DIV/0!

1,593,234 1,873,048 118%

1件 60人
1件 32人

区分

葉苅スポーツの家事業報告書【2023年度】

区分
開館日数
利用者数

1、競技場利用者数内訳前年度比較

その他

卓球場

バトミントン

ソフトテニス

テニス

バレーボール

バスケットボール

空手

太極拳

インディカ

ソフトバレー

新体操

一般

中学以下

合計

3、会議室利用者数前年度比較

ゲートボール(野外)

合計

個人利用区分

2、個人利用者数前年度比較

その他

区分

競技場
個人利用
器具利用料

4、利用料金内訳前年度比較

区分

会議室

会議室
電話代
合計

5、大会状況

市主催



2022年度 2023年度 前年比
312 313 100%

20,872 22,485 108%

2022年度 2023年度 前年比
2,680 3,396 127%

大人 1,354 1,672 123%
小人 1,326 1,724 130%

1,482 1,665 112%
大人 307 385 125%
小人 1,175 1,280 109%

4,162 5,061 122%
大人 1,661 2,057 124%
小人 2,501 3,004 120%

2022年度 2023年度 前年比
6,808 5,949 87%
8,921 10,286 115%

756 1,141 151%
225 279 124%

16,710 17,655 106%

2022年度 2023年度 前年比
529,060 636,340 120%
106,380 76,302 72%
65,340 73,548 113%
61,236 68,510 112%

0 1,080 #DIV/0!
762,016 855,780 112%

2022年度 2023年度 前年比
193 205 106%
317 328 103%

区分

児童科学館事業報告書【2023年度】

区分
開館日数
利用者数

1、プラネタリウム観覧者数前年度比較

内訳

個人延べ人数

内訳

団体延べ人数

延べ人数

内訳

2、貸館利用者数前年度比較

延べ投影回数

4、プラネタリウム関連前年度比較

区分
延べ投影日数

3、利用料金内訳前年度比較

区分
プラネタリウム観覧料金

合計

区分
視聴覚室
展示ロビー
会議室

視聴覚室機器利用

自主事業
延べ人数

視聴覚室利用料金
展示ロビー利用料金
会議室利用料金



2022年度 2023年度 前年比
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!

2022年度 2023年度 前年比
大人 0 0 #DIV/0!
小人 0 0 #DIV/0!
大人 0 0 #DIV/0!
小人 0 0 #DIV/0!
高齢者 0 0 #DIV/0!

0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!

2022年度 2023年度 前年比
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!

2022年度 2023年度 前年比
大人 0 0 #DIV/0!
小人 0 0 #DIV/0!

0 0 #DIV/0!

当日券

総合プール事業報告書【2023年度】

区分
開館日数
利用者数

1、総合プール利用者数前年度比較

区分

回数券入場者

フリー入場者
高齢者・身障者
無料入場者

ホワイトウィングス
合計

合計

合計

3、利用料金内訳前年度比較

区分

当日券

2、団体利用者数前年度比較

区分



岩間造園株式会社

統括責任者　川上将明

津島市教育・体育施設及び都市公園

2024年度　事業報告



2023年度 2024年度 前年比
313 317 101%

65,867 66,576 101%

2023年度 2024年度 前年比
件数 624 642 103%
人数 22,615 22,703 100%
件数 461 431 93%
人数 17,156 17,594 103%
件数 379 361 95%
人数 11,447 10,625 93%
件数 197 234 119%
人数 3,675 4,627 126%
件数 98 76 78%
人数 2,483 2,855 115%
件数 42 35 83%
人数 482 389 81%
件数 278 253 91%
人数 2,016 1,920 95%
件数 238 226 95%
人数 1,454 1,336 92%
件数 75 79 105%
人数 625 630 101%
件数 0 0 #DIV/0!
人数 0 0 #DIV/0!
件数 713 811 114%
人数 713 811 114%
件数 1,065 986 93%
人数 3,184 3,009 95%
件数 5 8 160%
人数 22 37 168%
件数 0 1 #DIV/0!
人数 0 40 #DIV/0!
件数 4,175 4,143 99%
人数 65,872 66,576 101%

2023年度 2024年度 前年比
947,455 1,004,054 106%
750,744 720,534 96%
613,278 641,492 105%
433,730 470,854 109%
145,086 173,161 119%
42,984 42,564 99%

149,550 142,880 96%
114,232 108,038 95%
79,850 90,680 114%

0 0 #DIV/0!
96,860 105,630 109%

298,500 294,300 99%
1,300 2,000 154%

0 0 #DIV/0!
3,673,569 3,796,187 103%

15件 1,790人
　内訳 錬成館 14件 1,750人

相撲場 1件 40人
13件 3,255人

　内訳 錬成館 13件 3,255人
相撲場 0件 0人

その他

3、大会状況

2、錬成館利用料金内訳前年度比較

開館日数
利用者数

智の間
倭文庫
宿泊

区分

料理の間

相撲場

合計

倭文庫

宿泊

個人

卓球

個人

区分
柔道場
剣道場

近的弓道場
遠的弓道場
修養場

さくら・たちばなの間
礼の間

市主催

卓球
料理の間
相撲場
合計

錬成館事業報告書【2024年度】

1、錬成館利用及び利用人数内訳前年度比較

礼の間

智の間

柔道場

剣道場

近的弓道場

遠的弓道場

修養場

さくら・たちばなの間

区分



2023年度 2024年度 前年比
365 365 100%

56,460 46,413 82%

2023年度 2024年度 前年比
件数 416 478 115%
人数 9,045 9,458 105%
件数 241 185 77%
人数 15,335 14,309 93%
件数 657 663 101%
人数 24,380 23,767 97%

2023年度 2024年度 前年比
1,245,108 473,610 38%

857,304 678,564 79%
2,102,412 1,152,174 55%

区分 2023年度 2024年度 前年比
件数 47 35 74%
人数 9,400 5,260 56%
件数 116 101 87%
人数 8,333 7,330 88%
件数 74 56 76%
人数 7,146 4,490 63%
件数 189 162 86%
人数 6,302 5,058 80%
件数 9 0 0%
人数 9 0 0%
件数 14 3 21%
人数 790 508 64%
件数 449 357 80%
人数 31,980 22,646 71%

23件 2,904人
　内訳 庭球場 6件 1,390人

球場 11件 1,006人
グラウンド 6件 508人

203件 21,673人
　内訳 庭球場 29件 2,139人

球場 70件 8,334人
グラウンド 104件 11,200人

開館日数 庭球場 317日

球場 319日

グラウンド 365日

庭球場

野球場

合計

スポーツ施設及び東公園事業報告書【2024年度】

区分
開館日数
利用者数

1、スポーツ施設利用件数及び利用人数内訳前年度比較

区分

野球場

2、スポーツ施設利用料金内訳前年度比較

区分
庭球場

スケートボード

合計

4、大会状況

市主催

その他

3、東公園グラウンド利用件数及び利用人数前年度比較

ソフトボール

サッカー

少年野球

グランドゴルフ

その他

合計



2023年度 2024年度 前年比
309 305 99%

12,642 12,419 98%

2023年度 2024年度 前年比
件数 331 337 102%
人数 3,593 3,464 96%
件数 106 137 129%
人数 845 1,028 122%
件数 86 78 91%
人数 480 513 107%
件数 59 52 88%
人数 456 420 92%
件数 46 59 128%
人数 524 601 115%
件数 95 147 155%
人数 1,147 1,709 149%
件数 87 83 95%
人数 2,980 2,830 95%
件数 49 49 100%
人数 230 213 93%
件数 66 75 114%
人数 518 667 129%
件数 55 51 93%
人数 514 480 93%
件数 9 0 0%
人数 15 0 0%
件数 61 65 107%
人数 458 458 100%
件数 0 0 #DIV/0!
人数 173 0 0%
件数 1,050 1,133 108%
人数 11,933 12,383 104%

2023年度 2024年度 前年比
件数 27 2 7%
人数 140 4 3%
件数 0 0 #DIV/0!
人数 0 0 #DIV/0!
件数 27 2 7%
人数 140 4 3%

2023年度 2024年度 前年比
件数 37 3 8%
人数 463 32 7%

2023年度 2024年度 前年比
1,641,762 1,604,124 98%

15,400 990 6%
202,406 209,831 104%
13,480 1,180 9%

0 0 #DIV/0!
1,873,048 1,816,125 97%

0件 0人
0件 0人その他

区分

競技場
個人利用
器具利用料

4、利用料金内訳前年度比較

区分

会議室

会議室
電話代
合計

5、大会状況

市主催

一般

中学以下

合計

3、会議室利用者数前年度比較

ゲートボール(野外)

合計

個人利用区分

2、個人利用者数前年度比較

その他

卓球場

バトミントン

ソフトテニス

テニス

バレーボール

バスケットボール

空手

太極拳

インディカ

ソフトバレー

新体操

区分

葉苅スポーツの家事業報告書【2024年度】

区分
開館日数
利用者数

1、競技場利用者数内訳前年度比較



2023年度 2024年度 前年比
313 317 101%

22,716 25,175 111%

2023年度 2024年度 前年比
3,396 3,601 106%

大人 1,672 1,767 106%
小人 1,724 1,834 106%

1,665 1,954 117%
大人 385 391 102%
小人 1,280 1,563 122%

5,061 5,555 110%
大人 2,057 2,158 105%
小人 3,004 3,397 113%

2023年度 2024年度 前年比
5,949 7,618 128%

10,286 11,036 107%
1,141 1,003 88%

279 144 52%
17,655 19,801 112%

2023年度 2024年度 前年比
636,340 692,400 109%
76,302 114,264 150%
73,548 99,144 135%
68,510 51,290 75%
1,080 1,080 100%

855,780 958,178 112%

2023年度 2024年度 前年比
205 197 96%
328 320 98%

視聴覚室機器利用

自主事業
延べ人数

視聴覚室利用料金
展示ロビー利用料金
会議室利用料金

内訳

2、貸館利用者数前年度比較

延べ投影回数

4、プラネタリウム関連前年度比較

区分
延べ投影日数

3、利用料金内訳前年度比較

区分
プラネタリウム観覧料金

合計

区分
視聴覚室
展示ロビー
会議室

内訳

個人延べ人数

内訳

団体延べ人数

延べ人数

区分

児童科学館事業報告書【2024年度】

区分
開館日数
利用者数

1、プラネタリウム観覧者数前年度比較



2023年度 2024度 前年比
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!

2023年度 2024度 前年比
大人 0 0 #DIV/0!
小人 0 0 #DIV/0!
大人 0 0 #DIV/0!
小人 0 0 #DIV/0!
高齢者 0 0 #DIV/0!

0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!

2023年度 2024度 前年比
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!

2023年度 2024度 前年比
大人 0 0 #DIV/0!
小人 0 0 #DIV/0!

0 0 #DIV/0!

回数券入場者

フリー入場者
高齢者・身障者
無料入場者

ホワイトウィングス
合計

合計

合計

3、利用料金内訳前年度比較

区分

当日券

2、団体利用者数前年度比較

区分

当日券

総合プール事業報告書【2024年度】

区分
開館日数
利用者数

1、総合プール利用者数前年度比較

区分



岩間造園株式会社

統括責任者　川上将明

津島市教育・体育施設及び都市公園

2025年度　事業報告



2024年度 2025年度 前年比
317 317 100%

66,576 67,699 102%

2024年度 2025年度 前年比
件数 642 623 97%
人数 22,703 22,897 101%
件数 431 462 107%
人数 17,594 18,389 105%
件数 361 388 107%
人数 10,625 11,326 107%
件数 234 226 97%
人数 4,627 4,866 105%
件数 76 77 101%
人数 2,855 2,958 104%
件数 35 37 106%
人数 389 396 102%
件数 253 225 89%
人数 1,920 1,860 97%
件数 226 208 92%
人数 1,336 1,363 102%
件数 79 76 96%
人数 630 636 101%
件数 0 0 #DIV/0!
人数 0 0 #DIV/0!
件数 811 732 90%
人数 811 732 90%
件数 986 775 79%
人数 3,009 2,222 74%
件数 8 5 63%
人数 37 4 11%
件数 1 1 100%
人数 40 50 125%
件数 4,143 3,835 93%
人数 66,576 67,699 102%

2024年度 2025年度 前年比
1,004,054 1,058,002 105%

720,534 764,052 106%
641,492 697,224 109%
470,854 472,624 100%
173,161 163,636 94%
42,564 50,904 120%

142,880 129,840 91%
108,038 98,328 91%
90,680 85,750 95%

0 0 #DIV/0!
105,630 104,750 99%
294,300 219,700 75%

2,000 2,800 140%
0 0 #DIV/0!

3,796,187 3,847,610 101%

15件 2,500 人
　内訳 錬成館 14件 2,450 人

相撲場 1件 50 人
9件 2,470 人

　内訳 錬成館 9件 2,470 人
相撲場 0件 0 人

錬成館事業報告書【2025年度】

1、錬成館利用及び利用人数内訳前年度比較

礼の間

智の間

柔道場

剣道場

近的弓道場

遠的弓道場

修養場

さくら・たちばなの間

区分

市主催

卓球
料理の間
相撲場
合計

個人

区分
柔道場
剣道場

近的弓道場
遠的弓道場
修養場

さくら・たちばなの間
礼の間

その他

3、大会状況

2、錬成館利用料金内訳前年度比較

開館日数
利用者数

智の間
倭文庫
宿泊

区分

料理の間

相撲場

合計

倭文庫

宿泊

個人

卓球



2024年度 2025年度 前年比
365 365 100%

46,413 38,690 83%

2024年度 2025年度 前年比
件数 478 469 98%
人数 9,458 7,891 83%
件数 185 205 111%
人数 14,309 13,131 92%
件数 663 674 102%
人数 23,767 21,022 88%

2024年度 2025年度 前年比
473,610 456,300 96%
678,564 769,284 113%

1,152,174 1,225,584 106%

区分 2024年度 2025年度 前年比
件数 35 29 83%
人数 5,260 2,620 50%
件数 101 80 79%
人数 7,330 6,665 91%
件数 56 39 70%
人数 4,490 3,120 69%
件数 162 165 102%
人数 5,058 4,797 95%
件数 0 0 #DIV/0!
人数 0 0 #DIV/0!
件数 3 9 300%
人数 508 466 92%
件数 357 322 90%
人数 22,646 17,668 78%

15件 1864人
　内訳 庭球場 3件 480人

球場 8件 984人
グラウンド 4件 400人

182件 16898人
　内訳 庭球場 28件 2190人

球場 61件 6700人
グラウンド 93件 8008人

開館日数 庭球場 317日

球場 320日

グラウンド 365日

4、大会状況

市主催

その他

3、東公園グラウンド利用件数及び利用人数前年度比較

ソフトボール

サッカー

少年野球

グランドゴルフ

その他

合計

野球場

2、スポーツ施設利用料金内訳前年度比較

区分
庭球場

スケートボード

合計

庭球場

野球場

合計

スポーツ施設及び東公園事業報告書【2025年度】

区分
開館日数
利用者数

1、スポーツ施設利用件数及び利用人数内訳前年度比較

区分



2024年度 2025年度 前年比
305 308 101%

12,419 13,303 107%

2024年度 2025年度 前年比
件数 337 464 138%
人数 3,464 4,891 141%
件数 137 156 114%
人数 1,028 964 94%
件数 78 88 113%
人数 513 567 111%
件数 52 50 96%
人数 420 422 100%
件数 59 52 88%
人数 601 563 94%
件数 147 72 49%
人数 1,709 824 48%
件数 83 85 102%
人数 2,830 3,380 119%
件数 49 36 73%
人数 213 129 61%
件数 75 65 87%
人数 667 574 86%
件数 51 56 110%
人数 480 502 105%
件数 0 1 #DIV/0!
人数 0 2 #DIV/0!
件数 65 33 51%
人数 458 478 104%
件数 0 0 #DIV/0!
人数 0 0 #DIV/0!
件数 1,133 1,158 102%
人数 12,383 13,296 107%

2024年度 2025年度 前年比
件数 2 1 50%
人数 4 1 25%
件数 0 2 #DIV/0!
人数 0 2 #DIV/0!
件数 2 3 150%
人数 4 3 75%

2024年度 2025年度 前年比
件数 3 1 33%
人数 32 4 13%

2024年度 2025年度 前年比
1,604,124 1,443,129 90%

990 740 75%
209,831 425,720 203%

1,180 320 27%
0 0 #DIV/0!

1,816,125 1,869,909 103%

0件 0人

0件 0人

区分

葉苅スポーツの家事業報告書【2025年度】

区分
開館日数
利用者数

1、競技場利用者数内訳前年度比較

その他

卓球場

バトミントン

ソフトテニス

テニス

バレーボール

バスケットボール

空手道

太極拳

インディカ

ソフトバレー

新体操

一般

中学以下

合計

3、会議室利用者数前年度比較

ゲートボール(野外)

合計

個人利用区分

2、個人利用者数前年度比較

その他

区分

競技場
個人利用
器具利用料

4、利用料金内訳前年度比較

区分

会議室

会議室
電話代
合計

5、大会状況

市主催



2024年度 2025年度 前年比
317 317 100%

25,175 24,243 96%

2024年度 2025年度 前年比
3,601 3,728 104%

大人 1,767 1,814 103%
小人 1,834 1,914 104%

1,954 1,939 99%
大人 391 397 102%
小人 1,563 1,542 99%

5,555 5,667 102%
大人 2,158 2,211 102%
小人 3,397 3,456 102%

2024年度 2025年度 前年比
7,618 7,251 95%

11,036 10,192 92%
1,003 1,148 114%

144 102 71%
19,801 18,693 94%

2024年度 2025年度 前年比
692,400 715,810 103%
114,264 126,900 111%
99,144 101,412 102%
51,290 57,360 112%
1,080 1,080 100%

958,178 1,002,562 105%

2024年度 2025年度 前年比
197 191 97%
320 279 87%

区分

児童科学館事業報告書【2025年度】

区分
開館日数
利用者数

1、プラネタリウム観覧者数前年度比較

内訳

個人延べ人数

内訳

団体延べ人数

延べ人数

内訳

2、貸館利用者数前年度比較

延べ投影回数

4、プラネタリウム関連前年度比較

区分
延べ投影日数

3、利用料金内訳前年度比較

区分
プラネタリウム観覧料金

合計

区分
視聴覚室
展示ロビー
会議室

視聴覚室機器利用

自主事業
延べ人数

視聴覚室利用料金
展示ロビー利用料金
会議室利用料金



2024度 2025度 前年比
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!

2024度 2025度 前年比
大人 0 0 #DIV/0!
小人 0 0 #DIV/0!
大人 0 0 #DIV/0!
小人 0 0 #DIV/0!
高齢者 0 0 #DIV/0!

0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!

2024度 2025度 前年比
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!
0 0 #DIV/0!

2024度 2025度 前年比
大人 0 0 #DIV/0!
小人 0 0 #DIV/0!

0 0 #DIV/0!

当日券

総合プール事業報告書【2025年度】

区分
開館日数
利用者数

1、総合プール利用者数前年度比較

区分

回数券入場者

フリー入場者
高齢者・身障者
無料入場者

ホワイトウィングス
合計

合計

合計

3、利用料金内訳前年度比較

区分

当日券

2、団体利用者数前年度比較

区分



資料３

特記事項 利用状況 施設・設備の主な修繕履歴

　剣道、柔道、弓道など日本古来の武道の活動に
利用されており、こどもから大人まで多くの方に利用
されている。

・錬成館高圧電気設備改修工事（高圧引込線及び電柱取替工事）
・錬成館浴室棟改修工事（ボイラーの故障ため、ガスによる温水ヒータに切替え）
・錬成館、近的・遠的弓道場LED照明器具取替工事（津島市）
・錬成館　１階廊下非常照明器具取替修繕（津島市）
・近的弓道場　空調機器取替工事
・遠的弓道場　近的弓道場折れサッシ修繕
・卓球場　門扉改修工事

　この球場を拠点として活動している野球団体や定
期的に利用している団体がある。また、年間を通じ
て試合も行われる。

・打撃練習用等防球ネット修繕
・浄化槽ブロアー取替修繕
・グラウンドレーキマット取替修繕
・屋外防球フェンス修繕
・スタンド金網フェンス修理
・ベンチ前フェンスネット修繕
・グラウンド整備修繕（津島市）

　テニスコートが８面あり、週末はテニス団体の多く
の方が試合や練習を行っている。

・野外防雨型電波時計更新
・庭球場横屋外トイレ照明修繕
・ネットホワイトテープ取替修繕
・審判台修繕
・ネットフェンス門扉修繕
・防球ネット増設工事（津島市）

　東公園からは、離れた地域にあるが、地域周辺の
利用者が多い体育館である。

・電動カーテン取替修繕
・玄関ドアクローザー取替修繕
・男子トイレタンク・タイル取替修繕
・誘導灯取替修繕
・LED照明器具取替工事（津島市）
・スポットエアコン設置工事（津島市）
・雨樋等修繕工事（津島市）

　屋内プールは、平成30年１月24日に天井ボードが
部分剥離したため、使用を休止している。

　屋外プールは、令和２年６月25日の点検で、循環
ろ過装置の作動不良、給排水管の損傷のため、津
島総合プールは、施設の維持管理のみを行う。

　休止中

教
育
施
設

　プラネタリウムがあり、近隣の小学校などから大勢
のこどもたちが見学に来る。

・事務所空調設備更新修繕
・機械室換気設備更新修繕
・正面玄関自動ドア修繕
・冷温水ポンプオーバーホール修繕
・券売機新紙幣対応修理
・吸収式冷温水機　冷媒電磁弁コイル取替修理
・プラネタリウム機器修繕
・吸水式冷温水機　漏れ箇所調査（津島市）
・受変電設備コンデンサ取替（津島市）
・冷却水ポンプオーバーホール（津島市）
・視聴覚室空調機設置（津島市）
・発電設備蓄電池取替（津島市）

都
市
公
園

　スポーツ広場のスケートボードの器具が経年劣化
していることから撤去している。

　休日には、親子づれが遊具で遊んだり、散歩を楽
しむ方が訪れる。また、多目的グラウンドで、ソフト
ボール、サッカー、少年野球とスポーツ団体が利用
している。

・多目的グラウンドで、外来植物であるメリケントキンソウが繁殖しため、令和元年度に表層
部分の土の入替え、令和２年度に薬剤散布で除去を行った。
・トイレブロアー取替修繕
・多目的グラウンド散水用バルブ交換工事
・遊具ロープネット取替修繕
・複合遊具バブルウィンドウ取替修繕
・複合遊具バブルウィンドウ取替修繕
・トラクター修繕
・屋外トイレ改修工事（津島市）
・公園灯取替工事（津島市）

８　その他施設に関する特記事項

施設名

体
育
施
設

錬成館
（近的・遠的弓道場、卓球
室、相撲場、スポーツ広場

を含む。）

　熱中症警戒アラートが発表され、熱中症による重
大な健康東が生ずるおそれのある場合に、施設利
用中止の申し出が利用時間前までにあった場合に
限り、使用料の全額を還付する。（錬成館、津島市
営球場、津島市営庭球場に限る）

　錬成館３階修養場を利用しての合宿を停止してお
り、その影響で風呂やシャワー（錬成館１階、２階）が
使用できなくなっている。

　錬成館の小荷物専用昇降機は経年劣化や部品の
生産が中止していることから、令和８年から休止して
いる。

　津島市営球場の大型スコアボードのカウント表示
は使用できていたが、故障によりすべての機能が使
用できなくなった。

　葉苅スポーツの家の吊下固定式バスケットボール
装置は、パイプの歪みなどは破損部分があり、令和
７年７月から使用を中止している。

津島市営球場

津島市営庭球場

葉苅スポーツの家
（体育館）

津島総合プール

津島児童科学館

東公園



（単位：円）

1/4Ｑ期 2/4Ｑ期 3/4Ｑ期 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

20,371,488 20,371,488 20,371,488 20,385,536 81,500,000 100%

2,241,184 2,137,966 2,024,563 2,043,898 8,447,611 95%

0 0 0 0 0

0 1,720 0 6,000 7,720 19%

22,612,672 22,511,174 22,396,051 22,435,434 89,955,331 99% （A)

1/4Ｑ期 2/4Ｑ期 3/4Ｑ期 4/4Ｑ期 合計 備考

6,430,869 8,275,398 10,707,825 8,787,469 34,201,561 124%

1,999,800 1,999,800 1,999,800 2,000,600 8,000,000 100%

3,916,912 5,722,733 8,098,638 6,289,454 24,027,737 126%

0 0 0 0 0

514,157 552,865 609,387 497,415 2,173,824 385%

3,731,322 6,379,290 4,017,967 5,974,506 20,103,085 80%

717,901 639,751 453,438 678,292 2,489,382 69%

2,486,581 4,978,135 3,118,303 3,492,164 14,075,183 80%

523,600 757,944 442,226 1,799,550 3,523,320 88%

3,240 3,460 4,000 4,500 15,200 51%

2,806,467 2,195,603 2,001,366 1,815,182 8,818,618 119%

500,109 266,643 223,336 168,027 1,158,115 185%

290,092 391,600 240,900 114,565 1,037,157 519%

0 0 0 0 0

235,573 0 0 0 235,573 67%

230,063 0 0 0 230,063 329%

63,000 49,000 48,000 45,000 205,000 205%

66,000 66,000 66,000 66,000 264,000 100%

1,417,120 1,417,080 1,417,080 1,417,080 5,668,360 100%

4,510 5,280 6,050 4,510 20,350 68%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

1,202,205 0 0 0 1,202,205 86%

1,188,000 0 0 0 1,188,000 86%

14,205 0 0 0 14,205 68%

0 0 0 0 0

0 0 0 10,000 10,000 100%

0 0 0 10,000 10,000 100%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

8,588,635 6,454,753 6,633,574 5,782,937 27,459,899 107%

498,300 498,300 498,300 498,300 1,993,200 100%

415,360 409,460 402,380 408,870 1,636,070 102%

424,072 435,871 422,311 419,992 1,702,246 106%

877,944 892,840 870,496 877,944 3,519,224 108%

0 0 0 0 0

126,500 192,500 77,000 192,500 588,500 59%

113,850 427,570 113,850 233,420 888,690 106%

71,500 0 0 0 71,500 101%

0 0 0 0 0

44,000 143,000 143,000 176,000 506,000 92%

13,200 0 0 0 13,200 102%

0 0 0 115,700 115,700 609%

396,000 132,000 264,000 0 792,000 122%

66,000 66,000 66,000 66,000 264,000 94%

49,500 49,500 82,500 49,500 231,000 140%

0 363,000 126,500 729,500 1,219,000 125%

247,500 0 0 0 247,500 103%

242,000 126,500 0 0 368,500 152%

148,500 148,500 148,500 148,500 594,000 88%

605,000 0 605,000 0 1,210,000 121%

0 104,500 0 104,500 209,000 100%

148,500 148,500 148,500 148,500 594,000 93%

27,500 0 27,500 0 55,000 100%

165,000 0 0 0 165,000 103%

242,000 0 0 0 242,000 100%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 165,000 0 165,000 330,000 471%

0 473,000 473,000 0 946,000 72%

176,203 224,415 167,244 155,841 723,703 96%

0 0 0 0 0

0 0 0 365,750 365,750 44%

509,300 22,000 40,700 34,100 606,100 67%

0 0 38,500 0 38,500 13%

2,276,333 1,315,009 1,074,407 316,484 4,982,233 199%

565,565 0 696,190 450,560 1,712,315 82%

139,008 117,288 147,696 125,976 529,968 139%

0 13,365 13,632 0 26,997

0 0 0 0 0

0 13,365 13,632 0 26,997

600,000 600,000 600,000 600,000 2,400,000 100%

23,359,498 23,918,409 23,974,364 22,970,094 94,222,365 104% （B）

-746,826 -1,407,235 -1,578,313 -534,660 -4,267,034 (A)－(B）

指定管理料 81,500,000

利用料金収入 8,900,000

令和５年度　津島市教育・体育施設及び都市公園指定管理者業務収支報告

施設全体

収入

項目 内訳 令和５年度

合　計 90,440,000

支出

項目 内訳 令和５年度

自主事業収入 0

その他収入 40,000

運営スタッフ 19,000,000

機械操作員（プール） 0

人件費 27,565,000

現地責任者 8,000,000

修繕 4,000,000

新聞図書費 30,000

役務費 7,407,000

法定福利費 565,000

需要費 25,130,000

消耗品費 3,600,000

光熱水費（電気・ガス・水道） 17,500,000

諸手数料 30,000

備品購入費 900,000

備品購入費 900,000

70,000

駐車場利用料 100,000

構内電話リース 264,000

経理・総務管理費 5,668,000

通信費 625,000

ゴミ処理費 200,000

法定検査料 100,000

賠償責任保険料 350,000

広告宣伝費

ＮＨＫ受信料 21,000

淡水魚水族館水槽使用料 0

使用料及び貸借料 1,396,000

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 1,375,000

利用料金返金・指定管理料返金 0

委託費 25,632,000

警備業務 2,000,000

負担金 10,000

協賛金 10,000

回数券返金 0

プール管理業務 0

定期清掃 1,000,000

汚水処理施設維持管理 836,000

夜間管理業務 1,600,000

管理・清掃業務等 1,600,000

日常清掃 3,250,000

砂場大腸菌検査 13,000

水質検査 19,000

空調・給排水設備保守 650,000

貯水槽清掃 71,000

循環ろ過装置保守点検 0

フロン簡易点検 550,000

防火対象物点検 240,000

防火設備定期検査 242,000

自家用電気工作物 673,000

害虫駆除 280,000

昇降機保守点検 165,000

消防設備点検 976,000

自動ドア保守 55,000

建築物定期調査 160,000

建築設備定期調査 242,000

冷暖房換気設備保守 1,000,000

視聴覚設備保守 210,000

エレベーター 640,000

プラネタリウム保守 1,320,000

球場管理 750,000

庭球場管理 0

ヒーター保守点検 0

突き出し窓保守点検 0

自動火災報知設備点検 70,000

草刈等業務 2,500,000

グラウンド整備 2,100,000

庭球場整備 380,000

球場整備 840,000

植栽剪定・消毒 900,000

遊具点検 300,000

租税公課 消費税未払い差額 2,400,000

合　計 90,440,000

収　支　合　計 0

自主事業費 0

水泳協会委託費 0

講師謝礼金 0



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

2,204,000 2,204,000 2,204,000 6,612,000 2,204,000 2,204,000 2,204,000 6,612,000 2,204,000 2,204,000 2,204,000 6,612,000 2,204,000 2,204,000 2,209,000 6,617,000 26,453,000 100%

312,593 279,389 278,302 870,284 321,412 295,872 304,755 922,039 342,136 305,057 296,767 943,960 264,249 298,179 355,018 917,446 3,653,729 91%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

2,516,593 2,483,389 2,482,302 7,482,284 2,525,412 2,501,592 2,508,755 7,534,039 2,546,136 2,509,057 2,500,767 7,555,960 2,468,249 2,502,179 2,564,018 7,534,446 30,106,729 99% （A)

備考

613,201 722,513 700,996 2,036,710 1,171,932 1,439,781 1,366,714 3,978,427 1,836,092 1,908,644 2,407,281 6,152,017 1,789,195 1,791,434 1,270,371 4,851,000 17,018,154 129%

391,600 391,600 391,600 1,174,800 391,600 391,600 391,600 1,174,800 391,600 391,600 391,600 1,174,800 391,600 391,600 392,400 1,175,600 4,700,000 100%

153,914 256,458 227,826 638,198 698,429 896,335 894,344 2,489,108 1,363,915 1,439,256 1,861,046 4,664,217 1,324,570 1,324,043 787,062 3,435,675 11,227,198 140%

0 0 0 0 0

67,687 74,455 81,570 223,712 81,903 151,846 80,770 314,519 80,577 77,788 154,635 313,000 73,025 75,791 90,909 239,725 1,090,956 221%

405,274 446,754 566,355 1,418,383 448,529 635,793 449,873 1,534,195 471,184 481,690 780,568 1,733,442 380,696 475,306 1,454,828 2,310,830 6,996,850 99%

158,464 144,411 74,868 377,743 117,813 27,182 88,086 233,081 64,848 169,243 111,790 345,881 15,954 25,682 115,903 157,539 1,114,244 111%

246,810 302,343 341,887 891,040 330,716 496,411 361,787 1,188,914 406,336 312,447 359,652 1,078,435 364,742 449,624 364,875 1,179,241 4,337,630 77%

149,600 149,600 112,200 112,200 309,126 309,126 974,050 974,050 1,544,976 386%

0 0 0 0 0

875,656 278,414 213,022 1,367,092 228,445 238,116 217,164 683,725 216,723 209,342 210,007 636,072 194,542 208,346 195,223 598,111 3,285,000 130%

241,011 100,064 32,472 373,547 54,285 63,296 42,004 159,585 41,563 36,182 34,417 112,162 22,152 34,526 22,063 78,741 724,035 251%

16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 16,500 16,500 49,500 198,000 291%

0 0 0 0 0

235,573 235,573 0 0 0 235,573 67%

220,682 220,682 0 0 0 220,682

21,000 21,000 21,000 63,000 16,000 16,000 17,000 49,000 17,000 15,000 16,000 48,000 15,000 15,000 15,000 45,000 205,000 241%

22,000 22,000 22,000 66,000 22,000 22,000 22,000 66,000 22,000 22,000 22,000 66,000 22,000 22,000 22,000 66,000 264,000 100%

118,120 118,080 118,080 354,280 118,120 118,120 118,120 354,360 118,120 118,120 118,120 354,360 118,120 118,120 118,120 354,360 1,417,360 100%

770 770 2,970 4,510 1,540 2,200 1,540 5,280 1,540 1,540 2,970 6,050 770 2,200 1,540 4,510 20,350 102%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10,000 10,000 10,000 #DIV/0!

0 0 0 10,000 10,000 10,000 #DIV/0!

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

406,058 860,138 770,048 2,036,244 496,541 883,678 435,946 1,816,165 433,636 994,998 394,682 1,823,316 479,550 934,258 433,196 1,847,004 7,522,729 108%

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 396,000 99%

136,290 136,290 142,780 415,360 123,900 142,780 142,780 409,460 136,290 142,780 123,310 402,380 129,800 136,290 142,780 408,870 1,636,070 102%

0 0 0 0

193,648 193,648 193,648 580,944 201,096 193,648 201,096 595,840 201,096 193,648 178,752 573,496 186,200 193,648 201,096 580,944 2,331,224 104%

0 0 0 0 0

77,000 77,000 132,000 132,000 77,000 77,000 132,000 132,000 418,000 105%

17,820 20,900 17,820 56,540 96,745 21,450 17,270 135,465 21,450 17,270 17,820 56,540 57,750 17,820 14,520 90,090 338,635 85%

71,500 71,500 0 0 0 71,500 101%

0 0 0 0 0

0 66,000 66,000 66,000 66,000 66,000 66,000 198,000 99%

0 0 0 0 0

0 0 0 31,000 18,700 49,700 49,700 262%

264,000 264,000 0 264,000 264,000 0 528,000 106%

7,700 7,700 7,700 23,100 7,700 7,700 7,700 23,100 7,700 7,700 7,700 23,100 7,700 7,700 7,700 23,100 92,400 84%

33,000 16,500 49,500 16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 49,500 16,500 82,500 16,500 16,500 16,500 49,500 231,000 140%

0 126,500 126,500 126,500 126,500 295,000 295,000 548,000 220%

82,500 82,500 0 0 0 82,500 99%

132,000 132,000 126,500 126,500 0 0 258,500 196%

17,600 17,600 17,600 52,800 17,600 17,600 17,600 52,800 17,600 17,600 17,600 52,800 17,600 17,600 17,600 52,800 211,200 89%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

132,000 132,000 0 0 0 132,000 100%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 480,000 100%

2,340,189 2,347,819 2,290,421 6,978,429 2,385,447 3,237,368 2,509,697 8,132,512 2,997,635 3,634,674 3,832,538 10,464,847 2,883,983 3,449,344 3,403,618 9,736,945 35,312,733 116% （B）

176,404 135,570 191,881 503,855 139,965 -735,776 -942 -596,753 -451,499 -1,125,617 -1,331,771 -2,908,887 -415,734 -947,165 -839,600 -2,202,499 -5,206,004 (A)－(B）

指定管理料 26,453,000

利用料金収入 4,025,000

令和５年度(錬成館)収支報告

収入

項目 内訳 令和５年度

合　計 30,498,000

支出

項目 内訳 執行額

自主事業収入 0

その他収入 20,000

運営スタッフ 8,000,000

機械操作員（プール） 0

人件費 13,193,000

現地責任者 4,700,000

消耗品費 1,000,000

光熱水費（電気・ガス・水道） 5,652,000

修繕 400,000

法定福利費 493,000

需要費 7,052,000

新聞図書費 0

役務費 2,526,000

通信費 288,000

ゴミ処理費 68,000

駐車場利用料 85,000

構内電話リース 264,000

経理・総務管理費 1,417,000

法定検査料 34,000

賠償責任保険料 350,000

広告宣伝費 0

使用料及び貸借料 0

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 0

諸手数料 20,000

備品購入費 300,000

備品購入費 300,000

負担金 0

協賛金 0

ＮＨＫ受信料 0

淡水魚水族館水槽使用料 0

委託費 6,947,000

警備業務 400,000

夜間管理業務 1,600,000

回数券返金 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

定期清掃 400,000

汚水処理施設維持管理 398,000

貯水槽清掃 71,000

管理・清掃業務等 0

日常清掃 2,250,000

プール管理業務 0

水質検査 19,000

空調・給排水設備保守 500,000

害虫駆除 110,000

循環ろ過装置保守点検 0

フロン簡易点検 200,000

砂場大腸菌検査 0

防火設備定期検査 132,000

自家用電気工作物 238,000

冷暖房換気設備保守 0

昇降機保守点検 165,000

消防設備点検 249,000

防火対象物点検 83,000

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 132,000

ヒーター保守点検 0

視聴覚設備保守 0

エレベーター 0

自動ドア保守 0

球場管理 0

庭球場管理 0

球場整備 0

突き出し窓保守点検 0

自動火災報知設備点検 0

プラネタリウム保守 0

グラウンド整備 0

庭球場整備 0

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 0

遊具点検 0

草刈等業務 0

租税公課 消費税未払い差額 480,000

合　計 30,498,000

収　支　合　計 0

水泳協会委託費 0

講師謝礼金 0



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

2,169,000 2,169,000 2,169,000 6,507,000 2,169,000 2,169,000 2,169,000 6,507,000 2,169,000 2,169,000 2,169,000 6,507,000 2,169,000 2,169,000 2,176,000 6,514,000 26,035,000 100%

65,750 75,664 62,130 203,544 107,050 118,890 90,122 316,062 63,914 75,840 54,010 193,764 36,270 36,610 69,090 141,970 855,340 90%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

2,234,750 2,244,664 2,231,130 6,710,544 2,276,050 2,287,890 2,259,122 6,823,062 2,232,914 2,244,840 2,223,010 6,700,764 2,205,270 2,205,610 2,245,090 6,655,970 26,890,340 100% （A)

備考

694,756 937,324 972,755 2,604,835 991,623 1,266,303 1,095,092 3,353,018 983,140 1,078,872 1,520,263 3,582,275 962,660 962,230 1,100,115 3,025,005 12,565,133 164%

275,000 275,000 275,000 825,000 275,000 275,000 275,000 825,000 275,000 275,000 275,000 825,000 275,000 275,000 275,000 825,000 3,300,000 100%

414,984 654,794 648,286 1,718,064 668,634 887,672 744,099 2,300,405 638,541 728,290 1,105,123 2,471,954 614,312 610,388 727,975 1,952,675 8,443,098 196%

0 0 0 0

4,772 7,530 49,469 61,771 47,989 103,631 75,993 227,613 69,599 75,582 140,140 285,321 73,348 76,842 97,140 247,330 822,035 2055%

304,467 432,041 316,562 1,053,070 860,255 956,707 1,170,319 2,987,281 391,676 543,061 423,772 1,358,509 519,911 494,475 428,591 1,442,977 6,841,837 73%

109,986 9,735 22,785 142,506 52,473 61,144 26,079 139,696 12,764 12,928 25,345 51,037 16,200 25,461 41,661 374,900 37%

193,401 421,226 292,697 907,324 806,702 894,263 1,143,160 2,844,125 377,612 528,833 397,027 1,303,472 502,211 492,975 401,630 1,396,816 6,451,737 94%

0 0 0

1,080 1,080 1,080 3,240 1,080 1,300 1,080 3,460 1,300 1,300 1,400 4,000 1,500 1,500 1,500 4,500 15,200 61%

156,659 142,226 146,865 445,750 141,866 142,390 141,936 426,192 142,064 141,237 141,104 424,405 140,917 137,544 138,467 416,928 1,713,275 103%

29,158 24,146 28,785 82,089 23,786 24,310 23,856 71,952 23,984 23,157 23,024 70,165 22,837 19,464 20,387 62,688 286,894 166%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

9,381 9,381 0 0 0 9,381 67%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

118,120 118,080 118,080 354,280 118,080 118,080 118,080 354,240 118,080 118,080 118,080 354,240 118,080 118,080 118,080 354,240 1,417,000 100%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

1,202,205 0 0 1,202,205 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,202,205 86%

1,188,000 1,188,000 0 0 0 1,188,000 86%

14,205 14,205 0 0 0 14,205 68%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

836,000 286,000 588,500 1,710,500 676,500 390,500 308,000 1,375,000 704,000 808,500 203,500 1,716,000 203,500 588,500 308,000 1,100,000 5,901,500 96%

30,800 30,800 30,800 92,400 30,800 30,800 30,800 92,400 30,800 30,800 30,800 92,400 30,800 30,800 30,800 92,400 369,600 92%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

99,000 99,000 99,000 297,000 99,000 99,000 99,000 297,000 99,000 99,000 99,000 297,000 99,000 99,000 99,000 297,000 1,188,000 119%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 33,000 33,000 0 33,000 33,000 66,000 44%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

7,700 7,700 7,700 23,100 7,700 7,700 7,700 23,100 7,700 7,700 7,700 23,100 7,700 7,700 7,700 23,100 92,400 154%

0 0 0 0 0

0 154,000 154,000 0 352,000 352,000 506,000 169%

82,500 82,500 0 0 0 82,500 103%

110,000 110,000 0 0 0 110,000 100%

16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 16,500 16,500 49,500 198,000 88%

605,000 605,000 0 605,000 605,000 0 1,210,000 121%

0 104,500 104,500 0 104,500 104,500 209,000 100%

49,500 49,500 49,500 148,500 49,500 49,500 49,500 148,500 49,500 49,500 49,500 148,500 49,500 49,500 49,500 148,500 594,000 93%

27,500 27,500 0 27,500 27,500 0 55,000 100%

165,000 165,000 0 0 0 165,000 103%

110,000 110,000 0 0 0 110,000 100%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 473,000 473,000 473,000 473,000 0 946,000 72%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 13,365 13,365 13,632 0 0 13,632 0 0 0 0 26,997

0 0 0 0 0

0 13,365 13,365 13,632 13,632 0 26,997

40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 480,000 100%

3,234,087 1,837,591 2,064,682 7,136,360 2,710,244 2,795,900 2,768,712 8,274,856 2,274,512 2,611,670 2,328,639 7,214,821 1,866,988 2,222,749 2,015,173 6,104,910 28,730,947 106% （B）

-999,337 407,073 166,448 -425,816 -434,194 -508,010 -509,590 -1,451,794 -41,598 -366,830 -105,629 -514,057 338,282 -17,139 229,917 551,060 -1,840,607 (A)－(B）

指定管理料 26,035,000

利用料金収入 951,000

令和５年度(児童科学館)収支報告

収入

項目 内訳 令和５年度

合　計 27,006,000

支出

項目 内訳 執行額

自主事業収入 0

その他収入 20,000

運営スタッフ 4,300,000

機械操作員（プール） 0

人件費 7,640,000

現地責任者 3,300,000

消耗品費 1,000,000

光熱水費（電気・ガス・水道） 6,877,000

修繕 1,500,000

法定福利費 40,000

需要費 9,402,000

新聞図書費 25,000

役務費 1,660,000

通信費 173,000

ゴミ処理費 33,000

駐車場利用料 15,000

構内電話リース 0

経理・総務管理費 1,417,000

法定検査料 0

賠償責任保険料 0

広告宣伝費 14,000

使用料及び貸借料 1,396,000

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 1,375,000

諸手数料 8,000

備品購入費 300,000

備品購入費 300,000

負担金 10,000

協賛金 10,000

ＮＨＫ受信料 21,000

淡水魚水族館水槽使用料 0

委託費 6,118,000

警備業務 400,000

夜間管理業務 0

回数券返金 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

定期清掃 300,000

汚水処理施設維持管理 0

貯水槽清掃 0

管理・清掃業務等 0

日常清掃 1,000,000

プール管理業務 0

水質検査 0

空調・給排水設備保守 0

害虫駆除 60,000

循環ろ過装置保守点検 0

フロン簡易点検 150,000

砂場大腸菌検査 0

防火設備定期検査 110,000

自家用電気工作物 224,000

冷暖房換気設備保守 1,000,000

昇降機保守点検 0

消防設備点検 299,000

防火対象物点検 80,000

建築物定期調査 160,000

建築設備定期調査 110,000

ヒーター保守点検 0

視聴覚設備保守 210,000

エレベーター 640,000

自動ドア保守 55,000

球場管理 0

庭球場管理 0

球場整備 0

突き出し窓保守点検 0

自動火災報知設備点検 0

プラネタリウム保守 1,320,000

グラウンド整備 0

庭球場整備 0

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 0

遊具点検 0

草刈等業務 0

租税公課 消費税未払い差額 480,000

合　計 27,006,000

収　支　合　計 0

水泳協会委託費 0

講師謝礼金 0



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

272,000 272,000 272,000 816,000 272,000 272,000 272,000 816,000 272,000 272,000 272,000 816,000 272,000 272,000 273,000 817,000 3,265,000 100%

101,520 91,584 86,184 279,288 57,888 74,304 96,984 229,176 90,720 66,096 29,808 186,624 36,720 44,496 81,000 162,216 857,304 92%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

373,520 363,584 358,184 1,095,288 329,888 346,304 368,984 1,045,176 362,720 338,096 301,808 1,002,624 308,720 316,496 354,000 979,216 4,122,304 98% （A)

備考

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

64,013 108,679 29,827 202,519 68,077 42,018 80,833 190,928 39,091 95,307 27,640 162,038 138,418 29,495 67,144 235,057 790,542 48%

33,750 9,735 43,485 0 2,448 2,904 5,352 74,250 1,755 76,005 124,842 62%

30,263 98,944 29,827 159,034 68,077 42,018 80,833 190,928 36,643 92,403 27,640 156,686 64,168 27,740 67,144 159,052 665,700 69%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

2,753 2,698 0 5,451 2,707 2,698 2,735 8,140 2,698 2,744 2,698 8,140 2,698 2,698 2,696 8,092 29,823 149%

2,753 2,698 5,451 2,707 2,698 2,735 8,140 2,698 2,744 2,698 8,140 2,698 2,698 2,696 8,092 29,823 #DIV/0!

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

64,701 165,044 64,158 293,903 142,556 186,733 71,676 400,965 61,986 77,386 63,072 202,444 419,959 224,926 77,106 721,991 1,619,303 84%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

6,600 6,600 13,200 65,450 6,600 72,050 6,600 6,600 13,200 75,900 75,900 174,350 425%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 88,000 196%

0 0 0 0 0

0 0 0 20,000 20,000 20,000 #DIV/0!

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

82,500 82,500 0 0 0 82,500 107%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 82,500 82,500 0 82,500 82,500 165,000 825%

0 0 0 0 0

58,101 60,544 57,558 176,203 77,106 75,633 71,676 224,415 55,386 55,386 56,472 167,244 34,209 44,526 77,106 155,841 723,703 96%

0 0 0 0 0

0 0 0 365,750 365,750 365,750 44%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 480,000 100%

171,467 316,421 133,985 621,873 253,340 271,449 195,244 720,033 143,775 215,437 133,410 492,622 601,075 297,119 186,946 1,085,140 2,919,668 70% （B）

202,053 47,163 224,199 473,415 76,548 74,855 173,740 325,143 218,945 122,659 168,398 510,002 -292,355 19,377 167,054 -105,924 1,202,636 (A)－(B）

指定管理料 3,265,000

利用料金収入 929,000

令和５年度(市営球場)収支報告

収入

項目 内訳 令和５年度

合　計 4,194,000

支出

項目 内訳 執行額

自主事業収入 0

その他収入 0

運営スタッフ 0

機械操作員（プール） 0

人件費 0

現地責任者 0

消耗品費 200,000

光熱水費（電気・ガス・水道） 963,000

修繕 500,000

法定福利費 0

需要費 1,663,000

新聞図書費 0

役務費 20,000

通信費 0

ゴミ処理費 0

駐車場利用料 0

構内電話リース 0

経理・総務管理費 0

法定検査料 20,000

賠償責任保険料 0

広告宣伝費 0

使用料及び貸借料 0

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 0

諸手数料 0

備品購入費 100,000

備品購入費 100,000

負担金 0

協賛金 0

ＮＨＫ受信料 0

淡水魚水族館水槽使用料 0

委託費 1,931,000

警備業務 0

夜間管理業務 0

回数券返金 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

定期清掃 0

汚水処理施設維持管理 41,000

貯水槽清掃 0

管理・清掃業務等 0

日常清掃 0

プール管理業務 0

水質検査 0

空調・給排水設備保守 0

害虫駆除 0

循環ろ過装置保守点検 0

フロン簡易点検 45,000

砂場大腸菌検査 0

防火設備定期検査 0

自家用電気工作物 0

冷暖房換気設備保守 0

昇降機保守点検 0

消防設備点検 158,000

防火対象物点検 77,000

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 0

ヒーター保守点検 0

視聴覚設備保守 0

エレベーター 0

自動ドア保守 0

球場管理 750,000

庭球場管理 0

球場整備 840,000

突き出し窓保守点検 0

自動火災報知設備点検 20,000

プラネタリウム保守 0

グラウンド整備 0

庭球場整備 0

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 0

遊具点検 0

草刈等業務 0

租税公課 消費税未払い差額 480,000

合　計 4,194,000

収　支　合　計 0

水泳協会委託費 0

講師謝礼金 0



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

52,080 52,080 52,080 156,240 52,080 52,080 52,080 156,240 52,080 52,080 52,080 156,240 52,080 52,080 52,120 156,280 625,000 100%

113,090 144,738 116,272 374,100 54,524 118,594 96,984 270,102 108,790 117,218 52,976 278,984 82,818 77,658 123,668 284,144 1,207,330 94%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

165,170 196,818 168,352 530,340 106,604 170,674 149,064 426,342 160,870 169,298 105,056 435,224 134,898 129,738 175,788 440,424 1,832,330 96% （A)

備考

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

30,910 3,694 31,917 66,521 3,578 33,707 3,643 40,928 31,833 3,946 33,755 69,534 202,123 28,963 75,950 307,036 484,019 51%

0 0 0 198,000 8,806 206,806 206,806 41%

30,910 3,694 31,917 66,521 3,578 33,707 3,643 40,928 31,833 3,946 33,755 69,534 4,123 28,963 67,144 100,230 277,213 79%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

43,440 43,440 52,128 139,008 43,440 47,784 26,064 117,288 60,816 43,440 43,440 147,696 43,440 39,096 43,440 125,976 529,968 139%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

43,440 43,440 52,128 139,008 43,440 47,784 26,064 117,288 60,816 43,440 43,440 147,696 43,440 39,096 43,440 125,976 529,968 139%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 480,000 100%

114,350 87,134 124,045 325,529 87,018 121,491 69,707 278,216 132,649 87,386 117,195 337,230 285,563 108,059 159,390 553,012 1,493,987 78% （B）

50,820 109,684 44,307 204,811 19,586 49,183 79,357 148,126 28,221 81,912 -12,139 97,994 -150,665 21,679 16,398 -112,588 338,343 (A)－(B）

指定管理料 625,000

利用料金収入 1,290,000

令和５年度(市営庭球場)収支報告

収入

項目 内訳 令和５年度

合計 1,915,000

支出

項目 内訳 執行額

自主事業収入 0

その他収入 0

運営スタッフ 0

機械操作員（プール） 0

人件費 0

現地責任者 0

消耗品費 500,000

光熱水費（電気・ガス・水道） 350,000

修繕 100,000

法定福利費 0

需要費 955,000

新聞図書費 5,000

役務費 0

通信費 0

ゴミ処理費 0

駐車場利用料 0

構内電話リース 0

経理・総務管理費 0

法定検査料 0

賠償責任保険料 0

広告宣伝費 0

使用料及び貸借料 0

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 0

諸手数料 0

備品購入費 100,000

備品購入費 100,000

負担金 0

協賛金 0

ＮＨＫ受信料 0

淡水魚水族館水槽使用料 0

委託費 380,000

警備業務 0

夜間管理業務 0

回数券返金 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

定期清掃 0

汚水処理施設維持管理 0

貯水槽清掃 0

管理・清掃業務等 0

日常清掃 0

プール管理業務 0

水質検査 0

空調・給排水設備保守 0

害虫駆除 0

循環ろ過装置保守点検 0

フロン簡易点検 0

砂場大腸菌検査 0

防火設備定期検査 0

自家用電気工作物 0

冷暖房換気設備保守 0

昇降機保守点検 0

消防設備点検 0

防火対象物点検 0

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 0

ヒーター保守点検 0

視聴覚設備保守 0

エレベーター 0

自動ドア保守 0

球場管理 0

庭球場管理 0

球場整備 0

突き出し窓保守点検 0

自動火災報知設備点検 0

プラネタリウム保守 0

グラウンド整備 0

庭球場整備 380,000

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 0

遊具点検 0

草刈等業務 0

租税公課 消費税未払い差額 480,000

総　合　計 1,915,000

収　支　合　計 0

水泳協会委託費 0

講師謝礼金 0



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

1,160,000 1,160,000 1,160,000 3,480,000 1,160,000 1,160,000 1,160,000 3,480,000 1,160,000 1,160,000 1,160,000 3,480,000 1,160,000 1,160,000 1,161,000 3,481,000 13,921,000 100%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 1,720 1,720 0 6,000 6,000 7,720 #DIV/0! 行為許可

1,160,000 1,160,000 1,160,000 3,480,000 1,160,000 1,160,000 1,160,000 3,481,720 1,160,000 1,160,000 1,160,000 3,480,000 1,160,000 1,160,000 1,167,000 3,487,000 13,928,720 100% （A)

備考

140,699 448,678 406,657 996,034 130,593 82,720 98,678 311,991 102,659 86,038 117,721 306,418 86,038 109,930 119,280 315,248 1,929,691 46%

0 0 0 0 0

139,668 447,556 405,444 992,668 129,108 81,780 97,556 308,444 101,492 85,060 116,383 302,935 85,060 108,681 117,924 311,665 1,915,712 46%

0 0 0 0 0

1,031 1,122 1,213 3,366 1,485 940 1,122 3,547 1,167 978 1,338 3,483 978 1,249 1,356 3,583 13,979 140%

49,961 22,947 416,911 489,819 130,305 227,639 591,049 948,993 28,741 159,310 27,111 215,162 8,751 196,300 834,065 1,039,116 2,693,090 155%

33,136 21,012 28,941 83,089 30,767 148,746 87,461 266,974 9,975 24,186 13,817 47,978 5,570 184,257 6,454 196,281 594,322 74%

16,825 1,935 13,970 32,730 1,935 32,682 1,658 36,275 18,766 2,024 13,294 34,084 3,181 12,043 2,111 17,335 120,424 86%

374,000 374,000 97,603 46,211 501,930 645,744 133,100 133,100 825,500 825,500 1,978,344 247%

0 0 0 0 0

130,372 0 110,220 240,592 0 126,390 215,710 342,100 125,840 65,560 0 191,400 65,065 0 0 65,065 839,157 636%

0 0 0 0 0

130,372 110,220 240,592 126,390 215,710 342,100 125,840 65,560 191,400 65,065 65,065 839,157 1271%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

1,397,534 1,087,752 1,386,836 3,872,122 923,968 587,112 428,175 1,939,255 1,216,930 383,347 789,531 2,389,808 471,169 622,098 282,519 1,375,786 9,576,971 124%

36,300 36,300 36,300 108,900 36,300 36,300 36,300 108,900 36,300 36,300 36,300 108,900 36,300 36,300 36,300 108,900 435,600 109%

0 0 0 0 0

139,200 142,047 142,825 424,072 145,980 145,892 143,999 435,871 142,282 140,917 139,112 422,311 137,219 136,118 146,655 419,992 1,702,246 106%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

6,050 2,750 8,800 54,725 2,750 57,475 6,050 2,750 8,800 33,000 2,750 35,750 110,825 168%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

13,200 13,200 0 0 0 13,200 102%

0 0 0 10,000 10,000 10,000 #DIV/0!

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

127,600 169,400 212,300 509,300 22,000 22,000 40,700 40,700 34,100 34,100 606,100 67%

0 0 38,500 38,500 0 38,500 13%

802,659 446,965 992,661 2,242,285 664,963 402,170 247,876 1,315,009 256,908 206,130 611,369 1,074,407 25,960 190,960 99,564 316,484 4,948,185 215%

285,725 279,840 565,565 0 696,190 696,190 228,690 221,870 450,560 1,712,315 82%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,718,566 1,559,377 2,320,624 5,598,567 1,184,866 1,023,861 1,333,612 3,542,339 1,474,170 694,255 934,363 3,102,788 631,023 928,328 1,235,864 2,795,215 15,038,909 108% （B）

-558,566 -399,377 -1,160,624 -2,118,567 -24,866 136,139 -173,612 -60,619 -314,170 465,745 225,637 377,212 528,977 231,672 -68,864 691,785 -1,110,189 (A)－(B）

指定管理料 13,921,000

利用料金収入 0

令和５年度都市公園(東公園)収支報告

収入

項目 内訳 令和５年度

合計 13,921,000

支出

項目 内訳 執行額

自主事業収入 0

その他収入 0

運営スタッフ 4,200,000

機械操作員（プール） 0

人件費 4,210,000

現地責任者 0

消耗品費 800,000

光熱水費（電気・ガス・水道） 140,000

修繕 800,000

法定福利費 10,000

需要費 1,740,000

新聞図書費 0

役務費 132,000

通信費 0

ゴミ処理費 66,000

駐車場利用料 0

構内電話リース 0

経理・総務管理費 0

法定検査料 10,000

賠償責任保険料 0

広告宣伝費 56,000

使用料及び貸借料 0

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 0

諸手数料 0

備品購入費 100,000

備品購入費 100,000

負担金 0

協賛金 0

ＮＨＫ受信料 0

淡水魚水族館水槽使用料 0

委託費 7,739,000

警備業務 400,000

夜間管理業務 0

回数券返金 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

定期清掃 0

汚水処理施設維持管理 66,000

貯水槽清掃 0

管理・清掃業務等 1,600,000

日常清掃 0

プール管理業務 0

水質検査 0

空調・給排水設備保守 0

害虫駆除 60,000

循環ろ過装置保守点検 0

フロン簡易点検 0

砂場大腸菌検査 13,000

防火設備定期検査 0

自家用電気工作物 0

冷暖房換気設備保守 0

昇降機保守点検 0

消防設備点検 0

防火対象物点検 0

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 0

ヒーター保守点検 0

視聴覚設備保守 0

エレベーター 0

自動ドア保守 0

球場管理 0

庭球場管理 0

球場整備 0

突き出し窓保守点検 0

自動火災報知設備点検 0

プラネタリウム保守 0

グラウンド整備 2,100,000

庭球場整備 0

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 900,000

遊具点検 300,000

草刈等業務 2,300,000

租税公課 消費税未払い差額 0

総　合　計 13,921,000

収　支　合　計 0

水泳協会委託費 0

講師謝礼金 0



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

441,416 441,416 441,416 1,324,248 441,416 441,416 441,416 1,324,248 441,416 441,416 441,416 1,324,248 441,416 441,416 441,424 1,324,256 5,297,000 100%

208,192 171,808 133,968 513,968 132,149 127,605 140,833 400,587 136,491 129,240 155,500 421,231 113,408 212,698 212,016 538,122 1,873,908 110%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

649,608 613,224 575,384 1,838,216 573,565 569,021 582,249 1,724,835 577,907 570,656 596,916 1,745,479 554,824 654,114 653,440 1,862,378 7,170,908 102% （A)

備考

134,042 219,180 440,068 793,290 205,335 205,335 221,292 631,962 213,628 223,238 230,249 667,115 177,270 230,249 188,697 596,216 2,688,583 107%

0 0 0 0 0

132,518 216,688 218,776 567,982 203,000 203,000 218,776 624,776 211,200 220,700 227,632 659,532 175,255 227,632 186,552 589,439 2,441,729 98%

0 0 0 0 0

1,524 2,492 221,292 225,308 2,335 2,335 2,516 7,186 2,428 2,538 2,617 7,583 2,015 2,617 2,145 6,777 246,854 1122%

72,411 137,693 50,868 260,972 75,445 50,751 68,563 194,759 54,519 78,524 54,338 187,381 80,821 56,621 73,576 211,018 854,130 52%

16,662 54,416 71,078 0 3,190 3,190 0 74,268 74%

55,749 83,277 50,868 189,894 75,445 50,751 68,563 194,759 51,329 78,524 54,338 184,191 80,821 56,621 73,576 211,018 779,862 63%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

126,934 118,080 127,769 372,783 118,080 128,814 118,080 364,974 127,483 118,080 126,914 372,477 122,219 122,475 118,080 362,774 1,473,008 100%

8,814 9,689 18,503 10,734 10,734 9,403 8,834 18,237 4,139 4,395 0 8,534 56,008 112%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

118,120 118,080 118,080 354,280 118,080 118,080 118,080 354,240 118,080 118,080 118,080 354,240 118,080 118,080 118,080 354,240 1,417,000 100%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

36,300 107,800 36,300 180,400 73,700 140,800 96,800 311,300 36,300 58,300 36,300 130,900 106,800 140,800 36,300 283,900 906,500 103%

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 396,000 99%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

49,500 49,500 60,500 60,500 0 60,500 60,500 170,500 122%

3,300 3,300 3,300 9,900 40,700 3,300 3,300 47,300 3,300 3,300 3,300 9,900 3,300 3,300 3,300 9,900 77,000 248%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 88,000 196%

0 0 0 0 0

0 0 0 10,000 10,000 10,000 #DIV/0!

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 82,500 82,500 0 82,500 82,500 165,000 330%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 480,000 100%

409,687 622,753 695,005 1,727,445 512,560 565,700 544,735 1,622,995 471,930 518,142 487,801 1,477,873 527,110 590,145 456,653 1,573,908 6,402,221 91% （B）

239,921 -9,529 -119,621 110,771 61,005 3,321 37,514 101,840 105,977 52,514 109,115 267,606 27,714 63,969 196,787 288,470 768,687 (A)－(B）

指定管理料 5,297,000

利用料金収入 1,705,000

令和５年度(葉苅スポーツの家)収支報告

収入

項目 内訳 令和５年度

合計 7,002,000

支出

項目 内訳 執行額

自主事業収入 0

その他収入 0

運営スタッフ 2,500,000

機械操作員（プール） 0

人件費 2,522,000

現地責任者 0

消耗品費 100,000

光熱水費（電気・ガス・水道） 1,243,000

修繕 300,000

法定福利費 22,000

需要費 1,643,000

新聞図書費 0

役務費 1,479,000

通信費 50,000

ゴミ処理費 0

駐車場利用料 0

構内電話リース 0

経理・総務管理費 1,417,000

法定検査料 10,000

賠償責任保険料 0

広告宣伝費 0

使用料及び貸借料 0

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 0

諸手数料 2,000

備品購入費 0

備品購入費 0

負担金 0

協賛金 0

ＮＨＫ受信料 0

淡水魚水族館水槽使用料 0

委託費 878,000

警備業務 400,000

夜間管理業務 0

回数券返金 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

定期清掃 140,000

汚水処理施設維持管理 31,000

貯水槽清掃 0

管理・清掃業務等 0

日常清掃 0

プール管理業務 0

水質検査 0

空調・給排水設備保守 0

害虫駆除 0

循環ろ過装置保守点検 0

フロン簡易点検 45,000

砂場大腸菌検査 0

防火設備定期検査 0

自家用電気工作物 0

冷暖房換気設備保守 0

昇降機保守点検 0

消防設備点検 112,000

防火対象物点検 0

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 0

ヒーター保守点検 0

視聴覚設備保守 0

エレベーター 0

自動ドア保守 0

球場管理 0

庭球場管理 0

球場整備 0

突き出し窓保守点検 0

自動火災報知設備点検 50,000

プラネタリウム保守 0

グラウンド整備 0

庭球場整備 0

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 0

遊具点検 0

草刈等業務 100,000

租税公課 消費税未払い差額 480,000

総　合　計 7,002,000

収　支　合　計 0

水泳協会委託費 0

講師謝礼金 0



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

492,000 492,000 492,000 1,476,000 492,000 492,000 492,000 1,476,000 492,000 492,000 492,000 1,476,000 492,000 492,000 492,000 1,476,000 5,904,000 100%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

492,000 492,000 492,000 1,476,000 492,000 492,000 492,000 1,476,000 492,000 492,000 492,000 1,476,000 492,000 492,000 492,000 1,476,000 5,904,000 100% （A)

備考

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

17,851 179,187 43,000 240,038 248,843 49,221 184,142 482,206 50,535 187,690 53,676 291,901 190,172 53,244 185,056 428,472 1,442,617 54%

0 0 0 0 0

17,851 179,187 43,000 240,038 248,843 49,221 184,142 482,206 50,535 187,690 53,676 291,901 190,172 53,244 185,056 428,472 1,442,617 63%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

128,162 123,452 123,185 374,799 118,080 128,814 123,578 370,472 123,339 122,871 122,662 368,872 122,712 123,420 118,080 364,212 1,478,355 93%

10,042 5,372 5,105 20,519 0 10,734 5,498 16,232 5,259 4,791 4,582 14,632 4,632 5,340 0 9,972 61,355 54%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

118,120 118,080 118,080 354,280 118,080 118,080 118,080 354,240 118,080 118,080 118,080 354,240 118,080 118,080 118,080 354,240 1,417,000 100%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

62,260 65,890 228,308 356,458 155,760 144,760 194,260 494,780 65,890 95,260 62,260 223,410 88,260 177,760 62,260 328,280 1,402,928 86%

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 396,000 99%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

7,260 10,890 7,260 25,410 100,760 7,260 7,260 115,280 10,890 7,260 7,260 25,410 7,260 7,260 7,260 21,780 187,880 63%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 33,000 33,000 33,000 33,000 66,000 60%

0 0 0 0 0

0 0 0 26,000 26,000 26,000 #DIV/0!

132,000 132,000 132,000 132,000 0 0 264,000 176%

6,600 6,600 6,600 19,800 6,600 6,600 6,600 19,800 6,600 6,600 6,600 19,800 6,600 6,600 6,600 19,800 79,200 158%

0 0 0 0 0

0 82,500 82,500 0 82,500 82,500 165,000 104%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

15,400 15,400 15,400 46,200 15,400 15,400 15,400 46,200 15,400 15,400 15,400 46,200 15,400 15,400 15,400 46,200 184,800 88%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

34,048 34,048 0 0 0 34,048 34%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

208,273 368,529 394,493 971,295 522,683 322,795 501,980 1,347,458 239,764 405,821 238,598 884,183 401,144 354,424 365,396 1,120,964 4,323,900 73% （B）

283,727 123,471 97,507 504,705 -30,683 169,205 -9,980 128,542 252,236 86,179 253,402 591,817 90,856 137,576 126,604 355,036 1,580,100 (A)－(B）

指定管理料 5,904,000

利用料金収入 0

令和５年度(総合プール)収支報告

収入

項目 内訳 令和５年度

合計 5,904,000

支出

項目 内訳 執行額

自主事業収入 0

その他収入 0

運営スタッフ 0

機械操作員（プール） 0

人件費 0

現地責任者 0

消耗品費 0

光熱水費（電気・ガス・水道） 2,275,000

修繕 400,000

法定福利費 0

需要費 2,675,000

新聞図書費 0

役務費 1,590,000

通信費 114,000

ゴミ処理費 33,000

駐車場利用料 0

構内電話リース 0

経理・総務管理費 1,417,000

法定検査料 26,000

賠償責任保険料 0

広告宣伝費 0

使用料及び貸借料 0

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 0

諸手数料 0

備品購入費 0

備品購入費 0

負担金 0

協賛金 0

ＮＨＫ受信料 0

淡水魚水族館水槽使用料 0

委託費 1,639,000

警備業務 400,000

夜間管理業務 0

回数券返金 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

定期清掃 160,000

汚水処理施設維持管理 300,000

貯水槽清掃 0

管理・清掃業務等 0

日常清掃 0

プール管理業務 0

水質検査 0

空調・給排水設備保守 150,000

害虫駆除 50,000

循環ろ過装置保守点検

フロン簡易点検 110,000

砂場大腸菌検査 0

防火設備定期検査 0

自家用電気工作物 211,000

冷暖房換気設備保守 0

昇降機保守点検 0

消防設備点検 158,000

防火対象物点検 0

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 0

ヒーター保守点検 0

視聴覚設備保守 0

エレベーター 0

自動ドア保守 0

球場管理 0

庭球場管理 0

球場整備 0

突き出し窓保守点検 0

自動火災報知設備点検 0

プラネタリウム保守 0

グラウンド整備 0

庭球場整備 0

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 0

遊具点検 0

草刈等業務 100,000

租税公課 消費税未払い差額 0

総　合　計 5,904,000

収　支　合　計 0

水泳協会委託費 0

講師謝礼金 0



（単位：円）

1/4Ｑ期 2/4Ｑ期 3/4Ｑ期 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

20,550,000 20,550,000 20,550,000 21,050,000 82,700,000 101%

2,037,763 2,055,399 1,803,495 1,826,007 7,722,664 92%

0 0 0 0 0

0 0 0 44,284 44,284 111%

22,587,763 22,605,399 22,353,495 22,920,291 90,466,948 100% （A)

1/4Ｑ期 2/4Ｑ期 3/4Ｑ期 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

9,510,507 9,212,694 10,379,340 8,442,345 37,544,886 135%

2,038,100 2,037,300 2,037,300 2,037,300 8,150,000 100%

6,746,108 6,525,625 7,577,507 5,778,960 26,628,200 140%

0 0 0 0 0

726,299 649,769 764,533 626,085 2,766,686 490%

3,858,273 5,917,784 5,097,146 5,008,441 19,881,644 78%

701,190 361,106 997,293 275,824 2,335,413 65%

2,531,178 4,859,600 3,083,683 3,816,877 14,291,338 82%

619,905 694,078 1,011,670 911,240 3,236,893 76%

6,000 3,000 4,500 4,500 18,000 60%

2,294,131 1,862,256 2,126,208 1,939,233 8,221,828 112%

240,236 114,671 277,973 267,713 900,593 144%

167,695 231,715 299,475 93,060 791,945 396%

0 0 0 0 0

248,050 0 0 0 248,050 71%

123,090 0 0 62,700 185,790 265%

47,000 48,000 48,000 48,000 191,000 191%

66,000 66,000 66,000 66,000 264,000 100%

1,397,240 1,396,920 1,396,920 1,396,920 5,588,000 100%

4,820 4,950 37,840 4,840 52,450 175%

0 0 55,000 0 55,000 6%

0 0 55,000 0 55,000 6%

1,331,310 0 0 0 1,331,310 95%

1,320,000 0 0 0 1,320,000 96%

11,310 0 0 0 11,310 54%

0 0 0 0 0

0 0 0 10,000 10,000 100%

0 0 0 10,000 10,000 100%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

7,472,114 6,818,986 5,248,641 5,501,771 25,041,512 98%

498,300 498,300 498,300 498,300 1,993,200 100%

421,850 415,360 421,850 389,400 1,648,460 103%

544,094 468,411 469,315 443,151 1,924,971 120%

958,940 974,746 951,037 923,376 3,808,099 117%

0 0 0 0 0

126,500 192,500 77,000 484,000 880,000 88%

128,920 446,820 110,550 235,290 921,580 110%

0 0 0 71,500 71,500 101%

0 0 0 0 0

44,000 143,000 77,000 176,000 440,000 80%

13,200 0 0 0 13,200 102%

0 0 0 18,700 18,700 98%

396,000 132,000 264,000 0 792,000 122%

66,000 66,000 66,000 66,000 264,000 94%

49,500 49,500 82,500 49,500 231,000 140%

0 363,000 0 363,000 726,000 74%

247,500 0 0 0 247,500 103%

242,000 0 0 0 242,000 100%

148,500 148,500 148,500 544,500 990,000 147%

605,000 0 605,000 0 1,210,000 121%

0 0 0 0 0

148,500 148,500 148,500 148,500 594,000 93%

27,500 0 27,500 0 55,000 100%

0 0 0 0 0

242,000 0 0 0 242,000 100%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 82,500 0 165,000 247,500 354%

374,000 817,300 520,300 125,400 1,837,000 139%

225,595 231,350 180,131 144,450 781,526 104%

0 0 0 0 0

0 0 0 137,500 137,500 16%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

1,821,491 1,521,495 458,434 421,520 4,222,940 169%

0 0 0 0 0

142,724 119,704 142,724 96,684 501,836 132%

0 26,728 0 0 26,728

0 0 0 0 0

0 26,728 0 0 26,728

600,000 600,000 600,000 600,000 2,400,000 100%

25,066,335 24,438,448 23,506,335 21,501,790 94,512,908 104% （B）

-2,478,572 -1,833,049 -1,152,840 1,418,501 -4,045,960 (A)－(B）

令和６年度　津島市教育・体育施設及び都市公園指定管理者業務決算報告

施設全体

収入

項目 内訳 令和６年度

自主事業収入 0

その他収入 40,000

指定管理料 82,200,000

利用料金収入 8,350,000

運営スタッフ 19,000,000

機械操作員（プール） 0

人件費 27,715,000

現地責任者 8,150,000

合　計 90,590,000

支出

項目 内訳 令和６年度

修繕 4,240,000

新聞図書費 30,000

役務費 7,327,000

法定福利費 565,000

需要費 25,370,000

消耗品費 3,600,000

光熱水費（電気・ガス・水道） 17,500,000

70,000

駐車場利用料 100,000

構内電話リース 264,000

経理・総務管理費 5,588,000

通信費 625,000

ゴミ処理費 200,000

法定検査料 100,000

賠償責任保険料 350,000

広告宣伝費

ＮＨＫ受信料 21,000

淡水魚水族館水槽使用料 0

使用料及び貸借料 1,396,000

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 1,375,000

諸手数料 30,000

備品購入費 900,000

備品購入費 900,000

利用料金返金・指定管理料返金 0

委託費 25,472,000

警備業務 2,000,000

負担金 10,000

協賛金 10,000

回数券返金 0

プール管理業務 0

定期清掃 1,000,000

汚水処理施設維持管理 836,000

夜間管理業務 1,600,000

管理・清掃業務等 1,600,000

日常清掃 3,250,000

砂場大腸菌検査 13,000

水質検査 19,000

空調・給排水設備保守 650,000

貯水槽清掃 71,000

循環ろ過装置保守点検 0

フロン簡易点検 550,000

防火対象物点検 240,000

防火設備定期検査 242,000

自家用電気工作物 673,000

害虫駆除 280,000

昇降機保守点検 165,000

消防設備点検 976,000

自動ドア保守 55,000

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 242,000

冷暖房換気設備保守 1,000,000

視聴覚設備保守 210,000

エレベーター 640,000

プラネタリウム保守 1,320,000

球場管理 750,000

庭球場管理 0

ヒーター保守点検 0

突き出し窓保守点検 0

自動火災報知設備点検 70,000

草刈等業務 2,500,000

グラウンド整備 2,100,000

庭球場整備 380,000

球場整備 840,000

植栽剪定・消毒 900,000

遊具点検 300,000

租税公課 消費税未払い差額 2,400,000

合　計 90,590,000

収　支　合　計 0

自主事業費 0

水泳協会委託費 0

講師謝礼金 0



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

2,216,916 2,216,917 2,216,917 6,650,750 2,216,916 2,216,917 2,216,917 6,650,750 2,216,916 2,216,917 2,216,917 6,650,750 2,216,916 2,216,917 2,216,917 6,650,750 26,603,000 100%

330,873 324,345 326,831 982,049 321,527 292,082 321,207 934,816 342,712 319,924 296,215 958,851 280,071 284,293 356,107 920,471 3,796,187 94%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

2,547,789 2,541,262 2,543,748 7,632,799 2,538,443 2,508,999 2,538,124 7,585,566 2,559,628 2,536,841 2,513,132 7,609,601 2,496,987 2,501,210 2,573,024 7,571,221 30,399,187 99% （A)

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

1,451,780 1,366,526 1,662,383 4,480,689 1,349,850 1,346,633 1,368,297 4,064,780 1,381,401 1,341,139 1,757,718 4,480,258 1,229,322 1,256,524 1,181,090 3,666,936 16,692,663 126%

400,000 400,000 400,000 1,200,000 400,000 400,000 400,000 1,200,000 400,000 400,000 400,000 1,200,000 400,000 400,000 400,000 1,200,000 4,800,000 100%

943,655 859,731 1,109,782 2,913,168 841,148 840,617 859,258 2,541,023 869,601 831,047 1,191,248 2,891,896 727,991 746,072 679,634 2,153,697 10,499,784 131%

0 0 0 0 0

108,125 106,795 152,601 367,521 108,702 106,016 109,039 323,757 111,800 110,092 166,470 388,362 101,331 110,452 101,456 313,239 1,392,879 283%

475,827 360,975 441,601 1,278,403 654,069 519,373 707,893 1,881,335 358,537 581,062 542,043 1,481,642 338,576 523,040 623,195 1,484,811 6,126,191 86%

102,135 39,629 34,136 175,900 32,219 57,483 60,336 150,038 12,843 36,331 32,722 81,896 6,597 5,957 5,221 17,775 425,609 43%

332,772 299,346 407,465 1,039,583 423,850 461,890 382,017 1,267,757 345,694 310,981 460,921 1,117,596 331,979 440,083 327,134 1,099,196 4,524,132 80%

40,920 22,000 0 62,920 198,000 0 265,540 463,540 0 233,750 48,400 282,150 0 77,000 290,840 367,840 1,176,450 235%

0 0 0 0 0

532,920 241,899 213,178 987,997 185,746 183,580 184,832 554,158 226,965 297,749 236,986 761,700 253,073 240,871 228,059 722,003 3,025,858 121%

47,340 69,349 40,728 157,417 13,186 11,020 12,272 36,478 54,405 92,189 64,536 211,130 80,513 68,311 55,609 204,433 609,458 212%

16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 16,500 16,500 49,500 198,000 291%

0 0 0 0 0

248,050 0 0 248,050 0 0 0 248,050 71%

66,000 0 0 66,000 0 0 0 66,000 #DIV/0!

15,000 16,000 16,000 47,000 16,000 16,000 16,000 48,000 16,000 16,000 16,000 48,000 16,000 16,000 16,000 48,000 191,000 225%

22,000 22,000 22,000 66,000 22,000 22,000 22,000 66,000 22,000 22,000 22,000 66,000 22,000 22,000 22,000 66,000 264,000 100%

116,490 116,410 116,410 349,310 116,410 116,410 116,410 349,230 116,410 116,410 116,410 349,230 116,410 116,410 116,410 349,230 1,397,000 100%

1,540 1,640 1,540 4,720 1,650 1,650 1,650 4,950 1,650 34,650 1,540 37,840 1,650 1,650 1,540 4,840 52,350 262%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10,000 10,000 10,000 #DIV/0!

0 0 0 0 0 10,000 10,000 10,000 #DIV/0!

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

438,018 883,374 698,388 2,019,780 536,011 781,184 435,251 1,752,446 466,804 822,231 412,092 1,701,127 564,095 936,005 429,886 1,929,986 7,403,339 107%

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 396,000 99%

136,290 149,270 136,290 421,850 142,780 142,780 129,800 415,360 149,270 142,780 129,800 421,850 129,800 123,310 136,290 389,400 1,648,460 103%

0 0 0 0 0

205,478 221,284 205,478 632,240 213,381 221,284 213,381 648,046 221,284 213,381 189,672 624,337 197,575 197,575 201,526 596,676 2,501,299 111%

0 0 0 0 0

0 77,000 0 77,000 0 132,000 0 132,000 0 77,000 0 77,000 0 132,000 0 132,000 418,000 105%

21,450 14,520 17,820 53,790 105,050 17,820 17,270 140,140 21,450 17,270 17,820 56,540 71,720 17,820 17,270 106,810 357,280 90%

0 0 0 71,500 0 0 71,500 71,500 101%

0 0 0 0 0

0 0 66,000 0 66,000 0 0 66,000 0 66,000 132,000 66%

0 0 0 0 0

0 0 0 18,700 0 0 18,700 18,700 98%

0 264,000 0 264,000 0 0 264,000 0 264,000 0 528,000 106%

7,700 7,700 7,700 23,100 7,700 7,700 7,700 23,100 7,700 7,700 7,700 23,100 7,700 7,700 7,700 23,100 92,400 84%

16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 49,500 16,500 82,500 16,500 16,500 16,500 49,500 231,000 140%

0 0 126,500 0 126,500 0 0 126,500 0 126,500 253,000 102%

0 82,500 0 82,500 0 0 0 82,500 99%

0 0 132,000 132,000 0 0 0 132,000 100%

17,600 17,600 17,600 52,800 17,600 17,600 17,600 52,800 17,600 17,600 17,600 52,800 17,600 215,600 17,600 250,800 409,200 172%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 132,000 132,000 0 0 0 132,000 100%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 480,000 100%

2,938,545 2,892,774 3,055,550 8,886,869 2,765,676 2,870,770 2,736,273 8,372,719 2,473,707 3,082,181 2,988,839 8,544,727 2,425,066 2,996,440 2,512,230 7,933,736 33,738,051 110% （B）

-390,756 -351,512 -511,802 -1,254,070 -227,233 -361,771 -198,149 -787,153 85,921 -545,340 -475,707 -935,126 71,921 -495,230 60,794 -362,515 -3,338,864 (A)－(B）

指定管理料 26,603,000

利用料金収入 4,055,000

令和６年度 錬成館決算報告

収入

項目 内訳 令和６年度

合　計 30,678,000

支出

項目 内訳 令和６年度

自主事業収入 0

その他収入 20,000

運営スタッフ 8,000,000

機械操作員（プール） 0

人件費 13,293,000

現地責任者 4,800,000

消耗品費 1,000,000

光熱水費（電気・ガス・水道） 5,652,000

修繕 500,000

法定福利費 493,000

需要費 7,152,000

新聞図書費 0

役務費 2,506,000

通信費 288,000

ゴミ処理費 68,000

駐車場利用料 85,000

構内電話リース 264,000

経理・総務管理費 1,397,000

法定検査料 34,000

賠償責任保険料 350,000

広告宣伝費 0

使用料及び貸借料 0

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 0

諸手数料 20,000

備品購入費 300,000

備品購入費 300,000

負担金 0

協賛金 0

ＮＨＫ受信料 0

淡水魚水族館水槽使用料 0

委託費 6,947,000

警備業務 400,000

夜間管理業務 1,600,000

回数券返金 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

定期清掃 400,000

汚水処理施設維持管理 398,000

貯水槽清掃 71,000

管理・清掃業務等 0

日常清掃 2,250,000

プール管理業務 0

水質検査 19,000

空調・給排水設備保守 500,000

害虫駆除 110,000

循環ろ過装置保守点検 0

フロン簡易点検 200,000

砂場大腸菌検査 0

防火設備定期検査 132,000

自家用電気工作物 238,000

冷暖房換気設備保守 0

昇降機保守点検 165,000

消防設備点検 249,000

防火対象物点検 83,000

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 132,000

ヒーター保守点検 0

視聴覚設備保守 0

エレベーター 0

自動ドア保守 0

球場管理 0

庭球場管理 0

球場整備 0

突き出し窓保守点検 0

自動火災報知設備点検 0

プラネタリウム保守 0

グラウンド整備 0

庭球場整備 0

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 0

遊具点検 0

草刈等業務 0

租税公課 消費税未払い差額 480,000

合　計 30,678,000

収　支　合　計 0

水泳協会委託費 0

講師謝礼金 0



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

2,164,584 2,164,583 2,164,583 6,493,750 2,164,584 2,164,583 2,164,583 6,493,750 2,164,584 2,164,583 2,164,583 6,493,750 2,164,584 2,164,583 2,164,583 6,493,750 25,975,000 100%

75,470 90,716 105,060 271,246 119,850 126,560 116,112 362,522 63,790 68,910 39,260 171,960 32,560 51,900 67,990 152,450 958,178 98%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

2,240,054 2,255,299 2,269,643 6,764,996 2,284,434 2,291,143 2,280,695 6,856,272 2,228,374 2,233,493 2,203,843 6,665,710 2,197,144 2,216,483 2,232,573 6,646,200 26,933,178 100% （A)

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

1,168,306 1,204,720 1,484,620 3,857,646 1,251,467 1,218,989 1,241,720 3,712,176 1,178,242 1,225,927 1,576,879 3,981,048 1,098,765 1,230,799 1,158,451 3,488,015 15,038,885 196%

279,900 279,100 279,100 838,100 279,100 279,100 279,100 837,300 279,100 279,100 279,100 837,300 279,100 279,100 279,100 837,300 3,350,000 100%

783,636 824,042 1,063,970 2,671,648 870,059 837,238 852,771 2,560,068 797,992 841,426 1,140,868 2,780,286 727,343 843,515 778,917 2,349,775 10,361,777 241%

0 0 0 0 0

104,770 101,578 141,550 347,898 102,308 102,651 109,849 314,808 101,150 105,401 156,911 363,462 92,322 108,184 100,434 300,940 1,327,108 3318%

224,863 425,039 424,304 1,074,206 756,023 760,326 1,060,345 2,576,694 298,191 758,146 467,735 1,524,072 568,209 809,347 568,329 1,945,885 7,120,857 75%

24,990 21,214 6,285 52,489 990 38,536 11,064 50,590 9,735 10,409 26,437 46,581 0 0 7,200 7,200 156,860 16%

199,873 323,525 302,019 825,417 755,033 720,290 1,027,981 2,503,304 286,956 449,237 417,798 1,153,991 566,709 612,047 559,629 1,738,385 6,221,097 90%

0 80,300 110,000 190,300 0 0 19,800 19,800 0 297,000 22,000 319,000 0 195,800 0 195,800 724,900 45%

0 0 6,000 6,000 0 1,500 1,500 3,000 1,500 1,500 1,500 4,500 1,500 1,500 1,500 4,500 18,000 72%

209,607 127,138 130,499 467,244 130,856 128,418 130,204 389,478 126,824 127,298 124,510 378,632 126,593 126,154 187,249 439,996 1,675,350 102%

36,027 10,628 14,089 60,744 14,446 12,008 13,794 40,248 10,414 10,888 8,100 29,402 10,183 9,744 8,139 28,066 158,460 92%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

57,090 0 0 57,090 0 0 0 0 62,700 62,700 119,790 856%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

116,490 116,410 116,410 349,310 116,410 116,410 116,410 349,230 116,410 116,410 116,410 349,230 116,410 116,410 116,410 349,230 1,397,000 100%

0 100 0 100 0 0 0 100 1%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

1,331,310 0 0 1,331,310 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,331,310 95%

1,320,000 0 0 1,320,000 0 0 0 1,320,000 96%

11,310 0 0 11,310 0 0 0 11,310 54%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

845,900 669,900 433,400 1,949,200 1,030,700 400,400 213,400 1,644,500 761,200 818,400 213,400 1,793,000 213,400 723,800 504,900 1,442,100 6,828,800 115%

30,800 30,800 30,800 92,400 30,800 30,800 30,800 92,400 30,800 30,800 30,800 92,400 30,800 30,800 30,800 92,400 369,600 92%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

108,900 108,900 108,900 326,700 108,900 108,900 108,900 326,700 108,900 108,900 108,900 326,700 108,900 108,900 108,900 326,700 1,306,800 131%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 291,500 291,500 291,500 97%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 33,000 0 33,000 0 0 33,000 0 33,000 66,000 44%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

7,700 7,700 7,700 23,100 7,700 7,700 7,700 23,100 7,700 7,700 7,700 23,100 7,700 7,700 7,700 23,100 92,400 154%

0 0 0 0 0

0 0 154,000 0 154,000 0 0 154,000 0 154,000 308,000 103%

0 82,500 0 82,500 0 0 0 82,500 103%

0 0 110,000 110,000 0 0 0 110,000 100%

16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 214,500 16,500 247,500 396,000 177%

605,000 0 0 605,000 0 0 605,000 0 605,000 0 1,210,000 121%

0 0 0 0 0

49,500 49,500 49,500 148,500 49,500 49,500 49,500 148,500 49,500 49,500 49,500 148,500 49,500 49,500 49,500 148,500 594,000 93%

27,500 0 0 27,500 0 27,500 0 0 27,500 0 55,000 100%

0 0 0 0 0

0 0 110,000 110,000 0 0 0 110,000 100%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 374,000 0 374,000 817,300 0 0 817,300 520,300 0 0 520,300 0 125,400 0 125,400 1,837,000 139%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 13,364 13,364 26,728 0 0 0 0 0 0 0 0 26,728

0 0 0 0 0

0 0 13,364 13,364 26,728 0 0 26,728

40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 480,000 100%

3,819,986 2,466,797 2,512,823 8,799,606 3,209,046 2,561,497 2,699,033 8,469,576 2,404,457 2,969,771 2,422,524 7,796,752 2,046,967 2,930,100 2,458,929 7,435,996 32,501,930 120% （B）

-1,579,932 -211,498 -243,180 -2,034,610 -924,612 -270,354 -418,338 -1,613,304 -176,083 -736,278 -218,681 -1,131,042 150,177 -713,617 -226,356 -789,796 -5,568,752 (A)－(B）

指定管理料 25,975,000

利用料金収入 981,000

令和６年度 児童科学館決算報告

収入

項目 内訳 令和６年度

合　計 26,976,000

支出

項目 内訳 令和６年度

自主事業収入 0

その他収入 20,000

運営スタッフ 4,300,000

機械操作員（プール） 0

人件費 7,690,000

現地責任者 3,350,000

消耗品費 1,000,000

光熱水費（電気・ガス・水道） 6,877,000

修繕 1,600,000

法定福利費 40,000

需要費 9,502,000

新聞図書費 25,000

役務費 1,640,000

通信費 173,000

ゴミ処理費 33,000

駐車場利用料 15,000

構内電話リース 0

経理・総務管理費 1,397,000

法定検査料 0

賠償責任保険料 0

広告宣伝費 14,000

使用料及び貸借料 1,396,000

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 1,375,000

諸手数料 8,000

備品購入費 300,000

備品購入費 300,000

負担金 10,000

協賛金 10,000

ＮＨＫ受信料 21,000

淡水魚水族館水槽使用料 0

委託費 5,958,000

警備業務 400,000

夜間管理業務 0

回数券返金 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

定期清掃 300,000

汚水処理施設維持管理 0

貯水槽清掃 0

管理・清掃業務等 0

日常清掃 1,000,000

プール管理業務 0

水質検査 0

空調・給排水設備保守 0

害虫駆除 60,000

循環ろ過装置保守点検 0

フロン簡易点検 150,000

砂場大腸菌検査 0

防火設備定期検査 110,000

自家用電気工作物 224,000

冷暖房換気設備保守 1,000,000

昇降機保守点検 0

消防設備点検 299,000

防火対象物点検 80,000

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 110,000

ヒーター保守点検 0

視聴覚設備保守 210,000

エレベーター 640,000

自動ドア保守 55,000

球場管理 0

庭球場管理 0

球場整備 0

突き出し窓保守点検 0

自動火災報知設備点検 0

プラネタリウム保守 1,320,000

グラウンド整備 0

庭球場整備 0

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 0

遊具点検 0

草刈等業務 0

租税公課 消費税未払い差額 480,000

合　計 26,976,000

収　支　合　計 0

水泳協会委託費 0

講師謝礼金 0



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

107,916 107,917 107,917 323,750 107,916 107,917 107,917 323,750 107,916 107,917 107,917 323,750 107,916 107,917 107,917 323,750 1,295,000 100%

60,120 54,120 33,090 147,330 11,280 41,400 36,990 89,670 34,440 44,220 42,330 120,990 33,990 26,970 54,660 115,620 473,610 76%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

168,036 162,037 141,007 471,080 119,196 149,317 144,907 413,420 142,356 152,137 150,247 444,740 141,906 134,887 162,577 439,370 1,768,610 92% （A)

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

30,094 3,785 31,740 65,619 3,834 32,899 4,405 41,138 33,365 4,835 215,694 253,894 9,124 33,676 7,993 50,793 411,444 43%

0 0 0 0 4,371 4,371 0 4,371 1%

30,094 3,785 31,740 65,619 3,834 32,899 4,405 41,138 33,365 4,835 29,823 68,023 9,124 33,676 7,993 50,793 225,573 64%

0 0 0 0 181,500 181,500 0 181,500 182%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

46,040 50,644 46,040 142,724 46,040 27,624 46,040 119,704 50,644 46,040 46,040 142,724 46,040 46,040 4,604 96,684 501,836 132%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

46,040 50,644 46,040 142,724 46,040 27,624 46,040 119,704 50,644 46,040 46,040 142,724 46,040 46,040 4,604 96,684 501,836 132%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 480,000 100%

116,134 94,429 117,780 328,343 89,874 100,523 90,445 280,842 124,009 90,875 301,734 516,618 95,164 119,716 52,597 267,477 1,393,280 73% （B）

51,902 67,608 23,227 142,737 29,322 48,794 54,462 132,578 18,347 61,262 -151,487 -71,878 46,742 15,171 109,980 171,893 375,330 (A)－(B）

指定管理料 1,295,000

利用料金収入 620,000

令和６年度 市営庭球場決算報告

収入

項目 内訳 令和６年度

合　計 1,915,000

支出

項目 内訳 令和６年度

自主事業収入 0

その他収入 0

運営スタッフ 0

機械操作員（プール） 0

人件費 0

現地責任者 0

消耗品費 500,000

光熱水費（電気・ガス・水道） 350,000

修繕 100,000

法定福利費 0

需要費 955,000

新聞図書費 5,000

役務費 0

通信費 0

ゴミ処理費 0

駐車場利用料 0

構内電話リース 0

経理・総務管理費 0

法定検査料 0

賠償責任保険料 0

広告宣伝費 0

使用料及び貸借料 0

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 0

諸手数料 0

備品購入費 100,000

備品購入費 100,000

負担金 0

協賛金 0

ＮＨＫ受信料 0

淡水魚水族館水槽使用料 0

委託費 380,000

警備業務 0

夜間管理業務 0

回数券返金 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

定期清掃 0

汚水処理施設維持管理 0

貯水槽清掃 0

管理・清掃業務等 0

日常清掃 0

プール管理業務 0

水質検査 0

空調・給排水設備保守 0

害虫駆除 0

循環ろ過装置保守点検 0

フロン簡易点検 0

砂場大腸菌検査 0

防火設備定期検査 0

自家用電気工作物 0

冷暖房換気設備保守 0

昇降機保守点検 0

消防設備点検 0

防火対象物点検 0

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 0

ヒーター保守点検 0

視聴覚設備保守 0

エレベーター 0

自動ドア保守 0

球場管理 0

庭球場管理 0

球場整備 0

突き出し窓保守点検 0

自動火災報知設備点検 0

プラネタリウム保守 0

グラウンド整備 0

庭球場整備 380,000

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 0

遊具点検 0

草刈等業務 0

租税公課 消費税未払い差額 480,000

合　計 1,915,000

収　支　合　計 0

水泳協会委託費 0

講師謝礼金 0



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

269,584 269,583 269,583 808,750 269,584 269,583 269,583 808,750 269,584 269,583 269,583 808,750 269,584 269,583 269,583 808,750 3,235,000 100%

91,800 74,088 58,320 224,208 40,608 65,664 76,464 182,736 49,788 47,952 42,984 140,724 19,440 25,056 86,400 130,896 678,564 71%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

361,384 343,671 327,903 1,032,958 310,192 335,247 346,047 991,486 319,372 317,535 312,567 949,474 289,024 294,639 355,983 939,646 3,913,564 93% （A)

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

37,016 67,442 36,541 140,999 82,528 57,829 91,068 231,425 41,212 72,442 36,005 149,659 73,962 386,232 66,663 526,857 1,048,940 63%

6,490 0 3,664 10,154 0 9,070 0 9,070 0 0 5,638 5,638 0 7,607 9,145 16,752 41,614 21%

30,526 67,442 32,877 130,845 82,528 48,759 91,068 222,355 41,212 72,442 30,367 144,021 73,962 31,025 57,518 162,505 659,726 69%

0 0 0 0 347,600 0 347,600 347,600 70%

0 0 0 0 0

2,715 2,809 2,735 8,259 2,698 2,698 2,754 8,150 2,725 2,698 2,698 8,121 2,698 2,698 2,698 8,094 32,624 163%

2,715 2,809 2,735 8,259 2,698 2,698 2,754 8,150 2,725 2,698 2,698 8,121 2,698 2,698 2,698 8,094 32,624 #DIV/0!

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

92,349 186,221 64,725 343,295 134,331 203,180 74,239 411,750 70,480 86,456 58,395 215,331 233,273 149,658 79,419 462,350 1,432,726 74%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

6,600 0 6,600 13,200 69,300 6,600 0 75,900 6,600 0 6,600 13,200 69,300 6,600 0 75,900 178,200 435%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 22,000 0 22,000 0 22,000 0 22,000 0 22,000 0 22,000 0 22,000 0 22,000 88,000 196%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 82,500 0 82,500 0 0 0 82,500 107%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 82,500 0 82,500 0 0 82,500 0 82,500 165,000 825%

0 0 0 0 0

85,749 81,721 58,125 225,595 65,031 92,080 74,239 231,350 63,880 64,456 51,795 180,131 26,473 38,558 79,419 144,450 781,526 104%

0 0 0 0 0

0 0 0 137,500 0 0 137,500 137,500 16%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 480,000 100%

172,080 296,472 144,001 612,553 259,557 303,707 208,061 771,325 154,417 201,596 137,098 493,111 349,933 578,588 188,780 1,117,301 2,994,290 71% （B）

189,304 47,199 183,902 420,405 50,635 31,540 137,986 220,161 164,955 115,939 175,469 456,363 -60,909 -283,949 167,203 -177,655 919,274 (A)－(B）

指定管理料 3,235,000

利用料金収入 959,000

令和６年度 市営球場決算報告

収入

項目 内訳 令和６年度

合　計 4,194,000

支出

項目 内訳 令和６年度

自主事業収入 0

その他収入 0

運営スタッフ 0

機械操作員（プール） 0

人件費 0

現地責任者 0

消耗品費 200,000

光熱水費（電気・ガス・水道） 963,000

修繕 500,000

法定福利費 0

需要費 1,663,000

新聞図書費 0

役務費 20,000

通信費 0

ゴミ処理費 0

駐車場利用料 0

構内電話リース 0

経理・総務管理費 0

法定検査料 20,000

賠償責任保険料 0

広告宣伝費 0

使用料及び貸借料 0

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 0

諸手数料 0

備品購入費 100,000

備品購入費 100,000

負担金 0

協賛金 0

ＮＨＫ受信料 0

淡水魚水族館水槽使用料 0

委託費 1,931,000

警備業務 0

夜間管理業務 0

回数券返金 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

定期清掃 0

汚水処理施設維持管理 41,000

貯水槽清掃 0

管理・清掃業務等 0

日常清掃 0

プール管理業務 0

水質検査 0

空調・給排水設備保守 0

害虫駆除 0

循環ろ過装置保守点検 0

フロン簡易点検 45,000

砂場大腸菌検査 0

防火設備定期検査 0

自家用電気工作物 0

冷暖房換気設備保守 0

昇降機保守点検 0

消防設備点検 158,000

防火対象物点検 77,000

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 0

ヒーター保守点検 0

視聴覚設備保守 0

エレベーター 0

自動ドア保守 0

球場管理 750,000

庭球場管理 0

球場整備 840,000

突き出し窓保守点検 0

自動火災報知設備点検 20,000

プラネタリウム保守 0

グラウンド整備 0

庭球場整備 0

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 0

遊具点検 0

草刈等業務 0

租税公課 消費税未払い差額 480,000

合　計 4,194,000

収　支　合　計 0

水泳協会委託費 0

講師謝礼金 0



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

1,163,416 1,163,417 1,163,417 3,490,250 1,163,416 1,163,417 1,163,417 3,490,250 1,163,416 1,163,417 1,163,417 3,490,250 1,163,416 1,163,417 1,163,417 3,490,250 13,961,000 100%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 44,284 44,284 44,284 #DIV/0!

1,163,416 1,163,417 1,163,417 3,490,250 1,163,416 1,163,417 1,163,417 3,490,250 1,163,416 1,163,417 1,163,417 3,490,250 1,163,416 1,163,417 1,207,701 3,534,534 14,005,284 100% （A)

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

189,280 152,659 205,969 547,908 199,280 284,009 295,775 779,064 565,223 321,444 238,296 1,124,963 168,435 274,944 108,930 552,309 3,004,244 71%

0 0 0 0 0

187,924 151,492 204,708 544,124 197,924 282,827 294,573 775,324 564,084 320,177 237,008 1,121,269 167,544 273,524 107,692 548,760 2,989,477 71%

0 0 0 0 0

1,356 1,167 1,261 3,784 1,356 1,182 1,202 3,740 1,139 1,267 1,288 3,694 891 1,420 1,238 3,549 14,767 148%

511,270 16,219 311,163 838,652 243,698 95,022 59,236 397,956 452,445 296,645 352,171 1,101,261 47,211 70,222 106,243 223,676 2,561,545 144%

170,506 13,780 271,871 456,157 82,401 58,008 4,759 145,168 335,462 152,823 339,946 828,231 44,470 58,028 103,802 206,300 1,635,856 204%

12,689 2,439 39,292 54,420 2,809 37,014 2,227 42,050 29,313 2,472 12,225 44,010 2,741 12,194 2,441 17,376 157,856 113%

328,075 0 0 328,075 158,488 0 52,250 210,738 87,670 141,350 0 229,020 0 767,833 91%

0 0 0 0 0

112,585 0 5,610 118,195 100,980 23,375 57,860 182,215 225,390 24,585 0 249,975 43,560 0 0 43,560 593,945 450%

0 0 0 0 0

112,585 0 5,610 118,195 100,980 23,375 57,860 182,215 225,390 24,585 0 249,975 43,560 0 0 43,560 593,945 900%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 55,000 0 55,000 0 0 0 0 55,000 55%

0 0 0 55,000 0 55,000 0 55,000 55%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

556,721 1,074,591 829,045 2,460,357 481,471 862,574 818,561 2,162,606 561,660 254,277 226,212 1,042,149 267,283 179,640 547,548 994,471 6,659,583 86%

36,300 36,300 36,300 108,900 36,300 36,300 36,300 108,900 36,300 36,300 36,300 108,900 36,300 36,300 36,300 108,900 435,600 109%

0 0 0 0 0

151,810 155,663 236,621 544,094 155,751 155,304 157,356 468,411 160,644 157,257 151,414 469,315 143,313 140,590 159,248 443,151 1,924,971 120%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

6,050 0 2,750 8,800 57,750 2,750 3,300 63,800 2,750 0 2,750 5,500 18,150 2,750 0 20,900 99,000 150%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 13,200 0 13,200 0 0 0 13,200 102%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

362,561 869,428 553,374 1,785,363 231,670 668,220 621,605 1,521,495 361,966 60,720 35,748 458,434 69,520 0 352,000 421,520 4,186,812 182%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

1,369,856 1,243,469 1,351,787 3,965,112 1,025,429 1,264,980 1,231,432 3,521,841 1,804,718 951,951 816,679 3,573,348 526,489 524,806 762,721 1,814,016 12,874,317 92% （B）

-206,440 -80,052 -188,370 -474,862 137,987 -101,563 -68,015 -31,591 -641,302 211,466 346,738 -83,098 636,927 638,611 444,980 1,720,518 1,130,967 (A)－(B）

指定管理料 13,961,000

利用料金収入 0

令和６年度 東公園決算報告

収入

項目 内訳 令和６年度

合　計 13,961,000

支出

項目 内訳 令和６年度

自主事業収入 0

その他収入 0

運営スタッフ 4,200,000

機械操作員（プール） 0

人件費 4,210,000

現地責任者 0

消耗品費 800,000

光熱水費（電気・ガス・水道） 140,000

修繕 840,000

法定福利費 10,000

需要費 1,780,000

新聞図書費 0

役務費 132,000

通信費 0

ゴミ処理費 66,000

駐車場利用料 0

構内電話リース 0

経理・総務管理費 0

法定検査料 10,000

賠償責任保険料 0

広告宣伝費 56,000

使用料及び貸借料 0

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 0

諸手数料 0

備品購入費 100,000

備品購入費 100,000

負担金 0

協賛金 0

ＮＨＫ受信料 0

淡水魚水族館水槽使用料 0

委託費 7,739,000

警備業務 400,000

夜間管理業務 0

回数券返金 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

定期清掃 0

汚水処理施設維持管理 66,000

貯水槽清掃 0

管理・清掃業務等 1,600,000

日常清掃 0

プール管理業務 0

水質検査 0

空調・給排水設備保守 0

害虫駆除 60,000

循環ろ過装置保守点検 0

フロン簡易点検 0

砂場大腸菌検査 13,000

防火設備定期検査 0

自家用電気工作物 0

冷暖房換気設備保守 0

昇降機保守点検 0

消防設備点検 0

防火対象物点検 0

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 0

ヒーター保守点検 0

視聴覚設備保守 0

エレベーター 0

自動ドア保守 0

球場管理 0

庭球場管理 0

球場整備 0

突き出し窓保守点検 0

自動火災報知設備点検 0

プラネタリウム保守 0

グラウンド整備 2,100,000

庭球場整備 0

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 900,000

遊具点検 300,000

草刈等業務 2,300,000

租税公課 消費税未払い差額 0

合　計 13,961,000

収　支　合　計 0

水泳協会委託費 0

講師謝礼金 0



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

437,250 437,250 437,250 1,311,750 437,250 437,250 437,250 1,311,750 437,250 437,250 437,250 1,311,750 437,250 437,250 937,250 1,811,750 5,747,000 110%

72,896 217,094 122,940 412,930 172,712 151,776 161,167 485,655 156,771 123,463 130,736 410,970 184,904 152,148 169,518 506,570 1,816,125 105%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

510,146 654,344 560,190 1,724,680 609,962 589,026 598,417 1,797,405 594,021 560,713 567,986 1,722,720 622,154 589,398 1,106,768 2,318,320 7,563,125 108% （A)

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

221,939 221,939 180,386 624,264 197,007 237,728 221,939 656,674 287,597 270,167 235,307 793,071 226,592 249,889 258,604 735,085 2,809,094 111%

0 0 0 0 0

219,416 219,416 178,336 617,168 194,768 235,026 219,416 649,210 284,328 267,096 232,632 784,056 224,016 247,048 255,664 726,728 2,777,162 111%

0 0 0 0 0

2,523 2,523 2,050 7,096 2,239 2,702 2,523 7,464 3,269 3,071 2,675 9,015 2,576 2,841 2,940 8,357 31,932 145%

41,544 96,765 29,427 167,736 58,043 124,593 175,090 357,726 132,222 112,398 57,965 302,585 108,653 102,124 132,269 343,046 1,171,093 71%

6,490 0 0 6,490 0 6,240 0 6,240 0 30,576 0 30,576 0 2,750 25,047 27,797 71,103 71%

35,054 58,155 29,427 122,636 58,043 118,353 175,090 351,486 132,222 81,822 57,965 272,009 108,653 99,374 107,222 315,249 1,061,380 85%

0 38,610 0 38,610 0 0 0 38,610 13%

0 0 0 0 0

116,490 120,861 120,805 358,156 121,196 121,399 121,135 363,730 121,078 121,002 120,553 362,633 120,436 120,801 120,799 362,036 1,446,555 99%

0 4,451 4,395 8,846 4,786 4,989 4,725 14,500 4,668 4,592 4,143 13,403 4,026 4,391 4,389 12,806 49,555 99%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

116,490 116,410 116,410 349,310 116,410 116,410 116,410 349,230 116,410 116,410 116,410 349,230 116,410 116,410 116,410 349,230 1,397,000 100%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

36,300 107,800 36,300 180,400 33,000 97,900 96,800 227,700 36,300 58,300 36,300 130,900 96,800 140,800 36,300 273,900 812,900 93%

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 396,000 99%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 49,500 0 49,500 0 0 60,500 60,500 0 60,500 0 0 60,500 170,500 122%

3,300 3,300 3,300 9,900 0 42,900 3,300 46,200 3,300 3,300 3,300 9,900 3,300 3,300 3,300 9,900 75,900 245%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 22,000 0 22,000 0 22,000 0 22,000 0 22,000 0 22,000 0 22,000 0 22,000 88,000 196%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 82,500 0 82,500 82,500 165%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 40,000 40,000 40,000 120,000 480,000 100%

456,273 587,365 406,918 1,450,556 449,246 621,620 654,964 1,725,830 617,197 601,867 490,125 1,709,189 592,481 653,614 587,972 1,834,067 6,719,642 96% （B）

53,873 66,979 153,272 274,124 160,716 -32,594 -56,547 71,575 -23,176 -41,154 77,861 13,531 29,673 -64,216 518,796 484,253 843,483 (A)－(B）

指定管理料 5,247,000

利用料金収入 1,735,000

令和６年度 葉苅スポーツの家決算報告

収入

項目 内訳 令和６年度

合　計 6,982,000

支出

項目 内訳 令和６年度

自主事業収入 0

その他収入 0

運営スタッフ 2,500,000

機械操作員（プール） 0

人件費 2,522,000

現地責任者 0

消耗品費 100,000

光熱水費（電気・ガス・水道） 1,243,000

修繕 300,000

法定福利費 22,000

需要費 1,643,000

新聞図書費 0

役務費 1,459,000

通信費 50,000

ゴミ処理費 0

駐車場利用料 0

構内電話リース 0

経理・総務管理費 1,397,000

法定検査料 10,000

賠償責任保険料 0

広告宣伝費 0

使用料及び貸借料 0

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 0

諸手数料 2,000

備品購入費 0

備品購入費 0

負担金 0

協賛金 0

ＮＨＫ受信料 0

淡水魚水族館水槽使用料 0

委託費 878,000

警備業務 400,000

夜間管理業務 0

回数券返金 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

定期清掃 140,000

汚水処理施設維持管理 31,000

貯水槽清掃 0

管理・清掃業務等 0

日常清掃 0

プール管理業務 0

水質検査 0

空調・給排水設備保守 0

害虫駆除 0

循環ろ過装置保守点検 0

フロン簡易点検 45,000

砂場大腸菌検査 0

防火設備定期検査 0

自家用電気工作物 0

冷暖房換気設備保守 0

昇降機保守点検 0

消防設備点検 112,000

防火対象物点検 0

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 0

ヒーター保守点検 0

視聴覚設備保守 0

エレベーター 0

自動ドア保守 0

球場管理 0

庭球場管理 0

球場整備 0

突き出し窓保守点検 0

自動火災報知設備点検 50,000

プラネタリウム保守 0

グラウンド整備 0

庭球場整備 0

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 0

遊具点検 0

草刈等業務 100,000

租税公課 消費税未払い差額 480,000

合　計 6,982,000

収　支　合　計 0

水泳協会委託費 0

講師謝礼金 0



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

490,334 490,333 490,333 1,471,000 490,334 490,333 490,333 1,471,000 490,334 490,333 490,333 1,471,000 490,334 490,333 490,333 1,471,000 5,884,000 100%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

490,334 490,333 490,333 1,471,000 490,334 490,333 490,333 1,471,000 490,334 490,333 490,333 1,471,000 490,334 490,333 490,333 1,471,000 5,884,000 100% （A)

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

49,273 197,273 46,112 292,658 187,502 57,610 186,398 431,510 44,534 184,010 55,489 284,033 192,674 54,230 186,469 433,373 1,441,574 54%

0 0 0 0 0

49,273 197,273 46,112 292,658 187,502 57,610 186,398 431,510 44,534 184,010 55,489 284,033 192,674 54,230 186,469 433,373 1,441,574 63%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

121,460 116,410 116,410 354,280 121,528 121,422 121,575 364,525 121,764 121,578 121,805 365,147 121,202 121,279 121,063 363,544 1,447,496 92%

4,970 0 0 4,970 5,118 5,012 5,165 15,295 5,354 5,168 5,395 15,917 4,792 4,869 4,653 14,314 50,496 44%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

116,490 116,410 116,410 349,310 116,410 116,410 116,410 349,230 116,410 116,410 116,410 349,230 116,410 116,410 116,410 349,230 1,397,000 100%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

65,890 69,520 240,948 376,358 161,260 144,760 194,260 500,280 65,890 95,260 62,260 223,410 62,260 177,760 62,260 302,280 1,402,328 86%

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 396,000 99%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

10,890 14,520 17,820 43,230 106,260 7,260 7,260 120,780 10,890 7,260 7,260 25,410 7,260 7,260 7,260 21,780 211,200 70%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 33,000 0 33,000 0 33,000 0 33,000 66,000 60%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 132,000 132,000 0 0 132,000 132,000 0 0 264,000 176%

6,600 6,600 6,600 19,800 6,600 6,600 6,600 19,800 6,600 6,600 6,600 19,800 6,600 6,600 6,600 19,800 79,200 158%

0 0 0 0 0

0 0 82,500 0 82,500 0 0 82,500 0 82,500 165,000 104%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

15,400 15,400 15,400 46,200 15,400 15,400 15,400 46,200 15,400 15,400 15,400 46,200 15,400 15,400 15,400 46,200 184,800 88%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 36,128 36,128 0 0 0 36,128 36%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

236,623 383,203 403,470 1,023,296 470,290 323,792 502,233 1,296,315 232,188 400,848 239,554 872,590 376,136 353,269 369,792 1,099,197 4,291,398 73% （B）

253,711 107,130 86,863 447,704 20,044 166,541 -11,900 174,685 258,146 89,485 250,779 598,410 114,198 137,064 120,541 371,803 1,592,602 (A)－(B）

収入

項目 内訳 令和６年度

自主事業収入 0

その他収入 0

指定管理料 5,884,000

利用料金収入 0

人件費 0

現地責任者 0

合　計 5,884,000

支出

項目 内訳 令和６年度

法定福利費 0

需要費 2,675,000

運営スタッフ 0

機械操作員（プール） 0

法定検査料 26,000

賠償責任保険料 0

広告宣伝費 0

消耗品費 0

光熱水費（電気・ガス・水道） 2,275,000

修繕 400,000

諸手数料 0

備品購入費 0

備品購入費 0

新聞図書費 0

役務費 1,570,000

通信費 114,000

ゴミ処理費 33,000

駐車場利用料 0

構内電話リース 0

経理・総務管理費 1,397,000

ＮＨＫ受信料 0

淡水魚水族館水槽使用料 0

使用料及び貸借料 0

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 0

回数券返金 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

負担金 0

協賛金 0

管理・清掃業務等 0

日常清掃 0

プール管理業務 0

委託費 1,639,000

警備業務 400,000

夜間管理業務 0

循環ろ過装置保守点検 0

フロン簡易点検 110,000

砂場大腸菌検査 0

定期清掃 160,000

汚水処理施設維持管理 300,000

貯水槽清掃 0

昇降機保守点検 0

消防設備点検 158,000

防火対象物点検 0

水質検査 0

空調・給排水設備保守 150,000

害虫駆除 50,000

視聴覚設備保守 0

エレベーター 0

自動ドア保守 0

防火設備定期検査 0

自家用電気工作物 211,000

冷暖房換気設備保守 0

突き出し窓保守点検 0

自動火災報知設備点検 0

プラネタリウム保守 0

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 0

ヒーター保守点検 0

0

草刈等業務 100,000

球場管理 0

庭球場管理 0

球場整備 0

令和６年度 総合プール決算報告

租税公課 消費税未払い差額 0

合　計 5,884,000

収　支　合　計 0

水泳協会委託費 0

講師謝礼金 0

グラウンド整備 0

庭球場整備 0

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 0

遊具点検



（単位：円）

1/4Ｑ期 2/4Ｑ期 3/4Ｑ期 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

20,550,000 20,550,000 20,550,000 20,650,000 82,300,000 100%

1,960,622 2,168,670 1,893,838 1,922,535 7,945,665 93%

0 0 0 0 0

410 10,227 53,000 600 64,237 161%

22,511,032 22,728,897 22,496,838 22,573,135 90,309,902 100% （A)

1/4Ｑ期 2/4Ｑ期 3/4Ｑ期 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

9,316,715 9,528,149 9,099,811 7,253,639 35,198,314 103%

2,038,100 2,037,300 2,037,300 2,037,300 8,150,000 100%

6,552,267 6,756,055 6,356,640 4,738,250 24,403,212 103%

726,348 734,794 705,871 478,089 2,645,102 112%

4,092,271 5,683,547 4,785,222 4,544,131 19,105,171 89%

415,400 382,234 802,401 265,323 1,865,358 56%

2,824,346 5,091,113 3,015,450 3,587,358 14,518,267 102%

848,925 206,300 963,171 687,250 2,705,646 71%

3,600 3,900 4,200 4,200 15,900 80%

2,334,001 1,927,441 1,860,169 2,070,773 8,192,384 94%

268,542 214,126 199,009 213,583 895,260 87%

227,150 180,785 128,070 329,780 865,785 87%

0 0 0 0 0

223,729 0 0 0 223,729 89%

72,600 0 0 0 72,600 27%

46,000 45,000 41,000 39,000 171,000 89%

66,000 66,000 66,000 66,000 264,000 100%

1,420,900 1,415,700 1,415,700 1,415,700 5,668,000 100%

9,080 5,830 10,390 6,710 32,010 107%

0 0 0 83,700 83,700 167%

0 0 0 83,700 83,700 167%

1,332,276 0 0 0 1,332,276 100%

1,320,000 0 0 0 1,320,000 100%

12,276 0 0 0 12,276 82%

0 20,000 0 10,000 30,000 150%

0 20,000 0 10,000 30,000 150%

0 0 0 0 0

7,211,843 5,500,983 5,229,961 5,908,832 23,851,619 106%

498,300 498,300 498,300 498,300 1,993,200 100%

457,600 463,232 450,560 429,440 1,800,832 113%

537,811 499,988 480,668 467,252 1,985,719 117%

741,583 732,875 712,140 695,552 2,882,150 99%

126,500 192,500 77,000 484,000 880,000 100%

113,880 492,580 106,590 334,950 1,048,000 108%

0 0 0 71,500 71,500 100%

143,000 44,000 77,000 176,000 440,000 100%

14,300 0 0 0 14,300 108%

0 0 0 22,000 22,000 118%

396,000 132,000 264,000 0 792,000 100%

66,000 66,000 66,000 66,000 264,000 100%

49,500 49,500 79,500 49,500 228,000 115%

0 363,000 0 363,000 726,000 100%

247,500 0 0 0 247,500 100%

242,000 0 0 0 242,000 100%

145,587 145,587 145,587 145,587 582,348 98%

0 0 0 396,000 396,000 100%

605,000 0 605,000 0 1,210,000 100%

217,140 217,140 217,140 217,140 868,560 146%

27,500 0 27,500 0 55,000 100%

187,000 0 0 0 187,000 #DIV/0!

242,000 0 0 0 242,000 100%

0 165,000 0 165,000 330,000 100%

520,300 0 520,300 422,400 1,463,000 100%

204,657 218,286 168,840 211,050 802,833 115%

130,971 155,574 131,454 138,991 556,990 103%

0 0 0 159,500 159,500 #DIV/0!

0 0 302,302 10,670 312,972 313%

0 0 110,000 0 110,000 286%

1,297,714 1,065,421 190,080 385,000 2,938,215 98%

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 26,728 0 0 26,728 36%

0 26,728 0 0 26,728 36%

601,800 599,400 599,400 599,400 2,400,000 100%

24,888,906 23,286,248 21,574,563 20,470,475 90,220,192 99% （B）

-2,377,874 -557,351 922,275 2,102,660 89,710 (A)－(B）

非常用発電機運転性能試験 396,000

租税公課 消費税未払い差額 2,400,000

合　計 90,740,000

収　支　合　計 0

自主事業費 75,000

講師謝礼金 75,000

草刈等業務 3,000,000

グラウンド整備 100,000

庭球場整備 0

球場整備 0

植栽剪定・消毒 100,000

遊具点検 38,500

プラネタリウム保守 1,463,000

球場管理 700,000

庭球場管理 540,000

自動火災報知設備点検 330,000

自動ドア保守 55,000

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 242,000

冷暖房換気設備保守 1,210,000

エレベーター 594,000

防火対象物点検 247,500

防火設備定期検査 242,000

自家用電気工作物 594,000

害虫駆除 264,000

昇降機保守点検 198,000

消防設備点検 726,000

砂場大腸菌検査 13,200

水質検査 18,700

空調・給排水設備保守 792,000

貯水槽清掃 71,500

フロン簡易点検 440,000

定期清掃 880,000

汚水処理施設維持管理 967,340

夜間管理業務 1,600,000

管理・清掃業務等 1,700,000

日常清掃 2,900,000

利用料金返金・指定管理料返金 0

委託費 22,415,940

警備業務 1,993,200

負担金 20,000

協賛金 20,000

ＮＨＫ受信料 15,000

使用料及び貸借料 1,335,000

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 1,320,000

諸手数料 30,000

備品購入費 50,000

備品購入費 50,000

270,000

駐車場利用料 192,000

構内電話リース 264,000

経理・総務管理費 5,668,000

通信費 1,030,000

ゴミ処理費 1,000,000

法定検査料 33,000

賠償責任保険料 250,000

広告宣伝費

修繕 3,800,000

新聞図書費 20,000

役務費 8,737,000

法定福利費 2,360,000

需要費 21,397,060

消耗品費 3,356,440

光熱水費（電気・ガス・水道） 14,220,620

運営スタッフ 23,800,000

人件費 34,310,000

現地責任者 8,150,000

合　計 90,740,000

支出

項目 内訳 令和７年度

その他収入 40,000

指定管理料 82,200,000

利用料金収入 8,500,000

令和７年度　津島市教育・体育施設及び都市公園指定管理者業務決算報告

施設全体

収入

項目 内訳 令和７年度

自主事業収入 0



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

2,450,000 2,450,000 2,450,000 7,350,000 2,450,000 2,450,000 2,450,000 7,350,000 2,450,000 2,450,000 2,450,000 7,350,000 2,450,000 2,450,000 2,450,000 7,350,000 29,400,000 100%

348,990 310,616 268,623 928,229 336,433 303,952 343,055 983,440 360,819 347,523 309,003 1,017,345 292,760 275,172 350,664 918,596 3,847,610 94%

0

410 410 820 1,032 8,375 10,227 22,000 31,000 53,000 600 600 64,237 #DIV/0!

2,798,990 2,760,616 2,719,033 8,278,639 2,787,253 2,754,984 2,801,430 8,343,667 2,832,819 2,828,523 2,759,003 8,420,345 2,742,760 2,725,772 2,800,664 8,269,196 33,311,847 99% （A)

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

1,316,259 1,503,859 1,276,742 4,096,860 1,291,841 1,748,607 1,212,822 4,253,270 1,238,849 1,314,369 1,850,161 4,403,379 1,226,449 1,259,872 1,346,174 3,832,495 16,586,004 97%

429,900 429,100 429,100 1,288,100 429,100 429,100 429,100 1,287,300 429,100 429,100 429,100 1,287,300 429,100 429,100 429,100 1,287,300 5,150,000 100%

772,517 932,557 736,952 2,442,026 752,177 1,144,179 678,313 2,574,669 702,227 769,748 1,227,676 2,699,651 692,852 716,680 804,307 2,213,839 9,930,185 94%

113,842 142,202 110,690 366,734 110,564 175,328 105,409 391,301 107,522 115,521 193,385 416,428 104,497 114,092 112,767 331,356 1,505,819 116%

477,588 697,224 472,739 1,647,551 456,791 556,358 421,754 1,434,903 414,215 333,405 390,183 1,137,803 529,578 374,936 384,241 1,288,755 5,509,012 85%

17,160 1,336 80,463 98,959 49,880 8,080 22,099 80,059 42,568 18,069 6,464 67,101 37,529 27,405 17,160 82,094 328,213 34%

420,388 321,888 392,276 1,134,552 406,911 464,678 399,655 1,271,244 371,647 315,336 383,719 1,070,702 453,549 347,531 367,081 1,168,161 4,644,659 103%

40,040 374,000 414,040 83,600 83,600 38,500 38,500 536,140 54%

0

491,426 189,226 194,792 875,444 184,769 171,869 170,586 527,224 175,502 167,226 176,337 519,065 176,872 178,799 179,476 535,147 2,456,880 89%

65,257 60,176 65,802 191,235 57,649 44,199 42,146 143,994 46,512 40,186 48,577 135,275 51,752 52,249 53,036 157,037 627,541 90%

16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 16,500 16,500 49,500 198,000 99%

0

223,729 223,729 223,729 89%

72,600 72,600 72,600 33%

16,000 15,000 15,000 46,000 15,000 15,000 15,000 45,000 15,000 13,000 13,000 41,000 13,000 13,000 13,000 39,000 171,000 89%

22,000 22,000 22,000 66,000 22,000 22,000 22,000 66,000 22,000 22,000 22,000 66,000 22,000 22,000 22,000 66,000 264,000 100%

72,700 72,300 72,300 217,300 72,300 72,300 72,300 216,900 72,300 72,300 72,300 216,900 72,300 72,300 72,300 216,900 868,000 100%

2,640 3,250 3,190 9,080 1,320 1,870 2,640 5,830 3,190 3,240 3,960 10,390 1,320 2,750 2,640 6,710 32,010 107%

0

0

0

0

0

20,000 20,000 10,000 10,000 30,000 150%

20,000 20,000 10,000 10,000 30,000 150%

0

428,706 934,751 841,676 2,205,133 524,964 682,583 409,090 1,616,637 424,237 788,901 382,382 1,595,520 522,126 935,176 409,090 1,866,392 7,283,682 106%

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 396,000 100%

154,880 161,920 140,800 457,600 161,920 153,472 147,840 463,232 161,920 147,840 140,800 450,560 140,800 140,800 147,840 429,440 1,800,832 113%

0

177,906 191,591 157,586 527,083 174,174 178,321 165,880 518,375 170,027 178,321 149,292 497,640 157,586 157,586 165,880 481,052 2,024,150 101%

77,000 77,000 132,000 132,000 77,000 77,000 132,000 132,000 418,000 100%

21,450 17,270 17,820 56,540 114,400 17,820 20,900 153,120 17,820 17,270 17,820 52,910 77,770 17,820 20,900 116,490 379,060 100%

71,500 71,500 71,500 100%

66,000 66,000 66,000 66,000 132,000 100%

0

22,000 22,000 22,000 118%

264,000 264,000 264,000 264,000 528,000 100%

7,700 7,700 7,700 23,100 7,700 7,700 7,700 23,100 7,700 7,700 7,700 23,100 7,700 7,700 7,700 23,100 92,400 100%

16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 16,500 16,500 49,500 16,500 46,500 16,500 79,500 16,500 16,500 16,500 49,500 228,000 115%

126,500 126,500 126,500 126,500 253,000 100%

82,500 82,500 82,500 100%

132,000 132,000 132,000 100%

17,270 17,270 17,270 51,810 17,270 17,270 17,270 51,810 17,270 17,270 17,270 51,810 17,270 17,270 17,270 51,810 207,240 98%

198,000 198,000 198,000

0

0

0

187,000 187,000 187,000 #DIV/0!

132,000 132,000 132,000 100%

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

30,000 30,000 30,000 90,000 30,000 30,000 30,000 90,000 30,000 30,000 30,000 90,000 30,000 30,000 30,000 90,000 360,000 100%

2,743,979 3,355,060 2,815,949 8,914,988 2,488,365 3,189,417 2,264,252 7,942,034 2,282,803 2,633,901 2,829,063 7,745,767 2,485,025 2,788,783 2,348,981 7,622,789 32,225,578 96% （B）

55,011 -594,444 -96,916 -636,349 298,888 -434,433 537,178 401,633 550,016 194,622 -70,060 674,578 257,735 -63,011 451,683 646,407 1,086,269 (A)－(B）

租税公課 消費税未払い差額 360,000

合　計 33,485,000

収　支　合　計 0

講師謝礼金 0

庭球場整備 0

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 0

遊具点検 0

草刈等業務 0

庭球場管理 0

球場整備 0

自動火災報知設備点検 0

プラネタリウム保守 0

グラウンド整備 0

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 132,000

エレベーター 0

自動ドア保守 0

球場管理 0

防火設備定期検査 132,000

自家用電気工作物 211,200

冷暖房換気設備保守 0

昇降機保守点検 198,000

消防設備点検 253,000

防火対象物点検 82,500

非常用発電機運転性能試験 198,000

水質検査 18,700

空調・給排水設備保守 528,000

害虫駆除 92,400

フロン簡易点検 132,000

砂場大腸菌検査 0

定期清掃 418,000

汚水処理施設維持管理 379,060

貯水槽清掃 71,500

管理・清掃業務等 0

日常清掃 2,000,000

委託費 6,842,360

警備業務 396,000

夜間管理業務 1,600,000

利用料金返金・指定管理料返金 0

負担金 20,000

協賛金 20,000

ＮＨＫ受信料 0

使用料及び貸借料 0

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 0

諸手数料 30,000

備品購入費 0

備品購入費 0

新聞図書費 0

役務費 2,757,000

通信費 700,000

ゴミ処理費 200,000

駐車場利用料 192,000

構内電話リース 264,000

経理・総務管理費 868,000

法定検査料 33,000

賠償責任保険料 250,000

広告宣伝費 220,000

消耗品費 955,640

光熱水費（電気・ガス・水道） 4,500,000

修繕 1,000,000

法定福利費 1,300,000

需要費 6,455,640

運営スタッフ 10,600,000

人件費 17,050,000

現地責任者 5,150,000

合　計 33,485,000

支出

項目 内訳 令和７年度

自主事業収入 0

その他収入 0

指定管理料 29,400,000

利用料金収入 4,085,000

令和７年度　錬成館決算報告書

収入

項目 内訳 令和７年度



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

2,234,000 2,233,000 2,233,000 6,700,000 2,234,000 2,233,000 2,233,000 6,700,000 2,234,000 2,233,000 2,233,000 6,700,000 2,234,000 2,233,000 2,233,000 6,700,000 26,800,000 100%

76,520 71,764 91,478 239,762 124,630 143,170 49,970 317,770 39,312 116,638 66,790 222,740 41,180 80,470 100,640 222,290 1,002,562 99%

0

0

2,310,520 2,304,764 2,324,478 6,939,762 2,358,630 2,376,170 2,282,970 7,017,770 2,273,312 2,349,638 2,299,790 6,922,740 2,275,180 2,313,470 2,333,640 6,922,290 27,802,562 100% （A)

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

1,114,262 1,389,874 1,176,645 3,680,781 1,170,480 1,302,779 1,147,474 3,620,733 1,074,382 886,176 1,242,866 3,203,424 755,877 779,516 777,707 2,313,100 12,818,038 103%

250,000 250,000 250,000 750,000 250,000 250,000 250,000 750,000 250,000 250,000 250,000 750,000 250,000 250,000 250,000 750,000 3,000,000 100%

763,780 1,000,660 819,544 2,583,984 815,429 930,284 793,737 2,539,450 726,913 570,618 883,422 2,180,953 461,431 484,801 482,729 1,428,961 8,733,348 103%

100,482 139,214 107,101 346,797 105,051 122,495 103,737 331,283 97,469 65,558 109,444 272,471 44,446 44,715 44,978 134,139 1,084,690 108%

396,440 352,511 422,841 1,171,792 956,822 727,339 994,672 2,678,833 581,945 363,163 466,378 1,411,486 639,251 490,475 452,257 1,581,983 6,844,094 106%

10,296 3,850 7,749 21,895 7,749 9,687 4,730 22,166 14,174 1,540 4,400 20,114 2,165 5,819 17,160 25,144 89,319 62%

219,944 347,461 413,892 981,297 947,873 716,152 988,742 2,652,767 262,971 360,123 460,478 1,083,572 635,586 483,156 403,897 1,522,639 6,240,275 113%

165,000 165,000 303,600 303,600 30,000 30,000 498,600 62%

1,200 1,200 1,200 3,600 1,200 1,500 1,200 3,900 1,200 1,500 1,500 4,200 1,500 1,500 1,200 4,200 15,900 80%

88,861 73,978 77,734 240,573 75,952 75,447 80,265 231,664 75,356 75,120 77,342 227,818 73,823 74,180 73,805 221,808 921,863 88%

21,461 7,378 11,134 39,973 9,352 8,847 13,665 31,864 8,756 8,520 10,742 28,018 7,223 7,580 7,205 22,008 121,863 61%

0

0

0

0

0

0

67,400 66,600 66,600 200,600 66,600 66,600 66,600 199,800 66,600 66,600 66,600 199,800 66,600 66,600 66,600 199,800 800,000 100%

0

0

0

1,320,000 12,276 1,332,276 1,332,276 100%

1,320,000 1,320,000 1,320,000 100%

12,276 12,276 12,276 82%

0

0

0

831,045 281,045 971,845 2,083,935 198,545 352,545 198,545 749,635 746,345 803,545 198,545 1,748,435 198,545 1,005,945 490,045 1,694,535 6,276,540 104%

30,800 30,800 30,800 92,400 30,800 30,800 30,800 92,400 30,800 30,800 30,800 92,400 30,800 30,800 30,800 92,400 369,600 100%

0

0

71,500 71,500 71,500 214,500 71,500 71,500 71,500 214,500 71,500 71,500 71,500 214,500 71,500 71,500 71,500 214,500 858,000 95%

291,500 291,500 291,500 100%

0

0

33,000 33,000 33,000 33,000 66,000 100%

0

0

0

7,700 7,700 7,700 23,100 7,700 7,700 7,700 23,100 7,700 7,700 7,700 23,100 7,700 7,700 7,700 23,100 92,400 100%

0

154,000 154,000 154,000 154,000 308,000 100%

82,500 82,500 82,500 100%

110,000 110,000 110,000 100%

16,165 16,165 16,165 48,495 16,165 16,165 16,165 48,495 16,165 16,165 16,165 48,495 16,165 16,165 16,165 48,495 193,980 98%

198,000 198,000 198,000 100%

605,000 605,000 605,000 605,000 1,210,000 100%

72,380 72,380 72,380 217,140 72,380 72,380 72,380 217,140 72,380 72,380 72,380 217,140 72,380 72,380 72,380 217,140 868,560 146%

27,500 27,500 27,500 27,500 55,000 100%

0

110,000 110,000 110,000 100%

0

520,300 520,300 520,300 520,300 422,400 422,400 1,463,000 100%

0

0

0

0

0

0

0

0

13,364 13,364 26,728 26,728

13,364 13,364 26,728 26,728

28,700 28,300 28,300 85,300 28,300 28,300 28,300 84,900 28,300 28,300 28,300 84,900 28,300 28,300 28,300 84,900 340,000 100%

3,779,308 2,137,984 2,677,365 8,594,657 2,430,099 2,499,774 2,462,620 7,392,493 2,506,328 2,156,304 2,013,431 6,676,063 1,695,796 2,378,416 1,822,114 5,896,326 28,559,539 103% （B）

-1,468,788 166,780 -352,887 -1,654,895 -71,469 -123,604 -179,650 -374,723 -233,016 193,334 286,359 246,677 579,384 -64,946 511,526 1,025,964 -756,977 (A)－(B）

租税公課 消費税未払い差額 340,000

合　計 27,811,000

収　支　合　計 0

講師謝礼金 75,000

庭球場整備 0

自主事業費 75,000

植栽剪定・消毒 0

遊具点検 0

草刈等業務 0

庭球場管理 0

球場整備 0

自動火災報知設備点検 0

プラネタリウム保守 1,463,000

グラウンド整備 0

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 110,000

エレベーター 594,000

自動ドア保守 55,000

球場管理 0

防火設備定期検査 110,000

自家用電気工作物 198,000

冷暖房換気設備保守 1,210,000

昇降機保守点検 0

消防設備点検 308,000

防火対象物点検 82,500

非常用発電機運転性能試験 198,000

水質検査 0

空調・給排水設備保守 0

害虫駆除 92,400

フロン簡易点検 66,000

砂場大腸菌検査 0

定期清掃 291,500

汚水処理施設維持管理 0

貯水槽清掃 0

管理・清掃業務等 0

日常清掃 900,000

委託費 6,048,000

警備業務 369,600

夜間管理業務 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

負担金 0

協賛金 0

ＮＨＫ受信料 15,000

使用料及び貸借料 1,335,000

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 1,320,000

諸手数料 0

備品購入費 0

備品購入費 0

新聞図書費 20,000

役務費 1,050,000

通信費 200,000

ゴミ処理費 0

駐車場利用料 0

構内電話リース 0

経理・総務管理費 800,000

法定検査料 0

賠償責任保険料 0

広告宣伝費 50,000

消耗品費 143,000

光熱水費（電気・ガス・水道） 5,500,000

修繕 800,000

法定福利費 1,000,000

需要費 6,463,000

運営スタッフ 8,500,000

人件費 12,500,000

現地責任者 3,000,000

合　計 27,811,000

支出

項目 内訳 令和７年度

自主事業収入 0

その他収入 0

指定管理料 26,800,000

利用料金収入 1,011,000

令和７年度　児童科学館決算報告書

収入

項目 内訳 令和７年度



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

192,400 191,300 191,300 575,000 192,400 191,300 191,300 575,000 192,400 191,300 191,300 575,000 192,400 191,300 191,300 575,000 2,300,000 100%

77,760 85,428 62,640 225,828 72,360 58,320 86,400 217,080 28,080 73,872 26,568 128,520 56,160 66,096 75,600 197,856 769,284 78%

0

0

270,160 276,728 253,940 800,828 264,760 249,620 277,700 792,080 220,480 265,172 217,868 703,520 248,560 257,396 266,900 772,856 3,069,284 93% （A)

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

0

0

0

0

103,913 61,931 26,835 192,679 66,099 109,469 93,206 268,774 43,184 59,157 25,244 127,585 60,392 30,105 69,459 159,956 748,994 84%

6,864 6,864 5,940 5,940 6,864 3,869 10,733 6,864 6,864 30,401 34%

27,749 61,931 26,835 116,515 66,099 45,669 87,266 199,034 36,320 55,288 25,244 116,852 60,392 30,105 62,595 153,092 585,493 84%

69,300 69,300 63,800 63,800 133,100 133%

0

70,117 69,317 69,298 208,732 69,298 69,298 69,374 207,970 69,308 69,308 69,299 207,915 69,299 69,297 69,298 207,894 832,511 100%

2,717 2,717 2,698 8,132 2,698 2,698 2,774 8,170 2,708 2,708 2,699 8,115 2,699 2,697 2,698 8,094 32,511 108%

0

0

0

0

0

0

67,400 66,600 66,600 200,600 66,600 66,600 66,600 199,800 66,600 66,600 66,600 199,800 66,600 66,600 66,600 199,800 800,000 100%

0

83,700 83,700 83,700 #DIV/0!

83,700 83,700 83,700 #DIV/0!

0

0

0

0

0

0

73,593 166,186 82,578 322,357 156,596 188,887 60,903 406,386 47,001 104,008 53,031 204,040 294,991 184,063 79,596 558,650 1,491,433 121%

0

0

0

0

0

6,600 6,600 13,200 77,000 6,600 83,600 6,600 6,600 13,200 77,000 6,600 83,600 193,600 100%

0

22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 88,000 100%

0

0

0

0

0

0

82,500 82,500 82,500 100%

0

0

0 0

0

0

0

0

0

82,500 82,500 82,500 82,500 165,000 100%

0

66,993 61,686 75,978 204,657 79,596 77,787 60,903 218,286 40,401 82,008 46,431 168,840 58,491 72,963 79,596 211,050 802,833 115%

0

159,500 159,500 159,500 #DIV/0!

0

0

0

0

0

0

0

28,700 28,300 28,300 85,300 28,300 28,300 28,300 84,900 28,300 28,300 28,300 84,900 28,300 28,300 28,300 84,900 340,000 100%

276,323 325,734 207,011 809,068 320,293 395,954 251,783 968,030 187,793 260,773 175,874 624,440 452,982 311,765 330,353 1,095,100 3,496,638 106% （B）

-6,163 -49,006 46,929 -8,240 -55,533 -146,334 25,917 -175,950 32,687 4,399 41,994 79,080 -204,422 -54,369 -63,453 -322,244 -427,354 (A)－(B）

租税公課 消費税未払い差額 340,000

合　計 3,289,000

収　支　合　計 0

講師謝礼金 0

庭球場整備 0

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 0

遊具点検 0

草刈等業務 0

庭球場管理 0

球場整備 0

自動火災報知設備点検 165,000

プラネタリウム保守 0

グラウンド整備 0

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 0

エレベーター 0

自動ドア保守 0

球場管理 700,000

防火設備定期検査 0

自家用電気工作物 0

冷暖房換気設備保守 0

昇降機保守点検 0

消防設備点検 0

防火対象物点検 82,500

非常用発電機運転性能試験

水質検査 0

空調・給排水設備保守 0

害虫駆除 0

フロン簡易点検 88,000

砂場大腸菌検査 0

定期清掃 0

汚水処理施設維持管理 193,600

貯水槽清掃 0

管理・清掃業務等 0

日常清掃 0

委託費 1,229,100

警備業務 0

夜間管理業務 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

負担金 0

協賛金 0

ＮＨＫ受信料 0

使用料及び貸借料 0

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 0

諸手数料 0

備品購入費 0

備品購入費 0

新聞図書費 0

役務費 830,000

通信費 30,000

ゴミ処理費 0

駐車場利用料 0

構内電話リース 0

経理・総務管理費 800,000

法定検査料 0

賠償責任保険料 0

広告宣伝費 0

消耗品費 89,900

光熱水費（電気・ガス・水道） 700,000

修繕 100,000

法定福利費 0

需要費 889,900

運営スタッフ 0

人件費 0

現地責任者 0

合　計 3,289,000

支出

項目 内訳 令和７年度

自主事業収入 0

その他収入 0

指定管理料 2,300,000

利用料金収入 989,000

令和７年度　市営球場決算報告書

収入

項目 内訳 令和７年度



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

125,000 125,000 125,000 375,000 125,000 125,000 125,000 375,000 125,000 125,000 125,000 375,000 125,000 125,000 225,000 475,000 1,600,000 107%

46,350 30,510 38,400 115,260 38,730 41,310 41,700 121,740 27,030 46,080 14,190 87,300 36,600 41,610 53,790 132,000 456,300 70%

0

0

171,350 155,510 163,400 490,260 163,730 166,310 166,700 496,740 152,030 171,080 139,190 462,300 161,600 166,610 278,790 607,000 2,056,300 96% （A)

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

0

0

0

0

37,637 7,403 32,571 77,611 5,120 45,903 3,772 54,795 30,934 6,898 33,191 71,023 9,646 10,139 7,037 26,822 230,251 55%

0

37,637 7,403 32,571 77,611 5,120 31,003 3,772 39,895 30,934 6,898 33,191 71,023 9,646 10,139 7,037 26,822 215,351 86%

14,900 14,900 14,900 15%

0

67,400 66,600 66,600 200,600 66,600 66,600 66,600 199,800 66,600 66,600 66,600 199,800 66,600 66,600 66,600 199,800 800,000 100%

0

0

0

0

0

0

0

67,400 66,600 66,600 200,600 66,600 66,600 66,600 199,800 66,600 66,600 66,600 199,800 66,600 66,600 66,600 199,800 800,000 100%

0

0

0

0

0

0

0

0

0

71,636 49,084 10,251 130,971 39,798 48,240 67,536 155,574 48,240 39,798 43,416 131,454 48,240 48,240 42,511 138,991 556,990 94%

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

71,636 49,084 10,251 130,971 39,798 48,240 67,536 155,574 48,240 39,798 43,416 131,454 48,240 48,240 42,511 138,991 556,990 103%

0

0

0

0

0

0

0

0

28,700 28,300 28,300 85,300 28,300 28,300 28,300 84,900 28,300 28,300 28,300 84,900 28,300 28,300 28,300 84,900 340,000 100%

205,373 151,387 137,722 494,482 139,818 189,043 166,208 495,069 174,074 141,596 171,507 487,177 152,786 153,279 144,448 450,513 1,927,241 90% （B）

-34,023 4,123 25,678 -4,222 23,912 -22,733 492 1,671 -22,044 29,484 -32,317 -24,877 8,814 13,331 134,342 156,487 129,059 (A)－(B）

租税公課 消費税未払い差額 340,000

合　計 2,150,000

収　支　合　計 0

講師謝礼金 0

庭球場整備 0

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 0

遊具点検 0

草刈等業務 0

庭球場管理 540,000

球場整備 0

自動火災報知設備点検 0

プラネタリウム保守 0

グラウンド整備 0

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 0

エレベーター 0

自動ドア保守 0

球場管理 0

防火設備定期検査 0

自家用電気工作物 0

冷暖房換気設備保守 0

昇降機保守点検 0

消防設備点検 0

防火対象物点検 0

非常用発電機運転性能試験 0

水質検査 0

空調・給排水設備保守 0

害虫駆除 0

フロン簡易点検 0

砂場大腸菌検査 0

定期清掃 0

汚水処理施設維持管理 49,500

貯水槽清掃 0

管理・清掃業務等 0

日常清掃 0

委託費 589,500

警備業務 0

夜間管理業務 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

負担金 0

協賛金 0

ＮＨＫ受信料 0

使用料及び貸借料 0

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 0

諸手数料 0

備品購入費 0

備品購入費 0

新聞図書費 0

役務費 800,000

通信費 0

ゴミ処理費 0

駐車場利用料 0

構内電話リース 0

経理・総務管理費 800,000

法定検査料 0

賠償責任保険料 0

広告宣伝費 0

消耗品費 70,500

光熱水費（電気・ガス・水道） 250,000

修繕 100,000

法定福利費 0

需要費 420,500

運営スタッフ 0

人件費 0

現地責任者 0

合　計 2,150,000

支出

項目 内訳 令和７年度

自主事業収入 0

その他収入 0

指定管理料 1,500,000

利用料金収入 650,000

令和７年度　市営庭球場決算報告書

収入

項目 内訳 令和７年度



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

1,092,400 1,091,300 1,091,300 3,275,000 1,092,400 1,091,300 1,091,300 3,275,000 1,092,400 1,091,300 1,091,300 3,275,000 1,092,400 1,091,300 1,091,300 3,275,000 13,100,000 100%

0

0

0

1,092,400 1,091,300 1,091,300 3,275,000 1,092,400 1,091,300 1,091,300 3,275,000 1,092,400 1,091,300 1,091,300 3,275,000 1,092,400 1,091,300 1,091,300 3,275,000 13,100,000 100% （A)

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

116,229 196,991 452,267 765,487 347,514 464,944 113,296 925,754 233,381 245,106 268,017 746,504 95,182 132,081 113,631 340,894 2,778,639 137%

0

114,908 195,661 450,896 761,465 346,292 463,524 112,008 921,824 230,728 242,320 264,970 738,018 94,100 130,580 112,340 337,020 2,758,327 138%

1,321 1,330 1,371 4,022 1,222 1,420 1,288 3,930 2,653 2,786 3,047 8,486 1,082 1,501 1,291 3,874 20,312 68%

327,313 16,678 110,844 454,835 58,934 28,449 195,524 282,907 779,629 574,619 23,943 1,378,191 25,691 284,881 459,191 769,763 2,885,696 79%

114,629 13,803 98,437 226,869 56,174 16,454 193,185 265,813 514,596 177,526 692,122 23,088 42,095 69,410 134,593 1,319,397 67%

12,099 2,875 12,407 27,381 2,760 11,995 2,339 17,094 12,033 2,622 11,843 26,498 2,603 11,786 2,031 16,420 87,393 44%

200,585 200,585 0 253,000 394,471 12,100 659,571 231,000 387,750 618,750 1,478,906 99%

0 0

86,100 186,720 105,430 378,250 66,600 150,145 114,340 331,085 124,020 87,750 66,600 278,370 130,290 66,600 283,190 480,080 1,467,785 92%

0

18,700 120,120 38,830 177,650 83,545 47,740 131,285 57,420 21,150 78,570 63,690 216,590 280,280 667,785 83%

0

0

0

0

0

67,400 66,600 66,600 200,600 66,600 66,600 66,600 199,800 66,600 66,600 66,600 199,800 66,600 66,600 66,600 199,800 800,000 100%

0

0

0

0

0

0

0

0

0

607,046 563,483 797,026 1,967,555 469,835 883,095 387,929 1,740,859 363,618 511,185 325,947 1,200,750 264,364 190,901 616,107 1,071,372 5,980,536 110%

36,300 36,300 36,300 108,900 36,300 36,300 36,300 108,900 36,300 36,300 36,300 108,900 36,300 36,300 36,300 108,900 435,600 100%

0

182,446 192,299 163,066 537,811 170,894 163,035 166,059 499,988 162,868 162,705 155,095 480,668 153,594 151,851 161,807 467,252 1,985,719 117%

0

0

6,050 2,780 8,830 63,800 2,750 66,550 6,050 2,750 8,800 19,800 2,750 77,000 99,550 183,730 321%

0

0

14,300 14,300 14,300 108%

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

280,500 21,802 302,302 10,670 10,670 312,972 313%

110,000 110,000 110,000 286%

382,250 320,584 594,880 1,297,714 198,841 681,010 185,570 1,065,421 158,400 31,680 190,080 44,000 341,000 385,000 2,938,215 98%

0

0

0

0

28,700 28,300 28,300 85,300 28,300 28,300 28,300 84,900 28,300 28,300 28,300 84,900 28,300 28,300 28,300 84,900 340,000 100%

1,165,388 992,172 1,493,867 3,651,427 971,183 1,554,933 839,389 3,365,505 1,528,948 1,446,960 712,807 3,688,715 543,827 702,763 1,500,419 2,747,009 13,452,656 102% （B）

-72,988 99,128 -402,567 -376,427 121,217 -463,633 251,911 -90,505 -436,548 -355,660 378,493 -413,715 548,573 388,537 -409,119 527,991 -352,656 (A)－(B）

租税公課 消費税未払い差額 340,000

合　計 13,140,000

収　支　合　計 0

講師謝礼金 0

庭球場整備 0

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 100,000

遊具点検 38,500

草刈等業務 3,000,000

庭球場管理 0

球場整備 0

自動火災報知設備点検 0

プラネタリウム保守 0

グラウンド整備 100,000

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 0

エレベーター 0

自動ドア保守 0

球場管理 0

防火設備定期検査 0

自家用電気工作物 0

冷暖房換気設備保守 0

昇降機保守点検 0

消防設備点検 0

防火対象物点検 0

非常用発電機運転性能試験 0

水質検査 0

空調・給排水設備保守 0

害虫駆除 0

フロン簡易点検 0

砂場大腸菌検査 13,200

定期清掃 0

汚水処理施設維持管理 57,200

貯水槽清掃 0

管理・清掃業務等 1,700,000

日常清掃 0

委託費 5,444,500

警備業務 435,600

夜間管理業務 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

負担金 0

協賛金 0

ＮＨＫ受信料 0

使用料及び貸借料 0

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 0

諸手数料 0

備品購入費 50,000

備品購入費 50,000

新聞図書費 0

役務費 1,600,000

通信費 0

ゴミ処理費 800,000

駐車場利用料 0

構内電話リース 0

経理・総務管理費 800,000

法定検査料 0

賠償責任保険料 0

広告宣伝費 0

消耗品費 1,975,500

光熱水費（電気・ガス・水道） 200,000

修繕 1,500,000

法定福利費 30,000

需要費 3,675,500

運営スタッフ 2,000,000

人件費 2,030,000

現地責任者 0

合　計 13,140,000

支出

項目 内訳 令和７年度

自主事業収入 0

その他収入 40,000

指定管理料 13,100,000

利用料金収入 0

令和７年度　東公園決算報告書

収入

項目 内訳 令和７年度



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

425,000 425,000 425,000 1,275,000 425,000 425,000 425,000 1,275,000 425,000 425,000 425,000 1,275,000 425,000 425,000 425,000 1,275,000 5,100,000 100%

155,348 150,610 145,585 451,543 194,822 171,575 162,243 528,640 156,329 107,743 173,861 437,933 174,131 135,780 141,882 451,793 1,869,909 106%

0

0

580,348 575,610 570,585 1,726,543 619,822 596,575 587,243 1,803,640 581,329 532,743 598,861 1,712,933 599,131 560,780 566,882 1,726,793 6,969,909 102% （A)

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

283,131 230,840 259,616 773,587 259,615 242,185 226,592 728,392 233,381 245,106 268,017 746,504 249,567 272,629 244,954 767,150 3,015,633 110%

0

279,912 228,216 256,664 764,792 256,664 239,432 224,016 720,112 230,728 242,320 264,970 738,018 246,730 269,530 242,170 758,430 2,981,352 110%

3,219 2,624 2,952 8,795 2,951 2,753 2,576 8,280 2,653 2,786 3,047 8,486 2,837 3,099 2,784 8,720 34,281 114%

112,415 81,737 64,107 258,259 222,262 152,162 153,776 528,200 93,609 87,515 58,432 239,556 108,026 79,797 104,641 292,464 1,318,479 65%

52,557 8,256 60,813 8,256 8,256 3,432 8,899 12,331 16,628 16,628 98,028 80%

59,858 81,737 55,851 197,446 170,006 152,162 153,776 475,944 90,177 78,616 58,432 227,225 108,026 79,797 88,013 275,836 1,176,451 73%

44,000 44,000 44,000 15%

0

71,516 71,195 72,157 214,868 71,201 71,414 71,183 213,798 70,791 70,731 70,925 212,447 70,830 70,730 70,599 212,159 853,272 100%

4,116 4,595 5,557 14,268 4,601 4,814 4,583 13,998 4,191 4,131 4,325 12,647 4,230 4,130 3,999 12,359 53,272 107%

0

0

0

0

0

0

67,400 66,600 66,600 200,600 66,600 66,600 66,600 199,800 66,600 66,600 66,600 199,800 66,600 66,600 66,600 199,800 800,000 100%

0

0

0

0

0

0

0

0

0

36,300 107,800 36,300 180,400 80,300 140,800 96,800 317,900 36,300 58,300 36,300 130,900 96,800 140,800 36,300 273,900 903,100 100%

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 396,000 100%

0

0

0

49,500 49,500 60,500 60,500 60,500 60,500 170,500 100%

3,300 3,300 3,300 9,900 47,300 3,300 3,300 53,900 3,300 3,300 3,300 9,900 3,300 3,300 3,300 9,900 83,600 100%

0

22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 88,000 100%

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

82,500 82,500 82,500 82,500 165,000 100%

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

28,700 28,300 28,300 85,300 28,300 28,300 28,300 84,900 28,300 28,300 28,300 84,900 28,300 28,300 28,300 84,900 340,000 100%

532,062 519,872 460,480 1,512,414 661,678 634,861 576,651 1,873,190 462,381 489,952 461,974 1,414,307 553,523 592,256 484,794 1,630,573 6,430,484 94% （B）

48,286 55,738 110,105 214,129 -41,856 -38,286 10,592 -69,550 118,948 42,791 136,887 298,626 45,608 -31,476 82,088 96,220 539,425 (A)－(B）

租税公課 消費税未払い差額 340,000

合　計 6,865,000

収　支　合　計 0

講師謝礼金 0

庭球場整備 0

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 0

遊具点検 0

草刈等業務 0

庭球場管理 0

球場整備 0

自動火災報知設備点検 165,000

プラネタリウム保守 0

グラウンド整備 0

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 0

エレベーター 0

自動ドア保守 0

球場管理 0

防火設備定期検査 0

自家用電気工作物 0

冷暖房換気設備保守 0

昇降機保守点検 0

消防設備点検 0

防火対象物点検 0

非常用発電機運転性能試験 0

水質検査 0

空調・給排水設備保守 0

害虫駆除 0

フロン簡易点検 88,000

砂場大腸菌検査 0

定期清掃 170,500

汚水処理施設維持管理 83,600

貯水槽清掃 0

管理・清掃業務等 0

日常清掃 0

委託費 903,100

警備業務 396,000

夜間管理業務 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

負担金 0

協賛金 0

ＮＨＫ受信料 0

使用料及び貸借料 0

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 0

諸手数料 0

備品購入費 0

備品購入費 0

新聞図書費 0

役務費 850,000

通信費 50,000

ゴミ処理費 0

駐車場利用料 0

構内電話リース 0

経理・総務管理費 800,000

法定検査料 0

賠償責任保険料 0

広告宣伝費 0

消耗品費 121,900

光熱水費（電気・ガス・水道） 1,620,000

修繕 300,000

法定福利費 30,000

需要費 2,041,900

運営スタッフ 2,700,000

人件費 2,730,000

現地責任者 0

合　計 6,865,000

支出

項目 内訳 令和７年度

自主事業収入 0

その他収入 0

指定管理料 5,100,000

利用料金収入 1,765,000

令和７年度　葉苅スポーツの家決算報告書

収入

項目 内訳 令和７年度



（単位：円）

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

333,400 333,300 333,300 1,000,000 333,400 333,300 333,300 1,000,000 333,400 333,300 333,300 1,000,000 333,400 333,300 333,300 1,000,000 4,000,000 100%

0

0

0

333,400 333,300 333,300 1,000,000 333,400 333,300 333,300 1,000,000 333,400 333,300 333,300 1,000,000 333,400 333,300 333,300 1,000,000 4,000,000 100% （A)

4月 5月 6月 1/4Ｑ期 7月 8月 9月 2/4Ｑ期 10月 11月 12月 3/4Ｑ期 1月 2月 3月 4/4Ｑ期 合計 執行比率 備考

0

0

0

0

50,276 187,174 52,094 289,544 193,801 56,960 184,374 435,135 56,391 308,719 54,468 419,578 193,181 48,556 182,651 424,388 1,568,645 108%

0

50,276 187,174 52,094 289,544 193,801 56,960 184,374 435,135 56,391 308,719 54,468 419,578 193,181 48,556 182,651 424,388 1,568,645 108%

0

0

72,367 71,205 71,962 215,534 71,687 72,270 71,943 215,900 71,718 71,650 71,386 214,754 71,394 71,454 71,037 213,885 860,073 101%

4,967 4,605 5,362 14,934 5,087 5,670 5,343 16,100 5,118 5,050 4,786 14,954 4,794 4,854 4,437 14,085 60,073 120%

0

0

0

0

0

0

67,400 66,600 66,600 200,600 66,600 66,600 66,600 199,800 66,600 66,600 66,600 199,800 66,600 66,600 66,600 199,800 800,000 100%

0

0

0

0

0

0

0

0

0

65,584 61,954 193,954 321,492 171,954 144,454 197,584 513,992 61,954 94,954 61,954 218,862 61,954 177,454 65,584 304,992 1,359,338 100%

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 99,000 396,000 100%

0

0

0

0

10,890 7,260 7,260 25,410 117,260 7,260 10,890 135,410 7,260 7,260 7,260 21,780 7,260 7,260 10,890 25,410 208,010 102%

0

33,000 33,000 33,000 33,000 66,000 100%

0

0

132,000 132,000 132,000 132,000 264,000 100%

6,600 6,600 6,600 19,800 6,600 6,600 6,600 19,800 6,600 6,600 6,600 19,800 6,600 6,600 6,600 19,800 79,200 100%

0

82,500 82,500 82,500 82,500 165,000 100%

0

0

15,094 15,094 15,094 45,282 15,094 15,094 15,094 45,282 15,094 15,094 15,094 45,282 15,094 15,094 15,094 45,282 181,128 98%

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

28,700 28,300 28,300 85,300 28,300 28,300 28,300 84,900 28,300 28,300 28,300 84,900 28,300 28,300 28,300 84,900 340,000 100%

216,927 348,633 346,310 911,870 465,742 301,984 482,201 1,249,927 218,363 503,623 216,108 938,094 354,829 325,764 347,572 1,028,165 4,128,056 103% （B）

116,473 -15,333 -13,010 88,130 -132,342 31,316 -148,901 -249,927 115,037 -170,323 117,192 61,906 -21,429 7,536 -14,272 -28,165 -128,056 (A)－(B）

グラウンド整備 0

庭球場整備 0

自主事業費 0

植栽剪定・消毒 0

遊具点検 0

草刈等業務 0

租税公課 消費税未払い差額 340,000

合　計 4,000,000

収　支　合　計 0

講師謝礼金 0

庭球場管理 0

球場整備 0

自動火災報知設備点検 0

プラネタリウム保守 0

令和７年度　総合プール決算報告書

建築物定期調査 0

建築設備定期調査 0

エレベーター 0

自動ドア保守 0

球場管理 0

防火設備定期検査 0

自家用電気工作物 184,800

冷暖房換気設備保守 0

非常用発電機運転性能試験

昇降機保守点検 0

消防設備点検 165,000

防火対象物点検 0

水質検査 0

空調・給排水設備保守 264,000

害虫駆除 79,200

0

フロン簡易点検 66,000

砂場大腸菌検査 0

定期清掃 0

汚水処理施設維持管理 204,380

貯水槽清掃 0

管理・清掃業務等 0

日常清掃 0

委託費 1,359,380

警備業務 396,000

夜間管理業務 0

利用料金返金・指定管理料返金 0

負担金 0

協賛金 0

ＮＨＫ受信料 0

使用料及び貸借料 0

プラネタリウム賃貸借・著作権使用料 0

諸手数料 0

備品購入費 0

備品購入費 0

新聞図書費 0

役務費 850,000

通信費 50,000

ゴミ処理費 0

駐車場利用料 0

構内電話リース 0

経理・総務管理費 800,000

法定検査料 0

賠償責任保険料 0

広告宣伝費 0

消耗品費 0

光熱水費（電気・ガス・水道） 1,450,620

修繕 0

法定福利費 0

需要費 1,450,620

項目 内訳 令和７年度

運営スタッフ 0

人件費 0

現地責任者 0

収入

項目 内訳 令和７年度

合　計 4,000,000

支出

自主事業収入 0

指定管理料 4,000,000

利用料金収入 0

その他収入 0



 

 

様式第１（第３条関係） 

指定管理者指定申請書 

 

  年  月  日 

 

 （宛先）津島市長 

 

申請者 団体名 

    所在地 

    代表者氏名            

    連絡先（電話） 

 

津島市公の施設に係る指定管理者の指定の手続に関する条例第３条の規定により、

指定管理者の指定を受けたいので、下記のとおり申請します。 

記 

１ 管理を行おうとする公の施設 

名 称  

所 在 地  

 

２ 添付書類 

  □ （１）管理に係る事業計画書（別記様式１） 

  □ （２）管理に係る収支計画書（別記様式２） 

  □ （３）申請に必要な資格を有することを証する書類 

       （別記様式３、別記様式４、納税証明書） 

  □ （４）定款その他指定管理者の指定を受けようとする者の目的、組織及び運

営の方法を示す書類（定款、寄附行為、規約その他これに代わる書類） 

  □ （５）法人にあっては、当該法人の登記事項証明書 

  □ （６）指定管理者の指定を受けようとする者の従業員の数、資本金の額その

他経営の規模及び状況が分かる書類 

  □ （７）その他市長が必要と認める書類（別記様式５、別記様式６、 

申請者が「その他団体」である場合は代表者の住民票の写し） 

※添付した書類の□にレ点をつけてください。 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



 

 

別記様式１（その１） 

事業計画書 

（総括表） 

施 設 名 称  

申請者名称  

 

番号 提出 記載項目 記載内容 

その２  平等な利用の確保

に関する方針 

施設の管理運営において、利用者の平等な利用

を確保するための方針について記載すること。 

その３  基本的な施設の管

理運営の方針 

施設の設置目的を踏まえて、管理運営の基本的

な考え方（運営方針、理念等）について記載す

ること。 

その４  施設運営業務の概

要 

施設の運営業務として実施する具体的な事業等

について、業務ごとに具体的な目的、内容、実

施時期、回数、対象者等について記載すること。 

その５  施設の利用促進へ

の取組 

施設の利用促進に関する目標値、そのための取

組の方針・手法、施設の設置目的等を踏まえた

具体的な取組等について記載すること。 

その６  利用者サービス向

上への取組 

利用者ニーズの把握・分析及び管理運営への反

映の手法、トラブル発生・苦情等への対応の考

え方、その他サービス向上に関する取組につい

て記載すること。 

その７  地域、団体、関係機

関等との連携につ

いての考え方 

施設の管理運営における地域住民との協働、団

体・関係機関との協調・連携の考え方について

記載すること。 

その８  施設管理業務の概

要 

施設の管理業務として実施する設備保守点検、

清掃、警備業務、修繕等について基本的な考え

方及び重視するポイントを記載すること。また、

業務ごとに具体的な方法、内容、頻度等につい

て記載すること。 

 

 

 

 

 



 

 

その９  効果的かつ効率的

な管理運営の取組 

効果的かつ効率的な施設の管理運営を実現する

ために実施する経費縮減に関する取組及び方針

について記載すること。また、施設の管理運営

を行うにあたり、申請者の有する特徴的な技術、

手法及び経験等についてＰＲしたい事項を記載

すること。 

その10  業務体制の概要 施設にどのような職員を配置して業務を遂行す

るか、別記様式１（その 10－２）「人員配置計

画書」を作成するとともに、管理運営に係る勤

務ローテーション表（標準１か月・Ａ４判・様

式任意）を作成し、提出すること。 

職員の配置に関して、人員確保の方法を記載す

ること。 

業務の再委託を予定している場合は、再委託す

る業務の内容及びその監督方法等について記載

すること。 

その11  人材育成の方針 業務に従事する職員の技術・能力の育成に関す

る方針、研修計画等について記載すること。 

その12  緊急時の体制・対応

の概要 

事故や災害発生時などの緊急時の体制につい

て、連絡方法及び対応を含めて記載すること。

また、その発生に備えた平時の取組（職員研修、

訓練の実施等）についても具体的に記載するこ

と。 

その13  個人情報保護及び

情報公開に対する

考え方 

個人情報保護に対する考え方及び個人情報の取

扱いの方針並びに情報公開に対する考え方につ

いて記載すること。（規程等を定めている場合は

添付すること。） 

その14  諸規程の概要 就業、給与、決裁、会計等の取扱いに関する規

程類を添付すること。規程類を未制定の場合は、

その方針を記載すること。 

その15  自主事業の概要 自主事業を予定する場合は、その目的、実施の

方針・手法、事業の実施により見込む効果等に

ついて記載すること。 

その16  施設の管理運営に

係る提案・ＰＲ事項 

申請者の経営方針、指定管理に対する参加意欲、

施設の現状認識及び新しい視点・将来展望、そ

の他提案・ＰＲしたい事項等を記載すること。 



 

 

別記様式１（その２） 

事業計画書 

施 設 名 称  

申請者名称  

 

平等な利用の確保に関する方針 

・施設の管理運営において、利用者の平等な利用を確保するための方針について記

載すること。 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



 

 

別記様式１（その３） 

事業計画書 

施 設 名 称  

申請者名称  

 

基本的な施設の管理運営の方針 

・施設の設置目的を踏まえて、管理運営の基本的な考え方（運営方針、理念等）に

ついて記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



 

 

別記様式１（その４） 

事業計画書 

施 設 名 称  

申請者名称  

 

施設運営業務の概要 

・施設の運営業務として実施する具体的な事業等について、業務ごとに具体的な目

的、内容、実施時期、回数、対象者等について記載すること。 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



 

 

別記様式１（その５） 

事業計画書 

施 設 名 称  

申請者名称  

 

施設の利用促進への取組 

・施設の利用促進に関する目標値、そのための取組の方針・手法、施設の設置目的

等を踏まえた具体的な取組等について記載すること。 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



 

 

別記様式１（その６） 

事業計画書 

施 設 名 称  

申請者名称  

 

利用者サービス向上への取組 

・利用者ニーズの把握・分析及び管理運営への反映の手法、トラブル発生・苦情等

への対応の考え方、その他サービス向上に関する取組について記載すること。 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



 

 

別記様式１（その７） 

事業計画書 

施 設 名 称  

申請者名称  

 

地域、団体、関係機関等との連携についての考え方 

・施設の管理運営における地域住民との協働、団体・関係機関との協調・連携の考

え方について記載すること。 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



 

 

別記様式１（その８） 

事業計画書 

施 設 名 称  

申請者名称  

 

施設管理業務の概要 

・施設の管理業務として実施する設備保守点検、清掃、警備業務、修繕等について、

基本的な考え方及び重視するポイントを記載すること。また、業務ごとに具体的

な方法、内容、頻度等について記載すること。 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



 

 

別記様式１（その９） 

事業計画書 

施 設 名 称  

申請者名称  

 

効果的かつ効率的な管理運営の取組 

・効果的かつ効率的な施設の管理運営を実現するために実施する経費縮減に関する

取組及び方針について記載すること。また、施設の管理運営を行うにあたり、申

請者の有する特徴的な技術、手法及び経験等についてＰＲしたい事項を記載する

こと。 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



 

 

別記様式１（その 10－１） 

事業計画書 

施 設 名 称  

申請者名称  

 

業務体制の概要 

・施設にどのような職員を配置して業務を遂行するか、別記様式１（その 10－２）

「人員配置計画書」を作成するとともに、管理運営に係る勤務ローテーション表

（標準１か月・Ａ４判・様式任意）を作成し、提出すること。 

・職員の配置に関して、人員確保の方法を記載すること。 

・業務の再委託を予定している場合は、再委託する業務の内容及びその監督方法等

について記載すること。 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



 

 

別記様式１（その 10－２） 

人員配置計画書 

役職 担当業務内容 
能力・資格・実務経験年数

など 

雇用形態 
職員の 

年代 

１週間の 

勤務時間 
備考 

正規 パート 委託 その他 
（具体的に記入） 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

※業務仕様書を確認し、必要な職員を記入すること。なお、配置する職員全てについて記入すること。 

※職員の能力、資格、実務経験年数、雇用形態等は実際に配置する職員を想定の上、記入してください。 

※施設に常勤する職員を除き、申請者の本社などで施設の管理に関わる人員を置く場合は、備考欄にその旨記入し、週間勤務時間

に施設の管理運営業務に関わる時間を記入してください。 

 



 

 

別記様式１（その 10－２） 

人員配置計画書（記入例） 

役職 担当業務内容 
能力・資格・実務経験年数

など 

雇用形態 
職員の 

年代 

１週間の 

勤務時間 
備考 

正規 パート 委託 その他 
（具体的に記入） 

統括責任者

兼所長 

施設のマネージメン

ト全般 
 〇    40 代 40ｈ  

施設運営業

務責任者 
経理全般、庶務事務 経理事務士３級、簿記資格 〇    30 代 40ｈ  

スタッフ 経理担当 
情報処理活用能力検定準

２級 
〇    20 代 40ｈ  

営業担当 誘客営業等 営業経験者 〇    40 代 40ｈ  

スタッフ 窓口業務   〇   20 代 40ｈ  

企画担当 催事計画 イベント業務管理者 〇    30 代 40ｈ  

スタッフ 催事担当  〇    20 代 40ｈ  

施設管理業

務責任者 
施設管理 建築設備士 〇    40 代 20ｈ 本社勤務 

スタッフ   〇    30 代 40ｈ  

スタッフ    〇   30 代 40ｈ  

※業務仕様書を確認し、必要な職員を記入すること。なお、配置する職員全てについて記入すること。 

※職員の能力、資格、実務経験年数、雇用形態等は実際に配置する職員を想定の上、記入してください。 

※施設に常勤する職員を除き、申請者の本社などで施設の管理に関わる人員を置く場合は、備考欄にその旨記入し、週間勤務時間

に施設の管理運営業務に関わる時間を記入してください。 



 

 

別記様式１（その 11） 

事業計画書 

施 設 名 称  

申請者名称  

 

人材育成の方針 

・業務に従事する職員の技術・能力の育成に関する方針、研修計画等について記載

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



 

 

別記様式１（その 12） 

事業計画書 

施 設 名 称  

申請者名称  

 

緊急時の体制・対応の概要 

・事故や災害発生時などの緊急時の体制について、連絡方法及び対応を含めて記載

すること。また、その発生に備えた平時の取組（職員研修、訓練の実施等）につ

いても具体的に記載すること。 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



 

 

別記様式１（その 13） 

事業計画書 

施 設 名 称  

申請者名称  

 

個人情報保護及び情報公開に対する考え方 

・個人情報保護に対する考え方及び個人情報の取扱いの方針並びに情報公開に対す

る考え方について記載すること。（規程等を定めている場合は添付すること。） 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



 

 

別記様式１（その 14） 

事業計画書 

施 設 名 称  

申請者名称  

 

諸規程の概要 

・就業、給与、決裁、会計等の取扱いに関する規程類を添付すること。規程類を未

制定の場合は、その方針を記載すること。 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



 

 

別記様式１（その 15） 

事業計画書 

施 設 名 称  

申請者名称  

 

自主事業の概要 

・自主事業を予定する場合は、その目的、実施の方針・手法、事業の実施により見

込む効果等について記載すること。 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



 

 

別記様式１（その 16） 

事業計画書 

施 設 名 称  

申請者名称  

 

施設の管理運営に係る提案・ＰＲ事項 

・申請者の経営方針、指定管理に対する参加意欲、施設の現状認識及び新しい視点・

将来展望、その他提案・ＰＲしたい事項等を記載すること。 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



 

 

別記様式２（その１）  収支計画書  
 

 施設名    （単位 千円） 

         
区分 科目 第１年度 第２年度 第３年度 第４年度 第５年度 備考 

収入 

指定管理料収入             

事業収益               

その他収入               

                

収入合計 (a)             

支出 

施設管理費 人件費             

  光熱水費             

  清掃費             

  保守点検費             

  業務委託費             

  賃借料             

  修繕費             

運営費 人件費             

  旅費・役務費             

  事務経費             

  事業経費             

支出合計 (b)             

収支差額 (a-b)             

備考             

注 年ごと又は経費区分ごとに考え方等があれば、それぞれの備考欄に記入してください。 
   

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
     

   ２ 積算内訳を添付すること。 
      



 

 

別記様式２（その２） 収支計画書（利用料金提案書） 
 

施設名   

利用料金の設定に関する考え方 
      

  

  

  

  

  

  

  

        

利用料金の承認申請料金 
      

区分 単位 
使用料の額 利用料金の額 見込件数 収入見込額 

（単位 円） （単位 円） （単位 件/年） （単位 円） 

                

                

                

                

                

                

                

                

                

        
備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

    



 

 

別記様式３（その１） 

法人等概要書 

（  年  月現在） 

名 称  

所 在 地 

〒 TEL  

FAX  

e-mail  

代表者氏名  

資本金の額 
（法人のみ） 

 

従 業 員 数  

沿 革 

 

 

 

 

 

業 務 内 容 

 

 

 

 

 

経 営 状 況 

（過去３年分） 

※単位：千円 

事業年度 
令和■年■月■日から 

令和■年■月■日まで 

令和■年■月■日から 

令和■年■月■日まで 

令和■年■月■日から 

令和■年■月■日まで 

売 上 高    

当期純利益    

流 動 資 産    

流 動 負 債    

 

 

 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 法人等役員等一覧を添付すること。 

   ３ 共同体による申請の場合は、すべての構成員について作成すること。  



 

 

別記様式３（その２） 

法人等役員等一覧 

名 称  

所 在 地  

役 職 名 
フ リ ガ ナ 

氏 名 生 年 月 日 
性

別 
住 所 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

施 設 名 称 
 

 

注 指定管理者の申請に必要な資格を確認するため、法人等の役員等について、関係

機関に照会することがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



 

 

別記様式４（その１） 

関連業務実績表 

 

法人等の主要業務の実績（過去３年程度） 

年度 業務名 業務内容 備考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

注 １ 業務内容には、業務の概要、受注額、発注者等について記載してください。 

  ２ 類似施設の管理運営業務に関する業務実績は、別記様式４（その２）に記載

してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



 

 

別記様式４（その２） 

関連業務実績表 

 

類似施設の管理運営業務の実績 

実施期間 業務名 業務内容 備考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

注 業務内容には、施設の概要（施設の名称、所在地、施設規模、利用実績等）、業

務の概要(業務内容、管理運営体制、業務期間等)、受注金額、発注者等について記

載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



 

 

別記様式５ 

誓   約   書 

 

  年  月  日 

 

 （宛先）津島市長 

 

申請者 団体名 

    所在地 

    代表者氏名            

 

 

津島市教育・体育施設及び都市公園の指定管理者の指定を受けるための申請を行う

に当たり、下記の事項について真実に相違ありません。 

 

記 

 

□ 申請に必要な資格について、いずれの要件も満たしています。 

 

□ 提出した申請書類に虚偽及び不正はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 共同体により申請する場合は、構成員が連名で記名すること。  



 

 

別記様式６ 

共同体結成届出書 

  年  月  日 

（宛先）津島市長 

 

共同体の名称 

代表者 団体名 

    所在地 

    代表者氏名            

 

津島市教育・体育施設及び都市公園の指定管理者の指定を受けるため、共同体を結

成したので届け出ます。なお、次に掲げる事項に関する権限を代表者に委任します。 

指定管理者に指定された場合は、指定管理者業務の遂行及びこれに伴う共同体が負

担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うとともに、共同体の構成団体の脱退に

ついては、市の承認がなければ、これを行うことができないものとします。 

共同体の名称  

共同体事務所の

所 在 地 

〒 

共同体の代表者 

（ 代 理 人 ） 

所在地 

団体名 

代表者名                     

共同体の構成員 

（ 委 任 者 ） 

所在地 

団体名 

代表者名                     

共同体の構成員 

（ 委 任 者 ） 

所在地 

団体名 

代表者名                     

委 任 事 項 

□ 指定管理者の応募に関する一切の権限 

□ 津島市との協定締結に関する一切の権限 

□ 指定管理委託料の請求受領に関する一切の権限 

□ 契約の締結及び履行に関する一切の権限 

□ その他これらに付随する一切の権限 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ ４者以上で構成する場合は、欄を増やして作成すること。 

   ３ 共同体の規約等及び構成員の責任分担が分かるものを添付すること。 



 

 

別記様式７ 

説明会参加申込書 

 

申込先 津島市教育委員会社会教育課 

 

次のとおり、津島市教育・体育施設及び都市公園指定管理者の施設案内会及び応募者

説明会への参加を申し込みます。 

 

団 体 名  

代 表 者 氏 名  

所 在 地  

 

参加者 
フ リ ガ ナ 

氏 名  

担当部署  

 

連絡先 電話番号  

F A X  

メ ー ル 

アドレス 
 

 

注 １ 参加者は、各事業所２名までとします。 

  ２ 申込期限は、令和８年８月 14 日（金）午後５時とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



 

 

別記様式８ 

質  問  書 

 

  年  月  日 

 

団 体 名 

所 在 地 

担当者氏名 

電 話 番 号 

ファックス 

メールアドレス 

 

津島市教育・体育施設及び都市公園指定管理者募集要項等に関して、次のとおり質

問事項を提出します。 

 

資料名・ 

ページ数 
質問内容 回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

   ２ 質問内容は、項目ごとに記入することとし、記入欄が不足する場合は、行

を追加して作成すること。  



 

 

別記様式９ 

指定管理者指定申請辞退届出書 

 

  年  月  日 

 

 （宛先）津島市長 

 

申請者 団体名 

    所在地 

    代表者氏名            

    連絡先（電話） 

 

 指定管理者の指定を受けるため、  年  月  日付けで、津島市公の施設の指

定管理者の指定の手続に関する条例第３条の規定により申請しましたが、下記のとお

り辞退したいので届け出ます。 

記 

１ 管理を行おうとする公の施設 

名称  

所在地  

 

２ 辞退の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  



 

 

様式第２（第４条関係） 

指定管理者候補者選定結果通知書 

   第   号 

  年  月  日  

 

        様 

 

津島市長         ○印    

 

年 月 日付けで申請のありました指定管理者の指定について、下記のとお

り選定結果を通知します。 

 

記 

１ 公の施設 

名称  

所在地  

 

２ 選定結果 

  □ 指定管理者候補者として選定しました。 

予定指定期間      年 月 日から   年 月 日まで 

 

  □ 指定管理者候補者として選定しませんでした。 

     理由 

 

３ 担当課 

 

教示 

１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から

起算して３か月以内に、津島市長に対して審査請求をすることができます。 

２ １の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以

内に、津島市を被告として（訴訟において津島市を代表する者は、津島市長となりま

す。）、この処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、１の審査請求をし

た場合は、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを

知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。 

 

 

備考  

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 教示文は、この用紙の裏面又は別紙に記載することができる。  



 

 

様式第３（第５条関係） 

指定管理者候補者選定取消通知書 

   第   号 

  年  月  日  

 

 様 

津島市長         ○印  

 

下記のとおり指定管理者候補者の選定を取り消します。 

 

記 

１ 指定管理者候補者の選定を取り消す団体 

名称  

代表者氏名  

所在地  

 

２ １の団体が管理する予定の公の施設 

名称  

所在地  

 

３ 選定取消期日 

     年 月 日 

 

４ 選定を取り消す理由 

 

５ 担当課 

 

教示 

１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して３か月以内に、津島市長に対して審査請求をすることができます。 

２ １の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以

内に、津島市を被告として（訴訟において津島市を代表する者は、津島市長となりま

す。）、この処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、１の審査請求をし

た場合は、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを

知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。 

 

 

備考  

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 教示文は、この用紙の裏面又は別紙に記載することができる。 



 

 

様式第４（第７条関係） 

指定管理者指定通知書 

   第   号 

  年  月  日  

 

         様 

 

津島市長          ○印  

 

下記のとおり指定管理者として指定することに決定したので、通知します。 

 

記 

１ 指定管理者として指定する団体 

名称  

代表者氏名  

所在地  

 

２ 指定管理者に管理を行わせる公の施設 

名称  

所在地  

 

３ 指定の期間 

     年 月 日から   年 月 日まで 

 

４ 担当課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



 

 

様式第５（第 11 条関係） 

指定管理者指定取消通知書 

   第   号 

  年  月  日   

様 

津島市長         ○印  

 

地方自治法第 244 条の２第 11 項の規定により、下記のとおり指定管理者の指定を

取り消します。 

記 

１ 指定管理者の指定を取り消す団体 

名称  

代表者氏名  

所在地  

 

２ １の団体が管理する公の施設 

名称  

所在地  

 

３ 指定取消期日 

     年 月 日 

 

４ 指定を取り消す理由 

 

 

５ 担当課 

 

教示 

１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起

算して３か月以内に、津島市長に対して審査請求をすることができます。 

２ １の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以

内に、津島市を被告として（訴訟において津島市を代表する者は、津島市長となりま

す。）、この処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、１の審査請求をし

た場合は、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを

知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。 

 

 

備考  

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 教示文は、この用紙の裏面又は別紙に記載することができる。 
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様式第６（第 11条関係） 

指定管理者管理業務停止命令書 

   第   号 

  年  月  日  

         様 

津島市長         ○印  

 

地方自治法第 244 条の２第 11 項の規定により、下記のとおり管理の業務の停止を命じ

ます。 

記 

１ 管理の業務の停止を命ずる指定管理者 

名称  

代表者氏名  

所在地  

２ 管理の業務の停止を命ずる施設 

名称  

所在地  

３ 停止を命ずる管理の業務の範囲 

  （全部・一部） 

 

４ 管理の業務の停止の期間 

    年 月 日から   年 月 日まで 

 

５ 管理の業務の停止を命ずる理由 

 

６ 担当課 

 

教示 

１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算し

て３か月以内に、津島市長に対して審査請求をすることができます。 

２ １の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、

津島市を被告として（訴訟において津島市を代表する者は、津島市長となります。）、こ

の処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、１の審査請求をした場合は、

この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６か月以内に提起しなければなりません。 

備考  

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 教示文は、この用紙の裏面又は別紙に記載することができる。 



1/1 

○津島市公の施設の指定管理者の指定の手続に関する条例 

平成16年12月24日条例第25号 

津島市公の施設の指定管理者の指定の手続に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項に規定する指定管理者

の指定の手続に関し必要な事項を定めるものとする。 

（公募） 

第２条 市長又は教育委員会（以下「市長等」という。）は、指定管理者の指定をしようとすると

きは、規則又は教育委員会規則（以下「規則等」という。）で定めるところにより、指定管理者

の選定に必要な事項を明示して、指定管理者の指定を受けようとする者を公募しなければならな

い。ただし、公の施設の設置目的、性質等により指定管理者の指定を受けようとする者を公募し

ないことについて合理的な理由があるときは、この限りでない。 

（指定管理者の指定の申請） 

第３条 指定管理者の指定を受けようとする者は、規則等で定めるところにより、事業計画書その

他規則等で定める書類を添えて、市長等に申請しなければならない。 

（指定管理者の選定等） 

第４条 市長等は、前条の規定による申請があったときは、次に掲げる基準により最も適切に当該

公の施設の管理を行うことができると認める者を選定し、議会の議決を経て、指定管理者を指定

するものとする。 

(１) 市民の平等な利用が確保されること。 

(２) 事業計画書の内容が、公の施設の設置の目的を最も効果的に達成するとともに管理に要す

る経費の縮減が図られるものであること。 

(３) 事業計画書に沿った管理を安定して行うことができる物的能力及び人的能力を有している

こと。 

２ 市長等は、指定管理者の指定をしたとき、又はその指定を取り消したときは、その旨を公示し

なければならない。 

（委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則等で定める。 

附 則 

この条例は、平成17年４月１日から施行する。 
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○津島市公の施設の指定管理者の指定の手続に関する規則 

平成17年３月28日規則第４号 

改正 

平成17年７月27日規則第32号 

平成18年10月27日規則第74号 

平成20年９月29日規則第31号 

平成28年３月30日規則第12号 

平成30年３月30日規則第14号 

令和元年５月10日規則第１号 

令和３年３月31日規則第９号 

津島市公の施設の指定管理者の指定の手続に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、市長の管理する公の施設に係る津島市公の施設の指定管理者の指定の手続に

関する条例（平成16年津島市条例第25号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（公募） 

第２条 条例第２条の規定による公募は、次に掲げる事項を明示して行わなければならない。 

(１) 施設の概要 

(２) 指定管理者に行わせる管理の基準及び業務の範囲 

(３) 指定管理者に管理を行わせる期間 

(４) 申請を受け付ける期間 

(５) 申請に必要な資格 

(６) 選定の方法及び基準 

(７) その他指定管理者の選定のため市長が必要と認める事項 

２ 前項の公募は、津島市公告式条例（昭和25年津島市条例第45号）第２条第２項に規定する掲示

場（以下「掲示場」という。）への掲示その他市長が適当と認める方法によるものとする。 

（指定の申請） 

第３条 条例第３条の規定による申請は、指定管理者指定申請書（様式第１）により行わなければ

ならない。 

２ 条例第３条の規則で定める書類は、次に掲げる書類とする。 
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(１) 管理に係る事業計画書及び収支計画書 

(２) 申請に必要な資格を有することを証する書類 

(３) 定款その他指定管理者の指定を受けようとする者の目的、組織及び運営の方法を示す書類 

(４) 法人にあっては、当該法人の登記事項証明書 

(５) 指定管理者の指定を受けようとする者の従業員の数、資本金の額その他経営の規模及び状

況が分かる書類 

(６) その他市長が必要と認める書類 

（候補者の選定） 

第４条 市長は、条例第４条第１項の規定により、最も適切に当該公の施設の管理を行うことがで

きると認める者（以下「候補者」という。）の選定をしようとするときは、指定管理者選定委員

会の意見を聴かなければならない。 

２ 市長は、条例第４条第１項の規定により候補者の選定をしたときは、条例第３条の規定により

申請した者に対し、当該選定の結果を指定管理者候補者選定結果通知書（様式第２）により通知

しなければならない。 

（候補者の選定の取消し等） 

第５条 市長は、条例第４条第１項の規定により選定した候補者を指定管理者に指定することが不

可能となり、又は著しく不適当と認められる事情が生じたときは、当該候補者の選定を取り消す

ことができる。 

２ 市長は、前項の規定により候補者の選定を取り消したときは、当該選定を取り消した者に対し、

指定管理者候補者選定取消通知書（様式第３）により通知しなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定により候補者の選定を取り消したときは、条例第３条の規定により申請

した者（当該選定を取り消した者を除く。）のうちから、候補者を選定することができる。 

４ 前条の規定は、前項の規定による候補者の選定について準用する。 

（再度の公募） 

第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、再度、条例第２条の規定による公募をす

るものとする。ただし、指定管理者に管理を行わせようとする施設の管理上緊急に指定管理者を

指定しなければならないときその他特別の理由があるときは、この限りでない。 

(１) 条例第３条の規定による申請がないとき。 

(２) 条例第４条第１項の規定による候補者の選定の結果、同項各号に掲げる基準を満たす者が

ないとき。 
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(３) 前条第１項の規定により候補者の選定を取り消した場合であって、同条第３項の規定によ

る候補者の選定を行わないとき。 

（指定の通知） 

第７条 市長は、条例第４条第１項の規定により指定管理者の指定をしたときは、その旨を指定管

理者指定通知書（様式第４）により通知しなければならない。 

（協定の締結） 

第８条 市長は、条例第４条第１項の規定により指定管理者の指定をしたときは、次に掲げる事項

について、当該指定管理者と公の施設の管理に関する協定を締結するものとする。 

(１) 管理に係る業務の内容に関する事項 

(２) 管理を行う期間 

(３) 利用料金に関する事項（地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第８項の規定によ

り指定管理者に利用料金を収受させる場合に限る。） 

(４) 市が指定管理者に支払う管理の費用に関する事項 

(５) 管理に係る業務に当たって保有する個人情報の適正な取扱いのために講ずる措置の内容に

関する事項 

(６) 指定の取消し及び業務の停止に関する事項 

(７) 事業報告に関する事項 

(８) 管理に係る業務における費用、危険及び責任の分担の範囲に関する事項 

(９) その他市長が必要と認める事項 

（指定等の公示） 

第９条 条例第４条第２項の規定により公示する事項は、公の施設の名称及び所在地、指定管理者

の名称及び所在地並びに当該指定管理者に管理を行わせる期間（指定管理者の指定を取り消した

ときは、当該指定を取り消した日）とする。 

２ 条例第４条第２項の公示は、掲示場に掲示する方法によるものとする。 

（事業報告書） 

第10条 指定管理者は、毎年度終了後30日以内に、次に掲げる事項を記載した地方自治法第244条の

２第７項に規定する事業報告書（以下「事業報告書」という。）を作成し、市長に提出しなけれ

ばならない。ただし、年度の途中において同条第11項の規定により指定を取り消されたときは、

指定を取り消された日から起算して30日以内に、同日までの事業報告書を作成し、市長に提出し

なければならない。 
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(１) 管理に係る業務の実施の状況に関する事項 

(２) 管理する公の施設の利用の状況に関する事項 

(３) 使用料又は利用料金の収入の実績に関する事項 

(４) 管理に係る経費の収支の状況に関する事項 

(５) その他管理の業務又は経理の状況を把握するため市長が必要と認める事項 

（指定の取消し等） 

第11条 市長は、地方自治法第244条の２第11項の規定により指定管理者の指定を取り消したときは、

当該指定管理者に対し、指定管理者指定取消通知書（様式第５）により通知しなければならない。 

２ 市長は、地方自治法第244条の２第11項の規定により期間を定めて指定管理者の管理の業務の全

部又は一部の停止を命ずるときは、当該指定管理者に対し、指定管理者管理業務停止命令書（様

式第６）により通知しなければならない。 

（指定管理者選定委員会の設置等） 

第12条 条例第４条第１項に規定する候補者の選定に関し、同項に規定する基準等により適正かつ

公平に審査するため、津島市部設置条例（昭和63年津島市条例第18号）第１条に規定する室及び

部（条例第４条第１項の規定による候補者の選定を行うべき公の施設を所管するものに限る。以

下「部等」という。）に指定管理者選定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 委員会の名称は、部等において定める。 

３ 委員会は、委員15人以内で組織する。 

（委員会の委員） 

第13条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 学識経験を有する者 

(２) その他市長が適当と認める者 

２ 委員の任期は、２年以内とし、部等において定める。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（委員会の委員長） 

第14条 委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会の結果を市長に報告する。 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめその指名する委員がその職
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務を代理する。 

（委員会の会議） 

第15条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員会においては、委員長が議長となる。 

３ 委員会は、会議に出席すべき委員の半数以上が出席しなければ、会議を開き、議決することが

できない。 

４ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。 

５ 委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係する公の施設の長等

に対し、資料の提出、説明その他必要な協力を求めることができる。 

６ 委員会の会議は、公開する。ただし、法人その他の団体の事業上の秘密を保つため必要がある

と認めるときは、その会議の全部又は一部を公開しないことができる。 

（会議結果の公表） 

第16条 委員会は、第14条第２項の規定により委員長が委員会の結果を市長に報告したときは、そ

の内容を公表しなければならない。 

（委員会の庶務） 

第17条 委員会の庶務は、部等において処理する。 

附 則 

この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年７月27日規則第32号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成18年10月27日規則第74号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成20年９月29日規則第31号） 

この規則は、平成20年12月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月30日規則第12号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月30日規則第14号） 

この規則は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年５月10日規則第１号） 

この規則は、令和元年７月１日から施行する。 
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附 則（令和３年３月31日規則第９号） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の各規則の規定に基づいて作成されている申請書その他の用紙

は、改正後の各規則の規定にかかわらず、当分の間、使用することができる。 
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様式第１（第３条関係） 
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様式第２（第４条関係） 
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様式第３（第５条関係） 
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様式第４（第７条関係） 
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様式第５（第11条関係） 
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様式第６（第11条関係） 
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○錬成館の設置及び管理に関する条例 

昭和55年３月31日条例第10号 

改正 

昭和56年３月31日条例第８号 

平成７年３月31日条例第８号 

平成15年３月31日条例第10号 

平成17年12月21日条例第35号 

平成18年６月28日条例第45号 

平成25年12月27日条例第41号 

錬成館の設置及び管理に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２の規定に基づき、錬成館の設

置及び管理について必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 日本古来より継承されてきた武道の錬磨及び日本文化を伝承し、心身ともにたくましい平

和を愛する日本人を育成するため、錬成館を津島市中一色町中山26番地に置く。 

（業務） 

第２条の２ 錬成館における業務は、次のとおりとする。 

(１) 武道その他のスポーツ及び文化に関する事業を行うこと。 

(２) 柔道場、剣道場、近的弓道場、遠的弓道場、修養場、さくらの間、たちばなの間、礼の間、

智の間、倭文庫、卓球室、料理の間その他の施設を利用させること。 

（休館日） 

第２条の３ 錬成館の休館日は、次のとおりとする。 

(１) 月曜日（当該月曜日が国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日に

該当する場合を除く。） 

(２) １月１日から１月３日まで及び12月29日から12月31日まで 

２ 教育委員会は、必要があると認めるときは、臨時に、前項の休館日を変更し、又は休館日を設

けることができる。 

（利用時間） 

第２条の４ 錬成館の利用時間は、午前９時から午後９時30分まで（宿泊のため利用する場合にあ
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っては、午後８時から翌日の午前８時まで）とする。 

２ 教育委員会は、必要があると認めるときは、臨時に、前項の利用時間を変更することができる。 

（利用の許可等） 

第３条 錬成館を利用しようとする者は、教育委員会の許可を受けなければならない。 

２ 教育委員会は、錬成館の管理上必要があるときは、前項の許可に条件を付けることができる。 

３ 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、第１項の許可をしない。 

(１) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 

(２) 錬成館の施設又は設備をき損し、又は滅失するおそれがあるとき。 

(３) 錬成館の管理上支障があるとき。 

（使用料） 

第４条 前条第１項の許可を受けた者は、当該施設の利用開始日までにおいて市長が指定する日ま

でに、別表に定める額の使用料を納付しなければならない。 

２ 納付された使用料は、次に掲げる場合を除き、還付しない。 

(１) 第７条第２項の規定により、教育委員会が公共の福祉のために許可を取り消し、又は利用

の中止を命じたとき。 

(２) 利用者が教育委員会の承認を受けて利用を中止したとき。 

３ 市長は、災害その他教育委員会が特別の理由があると認める者に対しては、使用料の全部若し

くは一部を免除し、又はその徴収を延期することができる。 

（利用料金） 

第４条の２ 市長は、第10条の規定により錬成館の管理を行わせる法人その他の団体（以下「指定

管理者」という。）に当該施設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を当該指定管理

者の収入として収受させることができる。 

２ 前項の場合においては、錬成館の利用について第３条第１項の許可を受けた者は、当該利用料

金を指定管理者に納付しなければならない。この場合においては、前条の規定は、適用しない。 

３ 利用料金の額は、別表に定める使用料の額を基準額とし、当該基準額に0.7を乗じて得た額から

当該基準額に1.3を乗じて得た額までの範囲内において指定管理者が定める額とする。 

４ 指定管理者は、前項の規定により利用料金の額を定めようとするときは、市長の承認を受けな

ければならない。その額を変更しようとするときも、同様とする。 

５ 市長は、前項の承認をしたときは、その旨及び当該利用料金の額を公告しなければならない。 

６ 前条第２項及び第３項の規定は、利用料金について準用する。この場合において、同条第２項
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第２号中「教育委員会」とあり、及び同条第３項中「市長」とあるのは「指定管理者」と、同項

中「教育委員会が特別の理由があると認める」とあるのは「特別の理由がある」と読み替えるも

のとする。 

（特別の設備） 

第５条 利用者は、錬成館に特別の設備をし、又は設備を変更してはならない。ただし、あらかじ

め教育委員会の許可を受けたときは、この限りでない。 

（利用者の義務） 

第６条 利用者は、錬成館の使用に際しては、この条例及びこれに基づく規則の規定並びに第３条

第２項の規定により、許可に付された条件及び教育委員会の指示に従わなければならない。 

（許可の取消し及び利用の中止命令） 

第７条 教育委員会は、利用者が前条の規定に違反したときは、第３条第１項の許可を取り消し、

又は利用の中止を命ずることができる。 

２ 教育委員会は、公共の福祉のためやむを得ない理由があるときは、第３条第１項の許可を取り

消し、又は利用の中止を命ずることができる。 

第８条 削除 

（損害賠償） 

第９条 利用者が故意又は過失によって錬成館又はその附属設備をき損又は滅失したときは、その

損害を賠償しなければならない。ただし、市長が損害を賠償させることが適当でないと認めたと

きは、この限りでない。 

（指定管理者による管理） 

第10条 教育委員会は、法人その他の団体であって教育委員会が指定するものに、錬成館の管理に

関する業務のうち、次に掲げる業務を行わせることができる。 

(１) 第２条の３第２項の規定により同条第１項の休館日を変更し、又は休館日を設けること。 

(２) 第２条の４第２項の規定により同条第１項の利用時間を変更すること。 

(３) 第３条第１項の規定により錬成館の利用を許可すること。 

(４) 第３条第２項の規定により同条第１項の許可に条件を付けること。 

(５) 第５条ただし書の許可を行うこと。 

(６) 第６条の規定により錬成館の利用に係る指示をすること。 

(７) 第７条第１項の規定により第３条第１項の許可を取り消し、又は利用の中止を命ずること。 

(８) その他錬成館を維持管理し、及び運営すること。 
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（指定管理者が行う管理の基準） 

第11条 指定管理者は、次に掲げる基準により、前条各号に掲げる業務（以下「指定管理者業務」

という。）を行わなければならない。 

(１) この条例及びこの条例に基づく教育委員会規則の規定を遵守し、誠実に指定管理者業務を

行うこと。 

(２) 錬成館を利用しようとする者に対して不当な差別的取扱いをしないこと。 

(３) 指定管理者業務に関連して取得した個人に関する情報その他の情報を適切に取り扱うこと。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、教育委員会が定める基準 

（委任） 

第12条 この条例に定めるもののほか、錬成館の利用条件その他錬成館の管理に関し必要な事項は、

教育委員会規則で定める。 

（過料） 

第13条 詐欺その他不正の行為により、第４条の規定による使用料の徴収を免れた者に対しては、

その徴収を免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額が５万円を超えないとき

は、５万円とする。）以下の過料を科する。 

２ 前項に定めるものを除くほか、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、５万円以下の過

料を科する。 

(１) 第３条第１項の許可を受けず、又は同条第２項の規定により許可に付けられた条件に違反

して錬成館を利用した者 

(２) 第７条の規定による許可の取消し又は利用の中止命令に違反して錬成館を利用した者 

(３) その他不正の方法により許可を受けて錬成館を利用した者 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和55年４月１日から施行する。 

（津島市使用料及び手数料条例の一部改正） 

２ 津島市使用料及び手数料条例（昭和39年津島市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（昭和56年３月31日条例第８号） 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和56年４月１日から施行する。 
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（津島市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 津島市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和39年津島市条例第

９号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成７年３月31日条例第８号） 

１ この条例は、平成７年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

附 則（平成15年３月31日条例第10号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成15年４月１日から施行する。 

（津島市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 津島市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和39年津島市条例第

９号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成17年12月21日条例第35号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年６月28日条例第45号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の錬成館の設置及び管理に関する条例（以下「新条例」という。）の規定は、平成19年

４月１日（以下「適用日」という。）以後の錬成館の管理及び利用について適用し、適用日前の

錬成館の管理（適用日前における改正前の錬成館の設置及び管理に関する条例（以下「旧条例」

という。）第３条第１項の規定による適用日以後の錬成館の利用の許可に関することを含む。）

及び利用については、旧条例の規定は、この条例の施行後も、なおその効力を有する。 

（適用日前に適用日以後の錬成館の利用の許可を受けた者の使用料に関する経過措置） 

３ 適用日前に前項の規定によりなおその効力を有することとされる旧条例第３条第１項の規定に

より、適用日以後の錬成館の利用の許可を受けた者の当該利用に係る使用料については、前項の

規定にかかわらず、なお従前の例による。 



6/8 

４ 前項の場合において、旧条例別表に定める当該利用に係る使用料の額が、新条例第４条の２第

５項の規定により最初に公告された当該利用に係る料金の額（以下「利用料金額」という。）を

超えるときは、当該利用に係る使用料として納付すべき額は、当該利用料金額に相当する額とす

る。 

附 則（平成25年12月27日条例第41号） 

１ この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に施行日以後の錬成館の利用の許可を受け

た者の利用に係る使用料の額については、改正後の錬成館の設置及び管理に関する条例の規定に

かかわらず、なお従前の例による。 

別表（第４条、第４条の２関係） 

使用料の名称 区分 単位 
使用料の額 

（単位 円） 

錬成館使用料 個人で利用す

る場合以外の

場合 

柔道場、剣道場

又は近的弓道

場若しくは遠

的弓道場 

入場無料の

場合 

午前 1,890 

午後又は夜間 2,480 

午前及び午後 3,780 

  午後及び夜間 4,430 

  全日 5,610 

 その他の場

合 

午前 3,780 

  午後又は夜間 4,960 

  午前及び午後 7,560 

   午後及び夜間 8,850 

   全日 11,230 

 修養場（第１）又は修養場

（第２） 

午前 970 

 午後又は夜間 1,240 

   午前及び午後 1,890 

   午後及び夜間 2,210 

   全日 2,800 

 さくらの間、たちばなの間、

礼の間又は智の間 

午前 380 

 午後又は夜間 540 
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 午前及び午後 760 

   午後及び夜間 910 

   全日 1,130 

 倭文庫  午前 760 

   午後又は夜間 1,080 

   午前及び午後 1,510 

   午後及び夜間 1,840 

   全日 2,270 

10人以上の団

体が宿泊のた

め利用する場

合 

修養場（第１）

又は修養場（第

２） 

夜間の利用

から引き続

いて利用す

る場合 

１泊につき 中学生以下の者

１人につき300

円、その他の者１

人につき720円 

  その他の場

合 

１泊につき 1,240円に中学生

以下の者１人に

つき300円、その

他の者１人につ

き720円を加算し

た額 

個人で利用す

る場合 

中学生以下の者 １人、午前又は午

後の各１回につ

き 

30 

 高校生又は大学生 １人、午前又は午

後の各１回につ

き 

80 

 その他の者 １人、午前又は午

後の各１回につ

き 

160 

卓球室 卓球台１台１時

間につき 

100 
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料理の間 １時間につき 100 

備考 

１ この表において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところによる。 

ア 午前 午前９時から正午までをいう。 

イ 午後 午後１時から午後５時までをいう。 

ウ 夜間 午後５時30分から午後９時30分までをいう。 

エ 全日 午前９時から午後９時30分までをいう。 

オ 入場無料 錬成館を利用する者が、入場料又はこれに類するものを徴収しない場合をい

う。 

２ 錬成館の各施設は、他の利用（個人でする利用を除く。）がない場合に限り、個人で利用

することができる。 

３ 柔道場、剣道場及び弓道場の利用において、その利用する面積がそれぞれの面積の２分の

１以下である場合の使用料の額は、この表に定める額に0.5を乗じて得た額とする。 

４ 冷暖房実施期間における修養場（第１）、修養場（第２）、さくらの間、たちばなの間、

礼の間、智の間及び倭文庫の使用料の額は、この表に定める額に実費として市長が定める額

を加算した額とする。ただし、個人で利用する場合を除く。 

５ 特別の設備を設けて、電気、ガス又は水道施設を利用する場合の使用料の額は、この表に

定める額に実費として市長が定める額を加算した額とする。 
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○錬成館管理規則 

平成18年８月１日教育委員会規則第９号 

改正 

令和元年６月28日教委規則第１号 

錬成館管理規則 

錬成館の管理及び運営に関する規則（昭和55年津島市教育委員会規則第１号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、錬成館の管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

（入館の禁止等） 

第２条 教育委員会（錬成館の設置及び管理に関する条例（昭和55年津島市条例第10号。以下「条

例」という。）第10条の規定により教育委員会が指定する法人その他の団体（以下「指定管理者」

という。）がある場合にあっては、指定管理者。第６条及び第10条を除き、以下同じ。）は、め

いてい者その他錬成館の秩序を乱し、若しくは乱すおそれがある者又は錬成館の施設に損害を加

え、若しくは加えるおそれがある者に対し、入館を禁じ、又は退館させることができる。 

（利用の許可） 

第３条 条例第３条第１項の許可を受けようとする者は、利用許可申請書（様式第１）を教育委員

会に提出しなければならない。 

２ 前項の利用の許可の申請は、錬成館を利用しようとする日の６月前から５日前までの間に行わ

なければならない。ただし、教育委員会が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

３ 教育委員会は、第１項の規定により利用許可申請書を提出した者について利用を許可したとき

は、利用許可書（様式第２）を交付するものとする。 

４ 前３項の規定にかかわらず、個人で錬成館を利用しようとする者にあっては、利用券（様式第

３）の購入をもって条例第３条第１項の許可を受けたものとみなす。 

５ 前各項の規定により利用の許可を受けた者（以下「利用者」という。）の錬成館を利用する権

利は、他人に譲渡し、又は転貸することができない。 

（利用の変更の許可） 

第４条 利用者は、利用日時その他利用許可書に記載された事項を変更しようとするときは、利用

変更許可申請書（様式第４）に利用許可書を添えて教育委員会に提出し、その許可を受けなけれ

ばならない。 

（利用の取消しの承認） 
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第５条 利用者は、錬成館の利用の取消しをしようとするときは、利用取消承認申請書（様式第５）

に利用許可書を添えて教育委員会に提出し、その承認を受けなければならない。 

（使用料の免除等） 

第６条 条例第４条第３項の教育委員会が特別の理由があると認めるものは、次に掲げるものとす

る。 

(１) 市及び市の機関 

(２) 前号に掲げるもの以外の官公署 

(３) 市又は市の機関と共催して事業を実施するもの 

(４) 市又は市の機関の後援を受けて事業を実施するもの 

(５) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が特別の理由があると認めるもの 

２ 前項第３号から第５号までに掲げるもので条例第４条第３項の規定により使用料の免除を受け

て錬成館を利用しようとするものは、前項第３号から第５号までのいずれかに該当するものであ

ることを証する書面を利用許可申請書に添えて教育委員会に提出しなければならない。 

（行為の禁止） 

第７条 利用者は、錬成館において次に掲げる行為をしてはならない。 

(１) 錬成館の施設又は設備をき損し、又は滅失するおそれのある行為をすること。 

(２) 教育委員会が指定する場所以外の場所で飲食をし、又は喫煙をすること。 

(３) 物品の販売、募金その他これらに類する行為をすること。 

(４) 他の利用者の利用を妨げ、又は他の利用者に危害を与えるおそれのある行為をすること。 

（利用後の届出） 

第８条 利用者は、錬成館の利用を終わり、又は利用を中止したときは、速やかに、利用した設備

を原状に回復し、その旨を教育委員会に届け出なければならない。 

（指示及び調査） 

第９条 教育委員会は、錬成館の秩序の維持及び錬成館の管理上必要があると認めるときは、利用

者に対し、錬成館の利用に関し指示をし、又は利用中の施設に職員を立ち入らせて利用の状況を

調査させることができる。 

（雑則） 

第10条 この規則に定めるもののほか、錬成館の管理に関し必要な事項は、教育委員会が定める。 

２ 指定管理者は、前項の規定により教育委員会が定めるもののほか、教育委員会の承認を受けて、

錬成館の管理に関し必要な事項を定めることができる。 
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附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の錬成館管理規則の規定は、平成19年４月１日以後の錬成館の管理及び利用について適

用し、同日前の錬成館の管理（同日前における錬成館の設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例（平成18年津島市条例第45号）による改正前の錬成館の設置及び管理に関する条例第３

条第１項の規定による同日以後の錬成館の利用の許可に関することを含む。）及び利用について

は、改正前の錬成館の管理及び運営に関する規則の規定は、この規則の施行後も、なおその効力

を有する。 

附 則（令和元年６月28日教委規則第１号） 

この規則は、令和元年７月１日から施行する。 
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様式第１（第３条関係） 
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様式第２（第３条関係） 

 



6/8 

様式第３（第３条関係） 
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様式第４（第４条関係） 
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様式第５（第５条関係） 
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○津島地域文化広場の設置及び管理に関する条例 

平成３年４月１日条例第１号 

改正 

平成７年３月31日条例第８号 

平成12年３月31日条例第16号 

平成17年12月21日条例第35号 

平成18年６月28日条例第48号 

平成20年３月31日条例第９号 

平成25年12月27日条例第44号 

津島地域文化広場の設置及び管理に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２の規定に基づき、津島地域文

化広場（以下「文化広場」という。）の設置及び管理について必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 地域住民の文化及びスポーツの振興に寄与するため、文化広場を津島市南新開町２丁目74

番地に設置する。 

２ 文化広場に、次の施設を置く。 

(１) 津島児童科学館 

(２) 津島総合プール 

（業務） 

第３条 文化広場における業務は、次のとおりとする。 

(１) 科学に関する資料を展示すること。 

(２) プラネタリウムによる天体運行等の投影及び天体観測の指導を行うこと。 

(３) 児童の科学に関する知識の普及及び教養の向上に必要な事業を行うこと。 

(４) 水泳その他のスポーツの振興に必要な事業を行うこと。 

(５) 津島児童科学館の視聴覚室、展示ロビー、会議室及び科学に関する展示施設、津島総合プ

ールの屋内プール及び屋外プール、ジョギング・サイクリングコース、はなのき広場、スポー

ツ広場その他の施設を利用させること。 

（休業日） 

第４条 文化広場の休業日は、次のとおりとする。 
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(１) 月曜日（当該月曜日が国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日（以

下「休日」という。）に該当する場合を除く。） 

(２) １月１日から１月３日（津島総合プールにあっては、１月４日）まで及び12月29日から12

月31日まで 

２ 教育委員会は、必要があると認めるときは、臨時に、前項の休業日を変更し、又は休業日を設

けることができる。 

（利用時間） 

第５条 文化広場の利用時間は、次のとおりとする。 

(１) 津島児童科学館にあっては、午前９時から午後５時まで 

(２) 津島総合プールにあっては、午後１時（６月及び９月の日曜日、土曜日及び休日並びに７

月１日から８月31日までの期間にあっては、午前10時）から午後８時（日曜日にあっては、午

後６時）まで。ただし、屋外プールにあっては、７月１日から８月31日までの午前10時から午

後５時まで 

２ 教育委員会は、必要があると認めるときは、臨時に、前項の利用時間を変更することができる。 

（利用の許可等） 

第６条 津島児童科学館の視聴覚室、展示ロビー、会議室その他津島児童科学館の附属設備を利用

しようとする者は、教育委員会の許可を受けなければならない。 

２ 教育委員会は、津島児童科学館の管理上必要があるときは、前項の許可に条件を付けることが

できる。 

３ 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、第１項の許可をしない。 

(１) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 

(２) 津島児童科学館の施設又は設備をき損し、又は滅失するおそれがあるとき。 

(３) 津島児童科学館の管理上支障があるとき。 

（使用料） 

第７条 前条第１項の許可を受けた者は、当該施設の利用開始日までにおいて市長が指定する日ま

でに、別表第１に定める額の使用料を納付しなければならない。 

２ 納付された使用料は、次に掲げる場合を除き、還付しない。 

(１) 第12条第２項の規定により、教育委員会が公共の福祉のために許可を取り消し、又は利用

の中止を命じたとき。 

(２) 利用者が教育委員会の承認を受けて利用を中止したとき。 
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３ 市長は、災害その他教育委員会が特別の理由があると認める者に対しては、使用料の全部若し

くは一部を免除し、又はその徴収を延期することができる。 

（入場料及び観覧料） 

第８条 津島総合プールに入場して屋内プール又は屋外プールを利用しようとする者は、別表第２

に定める額の入場料を納付しなければならない。ただし、次に掲げる者は、この限りでない。 

(１) 小学校就学前の者 

(２) 学校行事として利用しようとする中学生及び小学生 

(３) 学校行事として利用しようとする中学生又は小学生の引率者 

(４) 次に掲げる者に付き添って利用しようとする者。ただし、次に掲げる者１人につき２人以

上の者が付き添うときは、そのうち１人に限る。 

ア 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定により身体障害者手帳の交

付を受けている者 

イ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第45条第２項の規定に

より精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者 

ウ 厚生労働大臣が定めるところにより療育手帳の交付を受けている知的障害者 

２ 津島児童科学館のプラネタリウムを観覧しようとする者は、別表第３に定める額の観覧料を納

付しなければならない。ただし、３歳未満の者は、この限りでない。 

３ 納付された入場料及び観覧料は、還付しない。 

４ 市長は、教育委員会が特別の理由があると認めるときは、入場料又は観覧料の全部又は一部を

免除することができる。 

（利用料金） 

第９条 市長は、第14条の規定により文化広場の管理を行わせる法人その他の団体（以下「指定管

理者」という。）に第６条第１項の津島児童科学館の利用、前条第１項の屋内プール及び屋外プ

ールの利用並びに同条第２項のプラネタリウムの観覧に係る料金（以下「利用料金」という。）

を当該指定管理者の収入として収受させることができる。 

２ 前項の場合においては、次に掲げる者は、当該利用料金を指定管理者に納付しなければならな

い。この場合においては、前２条の規定は、適用しない。 

(１) 第６条第１項の津島児童科学館の利用の許可を受けた者 

(２) 前条第１項の屋内プール又は屋外プールの利用をする者（同項ただし書各号に掲げる者を

除く。） 
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(３) 前条第２項のプラネタリウムの観覧をする者（同項ただし書に規定する者を除く。） 

３ 利用料金の額は、別表第１に定める使用料の額、別表第２に定める入場料の額又は別表第３に

定める観覧料の額を基準額とし、当該基準額に0.7を乗じて得た額から当該基準額に1.3を乗じて

得た額までの範囲内において指定管理者が定める額とする。 

４ 指定管理者は、前項の規定により利用料金の額を定めようとするときは、市長の承認を受けな

ければならない。その額を変更しようとするときも、同様とする。 

５ 市長は、前項の承認をしたときは、その旨及び当該利用料金の額を公告しなければならない。 

６ 第７条第２項及び第３項の規定は第６条第１項の津島児童科学館の利用に係る利用料金につい

て、前条第３項及び第４項の規定は同条第１項の屋内プール及び屋外プールの利用並びに同条第

２項のプラネタリウムの観覧に係る利用料金について準用する。この場合において、第７条第２

項第２号中「教育委員会」とあり、並びに同条第３項及び前条第４項中「市長」とあるのは「指

定管理者」と、第７条第３項及び前条第４項中「教育委員会が特別の理由があると認める」とあ

るのは「特別の理由がある」と読み替えるものとする。 

（特別の設備） 

第10条 利用者は、文化広場に特別の設備をし、又は設備を変更してはならない。ただし、あらか

じめ教育委員会の許可を受けたときは、この限りでない。 

（利用者の義務） 

第11条 利用者は、文化広場の利用に際しては、この条例及びこの条例に基づく教育委員会規則の

規定並びに第６条第２項の規定により許可に付けられた条件及び教育委員会の指示に従わなけれ

ばならない。 

（許可の取消し及び利用の中止命令） 

第12条 教育委員会は、利用者が前条の規定に違反したときは、第６条第１項の許可を取り消し、

又は利用の中止を命ずることができる。 

２ 教育委員会は、公共の福祉のためやむを得ない理由があるときは、第６条第１項の許可を取り

消し、又は利用の中止を命ずることができる。 

（損害賠償） 

第13条 利用者は、故意又は過失によって文化広場の施設又は設備をき損し、又は滅失したときは、

その損害を賠償しなければならない。ただし、市長が損害を賠償させることが適当でないと認め

るときは、この限りでない。 

（指定管理者による管理） 
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第14条 教育委員会は、法人その他の団体であって教育委員会が指定するものに、文化広場の管理

に関する業務のうち、次に掲げる業務を行わせることができる。 

(１) 第４条第２項の規定により同条第１項の休業日を変更し、又は休業日を設けること。 

(２) 第５条第２項の規定により同条第１項の利用時間を変更すること。 

(３) 第６条第１項の規定により津島児童科学館の利用を許可すること。 

(４) 第６条第２項の規定により同条第１項の許可に条件を付けること。 

(５) 第10条ただし書の許可をすること。 

(６) 第11条の規定により文化広場の利用に係る指示をすること。 

(７) 第12条第１項の規定により第６条第１項の許可を取り消し、又は利用の中止を命ずること。 

(８) その他文化広場を維持管理し、及び運営すること。 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第15条 指定管理者は、次に掲げる基準により、前条各号に掲げる業務（以下「指定管理者業務」

という。）を行わなければならない。 

(１) この条例及びこの条例に基づく教育委員会規則の規定を遵守し、誠実に指定管理者業務を

行うこと。 

(２) 文化広場を利用しようとする者に対して不当な差別的取扱いをしないこと。 

(３) 指定管理者業務に関連して取得した個人に関する情報その他の情報を適切に取り扱うこと。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、教育委員会が定める基準 

（委任） 

第16条 この条例に定めるもののほか、文化広場の利用条件その他文化広場の管理に関し必要な事

項は、教育委員会規則で定める。 

（過料） 

第17条 詐欺その他不正の行為により、第７条の規定による使用料又は第８条の規定による入場料

若しくは観覧料の徴収を免れた者に対しては、その徴収を免れた金額の５倍に相当する金額（当

該５倍に相当する金額が５万円を超えないときは、５万円とする。）以下の過料を科する。 

２ 前項に定めるものを除くほか、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、５万円以下の過

料を科する。 

(１) 第６条第１項の許可を受けず、又は同条第２項の規定により許可に付けられた条件に違反

して津島児童科学館を利用した者 

(２) 第12条の規定による許可の取消し又は利用の中止命令に違反して文化広場を利用した者 
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(３) その他不正の方法により許可を受けて文化広場を利用した者 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３年４月１日から施行する。ただし、第３条から第８条まで、第10条及び附

則第３項（別表第１の改正規定を除く。）の規定は、同年６月13日から施行する。 

（関係条例の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

(１) 津島市プール建設基金条例（昭和61年津島市条例第７号） 

(２) 津島市市営プールの設置及び管理に関する条例（昭和39年津島市条例第40号） 

（津島市使用料及び手数料条例の一部改正） 

３ 津島市使用料及び手数料条例の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

（津島市使用料及び手数料条例等の特例に関する条例の一部改正） 

４ 津島市使用料及び手数料条例等の特例に関する条例（平成２年津島市条例第６号）の一部を次

のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成７年３月31日条例第８号） 

１ この条例は、平成７年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

附 則（平成12年３月31日条例第16号） 

この条例は、平成12年４月３日から施行する。 

附 則（平成17年12月21日条例第35号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年６月28日条例第48号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の津島地域文化広場の設置及び管理に関する条例（以下「新条例」という。）の規定は、

平成19年４月１日（以下「適用日」という。）以後の津島地域文化広場の管理及び利用について
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適用し、適用日前の津島地域文化広場の管理（適用日前における改正前の津島地域文化広場の設

置及び管理に関する条例（以下「旧条例」という。）第３条第１項の規定による適用日以後の津

島児童科学館の利用の許可に関することを含む。）及び利用については、旧条例の規定は、この

条例の施行後も、なおその効力を有する。 

（適用日前に適用日以後の津島児童科学館の利用の許可を受けた者の使用料に関する経過措置） 

３ 適用日前に前項の規定によりなおその効力を有することとされる旧条例第３条第１項の規定に

より、適用日以後の津島児童科学館の利用の許可を受けた者の当該利用に係る使用料については、

前項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ 前項の場合において、旧条例別表第１に定める当該利用に係る使用料の額が、新条例第９条第

５項の規定により最初に公告された当該利用に係る料金の額（以下「利用料金額」という。）を

超えるときは、当該利用に係る使用料として納付すべき額は、当該利用料金額に相当する額とす

る。 

附 則（平成20年３月31日条例第９号） 

この条例は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年12月27日条例第44号） 

１ この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に施行日以後の津島地域文化広場の利用の

許可を受けた者の利用に係る使用料の額については、改正後の津島地域文化広場の設置及び管理

に関する条例の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

別表第１（第７条、第９条関係） 

使用料の名称 区分 単位 
使用料の額 

（単位 円） 

児童科学館使用料 視聴覚室  午前 3,780 

  午後 4,860 

  全日 8,640 

展示ロビー 全日 3,240 

会議室  午前 1,080 

  午後 1,620 

視聴覚室附 視聴覚設備 一式、午前又は午後の 1,080 
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属設備 各１回につき 

備考 

１ この表において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところによる。 

ア 午前 午前９時から正午までをいう。 

イ 午後 午後１時から午後５時までをいう。 

ウ 全日 午前９時から午後５時までをいう。 

２ 冷暖房実施期間における視聴覚室及び会議室の使用料の額は、この表に定める額に実費と

して市長が定める額を加算した額とする。 

別表第２（第８条、第９条関係） 

入場料の名

称 
区分 単位 

入場料の額 

（単位 円） 

総合プール

入場料 

屋内プー

ル 

小学生、中学

生、65歳以上

の者及び障が

い者 

回数入場券を使

用する場合 

１人13回につき 2,160 

 その他の場合 １人１回につき 210 

 その他の者 期間券（６か月

券）を使用する

場合 

１人６月につき 25,710 

  期間券（１か月

券）を使用する

場合 

１人１月につき 5,140 

  回数入場券を使

用する場合 

１人13回につき 5,450 

  その他の場合 １人１回につき 540 

屋外プー

ル 

 

小学生及び中学生 １人１回につき 110 

その他の者 １人１回につき 210 

備考 この表において「障がい者」とは、第８条第１項第４号アからウまでに掲げる者をいう。 
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別表第３（第８条、第９条関係） 

観覧料の名称 区分 単位 
観覧料の額 

（単位 円） 

プラネタリウム観

覧料 

個人 中学生以下の者 １人１回につき 110 

 その他の者 １人１回につき 210 

団体（20人以

上） 

中学生以下の者 １人１回につき 50 

その他の者 １人１回につき 110 
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○津島地域文化広場管理規則 

平成18年８月１日教育委員会規則第５号 

改正 

平成20年３月31日教委規則第５号 

令和元年６月28日教委規則第１号 

津島地域文化広場管理規則 

津島地域文化広場の管理及び運営に関する規則（平成３年津島市教育委員会規則第１号）の全部

を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、津島地域文化広場（以下「文化広場」という。）の管理に関し必要な事項を

定めるものとする。 

（利用の許可） 

第２条 津島地域文化広場の設置及び管理に関する条例（平成３年津島市条例第１号。以下「条例」

という。）第６条第１項の許可を受けようとする者は、利用許可申請書（様式第１）を教育委員

会（条例第14条の規定により教育委員会が指定する法人その他の団体（以下「指定管理者」とい

う。）がある場合にあっては、指定管理者。第５条、第８条及び第12条を除き、以下同じ。）に

提出しなければならない。 

２ 前項の利用の許可の申請は、文化広場を利用しようとする日の３月前から３日前までの間に行

わなければならない。ただし、教育委員会が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

３ 教育委員会は、第１項の規定により利用許可申請書を提出した者について利用を許可したとき

は、利用許可書（様式第２）を交付するものとする。 

４ 前３項の規定により利用の許可を受けた者（以下「利用者」という。）の文化広場を利用する

権利は、他人に譲渡し、又は転貸することができない。 

（利用の変更の許可） 

第３条 利用者は、利用日時その他利用許可書に記載された事項を変更しようとするときは、利用

変更許可申請書（様式第３）に利用許可書を添えて教育委員会に提出し、その許可を受けなけれ

ばならない。 

（利用の取消しの承認） 

第４条 利用者は、文化広場の利用の取消しをしようとするときは、利用取消承認申請書（様式第

４）に利用許可書を添えて教育委員会に提出し、その承認を受けなければならない。 



2/11 

（使用料の免除等） 

第５条 条例第７条第３項の教育委員会が特別の理由があると認めるものは、次に掲げるものとす

る。 

(１) 市及び市の機関 

(２) 前号に掲げるもの以外の官公署 

(３) 市又は市の機関と共催して事業を実施するもの 

(４) 市又は市の機関の後援を受けて事業を実施するもの 

(５) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が特別の理由があると認めるもの 

２ 前項第３号から第５号までに掲げるもので条例第７条第３項の規定により使用料の免除を受け

て文化広場を利用しようとするものは、前項第３号から第５号までのいずれかに該当するもので

あることを証する書面を利用許可申請書に添えて教育委員会に提出しなければならない。 

（入場券の交付） 

第６条 津島総合プールに入場して屋内プール又は屋外プールを利用しようとする者（条例第８条

第１項ただし書に規定する者及び同条第４項（条例第９条第６項において準用する場合を含む。）

の規定により入場料（条例第９条第１項に規定する条例第８条第１項の屋内プール及び屋外プー

ルの利用に係る料金を含む。以下この条において同じ。）の全部を免除された者を除く。）は、

入場料の納付と引換えに入場券（様式第５）の交付を受けるものとする。 

（観覧券の交付） 

第７条 津島児童科学館のプラネタリウムを観覧しようとする者（条例第８条第２項ただし書に規

定する者及び同条第４項（条例第９条第６項において準用する場合を含む。）の規定により観覧

料（条例第９条第１項に規定する条例第８条第２項のプラネタリウムの観覧に係る料金を含む。

以下この条において同じ。）の全部を免除された者を除く。）は、観覧料の納付と引換えに観覧

券（様式第６）の交付を受けるものとする。 

２ 団体で観覧券の交付を受けようとするときは、その団体の代表者は、あらかじめ団体観覧券交

付申込書（様式第７）を教育委員会に提出しなければならない。 

（入場料及び観覧料の免除） 

第８条 条例第８条第４項の教育委員会が特別の理由があると認めるときは、津島総合プールの屋

内プール及び屋外プールの利用並びに津島児童科学館のプラネタリウムの観覧に係る事業が、市

又は市の機関が主催し、共催し、又は後援するものであるときその他教育委員会が特別の利用が

あると認めるときとする。 
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２ 条例第８条第４項の規定により入場料又は観覧料の免除を受けて津島総合プールに入場して屋

内プール若しくは屋外プールを利用し、又は津島児童科学館のプラネタリウムを観覧しようとす

るときは、当該利用又は観覧に係る事業を実施するものは、当該事業が前項に規定する事業に該

当するものであることを証する書面を、あらかじめ教育委員会に提出しなければならない。 

（行為の禁止） 

第９条 文化広場を利用する者は、文化広場において次に掲げる行為をしてはならない。 

(１) 文化広場の施設又は設備をき損し、又は滅失するおそれのある行為をすること。 

(２) 教育委員会が指定する場所以外の場所で飲食をし、又は喫煙をすること。 

(３) 物品の販売、募金その他これらに類する行為をすること。 

(４) 文化広場を利用する者の利用を妨げ、又は文化広場を利用する者に危害を与えるおそれの

ある行為をすること。 

（利用後の届出） 

第10条 利用者は、文化広場の利用を終わり、又は利用を中止したときは、速やかに、利用した設

備を原状に回復し、その旨を教育委員会に届け出なければならない。 

（指示及び調査） 

第11条 教育委員会は、文化広場の秩序の維持及び文化広場の管理上必要があると認めるときは、

文化広場を利用する者に対し、文化広場の利用に関し指示をし、又は利用中の施設に職員を立ち

入らせて利用の状況を調査させることができる。 

（雑則） 

第12条 この規則に定めるもののほか、文化広場の管理に関し必要な事項は、教育委員会が定める。 

２ 指定管理者は、前項の規定により教育委員会が定めるもののほか、教育委員会の承認を受けて、

文化広場の管理に関し必要な事項を定めることができる。 

附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の津島地域文化広場管理規則（以下「新規則」という。）の規定は、平成19年４月１日

（以下「適用日」という。）以後の文化広場の管理及び利用について適用し、適用日前の文化広

場の管理（適用日前における津島地域文化広場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例（平成18年津島市条例第48号）による改正前の津島地域文化広場の設置及び管理に関する条例

第３条第１項の規定による適用日以後の津島児童科学館の利用の許可及び改正前の津島地域文化

広場の管理及び運営に関する規則（以下「旧規則」という。）第12条の３第２項の規定による適
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用日以後の観覧券の交付の申込みに関することを含む。）及び利用については、旧規則の規定は、

この規則の施行後も、なおその効力を有する。 

３ 適用日において現に旧規則第12条の２の規定により交付を受けている回数入場券及びフリー券

（有効期間の末日が適用日以後となるものに限る。）は、適用日において新規則第６条の規定に

より交付を受けた回数入場券及び期間入場券とみなす。この場合において、期間入場券とみなさ

れるフリー券の利用期間は、適用日又は利用開始日のいずれか遅い日からフリー券の有効期間の

末日までとする。 

附 則（平成20年３月31日教委規則第５号） 

この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年６月28日教委規則第１号） 

この規則は、令和元年７月１日から施行する。 
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様式第１（第２条関係） 
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様式第２（第２条関係） 
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様式第３（第３条関係） 
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様式第４（第４条関係） 

 

様式第５（その１）（第６条関係） 
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様式第５（その２）（第６条関係） 

 

様式第５（その３）（第６条関係） 

 

様式第６（その１）（第７条関係） 
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様式第６（その２）（第７条関係） 
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様式第７（第７条関係） 
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○津島市営球場の設置及び管理に関する条例 

昭和41年７月30日条例第18号 

改正 

昭和55年３月31日条例第９号 

昭和55年７月18日条例第23号 

平成７年３月31日条例第８号 

平成12年３月31日条例第16号 

平成17年12月21日条例第35号 

平成18年６月28日条例第44号 

平成25年12月27日条例第39号 

津島市営球場の設置及び管理に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２の規定に基づき津島市営球場

（以下「市営球場」という。）の設置及び管理について必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 スポーツの振興を図るため、津島市新開町３丁目179番地に市営球場を置く。 

（業務） 

第２条の２ 市営球場においては、市営球場その他の施設を利用させることを業務とする。 

（休場日） 

第２条の３ 市営球場の休場日は、次のとおりとする。 

(１) 月曜日（当該月曜日が国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日に

該当する場合を除く。） 

(２) １月１日から１月３日まで及び12月29日から12月31日まで 

２ 教育委員会は、必要があると認めるときは、臨時に、前項の休場日を変更し、又は休場日を設

けることができる。 

（利用時間） 

第２条の４ 市営球場の利用時間は、午前８時から午後４時45分までとする。 

２ 教育委員会は、必要があると認めるときは、臨時に、前項の利用時間を変更することができる。 

（利用の許可等） 

第３条 市営球場を利用しようとする者は、教育委員会の許可を受けなければならない。 
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２ 教育委員会は、市営球場の管理上必要があるときは、前項の許可に条件を付けることができる。 

３ 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、第１項の許可をしない。 

(１) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 

(２) 市営球場の施設又は設備をき損し、又は滅失するおそれがあるとき。 

(３) 市営球場の管理上支障があるとき。 

（使用料） 

第４条 前条第１項の許可を受けた者は、当該施設の利用開始日までにおいて市長が指定する日ま

でに、別表に定める額の使用料を納付しなければならない。 

２ 納付された使用料は、次に掲げる場合を除き、還付しない。 

(１) 第７条第２項の規定により、教育委員会が公共の福祉のために許可を取り消し、又は利用

の中止を命じたとき。 

(２) 利用者が教育委員会の承認を受けて利用を中止したとき。 

３ 市長は、災害その他教育委員会が特別の理由があると認める者に対しては、使用料の全部若し

くは一部を免除し、又はその徴収を延期することができる。 

（利用料金） 

第４条の２ 市長は、第10条の規定により市営球場の管理を行わせる法人その他の団体（以下「指

定管理者」という。）に当該施設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を当該指定管

理者の収入として収受させることができる。 

２ 前項の場合においては、市営球場の利用について第３条第１項の許可を受けた者は、当該利用

料金を指定管理者に納付しなければならない。この場合においては、前条の規定は、適用しない。 

３ 利用料金の額は、別表に定める使用料の額を基準額とし、当該基準額に0.7を乗じて得た額から

当該基準額に1.3を乗じて得た額までの範囲内において指定管理者が定める額とする。 

４ 指定管理者は、前項の規定により利用料金の額を定めようとするときは、市長の承認を受けな

ければならない。その額を変更しようとするときも、同様とする。 

５ 市長は、前項の承認をしたときは、その旨及び当該利用料金の額を公告しなければならない。 

６ 前条第２項及び第３項の規定は、利用料金について準用する。この場合において、同条第２項

第２号中「教育委員会」とあり、及び同条第３項中「市長」とあるのは「指定管理者」と、同項

中「教育委員会が特別の理由があると認める」とあるのは「特別の理由がある」と読み替えるも

のとする。 

（特別の設備） 
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第５条 利用者は、市営球場に特別の設備をし、又は設備を変更してはならない。ただし、あらか

じめ教育委員会の許可を受けたときは、この限りでない。 

（利用者の義務） 

第６条 利用者は市営球場の利用に際しては、この条例及びこれに基づく規則の規定並びに第３条

第２項の規定により許可のさいに付された条件及び教育委員会の指示に従わなければならない。 

（許可の取消し及び利用の中止命令） 

第７条 教育委員会は、利用者が前条の規定に違反したときは、第３条第１項の許可を取消し、又

は利用の中止を命ずることができる。 

２ 教育委員会は、公共の福祉のためやむを得ない理由があるときは、第３条第１項の許可を取り

消し、又は利用の中止を命ずることができる。 

第８条 削除 

（損害賠償） 

第９条 利用者は、故意又は過失によって市営球場の施設又は設備をき損し、又は滅失したときは、

その損害を賠償しなければならない。ただし、市長が損害を賠償させることが適当でないと認め

るときは、この限りでない。 

（指定管理者による管理） 

第10条 教育委員会は、法人その他の団体であって教育委員会が指定するものに、市営球場の管理

に関する業務のうち、次に掲げる業務を行わせることができる。 

(１) 第２条の３第２項の規定により同条第１項の休場日を変更し、又は休場日を設けること。 

(２) 第２条の４第２項の規定により同条第１項の利用時間を変更すること。 

(３) 第３条第１項の規定により市営球場の利用を許可すること。 

(４) 第３条第２項の規定により同条第１項の許可に条件を付けること。 

(５) 第５条ただし書の許可をすること。 

(６) 第６条の規定により市営球場の利用に係る指示をすること。 

(７) 第７条第１項の規定により第３条第１項の許可を取り消し、又は利用の中止を命ずること。 

(８) その他市営球場を維持管理し、及び運営すること。 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第11条 指定管理者は、次に掲げる基準により、前条各号に掲げる業務（以下「指定管理者業務」

という。）を行わなければならない。 

(１) この条例及びこの条例に基づく教育委員会規則の規定を遵守し、誠実に指定管理者業務を



4/6 

行うこと。 

(２) 市営球場を利用しようとする者に対して不当な差別的取扱いをしないこと。 

(３) 指定管理者業務に関連して取得した個人に関する情報その他の情報を適切に取り扱うこと。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、教育委員会が定める基準 

（委任） 

第12条 この条例に定めるもののほか、市営球場の利用条件その他市営球場の管理に関し必要な事

項は、教育委員会規則で定める。 

（過料） 

第13条 詐欺その他不正の行為により、第４条の規定による使用料の徴収を免れた者に対しては、

その徴収を免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額が５万円を超えないとき

は、５万円とする。）以下の過料を科する。 

２ 前項に定めるものを除くほか、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、５万円以下の過

料を科する。 

(１) 第３条第１項の許可を受けず、又は同条第２項の規定により許可に付けられた条件に違反

して市営球場を利用した者 

(２) 第７条の規定による許可の取消し又は利用の中止命令に違反して市営球場を利用した者 

(３) その他不正の方法により許可を受けて市営球場を利用した者 

附 則 

この条例は、昭和41年８月１日から施行する。 

附 則（昭和55年３月31日条例第９号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和55年７月18日条例第23号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成７年３月31日条例第８号） 

１ この条例は、平成７年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

附 則（平成12年３月31日条例第16号） 

この条例は、平成12年４月３日から施行する。 

附 則（平成17年12月21日条例第35号抄） 
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（施行期日） 

１ この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年６月28日条例第44号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の津島市営球場の設置及び管理に関する条例（以下「新条例」という。）の規定は、平

成19年４月１日（以下「適用日」という。）以後の津島市営球場の管理及び利用について適用し、

適用日前の津島市営球場の管理（適用日前における改正前の津島市営球場の設置及び管理に関す

る条例（以下「旧条例」という。）第３条第１項の規定による適用日以後の津島市営球場の利用

の許可に関することを含む。）及び利用については、旧条例の規定は、この条例の施行後も、な

おその効力を有する。 

（適用日前に適用日以後の津島市営球場の利用の許可を受けた者の使用料に関する経過措置） 

３ 適用日前に前項の規定によりなおその効力を有することとされる旧条例第３条第１項の規定に

より、適用日以後の津島市営球場の利用の許可を受けた者の当該利用に係る使用料については、

前項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ 前項の場合において、旧条例別表に定める当該利用に係る使用料の額が、新条例第４条の２第

５項の規定により最初に公告された当該利用に係る料金の額（以下「利用料金額」という。）を

超えるときは、当該利用に係る使用料として納付すべき額は、当該利用料金額に相当する額とす

る。 

附 則（平成25年12月27日条例第39号） 

１ この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に施行日以後の津島市営球場の利用の許可

を受けた者の利用に係る使用料の額については、改正後の津島市営球場の設置及び管理に関する

条例の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

別表（第４条、第４条の２関係） 

使用料の名称 区分 単位 
使用料の額 

（単位 円） 

市営球場使用料 主に高校生以下の者で構成する団体 午前１、午前２、午後 1,080 
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１又は午後２ 

１日につき 4,320 

その他の者 午前１、午前２、午後

１又は午後２ 

2,160 

１日につき 8,640 

備考 

１ この表において、「午前１」とは午前８時から午前10時までを、「午前２」とは午前10時

15分から午後０時15分までを、「午後１」とは午後０時30分から午後２時30分までを、「午

後２」とは午後２時45分から午後４時45分までをいう。 

２ 市営球場を利用する者が入場料又はこれに類するものを徴収する場合の使用料の額は、こ

の表に定める額に７を乗じて得た額とする。 
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○津島市営球場管理規則 

平成18年８月１日教育委員会規則第６号 

改正 

令和元年６月28日教委規則第１号 

津島市営球場管理規則 

津島市営球場の管理及び運営に関する規則（昭和55年津島市教育委員会規則第４号）の全部を改

正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、津島市営球場（以下「市営球場」という。）の管理に関し必要な事項を定め

るものとする。 

（入場の禁止等） 

第２条 教育委員会（津島市営球場の設置及び管理に関する条例（昭和41年津島市条例第18号。以

下「条例」という。）第10条の規定により教育委員会が指定する法人その他の団体（以下「指定

管理者」という。）がある場合にあっては、指定管理者。第６条及び第10条を除き、以下同じ。）

は、めいてい者その他市営球場の秩序を乱し、若しくは乱すおそれがある者又は市営球場の施設

に損害を加え、若しくは加えるおそれがある者に対し、入場を禁じ、又は退場させることができ

る。 

（利用の許可） 

第３条 条例第３条第１項の許可を受けようとする者は、利用許可申請書（様式第１）を教育委員

会に提出しなければならない。 

２ 前項の利用の許可の申請は、市営球場を利用しようとする日の２月前（当該利用に係る事業が

市又は市の機関が主催し、共催し、又は後援するものである場合にあっては、６月前）の日の属

する月の初日から教育委員会が定める日までの間に行わなければならない。ただし、教育委員会

が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

３ 教育委員会は、第１項の規定により利用許可申請書を提出した者について利用を許可したとき

は、利用許可書（様式第２）を交付するものとする。 

４ 前３項の規定により利用の許可を受けた者（以下「利用者」という。）の市営球場を利用する

権利は、他人に譲渡し、又は転貸することができない。 

（利用の変更の許可） 

第４条 利用者は、利用日時その他利用許可書に記載された事項を変更しようとするときは、利用
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変更許可申請書（様式第３）に利用許可書を添えて教育委員会に提出し、その許可を受けなけれ

ばならない。 

（利用の取消しの承認） 

第５条 利用者は、市営球場の利用の取消しをしようとするときは、利用取消承認申請書（様式第

４）に利用許可書を添えて教育委員会に提出し、その承認を受けなければならない。 

（使用料の免除等） 

第６条 条例第４条第３項の教育委員会が特別の理由があると認めるものは、次に掲げるものとす

る。 

(１) 市及び市の機関 

(２) 前号に掲げるもの以外の官公署 

(３) 市又は市の機関と共催して事業を実施するもの 

(４) 市又は市の機関の後援を受けて事業を実施するもの 

(５) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が特別の理由があると認めるもの 

２ 前項第３号から第５号までに掲げるもので条例第４条第３項の規定により使用料の免除を受け

て市営球場を利用しようとするものは、前項第３号から第５号までのいずれかに該当するもので

あることを証する書面を利用許可申請書に添えて教育委員会に提出しなければならない。 

（行為の禁止） 

第７条 利用者は、市営球場において次に掲げる行為をしてはならない。 

(１) 市営球場の施設又は設備をき損し、又は滅失するおそれのある行為をすること。 

(２) 教育委員会が指定する場所以外の場所で飲食をし、又は喫煙をすること。 

(３) 物品の販売、募金その他これらに類する行為をすること。 

(４) 他の利用者の利用を妨げ、又は他の利用者に危害を与えるおそれのある行為をすること。 

（利用後の届出） 

第８条 利用者は、市営球場の利用を終わり、又は利用を中止したときは、速やかに、利用した設

備を原状に回復し、その旨を教育委員会に届け出なければならない。 

（指示及び調査） 

第９条 教育委員会は、市営球場の秩序の維持及び市営球場の管理上必要があると認めるときは、

利用者に対し、市営球場の利用に関し指示をし、又は利用中の施設に職員を立ち入らせて利用の

状況を調査させることができる。 

（雑則） 
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第10条 この規則に定めるもののほか、市営球場の管理に関し必要な事項は、教育委員会が定める。 

２ 指定管理者は、前項の規定により教育委員会が定めるもののほか、教育委員会の承認を受けて、

市営球場の管理に関し必要な事項を定めることができる。 

附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の津島市営球場管理規則の規定は、平成19年４月１日以後の市営球場の管理及び利用に

ついて適用し、同日前の市営球場の管理（同日前における津島市営球場の設置及び管理に関する

条例の一部を改正する条例（平成18年津島市条例第44号）による改正前の津島市営球場の設置及

び管理に関する条例第３条第１項の規定による同日以後の市営球場の利用の許可に関することを

含む。）及び利用については、改正前の津島市営球場の管理及び運営に関する規則の規定は、こ

の規則の施行後も、なおその効力を有する。 

附 則（令和元年６月28日教委規則第１号） 

この規則は、令和元年７月１日から施行する。 
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様式第１（第３条関係） 

 



5/7 

様式第２（第３条関係） 
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様式第３（第４条関係） 
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様式第４（第５条関係） 
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○津島市営庭球場の設置及び管理に関する条例 

昭和57年４月１日条例第15号 

改正 

平成７年３月31日条例第８号 

平成17年12月21日条例第35号 

平成18年６月28日条例第46号 

平成25年12月27日条例第42号 

令和５年９月29日条例第20号 

津島市営庭球場の設置及び管理に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２の規定に基づき津島市営庭球

場（以下「庭球場」という。）の設置及び管理について必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 スポーツの振興を図るため、庭球場を津島市中一色町中山地内に置く。 

（業務） 

第２条の２ 庭球場における業務は、次のとおりとする。 

(１) スポーツの振興に必要な事業を行うこと。 

(２) 庭球場その他の施設を利用させること。 

（休場日） 

第２条の３ 庭球場の休場日は、次のとおりとする。 

(１) 月曜日（当該月曜日が国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日に

該当する場合を除く。） 

(２) １月１日から１月３日まで及び12月29日から12月31日まで 

２ 教育委員会は、必要があると認めるときは、臨時に、前項の休場日を変更し、又は休場日を設

けることができる。 

（利用時間） 

第２条の４ 庭球場の利用時間は、午前９時から午後５時までとする。 

２ 教育委員会は、必要があると認めるときは、臨時に、前項の利用時間を変更することができる。 

（利用の許可等） 

第３条 庭球場を利用しようとする者は、教育委員会の許可を受けなければならない。 
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２ 教育委員会は、庭球場の管理上必要があるときは、前項の許可に条件を付けることができる。 

３ 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、第１項の許可をしない。 

(１) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 

(２) 庭球場の施設又は設備をき損し、又は滅失するおそれがあるとき。 

(３) 庭球場の管理上支障があるとき。 

（使用料） 

第４条 前条第１項の許可を受けた者は、当該施設の利用開始日までにおいて市長が指定する日ま

でに、１面２時間につき300円の使用料を納付しなければならない。 

２ 納付された使用料は、次に掲げる場合を除き、還付しない。 

(１) 第７条第２項の規定により、教育委員会が公共の福祉のために許可を取り消し、又は利用

の中止を命じたとき。 

(２) 利用者が教育委員会の承認を受けて利用を中止したとき。 

３ 市長は、災害その他教育委員会が特別の理由があると認める者に対しては、使用料の全部若し

くは一部を免除し、又はその徴収を延期することができる。 

（利用料金） 

第４条の２ 市長は、第10条の規定により庭球場の管理を行わせる法人その他の団体（以下「指定

管理者」という。）に当該施設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を当該指定管理

者の収入として収受させることができる。 

２ 前項の場合においては、庭球場の利用について第３条第１項の許可を受けた者は、当該利用料

金を指定管理者に納付しなければならない。この場合においては、前条の規定は、適用しない。 

３ 利用料金の額は、前条第１項に規定する使用料の額を基準額とし、当該基準額に0.7を乗じて得

た額から当該基準額に1.3を乗じて得た額までの範囲内において指定管理者が定める額とする。 

４ 指定管理者は、前項の規定により利用料金の額を定めようとするときは、市長の承認を受けな

ければならない。その額を変更しようとするときも、同様とする。 

５ 市長は、前項の承認をしたときは、その旨及び当該利用料金の額を公告しなければならない。 

６ 前条第２項及び第３項の規定は、利用料金について準用する。この場合において、同条第２項

第２号中「教育委員会」とあり、及び同条第３項中「市長」とあるのは「指定管理者」と、同項

中「教育委員会が特別の理由があると認める」とあるのは「特別の理由がある」と読み替えるも

のとする。 

（特別の設備） 
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第５条 利用者は、庭球場に特別の設備をし、又は設備を変更してはならない。ただし、あらかじ

め教育委員会の許可を受けたときは、この限りでない。 

（利用者の義務） 

第６条 利用者は、庭球場の利用に際しては、この条例及びこれに基づく規則の規定並びに第３条

第２項の規定により許可のさいに付された条件及び教育委員会の指示に従わなければならない。 

（許可の取消し及び利用の中止命令） 

第７条 教育委員会は、利用者が前条の規定に違反したときは、第３条第１項の許可を取り消し、

又は利用の中止を命ずることができる。 

２ 教育委員会は、公共の福祉のためやむを得ない理由があるときは、第３条第１項の許可を取り

消し、又は利用の中止を命ずることができる。 

第８条 削除 

（損害賠償） 

第９条 利用者が故意又は過失によって庭球場又は附属設備を、き損又は滅失したときは、その損

害を賠償しなければならない。ただし、市長が損害を賠償させることが適当でないと認めたとき

はこの限りでない。 

（指定管理者による管理） 

第10条 教育委員会は、法人その他の団体であって教育委員会が指定するものに、庭球場の管理に

関する業務のうち、次に掲げる業務を行わせることができる。 

(１) 第２条の３第２項の規定により同条第１項の休場日を変更し、又は休場日を設けること。 

(２) 第２条の４第２項の規定により同条第１項の利用時間を変更すること。 

(３) 第３条第１項の規定により庭球場の利用を許可すること。 

(４) 第３条第２項の規定により同条第１項の許可に条件を付けること。 

(５) 第５条ただし書の許可をすること。 

(６) 第６条の規定により庭球場の利用に係る指示をすること。 

(７) 第７条第１項の規定により第３条第１項の許可を取り消し、又は利用の中止を命ずること。 

(８) その他庭球場を維持管理し、及び運営すること。 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第11条 指定管理者は、次に掲げる基準により、前条各号に掲げる業務（以下「指定管理者業務」

という。）を行わなければならない。 

(１) この条例及びこの条例に基づく教育委員会規則の規定を遵守し、誠実に指定管理者業務を
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行うこと。 

(２) 庭球場を利用しようとする者に対して不当な差別的取扱いをしないこと。 

(３) 指定管理者業務に関連して取得した個人に関する情報その他の情報を適切に取り扱うこと。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、教育委員会が定める基準 

（委任） 

第12条 この条例に定めるもののほか、庭球場の利用条件その他庭球場の管理に関し必要な事項は、

教育委員会規則で定める。 

（過料） 

第13条 詐欺その他不正の行為により、第４条の規定による使用料の徴収を免れた者に対しては、

その徴収を免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額が５万円を超えないとき

は、５万円とする。）以下の過料を科する。 

２ 前項に定めるものを除くほか、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、５万円以下の過

料を科する。 

(１) 第３条第１項の許可を受けず、又は同条第２項の規定により許可に付けられた条件に違反

して庭球場を利用した者 

(２) 第７条の規定による許可の取消し又は利用の中止命令に違反して庭球場を利用した者 

(３) その他不正の方法により許可を受けて庭球場を利用した者 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（津島市使用料及び手数料条例の一部改正） 

２ 津島市使用料及び手数料条例（昭和39年条例第４号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成７年３月31日条例第８号） 

１ この条例は、平成７年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

附 則（平成17年12月21日条例第35号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年６月28日条例第46号） 
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（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の津島市営庭球場の設置及び管理に関する条例（以下「新条例」という。）の規定は、

平成19年４月１日（以下「適用日」という。）以後の津島市営庭球場の管理及び利用について適

用し、適用日前の津島市営庭球場の管理（適用日前における改正前の津島市営庭球場の設置及び

管理に関する条例（以下「旧条例」という。）第３条第１項の規定による適用日以後の津島市営

庭球場の利用の許可に関することを含む。）及び利用については、旧条例の規定は、この条例の

施行後も、なおその効力を有する。 

（適用日前に適用日以後の津島市営庭球場の利用の許可を受けた者の使用料に関する経過措置） 

３ 適用日前に前項の規定によりなおその効力を有することとされる旧条例第３条第１項の規定に

より、適用日以後の津島市営庭球場の利用の許可を受けた者の当該利用に係る使用料については、

前項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ 前項の場合において、旧条例第８条第１項に規定する当該利用に係る使用料の額が、新条例第

４条の２第５項の規定により最初に公告された当該利用に係る料金の額（以下「利用料金額」と

いう。）を超えるときは、当該利用に係る使用料として納付すべき額は、当該利用料金額に相当

する額とする。 

附 則（平成25年12月27日条例第42号） 

１ この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に施行日以後の津島市営庭球場の利用の許

可を受けた者の利用に係る使用料の額については、改正後の津島市営庭球場の設置及び管理に関

する条例の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（令和５年９月29日条例第20号） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

２ この条例の施行の日前に同日以後の津島市営庭球場の利用の許可を受けた者からは、改正前の

津島市営庭球場の設置及び管理に関する条例の規定にかかわらず、同日前においても、改正後の

第４条第１項に定める額の使用料を徴収することができる。 
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○津島市営庭球場管理規則 

平成18年８月１日教育委員会規則第７号 

改正 

令和元年６月28日教委規則第１号 

津島市営庭球場管理規則 

津島市営庭球場の管理及び運営に関する規則（昭和57年津島市教育委員会規則第１号）の全部を

改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、津島市営庭球場（以下「庭球場」という。）の管理に関し必要な事項を定め

るものとする。 

（入場の禁止等） 

第２条 教育委員会（津島市営庭球場の設置及び管理に関する条例（昭和57年津島市条例第15号。

以下「条例」という。）第10条の規定により教育委員会が指定する法人その他の団体（以下「指

定管理者」という。）がある場合にあっては、指定管理者。第６条及び第10条を除き、以下同じ。）

は、めいてい者その他庭球場の秩序を乱し、若しくは乱すおそれがある者又は庭球場の施設に損

害を加え、若しくは加えるおそれがある者に対し、入場を禁じ、又は退場させることができる。 

（利用の許可） 

第３条 条例第３条第１項の許可を受けようとする者は、利用許可申請書（様式第１）を教育委員

会に提出しなければならない。 

２ 前項の利用の許可の申請は、庭球場を利用しようとする日の２月前（当該利用に係る事業が市

又は市の機関が主催し、共催し、又は後援するものである場合にあっては、６月前）から５日前

までの間に行わなければならない。ただし、教育委員会が特別の理由があると認めるときは、こ

の限りでない。 

３ 教育委員会は、第１項の規定により利用許可申請書を提出した者について利用を許可したとき

は、利用許可書（様式第２）を交付するものとする。 

４ 前３項の規定により利用の許可を受けた者（以下「利用者」という。）の庭球場を利用する権

利は、他人に譲渡し、又は転貸することができない。 

（利用の変更の許可） 

第４条 利用者は、利用日時その他利用許可書に記載された事項を変更しようとするときは、利用

変更許可申請書（様式第３）に利用許可書を添えて教育委員会に提出し、その許可を受けなけれ
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ばならない。 

（利用の取消しの承認） 

第５条 利用者は、庭球場の利用の取消しをしようとするときは、利用取消承認申請書（様式第４）

に利用許可書を添えて教育委員会に提出し、その承認を受けなければならない。 

（使用料の免除等） 

第６条 条例第４条第３項の教育委員会が特別の理由があると認めるものは、次に掲げるものとす

る。 

(１) 市及び市の機関 

(２) 前号に掲げるもの以外の官公署 

(３) 市又は市の機関と共催して事業を実施するもの 

(４) 市又は市の機関の後援を受けて事業を実施するもの 

(５) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が特別の理由があると認めるもの 

２ 前項第３号から第５号までに掲げるもので条例第４条第３項の規定により使用料の免除を受け

て庭球場を利用しようとするものは、前項第３号から第５号までのいずれかに該当するものであ

ることを証する書面を利用許可申請書に添えて教育委員会に提出しなければならない。 

（行為の禁止） 

第７条 利用者は、庭球場において次に掲げる行為をしてはならない。 

(１) 庭球場の施設又は設備をき損し、又は滅失するおそれのある行為をすること。 

(２) 教育委員会が指定する場所以外の場所で飲食をし、又は喫煙をすること。 

(３) 物品の販売、募金その他これらに類する行為をすること。 

(４) 他の利用者の利用を妨げ、又は他の利用者に危害を与えるおそれのある行為をすること。 

（利用後の届出） 

第８条 利用者は、庭球場の利用を終わり、又は利用を中止したときは、速やかに、利用した設備

を原状に回復し、その旨を教育委員会に届け出なければならない。 

（指示及び調査） 

第９条 教育委員会は、庭球場の秩序の維持及び庭球場の管理上必要があると認めるときは、利用

者に対し、庭球場の利用に関し指示をし、又は利用中の施設に職員を立ち入らせて利用の状況を

調査させることができる。 

（雑則） 

第10条 この規則に定めるもののほか、庭球場の管理に関し必要な事項は、教育委員会が定める。 
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２ 指定管理者は、前項の規定により教育委員会が定めるもののほか、教育委員会の承認を受けて、

庭球場の管理に関し必要な事項を定めることができる。 

附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の津島市営庭球場管理規則の規定は、平成19年４月１日以後の庭球場の管理及び利用に

ついて適用し、同日前の庭球場の管理（同日前における津島市営庭球場の設置及び管理に関する

条例の一部を改正する条例（平成18年津島市条例第46号）による改正前の津島市営庭球場の設置

及び管理に関する条例第３条第１項の規定による同日以後の庭球場の利用の許可に関することを

含む。）及び利用については、改正前の津島市営庭球場の管理及び運営に関する規則の規定は、

この規則の施行後も、なおその効力を有する。 

附 則（令和元年６月28日教委規則第１号） 

この規則は、令和元年７月１日から施行する。 
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様式第１（第３条関係） 
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様式第２（第３条関係） 
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様式第３（第４条関係） 

 



7/7 

様式第４（第５条関係） 
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○葉苅スポーツの家の設置及び管理に関する条例 

昭和57年12月28日条例第35号 

改正 

平成７年３月31日条例第８号 

平成17年12月21日条例第35号 

平成18年６月28日条例第47号 

平成25年12月27日条例第43号 

令和６年12月20日条例第34号 

葉苅スポーツの家の設置及び管理に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２の規定に基づき、葉苅スポー

ツの家（以下「スポーツの家」という。）の設置及び管理について必要な事項を定めるものとす

る。 

（設置） 

第２条 スポーツの振興及び福祉の増進を図るため、スポーツの家を津島市葉苅町字綿掛73番地に

設置する。 

（業務） 

第３条 スポーツの家においては、競技場、会議室その他の施設を利用させることを業務とする。 

（休館日） 

第３条の２ スポーツの家の休館日は、次のとおりとする。 

(１) 木曜日（当該木曜日が国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日に

該当する場合を除く。） 

(２) １月１日から１月３日まで及び12月29日から12月31日まで 

２ 教育委員会は、必要があると認めるときは、臨時に、前項の休館日を変更し、又は休館日を設

けることができる。 

（利用時間） 

第３条の３ スポーツの家の利用時間は、午前９時から午後９時までとする。 

２ 教育委員会は、必要があると認めるときは、臨時に、前項の利用時間を変更することができる。 

（利用の許可等） 

第４条 スポーツの家を利用しようとする者は、教育委員会の許可を受けなければならない。 
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２ 教育委員会は、スポーツの家の管理上必要があるときは、前項の許可に条件を付けることがで

きる。 

３ 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、第１項の許可をしない。 

(１) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 

(２) スポーツの家の施設又は設備をき損し、又は滅失するおそれがあるとき。 

(３) スポーツの家の管理上支障があるとき。 

（使用料） 

第５条 前条第１項の許可を受けた者は、当該施設の利用開始日までにおいて市長が指定する日ま

でに、別表に定める額の使用料を納付しなければならない。 

２ 納付された使用料は、次に掲げる場合を除き、還付しない。 

(１) 第８条第２項の規定により、教育委員会が公共の福祉のために許可を取り消し、又は利用

の中止を命じたとき。 

(２) 利用者が教育委員会の承認を受けて利用を中止したとき。 

３ 市長は、災害その他教育委員会が特別の理由があると認める者に対しては、使用料の全部若し

くは一部を免除し、又はその徴収を延期することができる。 

（利用料金） 

第５条の２ 市長は、第11条の規定によりスポーツの家の管理を行わせる法人その他の団体（以下

「指定管理者」という。）に当該施設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を当該指

定管理者の収入として収受させることができる。 

２ 前項の場合においては、スポーツの家の利用について第４条第１項の許可を受けた者は、当該

利用料金を指定管理者に納付しなければならない。この場合においては、前条の規定は、適用し

ない。 

３ 利用料金の額は、別表に定める使用料の額を基準額とし、当該基準額に0.7を乗じて得た額から

当該基準額に1.3を乗じて得た額までの範囲内において指定管理者が定める額とする。 

４ 指定管理者は、前項の規定により利用料金の額を定めようとするときは、市長の承認を受けな

ければならない。その額を変更しようとするときも、同様とする。 

５ 市長は、前項の承認をしたときは、その旨及び当該利用料金の額を公告しなければならない。 

６ 前条第２項及び第３項の規定は、利用料金について準用する。この場合において、同条第２項

第２号中「教育委員会」とあり、及び同条第３項中「市長」とあるのは「指定管理者」と、同項

中「教育委員会が特別の理由があると認める」とあるのは「特別の理由がある」と読み替えるも
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のとする。 

（特別の設備） 

第６条 利用者は、スポーツの家に特別の設備をし、又は設備を変更してはならない。ただし、あ

らかじめ教育委員会の許可を受けたときは、この限りでない。 

（利用者の義務） 

第７条 利用者は、スポーツの家の利用に際しては、この条例及びこれに基づく規則の規定並びに

第４条第２項の規定により許可のさいに付された条件及び教育委員会の指示に従わなければなら

ない。 

（許可の取消し及び利用の中止命令） 

第８条 教育委員会は、利用者が前条の規定に違反したときは、第４条第１項の許可を取り消し、

又は利用の中止を命ずることができる。 

２ 教育委員会は、公共の福祉のためやむを得ない理由があるときは、第４条第１項の許可を取り

消し、又は利用の中止を命ずることができる。 

第９条 削除 

（損害賠償） 

第10条 利用者が故意又は過失によってスポーツの家又は附属設備を、き損又は滅失したときは、

その損害を賠償しなければならない。ただし、市長が損害を賠償させることが適当でないと認め

たときはこの限りでない。 

（指定管理者による管理） 

第11条 教育委員会は、法人その他の団体であって教育委員会が指定するものに、スポーツの家の

管理に関する業務のうち、次に掲げる業務を行わせることができる。 

(１) 第３条の２第２項の規定により同条第１項の休館日を変更し、又は休館日を設けること。 

(２) 第３条の３第２項の規定により同条第１項の利用時間を変更すること。 

(３) 第４条第１項の規定によりスポーツの家の利用を許可すること。 

(４) 第４条第２項の規定により同条第１項の許可に条件を付けること。 

(５) 第６条ただし書の許可をすること。 

(６) 第７条の規定によりスポーツの家の利用に係る指示をすること。 

(７) 第８条第１項の規定により第４条第１項の許可を取り消し、又は利用の中止を命ずること。 

(８) その他スポーツの家を維持管理し、及び運営すること。 

（指定管理者が行う管理の基準） 
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第12条 指定管理者は、次に掲げる基準により、前条各号に掲げる業務（以下「指定管理者業務」

という。）を行わなければならない。 

(１) この条例及びこの条例に基づく教育委員会規則の規定を遵守し、誠実に指定管理者業務を

行うこと。 

(２) スポーツの家を利用しようとする者に対して不当な差別的取扱いをしないこと。 

(３) 指定管理者業務に関連して取得した個人に関する情報その他の情報を適切に取り扱うこと。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、教育委員会が定める基準 

（委任） 

第13条 この条例に定めるもののほか、スポーツの家の利用条件その他スポーツの家の管理に関し

必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

（過料） 

第14条 詐欺その他不正の行為により、第５条の規定による使用料の徴収を免れた者に対しては、

その徴収を免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額が５万円を超えないとき

は、５万円とする。）以下の過料を科する。 

２ 前項に定めるものを除くほか、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、５万円以下の過

料を科する。 

(１) 第４条第１項の許可を受けず、又は同条第２項の規定により許可に付けられた条件に違反

してスポーツの家を利用した者 

(２) 第８条の規定による許可の取消し又は利用の中止命令に違反してスポーツの家を利用した

者 

(３) その他不正の方法により許可を受けてスポーツの家を利用した者 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和58年２月１日から施行する。 

（津島市使用料及び手数料条例の一部改正） 

２ 津島市使用料及び手数料条例（昭和39年津島市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成７年３月31日条例第８号） 

１ この条例は、平成７年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 
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附 則（平成17年12月21日条例第35号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年６月28日条例第47号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の葉苅スポーツの家の設置及び管理に関する条例（以下「新条例」という。）の規定は、

平成19年４月１日（以下「適用日」という。）以後の葉苅スポーツの家の管理及び利用について

適用し、適用日前の葉苅スポーツの家の管理（適用日前における改正前の葉苅スポーツの家の設

置及び管理に関する条例（以下「旧条例」という。）第４条第１項の規定による適用日以後の葉

苅スポーツの家の利用の許可に関することを含む。）及び利用については、旧条例の規定（第３

条の規定を除く。）は、この条例の施行後も、なおその効力を有する。 

（適用日前に適用日以後の葉苅スポーツの家の利用の許可を受けた者の使用料に関する経過措

置） 

３ 適用日前に前項の規定によりなおその効力を有することとされる旧条例第４条第１項の規定に

より、適用日以後の葉苅スポーツの家の利用の許可を受けた者の当該利用に係る使用料について

は、前項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ 前項の場合において、旧条例別表に定める当該利用に係る使用料の額が、新条例第５条の２第

５項の規定により最初に公告された当該利用に係る料金の額（以下「利用料金額」という。）を

超えるときは、当該利用に係る使用料として納付すべき額は、当該利用料金額に相当する額とす

る。 

附 則（平成25年12月27日条例第43号） 

１ この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に施行日以後の葉苅スポーツの家の利用の

許可を受けた者の利用に係る使用料の額については、改正後の葉苅スポーツの家の設置及び管理

に関する条例の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（令和６年12月20日条例第34号） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

２ この条例の施行の日前に同日以後の葉苅スポーツの家の利用の許可を受けた者からは、改正前
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の葉苅スポーツの家の設置及び管理に関する条例の規定にかかわらず、同日前においても、改正

後の別表に定める額の使用料を徴収することができる。 

別表（第５条、第５条の２関係） 

使用料の名称 区分 単位 
使用料の額 

（単位 円） 

葉苅スポーツの家

使用料 

競技場 個人で利用する場合以外の

場合 

午前 1,620 

午後又は夜間 2,160 

午前及び午後 3,240 

午後及び夜間 3,780 

全日 4,860 

個人で利用す

る場合 

中学生以下の

者 

１人、午前、午後

又は夜間の各１回

につき 

50 

その他の者 １人、午前、午後

又は夜間の各１回

につき 

110 

会議室 午前 320 

午後又は夜間 430 

午前及び午後 640 

午後及び夜間 760 

全日 970 

競技場

附属設

備 

 

バスケットボール設備、バレー

ボール設備、バドミントン設備

又は軟式庭球設備 

１面、午前、午後

又は夜間の各１回

につき 

210 

卓球台 １台、午前、午後

又は夜間の各１回

につき 

50 

スポットエアコン 午前の１回につき 720 

午後の１回につき 960 
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夜間の１回につき 840 

備考 

１ この表において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところによる。 

ア 午前 午前９時から正午までをいう。 

イ 午後 午後１時から午後５時までをいう。 

ウ 夜間 午後５時30分から午後９時までをいう。 

エ 全日 午前９時から午後９時までをいう。 

２ 競技場は、他の利用（個人でする利用を除く。）がない場合に限り、個人で利用すること

ができる。 

３ 競技場の利用において、その利用する面積が競技場の面積の２分の１以下である場合の競

技場及び競技場附属設備（スポットエアコンに限る。）の使用料の額は、この表に定める額

に0.5を乗じて得た額とする。 
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○葉苅スポーツの家管理規則 

平成18年８月１日教育委員会規則第８号 

改正 

令和元年６月28日教委規則第１号 

葉苅スポーツの家管理規則 

葉苅スポーツの家の管理及び運営に関する規則（昭和57年津島市教育委員会規則第２号）の全部

を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、葉苅スポーツの家（以下「スポーツの家」という。）の管理に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（入館の禁止等） 

第２条 教育委員会（葉苅スポーツの家の設置及び管理に関する条例（昭和57年津島市条例第35号。

以下「条例」という。）第11条の規定により教育委員会が指定する法人その他の団体（以下「指

定管理者」という。）がある場合にあっては、指定管理者。第６条及び第10条を除き、以下同じ。）

は、めいてい者その他スポーツの家の秩序を乱し、若しくは乱すおそれがある者又はスポーツの

家の施設に損害を加え、若しくは加えるおそれがある者に対し、入館を禁じ、又は退館させるこ

とができる。 

（利用の許可） 

第３条 条例第４条第１項の許可を受けようとする者は、利用許可申請書（様式第１）を教育委員

会に提出しなければならない。 

２ 前項の利用の許可の申請は、スポーツの家を利用しようとする日の２月前（当該利用に係る事

業が市又は市の機関が主催し、共催し、又は後援するものであるときは、６月前）から５日前ま

での間に行わなければならない。ただし、教育委員会が特別の理由があると認めるときは、この

限りでない。 

３ 教育委員会は、第１項の規定により利用許可申請書を提出した者について利用を許可したとき

は、利用許可書（様式第２）を交付するものとする。 

４ 前３項の規定にかかわらず、個人でスポーツの家を利用しようとする者にあっては、利用券（様

式第３）の購入をもって条例第４条第１項の許可を受けたものとみなす。 

５ 前各項の規定により利用の許可を受けた者（以下「利用者」という。）のスポーツの家を利用

する権利は、他人に譲渡し、又は転貸することができない。 
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（利用の変更の許可） 

第４条 利用者は、利用日時その他利用許可書に記載された事項を変更しようとするときは、利用

変更許可申請書（様式第４）に利用許可書を添えて教育委員会に提出し、その許可を受けなけれ

ばならない。 

（利用の取消しの承認） 

第５条 利用者は、スポーツの家の利用の取消しをしようとするときは、利用取消承認申請書（様

式第５）に利用許可書を添えて教育委員会に提出し、その承認を受けなければならない。 

（使用料の免除等） 

第６条 条例第５条第３項の教育委員会が特別の理由があると認めるものは、次に掲げるものとす

る。 

(１) 市及び市の機関 

(２) 前号に掲げるもの以外の官公署 

(３) 市又は市の機関と共催して事業を実施するもの 

(４) 市又は市の機関の後援を受けて事業を実施するもの 

(５) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が特別の理由があると認めるもの 

２ 前項第３号から第５号までに掲げるもので条例第５条第３項の規定により使用料の免除を受け

てスポーツの家を利用しようとするものは、前項第３号から第５号までのいずれかに該当するも

のであることを証する書面を利用許可申請書に添えて教育委員会に提出しなければならない。 

（行為の禁止） 

第７条 利用者は、スポーツの家において次に掲げる行為をしてはならない。 

(１) スポーツの家の施設又は設備をき損し、又は滅失するおそれのある行為をすること。 

(２) 教育委員会が指定する場所以外の場所で飲食をし、又は喫煙をすること。 

(３) 物品の販売、募金その他これらに類する行為をすること。 

(４) 他の利用者の利用を妨げ、又は他の利用者に危害を与えるおそれのある行為をすること。 

（利用後の届出） 

第８条 利用者は、スポーツの家の利用を終わり、又は利用を中止したときは、速やかに、利用し

た設備を原状に回復し、その旨を教育委員会に届け出なければならない。 

（指示及び調査） 

第９条 教育委員会は、スポーツの家の秩序の維持及びスポーツの家の管理上必要があると認める

ときは、利用者に対し、スポーツの家の利用に関し指示をし、又は利用中の施設に職員を立ち入
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らせて利用の状況を調査させることができる。 

（雑則） 

第10条 この規則に定めるもののほか、スポーツの家の管理に関し必要な事項は、教育委員会が定

める。 

２ 指定管理者は、前項の規定により教育委員会が定めるもののほか、教育委員会の承認を受けて、

スポーツの家の管理に関し必要な事項を定めることができる。 

附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の葉苅スポーツの家管理規則の規定は、平成19年４月１日以後のスポーツの家の管理及

び利用について適用し、同日前のスポーツの家の管理（同日前における葉苅スポーツの家の設置

及び管理に関する条例の一部を改正する条例（平成18年津島市条例第47号）による改正前の葉苅

スポーツの家の設置及び管理に関する条例第４条第１項の規定による同日以後のスポーツの家の

利用の許可に関することを含む。）及び利用については、改正前の葉苅スポーツの家の管理及び

運営に関する規則の規定は、この規則の施行後も、なおその効力を有する。 

附 則（令和元年６月28日教委規則第１号） 

この規則は、令和元年７月１日から施行する。 
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様式第１（第３条関係） 
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様式第２（第３条関係） 
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様式第３（第３条関係） 
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様式第４（第４条関係） 
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様式第５（第５条関係） 
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○津島市都市公園条例 

昭和62年３月31日条例第10号 

改正 

平成元年３月31日条例第12号 

平成２年３月29日条例第12号 

平成７年３月31日条例第８号 

平成７年７月１日条例第14号 

平成12年３月31日条例第15号 

平成17年３月28日条例第５号 

平成18年６月28日条例第38号 

平成25年３月29日条例第15号 

平成26年３月31日条例第６号 

平成30年３月29日条例第17号 

令和３年９月30日条例第33号 

津島市都市公園条例 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第１章の２ 都市公園の設置（第２条―第２条の３） 

第２章 都市公園の管理（第３条―第11条の５） 

第３章 雑則（第12条―第18条） 

第４章 罰則（第19条―第21条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、都市公園法（昭和31年法律第79号。以下「法」という。）及び法に基づく命

令に定めるもののほか、都市公園の設置及び管理について必要な事項等を定めるものとする。 

第１章の２ 都市公園の設置 

（都市公園の配置及び規模に関する技術的基準） 

第２条 法第３条第１項の規定により条例で定める基準は、次のとおりとする。 

(１) 市の区域内に設置する都市公園の市民一人当たりの敷地面積の標準は、10平方メートル以
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上とし、市街地に設置する都市公園の当該市街地の市民一人当たりの敷地面積の標準は、５平

方メートル以上とする。 

(２) 市が次に掲げる都市公園を設置する場合においては、それぞれその特質に応じて市におけ

る都市公園の分布の均衡を図り、かつ、防火、避難等災害の防止に資するよう考慮するほか、

次に掲げるところによりその配置及び規模を定めるものとする。 

ア 主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする都市公園は、街区内に居住

する者が容易に利用することができるように配置し、その敷地面積は、0.25ヘクタールを標

準として定めること。 

イ 主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする都市公園は、近隣に居住する

者が容易に利用することができるように配置し、その敷地面積は、２ヘクタールを標準とし

て定めること。 

ウ 主として徒歩圏域内に居住する者の利用に供することを目的とする都市公園は、徒歩圏域

内に居住する者が容易に利用することができるように配置し、その敷地面積は、４ヘクター

ルを標準として定めること。 

エ 主として市の区域内に居住する者の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用に供す

ることを目的とする都市公園及び主として運動の用に供することを目的とする都市公園で、

休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用に供されるものは、容易に利用することがで

きるように配置し、それぞれその利用目的に応じて都市公園としての機能を十分発揮するこ

とができるようにその敷地面積を定めること。 

(３) 市が、主として公害又は災害を防止することを目的とする緩衝地帯としての都市公園、主

として風致の享受の用に供することを目的とする都市公園、主として動植物の生息地又は生育

地である樹林地等の保護を目的とする都市公園、主として市街地の中心部における休息又は観

賞の用に供することを目的とする都市公園等、前号アからエまでに掲げる都市公園以外の都市

公園を設置する場合においては、それぞれその設置目的に応じて都市公園としての機能を十分

発揮することができるように配置し、及びその敷地面積を定めるものとする。 

（都市公園の公園施設の設置基準） 

第２条の２ 法第４条第１項本文（法第33条第４項において準用する場合を含む。）の規定により

条例で定める割合は、100分の２とする。 

２ 都市公園法施行令（昭和31年政令第290号。以下「令」という。）第６条第１項第１号に掲げる

場合における法第４条第１項ただし書（法第33条第４項において準用する場合を含む。以下この
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条において同じ。）の条例で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、当該都市公園の敷地

面積の100分の10を限度として同項本文の規定により認められる建築面積を超えることができる

こととする。 

３ 令第６条第１項第２号に掲げる場合における法第４条第１項ただし書の条例で定める範囲は、

同号に規定する建築物に限り、当該都市公園の敷地面積の100分の20を限度として同項本文の規定

により認められる建築面積を超えることができることとする。 

４ 令第６条第１項第３号に掲げる場合における法第４条第１項ただし書の条例で定める範囲は、

同号に規定する建築物に限り、当該都市公園の敷地面積の100分の10を限度として同項本文又は前

２項の規定により認められる建築面積を超えることができることとする。 

５ 令第６条第１項第４号に掲げる場合における法第４条第１項ただし書の条例で定める範囲は、

同号に規定する建築物に限り、当該都市公園の敷地面積の100分の２を限度として同項本文又は前

３項の規定により認められる建築面積を超えることができることとする。 

（公園施設に関する制限） 

第２条の３ 令第８条第１項の条例で定める割合は、100分の60とする。 

第２章 都市公園の管理 

（行為の制限） 

第３条 都市公園において、次の各号に掲げる行為をしようとする者は、市長の許可を受けなけれ

ばならない。 

(１) 行商、募金その他これらに類する行為をすること。 

(２) 業として写真又は映画を撮影すること。 

(３) 興行を行うこと。 

(４) 競技会、展示会、博覧会その他これらに類する催しのために都市公園の全部又は一部を独

占して利用すること。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、行為の目的、行為の期間、行為を行う場所又は公園施設、

行為の内容その他市長の指示する事項を記載した申請書を市長に提出しなければならない。 

３ 第１項の許可を受けた者が、許可を受けた事項を変更しようとするときは、当該事項を記載し

た申請書を市長に提出してその許可を受けなければならない。 

４ 市長は、第１項各号に掲げる行為が公衆の都市公園の利用に支障を及ぼさないと認める場合に

限り、同項又は前項の許可を与えることができる。 

５ 市長は、第１項又は第３項の許可に都市公園の管理上必要な範囲内で条件を付けることができ
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る。 

（許可の特例） 

第４条 法第６条第１項又は第３項の許可を受けた者は、当該許可に係る事項については、前条第

１項又は第３項の許可を受けることを要しない。 

（公園施設の利用） 

第４条の２ 別表第１に掲げる公園施設を利用しようとする者は、市長の許可を受けなければなら

ない。 

２ 市長は、公園施設の管理上必要があるときは、前項の許可に条件を付けることができる。 

（行為の禁止） 

第５条 都市公園においては、次に掲げる行為をしてはならない。ただし、法第５条第１項、法第

６条第１項若しくは第３項又は第３条第１項若しくは第３項の許可に係るものについては、この

限りでない。 

(１) 都市公園を損傷し、又は汚損すること。 

(２) 竹木を伐採し、又は植物を採取すること。 

(３) 土地の形質を変更すること。 

(４) 鳥獣類を捕獲し、又は殺傷すること。 

(５) 貼り紙若しくは貼り札をし、又は広告を表示すること。 

(６) 立入禁止区域に立ち入ること。 

(７) 指定された場所以外の場所へ車馬を乗り入れ、又は止め置くこと。 

(８) 他の利用者に危険を及ぼすおそれのある行為をすること。 

(９) 都市公園をその用途外に使用すること。 

（利用の禁止又は制限） 

第６条 市長は、都市公園の損壊その他の理由によりその利用が危険であると認められる場合又は

都市公園に関する工事のためやむを得ないと認められる場合においては、都市公園を保全し、又

はその利用者の危険を防止するため、区域を定めて、都市公園の利用を禁止し、又は制限するこ

とができる。 

（公園施設の設置若しくは管理又は占用の許可の申請書の記載事項） 

第７条 法第５条第１項の条例で定める事項は、次の各号に掲げるものとする。 

(１) 公園施設を設けるときは、次に掲げる事項 

ア 設置の目的 
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イ 設置の期間 

ウ 設置の場所 

エ 公園施設の構造 

オ 公園施設の管理の方法 

カ 工事実施の方法 

キ 工事の着手及び完了の時期 

ク 都市公園の復旧方法 

ケ その他市長の指示する事項 

(２) 公園施設を管理しようとするときは、次に掲げる事項 

ア 管理の目的 

イ 管理の期間 

ウ 管理する公園施設 

エ 管理の方法 

オ その他市長の指示する事項 

(３) 許可を受けた事項を変更しようとするときは、当該事項 

２ 法第６条第２項の条例で定める事項は、次の各号に掲げるものとする。 

(１) 占用物件の管理の方法 

(２) 工事実施の方法 

(３) 工事の着手及び完了の時期 

(４) 都市公園の復旧方法 

(５) その他市長の指示する事項 

（法第６条第３項ただし書の条例で定める軽易な変更） 

第８条 法第６条第３項ただし書の条例で定める軽易な変更は、次に掲げるものとする。 

(１) 占用物件の模様替えで、当該占用物件の外観又は構造の著しい変更を伴わないもの 

(２) 占用物件に対する物件の添加で、当該占用者が当該占用の目的に付随して行うもの 

（申請書に添付すべき書類） 

第９条 公園施設の設置若しくは都市公園の占用の許可を受けようとする者又はそれらの許可を受

けた事項の一部を変更しようとする者は、当該許可の申請書に設計書、仕様書及び図面を添付し

なければならない。 

（使用料） 
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第10条 法第５条第１項、法第６条第１項若しくは第３項、第３条第１項若しくは第３項又は第４

条の２第１項の許可を受けた者は、市長が指定する日までに、別表第２及び別表第３に掲げる額

の使用料を納付しなければならない。 

２ 納付された使用料は、次に掲げる場合を除き、還付しない。 

(１) 法第27条第２項又は第11条第２項の規定に基づき、市長が許可を取り消し、又は許可に係

る行為の中止を命じたとき。 

(２) 許可を受けた者が、市長の承認を受けて許可に係る行為を中止したとき。 

３ 市長は、災害その他特別の理由がある者に対しては、使用料の全部若しくは一部を免除し、又

はその徴収を延期することができる。 

（利用料金） 

第10条の２ 市長は、第15条の規定により都市公園（法第５条第１項の規定により公園管理者以外

の者が管理する公園施設及びその管理に関し別に条例で定める公園施設を除く。次条、第15条及

び第16条第２号において同じ。）の管理を行わせる法人その他の団体（以下「指定管理者」とい

う。）に、第３条第１項各号に掲げる行為及び別表第１に掲げる公園施設の利用に係る料金（以

下「利用料金」という。）を当該指定管理者の収入として収受させることができる。 

２ 前項の場合においては、第３条第１項若しくは第３項又は第４条の２第１項の許可を受けた者

は、当該利用料金を指定管理者に納付しなければならない。この場合においては、前条第１項の

規定は、適用しない。 

３ 利用料金の額は、別表第２及び別表第３に定める使用料の額を基準額とし、当該基準額の範囲

内において指定管理者が定める額とする。 

４ 指定管理者は、前項の規定により利用料金の額を定めようとするときは、市長の承認を受けな

ければならない。その額を変更しようとするときも、同様とする。 

５ 市長は、前項の承認をしたときは、その旨及び当該利用料金の額を公告しなければならない。 

６ 前条第２項及び第３項の規定は、利用料金について準用する。この場合において、これらの規

定中「市長」とあるのは、「指定管理者」と読み替えるものとする。 

（監督処分） 

第11条 市長は、次のいずれかに該当する者に対して、この条例の規定によってした許可を取り消

し、その効力を停止し、若しくはその条件を変更し、又は行為の中止、原状回復若しくは都市公

園からの退去を命ずることができる。 

(１) この条例又はこの条例の規定に基づく処分に違反している者 
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(２) この条例の規定による許可に付した条件に違反している者 

(３) 偽りその他不正な手段によりこの条例の規定による許可を受けた者 

２ 市長は、次のいずれかに該当する場合においては、この条例の規定による許可を受けた者に対

し、前項に規定する処分をし、又は同項に規定する必要な措置を命ずることができる。 

(１) 都市公園に関する工事のためやむを得ない必要が生じた場合 

(２) 都市公園の保全又は公衆の都市公園の利用に著しい支障が生じた場合 

(３) 都市公園の管理上の理由以外の理由に基づく公益上やむを得ない必要が生じた場合 

（工作物等を保管した場合の公示） 

第11条の２ 法第27条第５項の条例で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(１) 保管した工作物等の名称又は種類、形状及び数量 

(２) 保管した工作物等の放置されていた場所及び当該工作物等を除却した日時 

(３) 当該工作物等の保管を始めた日時及び保管の場所 

(４) 前３号に掲げるもののほか、保管した工作物等を返還するため必要と認められる事項 

２ 法第27条第５項の規定による公示は、前項各号に掲げる事項を、保管を始めた日から起算して

14日間、津島市公告式条例（昭和25年津島市条例第45号）第２条第２項に規定する掲示場に掲示

して行わなければならない。 

３ 市長は、前項に規定する方法による公示を行うとともに、市長が別に定める様式による保管工

作物等一覧簿を市長が別に定める場所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧さ

せなければならない。 

（工作物等の価額の評価の方法） 

第11条の３ 法第27条第６項の規定による工作物等の価額の評価は、取引の実例価格、当該工作物

等の使用年数、損耗の程度その他当該工作物等の価額の評価に関する事情を勘案してするものと

する。この場合において、市長は、必要があると認めるときは、工作物等の価額の評価に関し専

門的知識を有する者の意見を聴くことができる。 

（保管した工作物等を売却する場合の手続） 

第11条の４ 法第27条第６項の規定による保管した工作物等の売却は、市長が別に定めるところに

より、競争入札に付して行わなければならない。ただし、競争入札に付しても入札者がない工作

物等その他競争入札に付することが適当でないと認められる工作物等については、市長が別に定

めるところにより、随意契約により売却することができる。 

（工作物等を返還する場合の手続） 
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第11条の５ 市長は、保管した工作物等（法第27条第６項の規定により売却した代金を含む。）を

所有者等に返還するときは、返還を受ける者にその氏名及び住所を証するに足りる書類を提示さ

せる等の方法によってその者が当該工作物等の返還を受けるべき所有者等であることを証明させ、

かつ、市長が別に定める様式による受領書と引換えに返還するものとする。 

第３章 雑則 

（届出） 

第12条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該行為をした者は、速やかにその旨を

市長に届け出なければならない。 

(１) 法第５条第１項又は法第６条第１項若しくは第３項の許可を受けた者が、公園施設の設置

又は都市公園の占用に関する工事を完了したとき。 

(２) 前号に掲げる者が、公園施設の設置若しくは管理又は都市公園の占用を廃止したとき。 

(３) 第１号に掲げる者が法第10条第１項の規定により都市公園を原状に回復したとき。 

(４) 法第27条第１項又は第２項の規定により同条第１項に規定する必要な措置を命ぜられた者

が、命ぜられた工事を完了したとき。 

(５) 都市公園を構成する土地物件について所有権を移転し、又は抵当権を設定し、若しくは移

転したとき。 

(６) 第11条第１項又は第２項の規定により同条第１項に規定する必要な措置を命ぜられた者が、

命ぜられた工事を完了したとき。 

第13条 削除 

（都市公園の区域の変更及び廃止） 

第14条 市長は都市公園の区域を変更し、又は都市公園を廃止するときは、当該都市公園の名称、

位置、変更又は廃止に係る区域その他必要と認める事項を明らかにしてその旨を公告しなければ

ならない。 

（指定管理者による管理） 

第15条 市長は、法人その他の団体であって市長が指定するものに、都市公園の管理に関する業務

のうち、次に掲げる業務を行わせることができる。 

(１) 第３条第１項の規定により同項各号に掲げる行為を許可すること。 

(２) 第３条第３項の規定により同条第１項の許可を受けた事項の変更を許可すること。 

(３) 第３条第５項の規定により同条第１項及び第３項の許可に条件を付けること。 

(４) 第４条の２第１項の規定により別表第１に掲げる公園施設の利用を許可すること。 
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(５) 第４条の２第２項の規定により同条第１項の許可に条件を付けること。 

(６) 別表第１の規定により公園施設の利用できる日及び利用時間を定めること。 

(７) その他都市公園を維持管理し、及び運営すること。 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第16条 指定管理者は、次に掲げる基準により、前条各号に掲げる業務（以下「指定管理者業務」

という。）を行わなければならない。 

(１) 法その他の関係法令並びにこの条例及びこの条例に基づく規則の規定を遵守し、誠実に指

定管理者業務を行うこと。 

(２) 都市公園を利用しようとする者に対して不当な差別的取扱いをしないこと。 

(３) 指定管理者業務に関連して取得した個人に関する情報その他の情報を適切に取り扱うこと。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が定める基準 

（公園予定区域及び予定公園施設についての準用） 

第17条 第３条から第14条まで（第４条の２を除く。）の規定は、法第33条第４項に規定する公園

予定区域又は予定公園施設について準用する。 

（委任） 

第18条 この条例に定めるもののほか、施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

第４章 罰則 

第19条 次の各号のいずれかに該当する者に対しては、５万円以下の過料を科する。 

(１) 第３条第１項又は第３項（第17条においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定

に違反して第３条第１項各号に掲げる行為をした者 

(２) 第４条の２第１項の許可を受けず、又は同条第２項の規定により許可に付けられた条件に

違反して別表第１に掲げる公園施設を利用した者 

(３) 第５条（第17条において準用する場合を含む。）の規定に違反して第５条各号に掲げる行

為をした者 

(４) 第11条第１項又は第２項（第17条においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定

による市長の命令に違反した者 

第20条 詐欺その他不正の行為により使用料の徴収を免れた者に対しては、その徴収を免れた金額

の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額が５万円を超えないときは、５万円とする。）

以下の過料を科する。 

第21条 法第５条の11の規定により市長に代わってその権限を行う者は、この章の規定の適用につ
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いては市長とみなす。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和62年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例施行の際、現に設置されている公園施設等は、この条例によって設置されたものとみ

なす。 

３ この条例施行の際、現に権限に基づいて公園の占用又は施設の使用の許可を受けている者は、

この条例によって使用の許可を受けたものとみなす。 

附 則（平成元年３月31日条例第12号） 

この条例は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則（平成２年３月29日条例第12号） 

この条例は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則（平成７年３月31日条例第８号） 

１ この条例は、平成７年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

附 則（平成７年７月１日条例第14号） 

この条例は、平成７年７月１日から施行する。 

附 則（平成12年３月31日条例第15号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

附 則（平成17年３月28日条例第５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成18年６月28日条例第38号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第４条の次に１条を加える改正規定、第16条の

次に２条を加える改正規定（第16条の２に関する部分（第４条の２に規定する許可に係るものに

限る。）に限る。）及び第19条の改正規定は、平成19年４月１日から施行する。 

２ 改正後の津島市都市公園条例の規定は、平成19年４月１日以後の東公園の管理及び利用につい
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て適用し、同日前の東公園の管理及び利用については、改正前の津島市都市公園条例の規定は、

この条例の施行後も、なおその効力を有する。 

附 則（平成25年３月29日条例第15号） 

この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月31日条例第６号） 

１ この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に施行日以後の津島市都市公園条例の許可

を受けた者の利用に係る使用料の額については、改正後の津島市都市公園条例の規定にかかわら

ず、なお従前の例による。 

附 則（平成30年３月29日条例第17号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年９月30日条例第33号） 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第１条の規定は、公布の日から施行する。 

別表第１（第４条の２、第10条の２、第15条、第19条関係） 

都市公園名 公園施設 利用できる日 利用時間 

天王川公園 臨時駐車場 市長が定める日 市長が定める時間 

東公園 多目的広場 次に掲げる日以外の日 

ア 月曜日（当該月曜日が国民の祝日に関

する法律（昭和23年法律第178号）に規定

する休日に該当する場合を除く。） 

イ １月１日から１月３日まで及び12月29

日から12月31日まで 

午前８時30分から

午後５時まで 

別表第２（第10条、第10条の２関係） 

都市公園名 公園施設 区分 単位 
金額 

（単位円） 

天王川公園 臨時駐車場 普通自動車 １台１回につき 1,000 

 大型自動車 １台１回につき 4,000 

備考 この表において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところによる。 

ア 普通自動車 道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第２条第２項に規定する自動車（二
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輪のものを除く。）で、その高さが2.9メートル未満のものをいう。 

イ 大型自動車 普通自動車以外の自動車（二輪のものを除く。）をいう。 

別表第３（第10条、第10条の２関係） 

区分 単位 
金額 

（単位円） 

公園施設を設ける場合 
１平方メートル１年

につき 
450 

公園施設以外の施設を設ける場合 

津島市道路管理及び道路占用に関する条

例（昭和61年津島市条例第13号）別表を準

用して得られる単位、金額とし、同表に定

めのないものにあっては市長が定める 

公園施設を管理する場合 
１平方メートル１年

につき 
2,050 

競技会、展示会、博覧会その他これらに類する催し

を行う場合 

１平方メートル１日

につき 
６ 

興行、行商、募金その他これらに類する行為を行う

場合 

１平方メートル１日

につき 
20 

業として写真又は映画の撮影を行う場合 １日につき 410 

備考 

１ 使用料の額を算定する場合において、この表に定める単位に満たないもの又は単位未満の

端数があるとき（次号の規定する場合を除く。）は、その単位に満たない部分又は端数は、

それぞれ１単位とみなして計算する。 

２ 使用料の額が年額で定められている使用及び占用に係る利用期間が１年未満であるとき、

又はその期間にその１年未満の端数があるとき、月割をもって計算し、なお、その期間が１

月未満のとき又はその期間に１月未満の端数があるときは、その期間又は端数を１月とみな

して計算する。 
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個人情報の保護に関する法律 

発令  ：平成15年5月30日号外法律第57号 

最終改正：令和7年6月18日号外法律第70号 

改正内容：令和7年6月18日号外法律第70号[令和７年６月18日] 

 

○個人情報の保護に関する法律 

〔平成十五年五月三十日号外法律第五十七号〕 

〔総理大臣署名〕 

個人情報の保護に関する法律をここに公布する。 

個人情報の保護に関する法律 

目次 

第一章 総則（第一条―第三条） 

第二章 国及び地方公共団体の責務等（第四条―第六条） 

第三章 個人情報の保護に関する施策等 

第一節 個人情報の保護に関する基本方針（第七条） 

第二節 国の施策（第八条―第十一条） 

第三節 地方公共団体の施策（第十二条―第十四条） 

第四節 国及び地方公共団体の協力（第十五条） 

第四章 個人情報取扱事業者等の義務等 

第一節 総則（第十六条） 

第二節 個人情報取扱事業者及び個人関連情報取扱事業者の義務（第十七条―第四十

条） 

第三節 仮名加工情報取扱事業者等の義務（第四十一条・第四十二条） 

第四節 匿名加工情報取扱事業者等の義務（第四十三条―第四十六条） 

第五節 民間団体による個人情報の保護の推進（第四十七条―第五十六条） 

第六節 雑則（第五十七条―第五十九条） 

第五章 行政機関等の義務等 

第一節 総則（第六十条） 

第二節 行政機関等における個人情報等の取扱い（第六十一条―第七十三条） 

第三節 個人情報ファイル（第七十四条・第七十五条） 

第四節 開示、訂正及び利用停止 

第一款 開示（第七十六条―第八十九条） 

第二款 訂正（第九十条―第九十七条） 

第三款 利用停止（第九十八条―第百三条） 

第四款 審査請求（第百四条―第百七条） 

第五款 条例との関係（第百八条） 

第五節 行政機関等匿名加工情報の提供等（第百九条―第百二十三条） 

第六節 雑則（第百二十四条―第百二十九条） 

第六章 個人情報保護委員会 

第一節 設置等（第百三十条―第百四十五条） 
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第二節 監督及び監視 

第一款 個人情報取扱事業者等の監督（第百四十六条―第百五十二条） 

第二款 認定個人情報保護団体の監督（第百五十三条―第百五十五条） 

第三款 行政機関等の監視（第百五十六条―第百六十条） 

第三節 送達（第百六十一条―第百六十四条） 

第四節 雑則（第百六十五条―第百七十条） 

第七章 雑則（第百七十一条―第百七十五条） 

第八章 罰則（第百七十六条―第百八十五条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、デジタル社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大しているこ

とに鑑み、個人情報の適正な取扱いに関し、基本理念及び政府による基本方針の作成そ

の他の個人情報の保護に関する施策の基本となる事項を定め、国及び地方公共団体の責

務等を明らかにし、個人情報を取り扱う事業者及び行政機関等についてこれらの特性に

応じて遵守すべき義務等を定めるとともに、個人情報保護委員会を設置することにより、

行政機関等の事務及び事業の適正かつ円滑な運営を図り、並びに個人情報の適正かつ効

果的な活用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資

するものであることその他の個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護す

ることを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、次の

各号のいずれかに該当するものをいう。 

一 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的記

録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式をいう。次項第二号において同じ。）で作られる記録をいう。以下同じ。）

に記載され、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切

の事項（個人識別符号を除く。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別する

ことができるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を

識別することができることとなるものを含む。） 

二 個人識別符号が含まれるもの 

２ この法律において「個人識別符号」とは、次の各号のいずれかに該当する文字、番号、

記号その他の符号のうち、政令で定めるものをいう。 

一 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換した文字、番

号、記号その他の符号であって、当該特定の個人を識別することができるもの 

二 個人に提供される役務の利用若しくは個人に販売される商品の購入に関し割り当て

られ、又は個人に発行されるカードその他の書類に記載され、若しくは電磁的方式に

より記録された文字、番号、記号その他の符号であって、その利用者若しくは購入者

又は発行を受ける者ごとに異なるものとなるように割り当てられ、又は記載され、若

しくは記録されることにより、特定の利用者若しくは購入者又は発行を受ける者を識
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別することができるもの 

３ この法律において「要配慮個人情報」とは、本人の人種、信条、社会的身分、病歴、

犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の

不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして政令で定める記述等

が含まれる個人情報をいう。 

４ この法律において個人情報について「本人」とは、個人情報によって識別される特定

の個人をいう。 

５ この法律において「仮名加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情報の区分に応じて

当該各号に定める措置を講じて他の情報と照合しない限り特定の個人を識別することが

できないように個人情報を加工して得られる個人に関する情報をいう。 

一 第一項第一号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除す

ること（当該一部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法により他の

記述等に置き換えることを含む。）。 

二 第一項第二号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部を

削除すること（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法によ

り他の記述等に置き換えることを含む。）。 

６ この法律において「匿名加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情報の区分に応じて

当該各号に定める措置を講じて特定の個人を識別することができないように個人情報を

加工して得られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復元することができない

ようにしたものをいう。 

一 第一項第一号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる記述等の一部を削除す

ること（当該一部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法により他の

記述等に置き換えることを含む。）。 

二 第一項第二号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる個人識別符号の全部を

削除すること（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方法によ

り他の記述等に置き換えることを含む。）。 

７ この法律において「個人関連情報」とは、生存する個人に関する情報であって、個人

情報、仮名加工情報及び匿名加工情報のいずれにも該当しないものをいう。 

８ この法律において「行政機関」とは、次に掲げる機関をいう。 

一 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。）及び内閣の所轄の下に

置かれる機関 

二 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四十九条第一

項及び第二項に規定する機関（これらの機関のうち第四号の政令で定める機関が置か

れる機関にあっては、当該政令で定める機関を除く。） 

三 国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項に規定する機関（第

五号の政令で定める機関が置かれる機関にあっては、当該政令で定める機関を除く。） 

四 内閣府設置法第三十九条及び第五十五条並びに宮内庁法（昭和二十二年法律第七十

号）第十六条第二項の機関並びに内閣府設置法第四十条及び第五十六条（宮内庁法第

十八条第一項において準用する場合を含む。）の特別の機関で、政令で定めるもの 

五 国家行政組織法第八条の二の施設等機関及び同法第八条の三の特別の機関で、政令
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で定めるもの 

六 会計検査院 

９ この法律において「独立行政法人等」とは、独立行政法人通則法（平成十一年法律第

百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人及び別表第一に掲げる法人をいう。 

10 この法律において「地方独立行政法人」とは、地方独立行政法人法（平成十五年法律

第百十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政法人をいう。 

11 この法律において「行政機関等」とは、次に掲げる機関をいう。 

一 行政機関 

二 地方公共団体の機関（議会を除く。次章、第三章及び第六十九条第二項第三号を除

き、以下同じ。） 

三 独立行政法人等（別表第二に掲げる法人を除く。第十六条第二項第三号、第六十三

条、第七十八条第一項第七号イ及びロ、第八十九条第四項から第六項まで、第百十九

条第五項から第七項まで並びに第百二十五条第二項において同じ。） 

四 地方独立行政法人（地方独立行政法人法第二十一条第一号に掲げる業務を主たる目

的とするもの又は同条第二号若しくは第三号（チに係る部分に限る。）に掲げる業務

を目的とするものを除く。第十六条第二項第四号、第六十三条、第七十八条第一項第

七号イ及びロ、第八十九条第七項から第九項まで、第百十九条第八項から第十項まで

並びに第百二十五条第二項において同じ。） 

（基本理念） 

第三条 個人情報は、個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱われるべきものであるこ

とに鑑み、その適正な取扱いが図られなければならない。 

第二章 国及び地方公共団体の責務等 

（国の責務） 

第四条 国は、この法律の趣旨にのっとり、国の機関、地方公共団体の機関、独立行政法

人等、地方独立行政法人及び事業者等による個人情報の適正な取扱いを確保するために

必要な施策を総合的に策定し、及びこれを実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、国の施策との整合性に配慮しつつ、

その地方公共団体の区域の特性に応じて、地方公共団体の機関、地方独立行政法人及び

当該区域内の事業者等による個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な施策を策

定し、及びこれを実施する責務を有する。 

（法制上の措置等） 

第六条 政府は、個人情報の性質及び利用方法に鑑み、個人の権利利益の一層の保護を図

るため特にその適正な取扱いの厳格な実施を確保する必要がある個人情報について、保

護のための格別の措置が講じられるよう必要な法制上の措置その他の措置を講ずるとと

もに、国際機関その他の国際的な枠組みへの協力を通じて、各国政府と共同して国際的

に整合のとれた個人情報に係る制度を構築するために必要な措置を講ずるものとする。 

第三章 個人情報の保護に関する施策等 

第一節 個人情報の保護に関する基本方針 

第七条 政府は、個人情報の保護に関する施策の総合的かつ一体的な推進を図るため、個
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人情報の保護に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 個人情報の保護に関する施策の推進に関する基本的な方向 

二 国が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する事項 

三 地方公共団体が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項 

四 独立行政法人等が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項 

五 地方独立行政法人が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項 

六 第十六条第二項に規定する個人情報取扱事業者、同条第五項に規定する仮名加工情

報取扱事業者及び同条第六項に規定する匿名加工情報取扱事業者並びに第五十一条第

一項に規定する認定個人情報保護団体が講ずべき個人情報の保護のための措置に関す

る基本的な事項 

七 個人情報の取扱いに関する苦情の円滑な処理に関する事項 

八 その他個人情報の保護に関する施策の推進に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣は、個人情報保護委員会が作成した基本方針の案について閣議の決定を

求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針

を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

第二節 国の施策 

（国の機関等が保有する個人情報の保護） 

第八条 国は、その機関が保有する個人情報の適正な取扱いが確保されるよう必要な措置

を講ずるものとする。 

２ 国は、独立行政法人等について、その保有する個人情報の適正な取扱いが確保される

よう必要な措置を講ずるものとする。 

（地方公共団体等への支援） 

第九条 国は、地方公共団体が策定し、又は実施する個人情報の保護に関する施策及び国

民又は事業者等が個人情報の適正な取扱いの確保に関して行う活動を支援するため、情

報の提供、地方公共団体又は事業者等が講ずべき措置の適切かつ有効な実施を図るため

の指針の策定その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（苦情処理のための措置） 

第十条 国は、個人情報の取扱いに関し事業者と本人との間に生じた苦情の適切かつ迅速

な処理を図るために必要な措置を講ずるものとする。 

（個人情報の適正な取扱いを確保するための措置） 

第十一条 国は、地方公共団体との適切な役割分担を通じ、次章に規定する個人情報取扱

事業者による個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な措置を講ずるものとする。 

２ 国は、第五章に規定する地方公共団体及び地方独立行政法人による個人情報の適正な

取扱いを確保するために必要な措置を講ずるものとする。 

第三節 地方公共団体の施策 

（地方公共団体の機関等が保有する個人情報の保護） 

第十二条 地方公共団体は、その機関が保有する個人情報の適正な取扱いが確保されるよ
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う必要な措置を講ずるものとする。 

２ 地方公共団体は、その設立に係る地方独立行政法人について、その保有する個人情報

の適正な取扱いが確保されるよう必要な措置を講ずるものとする。 

（区域内の事業者等への支援） 

第十三条 地方公共団体は、個人情報の適正な取扱いを確保するため、その区域内の事業

者及び住民に対する支援に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（苦情の処理のあっせん等） 

第十四条 地方公共団体は、個人情報の取扱いに関し事業者と本人との間に生じた苦情が

適切かつ迅速に処理されるようにするため、苦情の処理のあっせんその他必要な措置を

講ずるよう努めなければならない。 

第四節 国及び地方公共団体の協力 

第十五条 国及び地方公共団体は、個人情報の保護に関する施策を講ずるにつき、相協力

するものとする。 

第四章 個人情報取扱事業者等の義務等 

第一節 総則 

（定義） 

第十六条 この章及び第八章において「個人情報データベース等」とは、個人情報を含む

情報の集合物であって、次に掲げるもの（利用方法からみて個人の権利利益を害するお

それが少ないものとして政令で定めるものを除く。）をいう。 

一 特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成し

たもの 

二 前号に掲げるもののほか、特定の個人情報を容易に検索することができるように体

系的に構成したものとして政令で定めるもの 

２ この章及び第六章から第八章までにおいて「個人情報取扱事業者」とは、個人情報デ

ータベース等を事業の用に供している者をいう。ただし、次に掲げる者を除く。 

一 国の機関 

二 地方公共団体 

三 独立行政法人等 

四 地方独立行政法人 

３ この章において「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成する個人情報を

いう。 

４ この章において「保有個人データ」とは、個人情報取扱事業者が、開示、内容の訂正、

追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停止を行うことのできる権限を

有する個人データであって、その存否が明らかになることにより公益その他の利益が害

されるものとして政令で定めるもの以外のものをいう。 

５ この章、第六章及び第七章において「仮名加工情報取扱事業者」とは、仮名加工情報

を含む情報の集合物であって、特定の仮名加工情報を電子計算機を用いて検索すること

ができるように体系的に構成したものその他特定の仮名加工情報を容易に検索すること

ができるように体系的に構成したものとして政令で定めるもの（第四十一条第一項にお

いて「仮名加工情報データベース等」という。）を事業の用に供している者をいう。た
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だし、第二項各号に掲げる者を除く。 

６ この章、第六章及び第七章において「匿名加工情報取扱事業者」とは、匿名加工情報

を含む情報の集合物であって、特定の匿名加工情報を電子計算機を用いて検索すること

ができるように体系的に構成したものその他特定の匿名加工情報を容易に検索すること

ができるように体系的に構成したものとして政令で定めるもの（第四十三条第一項にお

いて「匿名加工情報データベース等」という。）を事業の用に供している者をいう。た

だし、第二項各号に掲げる者を除く。 

７ この章、第六章及び第七章において「個人関連情報取扱事業者」とは、個人関連情報

を含む情報の集合物であって、特定の個人関連情報を電子計算機を用いて検索すること

ができるように体系的に構成したものその他特定の個人関連情報を容易に検索すること

ができるように体系的に構成したものとして政令で定めるもの（第三十一条第一項にお

いて「個人関連情報データベース等」という。）を事業の用に供している者をいう。た

だし、第二項各号に掲げる者を除く。 

８ この章において「学術研究機関等」とは、大学その他の学術研究を目的とする機関若

しくは団体又はそれらに属する者をいう。 

第二節 個人情報取扱事業者及び個人関連情報取扱事業者の義務 

（利用目的の特定） 

第十七条 個人情報取扱事業者は、個人情報を取り扱うに当たっては、その利用の目的（以

下「利用目的」という。）をできる限り特定しなければならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と関連性を

有すると合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 

（利用目的による制限） 

第十八条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により

特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業を

承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、

承継前における当該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を

取り扱ってはならない。 

３ 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

一 法令（条例を含む。以下この章において同じ。）に基づく場合 

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得

ることが困難であるとき。 

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。 

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行

することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当

該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

五 当該個人情報取扱事業者が学術研究機関等である場合であって、当該個人情報を学

術研究の用に供する目的（以下この章において「学術研究目的」という。）で取り扱

う必要があるとき（当該個人情報を取り扱う目的の一部が学術研究目的である場合を
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含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。）。 

六 学術研究機関等に個人データを提供する場合であって、当該学術研究機関等が当該

個人データを学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該個人データを取り扱う目

的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれ

がある場合を除く。）。 

（不適正な利用の禁止） 

第十九条 個人情報取扱事業者は、違法又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそれが

ある方法により個人情報を利用してはならない。 

（適正な取得） 

第二十条 個人情報取扱事業者は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはな

らない。 

２ 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ない

で、要配慮個人情報を取得してはならない。 

一 法令に基づく場合 

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得

ることが困難であるとき。 

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。 

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行

することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当

該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

五 当該個人情報取扱事業者が学術研究機関等である場合であって、当該要配慮個人情

報を学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該要配慮個人情報を取り扱う目的の

一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがあ

る場合を除く。）。 

六 学術研究機関等から当該要配慮個人情報を取得する場合であって、当該要配慮個人

情報を学術研究目的で取得する必要があるとき（当該要配慮個人情報を取得する目的

の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれが

ある場合を除く。）（当該個人情報取扱事業者と当該学術研究機関等が共同して学術

研究を行う場合に限る。）。 

七 当該要配慮個人情報が、本人、国の機関、地方公共団体、学術研究機関等、第五十

七条第一項各号に掲げる者その他個人情報保護委員会規則で定める者により公開され

ている場合 

八 その他前各号に掲げる場合に準ずるものとして政令で定める場合 

（取得に際しての利用目的の通知等） 

第二十一条 個人情報取扱事業者は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目

的を公表している場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表し

なければならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定にかかわらず、本人との間で契約を締結すること

に伴って契約書その他の書面（電磁的記録を含む。以下この項において同じ。）に記載
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された当該本人の個人情報を取得する場合その他本人から直接書面に記載された当該本

人の個人情報を取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなけ

ればならない。ただし、人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要がある場合

は、この限りでない。 

３ 個人情報取扱事業者は、利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、

本人に通知し、又は公表しなければならない。 

４ 前三項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

一 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、

財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

二 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該個人情報取扱事業者の権利

又は正当な利益を害するおそれがある場合 

三 国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必

要がある場合であって、利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該事務

の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

四 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合 

（データ内容の正確性の確保等） 

第二十二条 個人情報取扱事業者は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人デー

タを正確かつ最新の内容に保つとともに、利用する必要がなくなったときは、当該個人

データを遅滞なく消去するよう努めなければならない。 

（安全管理措置） 

第二十三条 個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又は毀損の

防止その他の個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならな

い。 

（従業者の監督） 

第二十四条 個人情報取扱事業者は、その従業者に個人データを取り扱わせるに当たって

は、当該個人データの安全管理が図られるよう、当該従業者に対する必要かつ適切な監

督を行わなければならない。 

（委託先の監督） 

第二十五条 個人情報取扱事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合

は、その取扱いを委託された個人データの安全管理が図られるよう、委託を受けた者に

対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

（漏えい等の報告等） 

第二十六条 個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失、毀損その

他の個人データの安全の確保に係る事態であって個人の権利利益を害するおそれが大き

いものとして個人情報保護委員会規則で定めるものが生じたときは、個人情報保護委員

会規則で定めるところにより、当該事態が生じた旨を個人情報保護委員会に報告しなけ

ればならない。ただし、当該個人情報取扱事業者が、他の個人情報取扱事業者又は行政

機関等から当該個人データの取扱いの全部又は一部の委託を受けた場合であって、個人

情報保護委員会規則で定めるところにより、当該事態が生じた旨を当該他の個人情報取

扱事業者又は行政機関等に通知したときは、この限りでない。 
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２ 前項に規定する場合には、個人情報取扱事業者（同項ただし書の規定による通知をし

た者を除く。）は、本人に対し、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該

事態が生じた旨を通知しなければならない。ただし、本人への通知が困難な場合であっ

て、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限

りでない。 

（第三者提供の制限） 

第二十七条 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意

を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。 

一 法令に基づく場合 

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得

ることが困難であるとき。 

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。 

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行

することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当

該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

五 当該個人情報取扱事業者が学術研究機関等である場合であって、当該個人データの

提供が学術研究の成果の公表又は教授のためやむを得ないとき（個人の権利利益を不

当に侵害するおそれがある場合を除く。）。 

六 当該個人情報取扱事業者が学術研究機関等である場合であって、当該個人データを

学術研究目的で提供する必要があるとき（当該個人データを提供する目的の一部が学

術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を

除く。）（当該個人情報取扱事業者と当該第三者が共同して学術研究を行う場合に限

る。）。 

七 当該第三者が学術研究機関等である場合であって、当該第三者が当該個人データを

学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該個人データを取り扱う目的の一部が学

術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を

除く。）。 

２ 個人情報取扱事業者は、第三者に提供される個人データについて、本人の求めに応じ

て当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止することとしている場合で

あって、次に掲げる事項について、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、あ

らかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置くとともに、個人情報保

護委員会に届け出たときは、前項の規定にかかわらず、当該個人データを第三者に提供

することができる。ただし、第三者に提供される個人データが要配慮個人情報又は第二

十条第一項の規定に違反して取得されたもの若しくは他の個人情報取扱事業者からこの

項本文の規定により提供されたもの（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを

含む。）である場合は、この限りでない。 

一 第三者への提供を行う個人情報取扱事業者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあ

っては、その代表者（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものにあって

は、その代表者又は管理人。以下この条、第三十条第一項第一号及び第三十二条第一
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項第一号において同じ。）の氏名 

二 第三者への提供を利用目的とすること。 

三 第三者に提供される個人データの項目 

四 第三者に提供される個人データの取得の方法 

五 第三者への提供の方法 

六 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止する

こと。 

七 本人の求めを受け付ける方法 

八 その他個人の権利利益を保護するために必要なものとして個人情報保護委員会規則

で定める事項 

３ 個人情報取扱事業者は、前項第一号に掲げる事項に変更があったとき又は同項の規定

による個人データの提供をやめたときは遅滞なく、同項第三号から第五号まで、第七号

又は第八号に掲げる事項を変更しようとするときはあらかじめ、その旨について、個人

情報保護委員会規則で定めるところにより、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る

状態に置くとともに、個人情報保護委員会に届け出なければならない。 

４ 個人情報保護委員会は、第二項の規定による届出があったときは、個人情報保護委員

会規則で定めるところにより、当該届出に係る事項を公表しなければならない。前項の

規定による届出があったときも、同様とする。 

５ 次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前各項の規定の適用

については、第三者に該当しないものとする。 

一 個人情報取扱事業者が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱い

の全部又は一部を委託することに伴って当該個人データが提供される場合 

二 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合 

三 特定の者との間で共同して利用される個人データが当該特定の者に提供される場合

であって、その旨並びに共同して利用される個人データの項目、共同して利用する者

の範囲、利用する者の利用目的並びに当該個人データの管理について責任を有する者

の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名について、あらか

じめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき。 

６ 個人情報取扱事業者は、前項第三号に規定する個人データの管理について責任を有す

る者の氏名、名称若しくは住所又は法人にあっては、その代表者の氏名に変更があった

ときは遅滞なく、同号に規定する利用する者の利用目的又は当該責任を有する者を変更

しようとするときはあらかじめ、その旨について、本人に通知し、又は本人が容易に知

り得る状態に置かなければならない。 

（外国にある第三者への提供の制限） 

第二十八条 個人情報取扱事業者は、外国（本邦の域外にある国又は地域をいう。以下こ

の条及び第三十一条第一項第二号において同じ。）（個人の権利利益を保護する上で我

が国と同等の水準にあると認められる個人情報の保護に関する制度を有している外国と

して個人情報保護委員会規則で定めるものを除く。以下この条及び同号において同じ。）

にある第三者（個人データの取扱いについてこの節の規定により個人情報取扱事業者が

講ずべきこととされている措置に相当する措置（第三項において「相当措置」という。）
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を継続的に講ずるために必要なものとして個人情報保護委員会規則で定める基準に適合

する体制を整備している者を除く。以下この項及び次項並びに同号において同じ。）に

個人データを提供する場合には、前条第一項各号に掲げる場合を除くほか、あらかじめ

外国にある第三者への提供を認める旨の本人の同意を得なければならない。この場合に

おいては、同条の規定は、適用しない。 

２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定により本人の同意を得ようとする場合には、個人

情報保護委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、当該外国における個人情報の

保護に関する制度、当該第三者が講ずる個人情報の保護のための措置その他当該本人に

参考となるべき情報を当該本人に提供しなければならない。 

３ 個人情報取扱事業者は、個人データを外国にある第三者（第一項に規定する体制を整

備している者に限る。）に提供した場合には、個人情報保護委員会規則で定めるところ

により、当該第三者による相当措置の継続的な実施を確保するために必要な措置を講ず

るとともに、本人の求めに応じて当該必要な措置に関する情報を当該本人に提供しなけ

ればならない。 

（第三者提供に係る記録の作成等） 

第二十九条 個人情報取扱事業者は、個人データを第三者（第十六条第二項各号に掲げる

者を除く。以下この条及び次条（第三十一条第三項において読み替えて準用する場合を

含む。）において同じ。）に提供したときは、個人情報保護委員会規則で定めるところ

により、当該個人データを提供した年月日、当該第三者の氏名又は名称その他の個人情

報保護委員会規則で定める事項に関する記録を作成しなければならない。ただし、当該

個人データの提供が第二十七条第一項各号又は第五項各号のいずれか（前条第一項の規

定による個人データの提供にあっては、第二十七条第一項各号のいずれか）に該当する

場合は、この限りでない。 

２ 個人情報取扱事業者は、前項の記録を、当該記録を作成した日から個人情報保護委員

会規則で定める期間保存しなければならない。 

（第三者提供を受ける際の確認等） 

第三十条 個人情報取扱事業者は、第三者から個人データの提供を受けるに際しては、個

人情報保護委員会規則で定めるところにより、次に掲げる事項の確認を行わなければな

らない。ただし、当該個人データの提供が第二十七条第一項各号又は第五項各号のいず

れかに該当する場合は、この限りでない。 

一 当該第三者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 当該第三者による当該個人データの取得の経緯 

２ 前項の第三者は、個人情報取扱事業者が同項の規定による確認を行う場合において、

当該個人情報取扱事業者に対して、当該確認に係る事項を偽ってはならない。 

３ 個人情報取扱事業者は、第一項の規定による確認を行ったときは、個人情報保護委員

会規則で定めるところにより、当該個人データの提供を受けた年月日、当該確認に係る

事項その他の個人情報保護委員会規則で定める事項に関する記録を作成しなければなら

ない。 

４ 個人情報取扱事業者は、前項の記録を、当該記録を作成した日から個人情報保護委員

会規則で定める期間保存しなければならない。 



13/78 

（個人関連情報の第三者提供の制限等） 

第三十一条 個人関連情報取扱事業者は、第三者が個人関連情報（個人関連情報データベ

ース等を構成するものに限る。以下この章及び第六章において同じ。）を個人データと

して取得することが想定されるときは、第二十七条第一項各号に掲げる場合を除くほか、

次に掲げる事項について、あらかじめ個人情報保護委員会規則で定めるところにより確

認することをしないで、当該個人関連情報を当該第三者に提供してはならない。 

一 当該第三者が個人関連情報取扱事業者から個人関連情報の提供を受けて本人が識別

される個人データとして取得することを認める旨の当該本人の同意が得られているこ

と。 

二 外国にある第三者への提供にあっては、前号の本人の同意を得ようとする場合にお

いて、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、当該外国におけ

る個人情報の保護に関する制度、当該第三者が講ずる個人情報の保護のための措置そ

の他当該本人に参考となるべき情報が当該本人に提供されていること。 

２ 第二十八条第三項の規定は、前項の規定により個人関連情報取扱事業者が個人関連情

報を提供する場合について準用する。この場合において、同条第三項中「講ずるととも

に、本人の求めに応じて当該必要な措置に関する情報を当該本人に提供し」とあるのは、

「講じ」と読み替えるものとする。 

３ 前条第二項から第四項までの規定は、第一項の規定により個人関連情報取扱事業者が

確認する場合について準用する。この場合において、同条第三項中「の提供を受けた」

とあるのは、「を提供した」と読み替えるものとする。 

（保有個人データに関する事項の公表等） 

第三十二条 個人情報取扱事業者は、保有個人データに関し、次に掲げる事項について、

本人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置かなけ

ればならない。 

一 当該個人情報取扱事業者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表

者の氏名 

二 全ての保有個人データの利用目的（第二十一条第四項第一号から第三号までに該当

する場合を除く。） 

三 次項の規定による求め又は次条第一項（同条第五項において準用する場合を含む。）、

第三十四条第一項若しくは第三十五条第一項、第三項若しくは第五項の規定による請

求に応じる手続（第三十八条第二項の規定により手数料の額を定めたときは、その手

数料の額を含む。） 

四 前三号に掲げるもののほか、保有個人データの適正な取扱いの確保に関し必要な事

項として政令で定めるもの 

２ 個人情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの利用目的

の通知を求められたときは、本人に対し、遅滞なく、これを通知しなければならない。

ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

一 前項の規定により当該本人が識別される保有個人データの利用目的が明らかな場合 

二 第二十一条第四項第一号から第三号までに該当する場合 

３ 個人情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの利用目的を
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通知しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければな

らない。 

（開示） 

第三十三条 本人は、個人情報取扱事業者に対し、当該本人が識別される保有個人データ

の電磁的記録の提供による方法その他の個人情報保護委員会規則で定める方法による開

示を請求することができる。 

２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けたときは、本人に対し、同項の

規定により当該本人が請求した方法（当該方法による開示に多額の費用を要する場合そ

の他の当該方法による開示が困難である場合にあっては、書面の交付による方法）によ

り、遅滞なく、当該保有個人データを開示しなければならない。ただし、開示すること

により次の各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開示しないことがで

きる。 

一 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

二 当該個人情報取扱事業者の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場

合 

三 他の法令に違反することとなる場合 

３ 個人情報取扱事業者は、第一項の規定による請求に係る保有個人データの全部若しく

は一部について開示しない旨の決定をしたとき、当該保有個人データが存在しないとき、

又は同項の規定により本人が請求した方法による開示が困難であるときは、本人に対し、

遅滞なく、その旨を通知しなければならない。 

４ 他の法令の規定により、本人に対し第二項本文に規定する方法に相当する方法により

当該本人が識別される保有個人データの全部又は一部を開示することとされている場合

には、当該全部又は一部の保有個人データについては、第一項及び第二項の規定は、適

用しない。 

５ 第一項から第三項までの規定は、当該本人が識別される個人データに係る第二十九条

第一項及び第三十条第三項の記録（その存否が明らかになることにより公益その他の利

益が害されるものとして政令で定めるものを除く。第三十七条第二項において「第三者

提供記録」という。）について準用する。 

（訂正等） 

第三十四条 本人は、個人情報取扱事業者に対し、当該本人が識別される保有個人データ

の内容が事実でないときは、当該保有個人データの内容の訂正、追加又は削除（以下こ

の条において「訂正等」という。）を請求することができる。 

２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けた場合には、その内容の訂正等

に関して他の法令の規定により特別の手続が定められている場合を除き、利用目的の達

成に必要な範囲内において、遅滞なく必要な調査を行い、その結果に基づき、当該保有

個人データの内容の訂正等を行わなければならない。 

３ 個人情報取扱事業者は、第一項の規定による請求に係る保有個人データの内容の全部

若しくは一部について訂正等を行ったとき、又は訂正等を行わない旨の決定をしたとき

は、本人に対し、遅滞なく、その旨（訂正等を行ったときは、その内容を含む。）を通

知しなければならない。 
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（利用停止等） 

第三十五条 本人は、個人情報取扱事業者に対し、当該本人が識別される保有個人データ

が第十八条若しくは第十九条の規定に違反して取り扱われているとき、又は第二十条の

規定に違反して取得されたものであるときは、当該保有個人データの利用の停止又は消

去（以下この条において「利用停止等」という。）を請求することができる。 

２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けた場合であって、その請求に理

由があることが判明したときは、違反を是正するために必要な限度で、遅滞なく、当該

保有個人データの利用停止等を行わなければならない。ただし、当該保有個人データの

利用停止等に多額の費用を要する場合その他の利用停止等を行うことが困難な場合であ

って、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この

限りでない。 

３ 本人は、個人情報取扱事業者に対し、当該本人が識別される保有個人データが第二十

七条第一項又は第二十八条の規定に違反して第三者に提供されているときは、当該保有

個人データの第三者への提供の停止を請求することができる。 

４ 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けた場合であって、その請求に理

由があることが判明したときは、遅滞なく、当該保有個人データの第三者への提供を停

止しなければならない。ただし、当該保有個人データの第三者への提供の停止に多額の

費用を要する場合その他の第三者への提供を停止することが困難な場合であって、本人

の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。 

５ 本人は、個人情報取扱事業者に対し、当該本人が識別される保有個人データを当該個

人情報取扱事業者が利用する必要がなくなった場合、当該本人が識別される保有個人デ

ータに係る第二十六条第一項本文に規定する事態が生じた場合その他当該本人が識別さ

れる保有個人データの取扱いにより当該本人の権利又は正当な利益が害されるおそれが

ある場合には、当該保有個人データの利用停止等又は第三者への提供の停止を請求する

ことができる。 

６ 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けた場合であって、その請求に理

由があることが判明したときは、本人の権利利益の侵害を防止するために必要な限度で、

遅滞なく、当該保有個人データの利用停止等又は第三者への提供の停止を行わなければ

ならない。ただし、当該保有個人データの利用停止等又は第三者への提供の停止に多額

の費用を要する場合その他の利用停止等又は第三者への提供の停止を行うことが困難な

場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるとき

は、この限りでない。 

７ 個人情報取扱事業者は、第一項若しくは第五項の規定による請求に係る保有個人デー

タの全部若しくは一部について利用停止等を行ったとき若しくは利用停止等を行わない

旨の決定をしたとき、又は第三項若しくは第五項の規定による請求に係る保有個人デー

タの全部若しくは一部について第三者への提供を停止したとき若しくは第三者への提供

を停止しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければ

ならない。 

（理由の説明） 

第三十六条 個人情報取扱事業者は、第三十二条第三項、第三十三条第三項（同条第五項
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において準用する場合を含む。）、第三十四条第三項又は前条第七項の規定により、本

人から求められ、又は請求された措置の全部又は一部について、その措置をとらない旨

を通知する場合又はその措置と異なる措置をとる旨を通知する場合には、本人に対し、

その理由を説明するよう努めなければならない。 

（開示等の請求等に応じる手続） 

第三十七条 個人情報取扱事業者は、第三十二条第二項の規定による求め又は第三十三条

第一項（同条第五項において準用する場合を含む。次条第一項及び第三十九条において

同じ。）、第三十四条第一項若しくは第三十五条第一項、第三項若しくは第五項の規定

による請求（以下この条及び第五十四条第一項において「開示等の請求等」という。）

に関し、政令で定めるところにより、その求め又は請求を受け付ける方法を定めること

ができる。この場合において、本人は、当該方法に従って、開示等の請求等を行わなけ

ればならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、本人に対し、開示等の請求等に関し、その対象となる保有個

人データ又は第三者提供記録を特定するに足りる事項の提示を求めることができる。こ

の場合において、個人情報取扱事業者は、本人が容易かつ的確に開示等の請求等をする

ことができるよう、当該保有個人データ又は当該第三者提供記録の特定に資する情報の

提供その他本人の利便を考慮した適切な措置をとらなければならない。 

３ 開示等の請求等は、政令で定めるところにより、代理人によってすることができる。 

４ 個人情報取扱事業者は、前三項の規定に基づき開示等の請求等に応じる手続を定める

に当たっては、本人に過重な負担を課するものとならないよう配慮しなければならない。 

（手数料） 

第三十八条 個人情報取扱事業者は、第三十二条第二項の規定による利用目的の通知を求

められたとき又は第三十三条第一項の規定による開示の請求を受けたときは、当該措置

の実施に関し、手数料を徴収することができる。 

２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定により手数料を徴収する場合は、実費を勘案して

合理的であると認められる範囲内において、その手数料の額を定めなければならない。 

（事前の請求） 

第三十九条 本人は、第三十三条第一項、第三十四条第一項又は第三十五条第一項、第三

項若しくは第五項の規定による請求に係る訴えを提起しようとするときは、その訴えの

被告となるべき者に対し、あらかじめ、当該請求を行い、かつ、その到達した日から二

週間を経過した後でなければ、その訴えを提起することができない。ただし、当該訴え

の被告となるべき者がその請求を拒んだときは、この限りでない。 

２ 前項の請求は、その請求が通常到達すべきであった時に、到達したものとみなす。 

３ 前二項の規定は、第三十三条第一項、第三十四条第一項又は第三十五条第一項、第三

項若しくは第五項の規定による請求に係る仮処分命令の申立てについて準用する。 

（個人情報取扱事業者による苦情の処理） 

第四十条 個人情報取扱事業者は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理

に努めなければならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、前項の目的を達成するために必要な体制の整備に努めなけれ

ばならない。 
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第三節 仮名加工情報取扱事業者等の義務 

（仮名加工情報の作成等） 

第四十一条 個人情報取扱事業者は、仮名加工情報（仮名加工情報データベース等を構成

するものに限る。以下この章及び第六章において同じ。）を作成するときは、他の情報

と照合しない限り特定の個人を識別することができないようにするために必要なものと

して個人情報保護委員会規則で定める基準に従い、個人情報を加工しなければならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、仮名加工情報を作成したとき、又は仮名加工情報及び当該仮

名加工情報に係る削除情報等（仮名加工情報の作成に用いられた個人情報から削除され

た記述等及び個人識別符号並びに前項の規定により行われた加工の方法に関する情報を

いう。以下この条及び次条第三項において読み替えて準用する第七項において同じ。）

を取得したときは、削除情報等の漏えいを防止するために必要なものとして個人情報保

護委員会規則で定める基準に従い、削除情報等の安全管理のための措置を講じなければ

ならない。 

３ 仮名加工情報取扱事業者（個人情報取扱事業者である者に限る。以下この条において

同じ。）は、第十八条の規定にかかわらず、法令に基づく場合を除くほか、第十七条第

一項の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、仮名加工情報（個

人情報であるものに限る。以下この条において同じ。）を取り扱ってはならない。 

４ 仮名加工情報についての第二十一条の規定の適用については、同条第一項及び第三項

中「、本人に通知し、又は公表し」とあるのは「公表し」と、同条第四項第一号から第

三号までの規定中「本人に通知し、又は公表する」とあるのは「公表する」とする。 

５ 仮名加工情報取扱事業者は、仮名加工情報である個人データ及び削除情報等を利用す

る必要がなくなったときは、当該個人データ及び削除情報等を遅滞なく消去するよう努

めなければならない。この場合においては、第二十二条の規定は、適用しない。 

６ 仮名加工情報取扱事業者は、第二十七条第一項及び第二項並びに第二十八条第一項の

規定にかかわらず、法令に基づく場合を除くほか、仮名加工情報である個人データを第

三者に提供してはならない。この場合において、第二十七条第五項中「前各項」とある

のは「第四十一条第六項」と、同項第三号中「、本人に通知し、又は本人が容易に知り

得る状態に置いて」とあるのは「公表して」と、同条第六項中「、本人に通知し、又は

本人が容易に知り得る状態に置かなければ」とあるのは「公表しなければ」と、第二十

九条第一項ただし書中「第二十七条第一項各号又は第五項各号のいずれか（前条第一項

の規定による個人データの提供にあっては、第二十七条第一項各号のいずれか）」とあ

り、及び第三十条第一項ただし書中「第二十七条第一項各号又は第五項各号のいずれか」

とあるのは「法令に基づく場合又は第二十七条第五項各号のいずれか」とする。 

７ 仮名加工情報取扱事業者は、仮名加工情報を取り扱うに当たっては、当該仮名加工情

報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するために、当該仮名加工情報を他の

情報と照合してはならない。 

８ 仮名加工情報取扱事業者は、仮名加工情報を取り扱うに当たっては、電話をかけ、郵

便若しくは民間事業者による信書の送達に関する法律（平成十四年法律第九十九号）第

二条第六項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第九項に規定する特定信書便事業

者による同条第二項に規定する信書便により送付し、電報を送達し、ファクシミリ装置



18/78 

若しくは電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用

する方法であって個人情報保護委員会規則で定めるものをいう。）を用いて送信し、又

は住居を訪問するために、当該仮名加工情報に含まれる連絡先その他の情報を利用して

はならない。 

９ 仮名加工情報、仮名加工情報である個人データ及び仮名加工情報である保有個人デー

タについては、第十七条第二項、第二十六条及び第三十二条から第三十九条までの規定

は、適用しない。 

（仮名加工情報の第三者提供の制限等） 

第四十二条 仮名加工情報取扱事業者は、法令に基づく場合を除くほか、仮名加工情報（個

人情報であるものを除く。次項及び第三項において同じ。）を第三者に提供してはなら

ない。 

２ 第二十七条第五項及び第六項の規定は、仮名加工情報の提供を受ける者について準用

する。この場合において、同条第五項中「前各項」とあるのは「第四十二条第一項」と、

同項第一号中「個人情報取扱事業者」とあるのは「仮名加工情報取扱事業者」と、同項

第三号中「、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いて」とあるのは「公

表して」と、同条第六項中「個人情報取扱事業者」とあるのは「仮名加工情報取扱事業

者」と、「、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなければ」とあるの

は「公表しなければ」と読み替えるものとする。 

３ 第二十三条から第二十五条まで、第四十条並びに前条第七項及び第八項の規定は、仮

名加工情報取扱事業者による仮名加工情報の取扱いについて準用する。この場合におい

て、第二十三条中「漏えい、滅失又は毀損」とあるのは「漏えい」と、前条第七項中「た

めに、」とあるのは「ために、削除情報等を取得し、又は」と読み替えるものとする。 

第四節 匿名加工情報取扱事業者等の義務 

（匿名加工情報の作成等） 

第四十三条 個人情報取扱事業者は、匿名加工情報（匿名加工情報データベース等を構成

するものに限る。以下この章及び第六章において同じ。）を作成するときは、特定の個

人を識別すること及びその作成に用いる個人情報を復元することができないようにする

ために必要なものとして個人情報保護委員会規則で定める基準に従い、当該個人情報を

加工しなければならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成したときは、その作成に用いた個人情報

から削除した記述等及び個人識別符号並びに前項の規定により行った加工の方法に関す

る情報の漏えいを防止するために必要なものとして個人情報保護委員会規則で定める基

準に従い、これらの情報の安全管理のための措置を講じなければならない。 

３ 個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成したときは、個人情報保護委員会規則で

定めるところにより、当該匿名加工情報に含まれる個人に関する情報の項目を公表しな

ければならない。 

４ 個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成して当該匿名加工情報を第三者に提供す

るときは、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、第三者に提供

される匿名加工情報に含まれる個人に関する情報の項目及びその提供の方法について公

表するとともに、当該第三者に対して、当該提供に係る情報が匿名加工情報である旨を
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明示しなければならない。 

５ 個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成して自ら当該匿名加工情報を取り扱うに

当たっては、当該匿名加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するため

に、当該匿名加工情報を他の情報と照合してはならない。 

６ 個人情報取扱事業者は、匿名加工情報を作成したときは、当該匿名加工情報の安全管

理のために必要かつ適切な措置、当該匿名加工情報の作成その他の取扱いに関する苦情

の処理その他の当該匿名加工情報の適正な取扱いを確保するために必要な措置を自ら講

じ、かつ、当該措置の内容を公表するよう努めなければならない。 

（匿名加工情報の提供） 

第四十四条 匿名加工情報取扱事業者は、匿名加工情報（自ら個人情報を加工して作成し

たものを除く。以下この節において同じ。）を第三者に提供するときは、個人情報保護

委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、第三者に提供される匿名加工情報に含

まれる個人に関する情報の項目及びその提供の方法について公表するとともに、当該第

三者に対して、当該提供に係る情報が匿名加工情報である旨を明示しなければならない。 

（識別行為の禁止） 

第四十五条 匿名加工情報取扱事業者は、匿名加工情報を取り扱うに当たっては、当該匿

名加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するために、当該個人情報か

ら削除された記述等若しくは個人識別符号若しくは第四十三条第一項若しくは第百十六

条第一項（同条第二項において準用する場合を含む。）の規定により行われた加工の方

法に関する情報を取得し、又は当該匿名加工情報を他の情報と照合してはならない。 

（安全管理措置等） 

第四十六条 匿名加工情報取扱事業者は、匿名加工情報の安全管理のために必要かつ適切

な措置、匿名加工情報の取扱いに関する苦情の処理その他の匿名加工情報の適正な取扱

いを確保するために必要な措置を自ら講じ、かつ、当該措置の内容を公表するよう努め

なければならない。 

第五節 民間団体による個人情報の保護の推進 

（認定） 

第四十七条 個人情報取扱事業者、仮名加工情報取扱事業者又は匿名加工情報取扱事業者

（以下この章において「個人情報取扱事業者等」という。）の個人情報、仮名加工情報

又は匿名加工情報（以下この章において「個人情報等」という。）の適正な取扱いの確

保を目的として次に掲げる業務を行おうとする法人（法人でない団体で代表者又は管理

人の定めのあるものを含む。次条第三号ロにおいて同じ。）は、個人情報保護委員会の

認定を受けることができる。 

一 業務の対象となる個人情報取扱事業者等（以下この節において「対象事業者」とい

う。）の個人情報等の取扱いに関する第五十三条の規定による苦情の処理 

二 個人情報等の適正な取扱いの確保に寄与する事項についての対象事業者に対する情

報の提供 

三 前二号に掲げるもののほか、対象事業者の個人情報等の適正な取扱いの確保に関し

必要な業務 

２ 前項の認定は、対象とする個人情報取扱事業者等の事業の種類その他の業務の範囲を
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限定して行うことができる。 

３ 第一項の認定を受けようとする者は、政令で定めるところにより、個人情報保護委員

会に申請しなければならない。 

４ 個人情報保護委員会は、第一項の認定をしたときは、その旨（第二項の規定により業

務の範囲を限定する認定にあっては、その認定に係る業務の範囲を含む。）を公示しな

ければならない。 

（欠格条項） 

第四十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、前条第一項の認定を受けることができ

ない。 

一 この法律の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることが

なくなった日から二年を経過しない者 

二 第百五十五条第一項の規定により認定を取り消され、その取消しの日から二年を経

過しない者 

三 その業務を行う役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものの代表

者又は管理人を含む。以下この条において同じ。）のうちに、次のいずれかに該当す

る者があるもの 

イ 拘禁刑以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定により刑に処せられ、その執行

を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者 

ロ 第百五十五条第一項の規定により認定を取り消された法人において、その取消し

の日前三十日以内にその役員であった者でその取消しの日から二年を経過しない者 

（認定の基準） 

第四十九条 個人情報保護委員会は、第四十七条第一項の認定の申請が次の各号のいずれ

にも適合していると認めるときでなければ、その認定をしてはならない。 

一 第四十七条第一項各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うに必要な業務の実施の方

法が定められているものであること。 

二 第四十七条第一項各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うに足りる知識及び能力並

びに経理的基礎を有するものであること。 

三 第四十七条第一項各号に掲げる業務以外の業務を行っている場合には、その業務を

行うことによって同項各号に掲げる業務が不公正になるおそれがないものであること。 

（変更の認定等） 

第五十条 第四十七条第一項の認定（同条第二項の規定により業務の範囲を限定する認定

を含む。次条第一項及び第百五十五条第一項第五号において同じ。）を受けた者は、そ

の認定に係る業務の範囲を変更しようとするときは、個人情報保護委員会の認定を受け

なければならない。ただし、個人情報保護委員会規則で定める軽微な変更については、

この限りでない。 

２ 第四十七条第三項及び第四項並びに前条の規定は、前項の変更の認定について準用す

る。 

（廃止の届出） 

第五十一条 第四十七条第一項の認定（前条第一項の変更の認定を含む。）を受けた者（以

下この節及び第六章において「認定個人情報保護団体」という。）は、その認定に係る
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業務（以下この節及び第六章において「認定業務」という。）を廃止しようとするとき

は、政令で定めるところにより、あらかじめ、その旨を個人情報保護委員会に届け出な

ければならない。 

２ 個人情報保護委員会は、前項の規定による届出があったときは、その旨を公示しなけ

ればならない。 

（対象事業者） 

第五十二条 認定個人情報保護団体は、認定業務の対象となることについて同意を得た個

人情報取扱事業者等を対象事業者としなければならない。この場合において、第五十四

条第四項の規定による措置をとったにもかかわらず、対象事業者が同条第一項に規定す

る個人情報保護指針を遵守しないときは、当該対象事業者を認定業務の対象から除外す

ることができる。 

２ 認定個人情報保護団体は、対象事業者の氏名又は名称を公表しなければならない。 

（苦情の処理） 

第五十三条 認定個人情報保護団体は、本人その他の関係者から対象事業者の個人情報等

の取扱いに関する苦情について解決の申出があったときは、その相談に応じ、申出人に

必要な助言をし、その苦情に係る事情を調査するとともに、当該対象事業者に対し、そ

の苦情の内容を通知してその迅速な解決を求めなければならない。 

２ 認定個人情報保護団体は、前項の申出に係る苦情の解決について必要があると認める

ときは、当該対象事業者に対し、文書若しくは口頭による説明を求め、又は資料の提出

を求めることができる。 

３ 対象事業者は、認定個人情報保護団体から前項の規定による求めがあったときは、正

当な理由がないのに、これを拒んではならない。 

（個人情報保護指針） 

第五十四条 認定個人情報保護団体は、対象事業者の個人情報等の適正な取扱いの確保の

ために、個人情報に係る利用目的の特定、安全管理のための措置、開示等の請求等に応

じる手続その他の事項又は仮名加工情報若しくは匿名加工情報に係る作成の方法、その

情報の安全管理のための措置その他の事項に関し、消費者の意見を代表する者その他の

関係者の意見を聴いて、この法律の規定の趣旨に沿った指針（以下この節及び第六章に

おいて「個人情報保護指針」という。）を作成するよう努めなければならない。 

２ 認定個人情報保護団体は、前項の規定により個人情報保護指針を作成したときは、個

人情報保護委員会規則で定めるところにより、遅滞なく、当該個人情報保護指針を個人

情報保護委員会に届け出なければならない。これを変更したときも、同様とする。 

３ 個人情報保護委員会は、前項の規定による個人情報保護指針の届出があったときは、

個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該個人情報保護指針を公表しなけれ

ばならない。 

４ 認定個人情報保護団体は、前項の規定により個人情報保護指針が公表されたときは、

対象事業者に対し、当該個人情報保護指針を遵守させるため必要な指導、勧告その他の

措置をとらなければならない。 

（目的外利用の禁止） 

第五十五条 認定個人情報保護団体は、認定業務の実施に際して知り得た情報を認定業務
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の用に供する目的以外に利用してはならない。 

（名称の使用制限） 

第五十六条 認定個人情報保護団体でない者は、認定個人情報保護団体という名称又はこ

れに紛らわしい名称を用いてはならない。 

第六節 雑則 

（適用除外） 

第五十七条 個人情報取扱事業者等及び個人関連情報取扱事業者のうち次の各号に掲げる

者については、その個人情報等及び個人関連情報を取り扱う目的の全部又は一部がそれ

ぞれ当該各号に規定する目的であるときは、この章の規定は、適用しない。 

一 放送機関、新聞社、通信社その他の報道機関（報道を業として行う個人を含む。） 

報道の用に供する目的 

二 著述を業として行う者 著述の用に供する目的 

三 宗教団体 宗教活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的 

四 政治団体 政治活動（これに付随する活動を含む。）の用に供する目的 

２ 前項第一号に規定する「報道」とは、不特定かつ多数の者に対して客観的事実を事実

として知らせること（これに基づいて意見又は見解を述べることを含む。）をいう。 

３ 第一項各号に掲げる個人情報取扱事業者等は、個人データ、仮名加工情報又は匿名加

工情報の安全管理のために必要かつ適切な措置、個人情報等の取扱いに関する苦情の処

理その他の個人情報等の適正な取扱いを確保するために必要な措置を自ら講じ、かつ、

当該措置の内容を公表するよう努めなければならない。 

（適用の特例） 

第五十八条 個人情報取扱事業者又は匿名加工情報取扱事業者のうち次に掲げる者につい

ては、第三十二条から第三十九条まで及び第四節の規定は、適用しない。 

一 別表第二に掲げる法人 

二 地方独立行政法人のうち地方独立行政法人法第二十一条第一号に掲げる業務を主た

る目的とするもの又は同条第二号若しくは第三号（チに係る部分に限る。）に掲げる

業務を目的とするもの 

２ 次の各号に掲げる者が行う当該各号に定める業務における個人情報、仮名加工情報又

は個人関連情報の取扱いについては、個人情報取扱事業者、仮名加工情報取扱事業者又

は個人関連情報取扱事業者による個人情報、仮名加工情報又は個人関連情報の取扱いと

みなして、この章（第三十二条から第三十九条まで及び第四節を除く。）及び第六章か

ら第八章までの規定を適用する。 

一 地方公共団体の機関 医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第一条の五第一項に

規定する病院（次号において「病院」という。）及び同条第二項に規定する診療所並

びに学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する大学の運営 

二 独立行政法人労働者健康安全機構 病院の運営 

（学術研究機関等の責務） 

第五十九条 個人情報取扱事業者である学術研究機関等は、学術研究目的で行う個人情報

の取扱いについて、この法律の規定を遵守するとともに、その適正を確保するために必

要な措置を自ら講じ、かつ、当該措置の内容を公表するよう努めなければならない。 
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第五章 行政機関等の義務等 

第一節 総則 

（定義） 

第六十条 この章及び第八章において「保有個人情報」とは、行政機関等の職員（独立行

政法人等及び地方独立行政法人にあっては、その役員を含む。以下この章及び第八章に

おいて同じ。）が職務上作成し、又は取得した個人情報であって、当該行政機関等の職

員が組織的に利用するものとして、当該行政機関等が保有しているものをいう。ただし、

行政文書（行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成十一年法律第四十二号。

以下この章において「行政機関情報公開法」という。）第二条第二項に規定する行政文

書をいう。）、法人文書（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成十

三年法律第百四十号。以下この章において「独立行政法人等情報公開法」という。）第

二条第二項に規定する法人文書（同項第四号に掲げるものを含む。）をいう。）又は地

方公共団体等行政文書（地方公共団体の機関又は地方独立行政法人の職員が職務上作成

し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録であって、当該地方公共団体の機関又は地

方独立行政法人の職員が組織的に用いるものとして、当該地方公共団体の機関又は地方

独立行政法人が保有しているもの（行政機関情報公開法第二条第二項各号に掲げるもの

に相当するものとして政令で定めるものを除く。）をいう。）（以下この章において「行

政文書等」という。）に記録されているものに限る。 

２ この章及び第八章において「個人情報ファイル」とは、保有個人情報を含む情報の集

合物であって、次に掲げるものをいう。 

一 一定の事務の目的を達成するために特定の保有個人情報を電子計算機を用いて検索

することができるように体系的に構成したもの 

二 前号に掲げるもののほか、一定の事務の目的を達成するために氏名、生年月日、そ

の他の記述等により特定の保有個人情報を容易に検索することができるように体系的

に構成したもの 

３ この章において「行政機関等匿名加工情報」とは、次の各号のいずれにも該当する個

人情報ファイルを構成する保有個人情報の全部又は一部（これらの一部に行政機関情報

公開法第五条に規定する不開示情報（同条第一号に掲げる情報を除き、同条第二号ただ

し書に規定する情報を含む。以下この項において同じ。）、独立行政法人等情報公開法

第五条に規定する不開示情報（同条第一号に掲げる情報を除き、同条第二号ただし書に

規定する情報を含む。）又は地方公共団体の情報公開条例（地方公共団体の機関又は地

方独立行政法人の保有する情報の公開を請求する住民等の権利について定める地方公共

団体の条例をいう。以下この章において同じ。）に規定する不開示情報（行政機関情報

公開法第五条に規定する不開示情報に相当するものをいう。）が含まれているときは、

これらの不開示情報に該当する部分を除く。）を加工して得られる匿名加工情報をいう。 

一 第七十五条第二項各号のいずれかに該当するもの又は同条第三項の規定により同条

第一項に規定する個人情報ファイル簿に掲載しないこととされるものでないこと。 

二 行政機関情報公開法第三条に規定する行政機関の長、独立行政法人等情報公開法第

二条第一項に規定する独立行政法人等、地方公共団体の機関又は地方独立行政法人に

対し、当該個人情報ファイルを構成する保有個人情報が記録されている行政文書等の
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開示の請求（行政機関情報公開法第三条、独立行政法人等情報公開法第三条又は情報

公開条例の規定による開示の請求をいう。）があったとしたならば、これらの者が次

のいずれかを行うこととなるものであること。 

イ 当該行政文書等に記録されている保有個人情報の全部又は一部を開示する旨の決

定をすること。 

ロ 行政機関情報公開法第十三条第一項若しくは第二項、独立行政法人等情報公開法

第十四条第一項若しくは第二項又は情報公開条例（行政機関情報公開法第十三条第

一項又は第二項の規定に相当する規定を設けているものに限る。）の規定により意

見書の提出の機会を与えること。 

三 行政機関等の事務及び事業の適正かつ円滑な運営に支障のない範囲内で、第百十六

条第一項の基準に従い、当該個人情報ファイルを構成する保有個人情報を加工して匿

名加工情報を作成することができるものであること。 

４ この章において「行政機関等匿名加工情報ファイル」とは、行政機関等匿名加工情報

を含む情報の集合物であって、次に掲げるものをいう。 

一 特定の行政機関等匿名加工情報を電子計算機を用いて検索することができるように

体系的に構成したもの 

二 前号に掲げるもののほか、特定の行政機関等匿名加工情報を容易に検索することが

できるように体系的に構成したものとして政令で定めるもの 

５ この章において「条例要配慮個人情報」とは、地方公共団体の機関又は地方独立行政

法人が保有する個人情報（要配慮個人情報を除く。）のうち、地域の特性その他の事情

に応じて、本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱い

に特に配慮を要するものとして地方公共団体が条例で定める記述等が含まれる個人情報

をいう。 

第二節 行政機関等における個人情報等の取扱い 

（個人情報の保有の制限等） 

第六十一条 行政機関等は、個人情報を保有するに当たっては、法令（条例を含む。第六

十六条第二項第三号及び第四号、第六十九条第二項第二号及び第三号並びに第四節にお

いて同じ。）の定める所掌事務又は業務を遂行するため必要な場合に限り、かつ、その

利用目的をできる限り特定しなければならない。 

２ 行政機関等は、前項の規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、

個人情報を保有してはならない。 

３ 行政機関等は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を有

すると合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 

（利用目的の明示） 

第六十二条 行政機関等は、本人から直接書面（電磁的記録を含む。）に記録された当該

本人の個人情報を取得するときは、次に掲げる場合を除き、あらかじめ、本人に対し、

その利用目的を明示しなければならない。 

一 人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要があるとき。 

二 利用目的を本人に明示することにより、本人又は第三者の生命、身体、財産その他

の権利利益を害するおそれがあるとき。 
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三 利用目的を本人に明示することにより、国の機関、独立行政法人等、地方公共団体

又は地方独立行政法人が行う事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

とき。 

四 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められるとき。 

（不適正な利用の禁止） 

第六十三条 行政機関の長（第二条第八項第四号及び第五号の政令で定める機関にあって

は、その機関ごとに政令で定める者をいう。以下この章及び第百七十四条において同じ。）、

地方公共団体の機関、独立行政法人等及び地方独立行政法人（以下この章及び次章にお

いて「行政機関の長等」という。）は、違法又は不当な行為を助長し、又は誘発するお

それがある方法により個人情報を利用してはならない。 

（適正な取得） 

第六十四条 行政機関の長等は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはなら

ない。 

（正確性の確保） 

第六十五条 行政機関の長等は、利用目的の達成に必要な範囲内で、保有個人情報が過去

又は現在の事実と合致するよう努めなければならない。 

（安全管理措置） 

第六十六条 行政機関の長等は、保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の保

有個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

２ 前項の規定は、次の各号に掲げる者が当該各号に定める業務を行う場合における個人

情報の取扱いについて準用する。 

一 行政機関等から個人情報の取扱いの委託を受けた者 当該委託を受けた業務 

二 指定管理者（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十四条の二第三

項に規定する指定管理者をいう。） 公の施設（同法第二百四十四条第一項に規定す

る公の施設をいう。）の管理の業務 

三 第五十八条第一項各号に掲げる者 法令に基づき行う業務であって政令で定めるも

の 

四 第五十八条第二項各号に掲げる者 同項各号に定める業務のうち法令に基づき行う

業務であって政令で定めるもの 

五 前各号に掲げる者から当該各号に定める業務の委託（二以上の段階にわたる委託を

含む。）を受けた者 当該委託を受けた業務 

（従事者の義務） 

第六十七条 個人情報の取扱いに従事する行政機関等の職員若しくは職員であった者、前

条第二項各号に定める業務に従事している者若しくは従事していた者又は行政機関等に

おいて個人情報の取扱いに従事している派遣労働者（労働者派遣事業の適正な運営の確

保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和六十年法律第八十八号）第二条第二号に

規定する派遣労働者をいう。以下この章及び第百七十六条において同じ。）若しくは従

事していた派遣労働者は、その業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に

知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 

（漏えい等の報告等） 
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第六十八条 行政機関の長等は、保有個人情報の漏えい、滅失、毀損その他の保有個人情

報の安全の確保に係る事態であって個人の権利利益を害するおそれが大きいものとして

個人情報保護委員会規則で定めるものが生じたときは、個人情報保護委員会規則で定め

るところにより、当該事態が生じた旨を個人情報保護委員会に報告しなければならない。 

２ 前項に規定する場合には、行政機関の長等は、本人に対し、個人情報保護委員会規則

で定めるところにより、当該事態が生じた旨を通知しなければならない。ただし、次の

各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

一 本人への通知が困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに

代わるべき措置をとるとき。 

二 当該保有個人情報に第七十八条第一項各号に掲げる情報のいずれかが含まれるとき。 

（利用及び提供の制限） 

第六十九条 行政機関の長等は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために

保有個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長等は、次の各号のいずれかに該当すると認め

るときは、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供すること

ができる。ただし、保有個人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供

することによって、本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認めら

れるときは、この限りでない。 

一 本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。 

二 行政機関等が法令の定める所掌事務又は業務の遂行に必要な限度で保有個人情報を

内部で利用する場合であって、当該保有個人情報を利用することについて相当の理由

があるとき。 

三 他の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体の機関又は地方独立行政法人に保有

個人情報を提供する場合において、保有個人情報の提供を受ける者が、法令の定める

事務又は業務の遂行に必要な限度で提供に係る個人情報を利用し、かつ、当該個人情

報を利用することについて相当の理由があるとき。 

四 前三号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のために保有個人

情報を提供するとき、本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になるとき、

その他保有個人情報を提供することについて特別の理由があるとき。 

３ 前項の規定は、保有個人情報の利用又は提供を制限する他の法令の規定の適用を妨げ

るものではない。 

４ 行政機関の長等は、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、

保有個人情報の利用目的以外の目的のための行政機関等の内部における利用を特定の部

局若しくは機関又は職員に限るものとする。 

（保有個人情報の提供を受ける者に対する措置要求） 

第七十条 行政機関の長等は、利用目的のために又は前条第二項第三号若しくは第四号の

規定に基づき、保有個人情報を提供する場合において、必要があると認めるときは、保

有個人情報の提供を受ける者に対し、提供に係る個人情報について、その利用の目的若

しくは方法の制限その他必要な制限を付し、又はその漏えいの防止その他の個人情報の

適切な管理のために必要な措置を講ずることを求めるものとする。 
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（外国にある第三者への提供の制限） 

第七十一条 行政機関の長等は、外国（本邦の域外にある国又は地域をいう。以下この条

において同じ。）（個人の権利利益を保護する上で我が国と同等の水準にあると認めら

れる個人情報の保護に関する制度を有している外国として個人情報保護委員会規則で定

めるものを除く。以下この条において同じ。）にある第三者（第十六条第三項に規定す

る個人データの取扱いについて前章第二節の規定により同条第二項に規定する個人情報

取扱事業者が講ずべきこととされている措置に相当する措置（第三項において「相当措

置」という。）を継続的に講ずるために必要なものとして個人情報保護委員会規則で定

める基準に適合する体制を整備している者を除く。以下この項及び次項において同じ。）

に利用目的以外の目的のために保有個人情報を提供する場合には、法令に基づく場合及

び第六十九条第二項第四号に掲げる場合を除くほか、あらかじめ外国にある第三者への

提供を認める旨の本人の同意を得なければならない。 

２ 行政機関の長等は、前項の規定により本人の同意を得ようとする場合には、個人情報

保護委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、当該外国における個人情報の保護

に関する制度、当該第三者が講ずる個人情報の保護のための措置その他当該本人に参考

となるべき情報を当該本人に提供しなければならない。 

３ 行政機関の長等は、保有個人情報を外国にある第三者（第一項に規定する体制を整備

している者に限る。）に利用目的以外の目的のために提供した場合には、法令に基づく

場合及び第六十九条第二項第四号に掲げる場合を除くほか、個人情報保護委員会規則で

定めるところにより、当該第三者による相当措置の継続的な実施を確保するために必要

な措置を講ずるとともに、本人の求めに応じて当該必要な措置に関する情報を当該本人

に提供しなければならない。 

（個人関連情報の提供を受ける者に対する措置要求） 

第七十二条 行政機関の長等は、第三者に個人関連情報を提供する場合（当該第三者が当

該個人関連情報を個人情報として取得することが想定される場合に限る。）において、

必要があると認めるときは、当該第三者に対し、提供に係る個人関連情報について、そ

の利用の目的若しくは方法の制限その他必要な制限を付し、又はその漏えいの防止その

他の個人関連情報の適切な管理のために必要な措置を講ずることを求めるものとする。 

（仮名加工情報の取扱いに係る義務） 

第七十三条 行政機関の長等は、法令に基づく場合を除くほか、仮名加工情報（個人情報

であるものを除く。以下この条及び第百二十八条において同じ。）を第三者（当該仮名

加工情報の取扱いの委託を受けた者を除く。）に提供してはならない。 

２ 行政機関の長等は、その取り扱う仮名加工情報の漏えいの防止その他仮名加工情報の

安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

３ 行政機関の長等は、仮名加工情報を取り扱うに当たっては、法令に基づく場合を除き、

当該仮名加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するために、削除情報

等（仮名加工情報の作成に用いられた個人情報から削除された記述等及び個人識別符号

並びに第四十一条第一項の規定により行われた加工の方法に関する情報をいう。）を取

得し、又は当該仮名加工情報を他の情報と照合してはならない。 

４ 行政機関の長等は、仮名加工情報を取り扱うに当たっては、法令に基づく場合を除き、
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電話をかけ、郵便若しくは民間事業者による信書の送達に関する法律第二条第六項に規

定する一般信書便事業者若しくは同条第九項に規定する特定信書便事業者による同条第

二項に規定する信書便により送付し、電報を送達し、ファクシミリ装置若しくは電磁的

方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であっ

て個人情報保護委員会規則で定めるものをいう。）を用いて送信し、又は住居を訪問す

るために、当該仮名加工情報に含まれる連絡先その他の情報を利用してはならない。 

５ 前各項の規定は、行政機関の長等から仮名加工情報の取扱いの委託（二以上の段階に

わたる委託を含む。）を受けた者が受託した業務を行う場合について準用する。 

第三節 個人情報ファイル 

（個人情報ファイルの保有等に関する事前通知） 

第七十四条 行政機関（会計検査院を除く。以下この条において同じ。）が個人情報ファ

イルを保有しようとするときは、当該行政機関の長は、あらかじめ、個人情報保護委員

会に対し、次に掲げる事項を通知しなければならない。通知した事項を変更しようとす

るときも、同様とする。 

一 個人情報ファイルの名称 

二 当該機関の名称及び個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名

称 

三 個人情報ファイルの利用目的 

四 個人情報ファイルに記録される項目（以下この節において「記録項目」という。）

及び本人（他の個人の氏名、生年月日その他の記述等によらないで検索し得る者に限

る。次項第九号において同じ。）として個人情報ファイルに記録される個人の範囲（以

下この節において「記録範囲」という。） 

五 個人情報ファイルに記録される個人情報（以下この節において「記録情報」という。）

の収集方法 

六 記録情報に要配慮個人情報が含まれるときは、その旨 

七 記録情報を当該機関以外の者に経常的に提供する場合には、その提供先 

八 次条第三項の規定に基づき、記録項目の一部若しくは第五号若しくは前号に掲げる

事項を次条第一項に規定する個人情報ファイル簿に記載しないこととするとき、又は

個人情報ファイルを同項に規定する個人情報ファイル簿に掲載しないこととするとき

は、その旨 

九 第七十六条第一項、第九十条第一項又は第九十八条第一項の規定による請求を受理

する組織の名称及び所在地 

十 第九十条第一項ただし書又は第九十八条第一項ただし書に該当するときは、その旨 

十一 その他政令で定める事項 

２ 前項の規定は、次に掲げる個人情報ファイルについては、適用しない。 

一 国の安全、外交上の秘密その他の国の重大な利益に関する事項を記録する個人情報

ファイル 

二 犯罪の捜査、租税に関する法律の規定に基づく犯則事件の調査又は公訴の提起若し

くは維持のために作成し、又は取得する個人情報ファイル 

三 当該機関の職員又は職員であった者に係る個人情報ファイルであって、専らその人
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事、給与若しくは福利厚生に関する事項又はこれらに準ずる事項を記録するもの（当

該機関が行う職員の採用試験に関する個人情報ファイルを含む。） 

四 専ら試験的な電子計算機処理の用に供するための個人情報ファイル 

五 前項の規定による通知に係る個人情報ファイルに記録されている記録情報の全部又

は一部を記録した個人情報ファイルであって、その利用目的、記録項目及び記録範囲

が当該通知に係るこれらの事項の範囲内のもの 

六 一年以内に消去することとなる記録情報のみを記録する個人情報ファイル 

七 資料その他の物品若しくは金銭の送付又は業務上必要な連絡のために利用する記録

情報を記録した個人情報ファイルであって、送付又は連絡の相手方の氏名、住所その

他の送付又は連絡に必要な事項のみを記録するもの 

八 職員が学術研究の用に供するためその発意に基づき作成し、又は取得する個人情報

ファイルであって、記録情報を専ら当該学術研究の目的のために利用するもの 

九 本人の数が政令で定める数に満たない個人情報ファイル 

十 第三号から前号までに掲げる個人情報ファイルに準ずるものとして政令で定める個

人情報ファイル 

十一 第六十条第二項第二号に係る個人情報ファイル 

３ 行政機関の長は、第一項に規定する事項を通知した個人情報ファイルについて、当該

行政機関がその保有をやめたとき、又はその個人情報ファイルが前項第九号に該当する

に至ったときは、遅滞なく、個人情報保護委員会に対しその旨を通知しなければならな

い。 

（個人情報ファイル簿の作成及び公表） 

第七十五条 行政機関の長等は、政令で定めるところにより、当該行政機関の長等の属す

る行政機関等が保有している個人情報ファイルについて、それぞれ前条第一項第一号か

ら第七号まで、第九号及び第十号に掲げる事項その他政令で定める事項を記載した帳簿

（以下この章において「個人情報ファイル簿」という。）を作成し、公表しなければな

らない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる個人情報ファイルについては、適用しない。 

一 前条第二項第一号から第十号までに掲げる個人情報ファイル 

二 前項の規定による公表に係る個人情報ファイルに記録されている記録情報の全部又

は一部を記録した個人情報ファイルであって、その利用目的、記録項目及び記録範囲

が当該公表に係るこれらの事項の範囲内のもの 

三 前号に掲げる個人情報ファイルに準ずるものとして政令で定める個人情報ファイル 

３ 第一項の規定にかかわらず、行政機関の長等は、記録項目の一部若しくは前条第一項

第五号若しくは第七号に掲げる事項を個人情報ファイル簿に記載し、又は個人情報ファ

イルを個人情報ファイル簿に掲載することにより、利用目的に係る事務又は事業の性質

上、当該事務又は事業の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、

その記録項目の一部若しくは事項を記載せず、又はその個人情報ファイルを個人情報フ

ァイル簿に掲載しないことができる。 

４ 地方公共団体の機関又は地方独立行政法人についての第一項の規定の適用については、

同項中「定める事項」とあるのは、「定める事項並びに記録情報に条例要配慮個人情報
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が含まれているときは、その旨」とする。 

５ 前各項の規定は、地方公共団体の機関又は地方独立行政法人が、条例で定めるところ

により、個人情報ファイル簿とは別の個人情報の保有の状況に関する事項を記載した帳

簿を作成し、公表することを妨げるものではない。 

第四節 開示、訂正及び利用停止 

第一款 開示 

（開示請求権） 

第七十六条 何人も、この法律の定めるところにより、行政機関の長等に対し、当該行政

機関の長等の属する行政機関等の保有する自己を本人とする保有個人情報の開示を請求

することができる。 

２ 未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は本人の委任による代理人（以下この

節において「代理人」と総称する。）は、本人に代わって前項の規定による開示の請求

（以下この節及び第百二十七条において「開示請求」という。）をすることができる。 

（開示請求の手続） 

第七十七条 開示請求は、次に掲げる事項を記載した書面（第三項において「開示請求書」

という。）を行政機関の長等に提出してしなければならない。 

一 開示請求をする者の氏名及び住所又は居所 

二 開示請求に係る保有個人情報が記録されている行政文書等の名称その他の開示請求

に係る保有個人情報を特定するに足りる事項 

２ 前項の場合において、開示請求をする者は、政令で定めるところにより、開示請求に

係る保有個人情報の本人であること（前条第二項の規定による開示請求にあっては、開

示請求に係る保有個人情報の本人の代理人であること）を示す書類を提示し、又は提出

しなければならない。 

３ 行政機関の長等は、開示請求書に形式上の不備があると認めるときは、開示請求をし

た者（以下この節において「開示請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、そ

の補正を求めることができる。この場合において、行政機関の長等は、開示請求者に対

し、補正の参考となる情報を提供するよう努めなければならない。 

（保有個人情報の開示義務） 

第七十八条 行政機関の長等は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有個人情報

に次の各号に掲げる情報（以下この節において「不開示情報」という。）のいずれかが

含まれている場合を除き、開示請求者に対し、当該保有個人情報を開示しなければなら

ない。 

一 開示請求者（第七十六条第二項の規定により代理人が本人に代わって開示請求をす

る場合にあっては、当該本人をいう。次号及び第三号、次条第二項並びに第八十六条

第一項において同じ。）の生命、健康、生活又は財産を害するおそれがある情報 

二 開示請求者以外の個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除

く。）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により開示請求

者以外の特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、

開示請求者以外の特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）若し

くは個人識別符号が含まれるもの又は開示請求者以外の特定の個人を識別することは
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できないが、開示することにより、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害するお

それがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

イ 法令の規定により又は慣行として開示請求者が知ることができ、又は知ることが

予定されている情報 

ロ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認

められる情報 

ハ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）第二条第一

項に規定する国家公務員（独立行政法人通則法第二条第四項に規定する行政執行法

人の職員を除く。）、独立行政法人等の職員、地方公務員法（昭和二十五年法律第

二百六十一号）第二条に規定する地方公務員及び地方独立行政法人の職員をいう。）

である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情

報のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分 

三 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除

く。以下この号において「法人等」という。）に関する情報又は開示請求者以外の事

業を営む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、

健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認められる情報を

除く。 

イ 開示することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当

な利益を害するおそれがあるもの 

ロ 行政機関等の要請を受けて、開示しないとの条件で任意に提供されたものであっ

て、法人等又は個人における通例として開示しないこととされているものその他の

当該条件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると

認められるもの 

四 行政機関の長が第八十二条各項の決定（以下この節において「開示決定等」という。）

をする場合において、開示することにより、国の安全が害されるおそれ、他国若しく

は国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不

利益を被るおそれがあると当該行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある情

報 

五 行政機関の長又は地方公共団体の機関（都道府県の機関に限る。）が開示決定等を

する場合において、開示することにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、

刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると当該行政機

関の長又は地方公共団体の機関が認めることにつき相当の理由がある情報 

六 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は相互間

における審議、検討又は協議に関する情報であって、開示することにより、率直な意

見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に国民の間に混

乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそ

れがあるもの 

七 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又は事

業に関する情報であって、開示することにより、次に掲げるおそれその他当該事務又

は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 
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イ 独立行政法人等、地方公共団体の機関又は地方独立行政法人が開示決定等をする

場合において、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が

損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれ 

ロ 独立行政法人等、地方公共団体の機関（都道府県の機関を除く。）又は地方独立

行政法人が開示決定等をする場合において、犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他の公

共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれ 

ハ 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確

な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しく

はその発見を困難にするおそれ 

ニ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方公共団体又は

地方独立行政法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

ホ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

ヘ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

ト 独立行政法人等、地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法人に係る事業

に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

２ 地方公共団体の機関又は地方独立行政法人についての前項の規定の適用については、

同項中「掲げる情報（」とあるのは、「掲げる情報（情報公開条例の規定により開示す

ることとされている情報として条例で定めるものを除く。）又は行政機関情報公開法第

五条に規定する不開示情報に準ずる情報であって情報公開条例において開示しないこと

とされているもののうち当該情報公開条例との整合性を確保するために不開示とする必

要があるものとして条例で定めるもの（」とする。 

（部分開示） 

第七十九条 行政機関の長等は、開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が含まれてい

る場合において、不開示情報に該当する部分を容易に区分して除くことができるときは、

開示請求者に対し、当該部分を除いた部分につき開示しなければならない。 

２ 開示請求に係る保有個人情報に前条第一項第二号の情報（開示請求者以外の特定の個

人を識別することができるものに限る。）が含まれている場合において、当該情報のう

ち、氏名、生年月日その他の開示請求者以外の特定の個人を識別することができること

となる記述等及び個人識別符号の部分を除くことにより、開示しても、開示請求者以外

の個人の権利利益が害されるおそれがないと認められるときは、当該部分を除いた部分

は、同号の情報に含まれないものとみなして、前項の規定を適用する。 

（裁量的開示） 

第八十条 行政機関の長等は、開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が含まれている

場合であっても、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、開示

請求者に対し、当該保有個人情報を開示することができる。 

（保有個人情報の存否に関する情報） 

第八十一条 開示請求に対し、当該開示請求に係る保有個人情報が存在しているか否かを

答えるだけで、不開示情報を開示することとなるときは、行政機関の長等は、当該保有

個人情報の存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒否することができる。 

（開示請求に対する措置） 
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第八十二条 行政機関の長等は、開示請求に係る保有個人情報の全部又は一部を開示する

ときは、その旨の決定をし、開示請求者に対し、その旨、開示する保有個人情報の利用

目的及び開示の実施に関し政令で定める事項を書面により通知しなければならない。た

だし、第六十二条第二号又は第三号に該当する場合における当該利用目的については、

この限りでない。 

２ 行政機関の長等は、開示請求に係る保有個人情報の全部を開示しないとき（前条の規

定により開示請求を拒否するとき、及び開示請求に係る保有個人情報を保有していない

ときを含む。）は、開示をしない旨の決定をし、開示請求者に対し、その旨を書面によ

り通知しなければならない。 

（開示決定等の期限） 

第八十三条 開示決定等は、開示請求があった日から三十日以内にしなければならない。

ただし、第七十七条第三項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要し

た日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長等は、事務処理上の困難その他正当な理由が

あるときは、同項に規定する期間を三十日以内に限り延長することができる。この場合

において、行政機関の長等は、開示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の

理由を書面により通知しなければならない。 

（開示決定等の期限の特例） 

第八十四条 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開示請求があった日

から六十日以内にその全てについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著しい支

障が生ずるおそれがある場合には、前条の規定にかかわらず、行政機関の長等は、開示

請求に係る保有個人情報のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等をし、残り

の保有個人情報については相当の期間内に開示決定等をすれば足りる。この場合におい

て、行政機関の長等は、同条第一項に規定する期間内に、開示請求者に対し、次に掲げ

る事項を書面により通知しなければならない。 

一 この条の規定を適用する旨及びその理由 

二 残りの保有個人情報について開示決定等をする期限 

（事案の移送） 

第八十五条 行政機関の長等は、開示請求に係る保有個人情報が当該行政機関の長等が属

する行政機関等以外の行政機関等から提供されたものであるとき、その他他の行政機関

の長等において開示決定等をすることにつき正当な理由があるときは、当該他の行政機

関の長等と協議の上、当該他の行政機関の長等に対し、事案を移送することができる。

この場合においては、移送をした行政機関の長等は、開示請求者に対し、事案を移送し

た旨を書面により通知しなければならない。 

２ 前項の規定により事案が移送されたときは、移送を受けた行政機関の長等において、

当該開示請求についての開示決定等をしなければならない。この場合において、移送を

した行政機関の長等が移送前にした行為は、移送を受けた行政機関の長等がしたものと

みなす。 

３ 前項の場合において、移送を受けた行政機関の長等が第八十二条第一項の決定（以下

この節において「開示決定」という。）をしたときは、当該行政機関の長等は、開示の
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実施をしなければならない。この場合において、移送をした行政機関の長等は、当該開

示の実施に必要な協力をしなければならない。 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第八十六条 開示請求に係る保有個人情報に国、独立行政法人等、地方公共団体、地方独

立行政法人及び開示請求者以外の者（以下この条、第百五条第二項第三号及び第百七条

第一項において「第三者」という。）に関する情報が含まれているときは、行政機関の

長等は、開示決定等をするに当たって、当該情報に係る第三者に対し、政令で定めると

ころにより、当該第三者に関する情報の内容その他政令で定める事項を通知して、意見

書を提出する機会を与えることができる。 

２ 行政機関の長等は、次の各号のいずれかに該当するときは、開示決定に先立ち、当該

第三者に対し、政令で定めるところにより、開示請求に係る当該第三者に関する情報の

内容その他政令で定める事項を書面により通知して、意見書を提出する機会を与えなけ

ればならない。ただし、当該第三者の所在が判明しない場合は、この限りでない。 

一 第三者に関する情報が含まれている保有個人情報を開示しようとする場合であって、

当該第三者に関する情報が第七十八条第一項第二号ロ又は同項第三号ただし書に規定

する情報に該当すると認められるとき。 

二 第三者に関する情報が含まれている保有個人情報を第八十条の規定により開示しよ

うとするとき。 

３ 行政機関の長等は、前二項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者が当

該第三者に関する情報の開示に反対の意思を表示した意見書を提出した場合において、

開示決定をするときは、開示決定の日と開示を実施する日との間に少なくとも二週間を

置かなければならない。この場合において、行政機関の長等は、開示決定後直ちに、当

該意見書（第百五条において「反対意見書」という。）を提出した第三者に対し、開示

決定をした旨及びその理由並びに開示を実施する日を書面により通知しなければならな

い。 

（開示の実施） 

第八十七条 保有個人情報の開示は、当該保有個人情報が、文書又は図画に記録されてい

るときは閲覧又は写しの交付により、電磁的記録に記録されているときはその種別、情

報化の進展状況等を勘案して行政機関等が定める方法により行う。ただし、閲覧の方法

による保有個人情報の開示にあっては、行政機関の長等は、当該保有個人情報が記録さ

れている文書又は図画の保存に支障を生ずるおそれがあると認めるとき、その他正当な

理由があるときは、その写しにより、これを行うことができる。 

２ 行政機関等は、前項の規定に基づく電磁的記録についての開示の方法に関する定めを

一般の閲覧に供しなければならない。 

３ 開示決定に基づき保有個人情報の開示を受ける者は、政令で定めるところにより、当

該開示決定をした行政機関の長等に対し、その求める開示の実施の方法その他の政令で

定める事項を申し出なければならない。 

４ 前項の規定による申出は、第八十二条第一項に規定する通知があった日から三十日以

内にしなければならない。ただし、当該期間内に当該申出をすることができないことに

つき正当な理由があるときは、この限りでない。 
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（他の法令による開示の実施との調整） 

第八十八条 行政機関の長等は、他の法令の規定により、開示請求者に対し開示請求に係

る保有個人情報が前条第一項本文に規定する方法と同一の方法で開示することとされて

いる場合（開示の期間が定められている場合にあっては、当該期間内に限る。）には、

同項本文の規定にかかわらず、当該保有個人情報については、当該同一の方法による開

示を行わない。ただし、当該他の法令の規定に一定の場合には開示をしない旨の定めが

あるときは、この限りでない。 

２ 他の法令の規定に定める開示の方法が縦覧であるときは、当該縦覧を前条第一項本文

の閲覧とみなして、前項の規定を適用する。 

（手数料） 

第八十九条 行政機関の長に対し開示請求をする者は、政令で定めるところにより、実費

の範囲内において政令で定める額の手数料を納めなければならない。 

２ 地方公共団体の機関に対し開示請求をする者は、条例で定めるところにより、実費の

範囲内において条例で定める額の手数料を納めなければならない。 

３ 前二項の手数料の額を定めるに当たっては、できる限り利用しやすい額とするよう配

慮しなければならない。 

４ 独立行政法人等に対し開示請求をする者は、独立行政法人等の定めるところにより、

手数料を納めなければならない。 

５ 前項の手数料の額は、実費の範囲内において、かつ、第一項の手数料の額を参酌して、

独立行政法人等が定める。 

６ 独立行政法人等は、前二項の規定による定めを一般の閲覧に供しなければならない。 

７ 地方独立行政法人に対し開示請求をする者は、地方独立行政法人の定めるところによ

り、手数料を納めなければならない。 

８ 前項の手数料の額は、実費の範囲内において、かつ、第二項の条例で定める手数料の

額を参酌して、地方独立行政法人が定める。 

９ 地方独立行政法人は、前二項の規定による定めを一般の閲覧に供しなければならない。 

第二款 訂正 

（訂正請求権） 

第九十条 何人も、自己を本人とする保有個人情報（次に掲げるものに限る。第九十八条

第一項において同じ。）の内容が事実でないと思料するときは、この法律の定めるとこ

ろにより、当該保有個人情報を保有する行政機関の長等に対し、当該保有個人情報の訂

正（追加又は削除を含む。以下この節において同じ。）を請求することができる。ただ

し、当該保有個人情報の訂正に関して他の法令の規定により特別の手続が定められてい

るときは、この限りでない。 

一 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報 

二 開示決定に係る保有個人情報であって、第八十八条第一項の他の法令の規定により

開示を受けたもの 

２ 代理人は、本人に代わって前項の規定による訂正の請求（以下この節及び第百二十七

条において「訂正請求」という。）をすることができる。 

３ 訂正請求は、保有個人情報の開示を受けた日から九十日以内にしなければならない。 
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（訂正請求の手続） 

第九十一条 訂正請求は、次に掲げる事項を記載した書面（第三項において「訂正請求書」

という。）を行政機関の長等に提出してしなければならない。 

一 訂正請求をする者の氏名及び住所又は居所 

二 訂正請求に係る保有個人情報の開示を受けた日その他当該保有個人情報を特定する

に足りる事項 

三 訂正請求の趣旨及び理由 

２ 前項の場合において、訂正請求をする者は、政令で定めるところにより、訂正請求に

係る保有個人情報の本人であること（前条第二項の規定による訂正請求にあっては、訂

正請求に係る保有個人情報の本人の代理人であること）を示す書類を提示し、又は提出

しなければならない。 

３ 行政機関の長等は、訂正請求書に形式上の不備があると認めるときは、訂正請求をし

た者（以下この節において「訂正請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、そ

の補正を求めることができる。 

（保有個人情報の訂正義務） 

第九十二条 行政機関の長等は、訂正請求があった場合において、当該訂正請求に理由が

あると認めるときは、当該訂正請求に係る保有個人情報の利用目的の達成に必要な範囲

内で、当該保有個人情報の訂正をしなければならない。 

（訂正請求に対する措置） 

第九十三条 行政機関の長等は、訂正請求に係る保有個人情報の訂正をするときは、その

旨の決定をし、訂正請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

２ 行政機関の長等は、訂正請求に係る保有個人情報の訂正をしないときは、その旨の決

定をし、訂正請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

（訂正決定等の期限） 

第九十四条 前条各項の決定（以下この節において「訂正決定等」という。）は、訂正請

求があった日から三十日以内にしなければならない。ただし、第九十一条第三項の規定

により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長等は、事務処理上の困難その他正当な理由が

あるときは、同項に規定する期間を三十日以内に限り延長することができる。この場合

において、行政機関の長等は、訂正請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の

理由を書面により通知しなければならない。 

（訂正決定等の期限の特例） 

第九十五条 行政機関の長等は、訂正決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条

の規定にかかわらず、相当の期間内に訂正決定等をすれば足りる。この場合において、

行政機関の長等は、同条第一項に規定する期間内に、訂正請求者に対し、次に掲げる事

項を書面により通知しなければならない。 

一 この条の規定を適用する旨及びその理由 

二 訂正決定等をする期限 

（事案の移送） 

第九十六条 行政機関の長等は、訂正請求に係る保有個人情報が第八十五条第三項の規定
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に基づく開示に係るものであるとき、その他他の行政機関の長等において訂正決定等を

することにつき正当な理由があるときは、当該他の行政機関の長等と協議の上、当該他

の行政機関の長等に対し、事案を移送することができる。この場合においては、移送を

した行政機関の長等は、訂正請求者に対し、事案を移送した旨を書面により通知しなけ

ればならない。 

２ 前項の規定により事案が移送されたときは、移送を受けた行政機関の長等において、

当該訂正請求についての訂正決定等をしなければならない。この場合において、移送を

した行政機関の長等が移送前にした行為は、移送を受けた行政機関の長等がしたものと

みなす。 

３ 前項の場合において、移送を受けた行政機関の長等が第九十三条第一項の決定（以下

この項及び次条において「訂正決定」という。）をしたときは、移送をした行政機関の

長等は、当該訂正決定に基づき訂正の実施をしなければならない。 

（保有個人情報の提供先への通知） 

第九十七条 行政機関の長等は、訂正決定に基づく保有個人情報の訂正の実施をした場合

において、必要があると認めるときは、当該保有個人情報の提供先に対し、遅滞なく、

その旨を書面により通知するものとする。 

第三款 利用停止 

（利用停止請求権） 

第九十八条 何人も、自己を本人とする保有個人情報が次の各号のいずれかに該当すると

思料するときは、この法律の定めるところにより、当該保有個人情報を保有する行政機

関の長等に対し、当該各号に定める措置を請求することができる。ただし、当該保有個

人情報の利用の停止、消去又は提供の停止（以下この節において「利用停止」という。）

に関して他の法令の規定により特別の手続が定められているときは、この限りでない。 

一 第六十一条第二項の規定に違反して保有されているとき、第六十三条の規定に違反

して取り扱われているとき、第六十四条の規定に違反して取得されたものであるとき、

又は第六十九条第一項及び第二項の規定に違反して利用されているとき 当該保有個

人情報の利用の停止又は消去 

二 第六十九条第一項及び第二項又は第七十一条第一項の規定に違反して提供されてい

るとき 当該保有個人情報の提供の停止 

２ 代理人は、本人に代わって前項の規定による利用停止の請求（以下この節及び第百二

十七条において「利用停止請求」という。）をすることができる。 

３ 利用停止請求は、保有個人情報の開示を受けた日から九十日以内にしなければならな

い。 

（利用停止請求の手続） 

第九十九条 利用停止請求は、次に掲げる事項を記載した書面（第三項において「利用停

止請求書」という。）を行政機関の長等に提出してしなければならない。 

一 利用停止請求をする者の氏名及び住所又は居所 

二 利用停止請求に係る保有個人情報の開示を受けた日その他当該保有個人情報を特定

するに足りる事項 

三 利用停止請求の趣旨及び理由 
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２ 前項の場合において、利用停止請求をする者は、政令で定めるところにより、利用停

止請求に係る保有個人情報の本人であること（前条第二項の規定による利用停止請求に

あっては、利用停止請求に係る保有個人情報の本人の代理人であること）を示す書類を

提示し、又は提出しなければならない。 

３ 行政機関の長等は、利用停止請求書に形式上の不備があると認めるときは、利用停止

請求をした者（以下この節において「利用停止請求者」という。）に対し、相当の期間

を定めて、その補正を求めることができる。 

（保有個人情報の利用停止義務） 

第百条 行政機関の長等は、利用停止請求があった場合において、当該利用停止請求に理

由があると認めるときは、当該行政機関の長等の属する行政機関等における個人情報の

適正な取扱いを確保するために必要な限度で、当該利用停止請求に係る保有個人情報の

利用停止をしなければならない。ただし、当該保有個人情報の利用停止をすることによ

り、当該保有個人情報の利用目的に係る事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適

正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められるときは、この限りでない。 

（利用停止請求に対する措置） 

第百一条 行政機関の長等は、利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をするときは、

その旨の決定をし、利用停止請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならな

い。 

２ 行政機関の長等は、利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をしないときは、そ

の旨の決定をし、利用停止請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

（利用停止決定等の期限） 

第百二条 前条各項の決定（以下この節において「利用停止決定等」という。）は、利用

停止請求があった日から三十日以内にしなければならない。ただし、第九十九条第三項

の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入

しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長等は、事務処理上の困難その他正当な理由が

あるときは、同項に規定する期間を三十日以内に限り延長することができる。この場合

において、行政機関の長等は、利用停止請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延

長の理由を書面により通知しなければならない。 

（利用停止決定等の期限の特例） 

第百三条 行政機関の長等は、利用停止決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前

条の規定にかかわらず、相当の期間内に利用停止決定等をすれば足りる。この場合にお

いて、行政機関の長等は、同条第一項に規定する期間内に、利用停止請求者に対し、次

に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

一 この条の規定を適用する旨及びその理由 

二 利用停止決定等をする期限 

第四款 審査請求 

（審理員による審理手続に関する規定の適用除外等） 

第百四条 行政機関の長等（地方公共団体の機関又は地方独立行政法人を除く。次項及び

次条において同じ。）に対する開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又は開示請求、
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訂正請求若しくは利用停止請求に係る不作為に係る審査請求については、行政不服審査

法（平成二十六年法律第六十八号）第九条、第十七条、第二十四条、第二章第三節及び

第四節並びに第五十条第二項の規定は、適用しない。 

２ 行政機関の長等に対する開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又は開示請求、訂

正請求若しくは利用停止請求に係る不作為に係る審査請求についての行政不服審査法第

二章の規定の適用については、同法第十一条第二項中「第九条第一項の規定により指名

された者（以下「審理員」という。）」とあるのは「第四条（個人情報の保護に関する

法律（平成十五年法律第五十七号）第百七条第二項の規定に基づく政令を含む。）の規

定により審査請求がされた行政庁（第十四条の規定により引継ぎを受けた行政庁を含む。

以下「審査庁」という。）」と、同法第十三条第一項及び第二項中「審理員」とあるの

は「審査庁」と、同法第二十五条第七項中「あったとき、又は審理員から第四十条に規

定する執行停止をすべき旨の意見書が提出されたとき」とあるのは「あったとき」と、

同法第四十四条中「行政不服審査会等」とあるのは「情報公開・個人情報保護審査会（審

査庁が会計検査院長である場合にあっては、別に法律で定める審査会。第五十条第一項

第四号において同じ。）」と、「受けたとき（前条第一項の規定による諮問を要しない

場合（同項第二号又は第三号に該当する場合を除く。）にあっては審理員意見書が提出

されたとき、同項第二号又は第三号に該当する場合にあっては同項第二号又は第三号に

規定する議を経たとき）」とあるのは「受けたとき」と、同法第五十条第一項第四号中

「審理員意見書又は行政不服審査会等若しくは審議会等」とあるのは「情報公開・個人

情報保護審査会」とする。 

（審査会への諮問） 

第百五条 開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又は開示請求、訂正請求若しくは利

用停止請求に係る不作為について審査請求があったときは、当該審査請求に対する裁決

をすべき行政機関の長等は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、情報公開・個

人情報保護審査会（審査請求に対する裁決をすべき行政機関の長等が会計検査院長であ

る場合にあっては、別に法律で定める審査会）に諮問しなければならない。 

一 審査請求が不適法であり、却下する場合 

二 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る保有個人情報の全部を開示

することとする場合（当該保有個人情報の開示について反対意見書が提出されている

場合を除く。） 

三 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る保有個人情報の訂正をする

こととする場合 

四 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る保有個人情報の利用停止を

することとする場合 

２ 前項の規定により諮問をした行政機関の長等は、次に掲げる者に対し、諮問をした旨

を通知しなければならない。 

一 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第十三条第四項に規定する参加人をいう。

以下この項及び第百七条第一項第二号において同じ。） 

二 開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求者（これらの者が審査請求人又は参加人

である場合を除く。） 
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三 当該審査請求に係る保有個人情報の開示について反対意見書を提出した第三者（当

該第三者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

３ 前二項の規定は、地方公共団体の機関又は地方独立行政法人について準用する。この

場合において、第一項中「情報公開・個人情報保護審査会（審査請求に対する裁決をす

べき行政機関の長等が会計検査院長である場合にあっては、別に法律で定める審査会）」

とあるのは、「行政不服審査法第八十一条第一項又は第二項の機関」と読み替えるもの

とする。 

（地方公共団体の機関等における審理員による審理手続に関する規定の適用除外等） 

第百六条 地方公共団体の機関又は地方独立行政法人に対する開示決定等、訂正決定等、

利用停止決定等又は開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求に係る不作為に係る審査

請求については、行政不服審査法第九条第一項から第三項まで、第十七条、第四十条、

第四十二条、第二章第四節及び第五十条第二項の規定は、適用しない。 

２ 地方公共団体の機関又は地方独立行政法人に対する開示決定等、訂正決定等、利用停

止決定等又は開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求に係る不作為に係る審査請求に

ついての次の表の上欄に掲げる行政不服審査法の規定の適用については、これらの規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句とするほか、必要な技

術的読替えは、政令で定める。 

第九条第四項 前項に規定する場合におい

て、審査庁 

第四条又は個人情報の保護に

関する法律（平成十五年法律

第五十七号）第百七条第二項

の規定に基づく条例の規定に

より審査請求がされた行政庁

（第十四条の規定により引継

ぎを受けた行政庁を含む。以

下「審査庁」という。） 

前項において読み替えて適用

する第三十一条第一項 

同法第百六条第二項において

読み替えて適用する第三十一

条第一項 

前項において読み替えて適用

する第三十四条 

同法第百六条第二項において

読み替えて適用する第三十四

条 

前項において読み替えて適用

する第三十六条 

同法第百六条第二項において

読み替えて適用する第三十六

条 

第十一条第二項 第九条第一項の規定により指

名された者（以下「審理員」

という。） 

審査庁 

第十三条第一項及び第二項、

第二十八条、第三十条、第三

十一条、第三十二条第三項、

審理員 審査庁 
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第三十三条から第三十七条ま

で、第三十八条第一項から第

三項まで及び第五項、第三十

九条並びに第四十一条第一項

及び第二項 

第二十五条第七項 執行停止の申立てがあったと

き、又は審理員から第四十条

に規定する執行停止をすべき

旨の意見書が提出されたとき 

執行停止の申立てがあったと

き 

第二十九条第一項 審理員は、審査庁から指名さ

れたときは、直ちに 

審査庁は、審査請求がされた

ときは、第二十四条の規定に

より当該審査請求を却下する

場合を除き、速やかに 

第二十九条第二項 審理員は 審査庁は、審査庁が処分庁等

以外である場合にあっては 

提出を求める 提出を求め、審査庁が処分庁

等である場合にあっては、相

当の期間内に、弁明書を作成

する 

第二十九条第五項 審理員は 審査庁は、第二項の規定によ

り 

提出があったとき 提出があったとき、又は弁明

書を作成したとき 

第三十条第三項 参加人及び処分庁等 参加人及び処分庁等（処分庁

等が審査庁である場合にあっ

ては、参加人） 

審査請求人及び処分庁等 審査請求人及び処分庁等（処

分庁等が審査庁である場合に

あっては、審査請求人） 

第三十一条第二項 審理関係人 審理関係人（処分庁等が審査

庁である場合にあっては、審

査請求人及び参加人。以下こ

の節及び第五十条第一項第三

号において同じ。） 

第四十一条第三項 審理員が 審査庁が 

終結した旨並びに次条第一項

に規定する審理員意見書及び

事件記録（審査請求書、弁明

書その他審査請求に係る事件

終結した旨を通知するものと

する 
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に関する書類その他の物件の

うち政令で定めるものをい

う。同条第二項及び第四十三

条第二項において同じ。）を

審査庁に提出する予定時期を

通知するものとする。当該予

定時期を変更したときも、同

様とする 

第四十四条 行政不服審査会等 第八十一条第一項又は第二項

の機関 

受けたとき（前条第一項の規

定による諮問を要しない場合

（同項第二号又は第三号に該

当する場合を除く。）にあっ

ては審理員意見書が提出され

たとき、同項第二号又は第三

号に該当する場合にあっては

同項第二号又は第三号に規定

する議を経たとき） 

受けたとき 

第五十条第一項第四号 審理員意見書又は行政不服審

査会等若しくは審議会等 

第八十一条第一項又は第二項

の機関 

第八十一条第三項において準

用する第七十四条 

第四十三条第一項の規定によ

り審査会に諮問をした審査庁 

審査庁 

（第三者からの審査請求を棄却する場合等における手続等） 

第百七条 第八十六条第三項の規定は、次の各号のいずれかに該当する裁決をする場合に

ついて準用する。 

一 開示決定に対する第三者からの審査請求を却下し、又は棄却する裁決 

二 審査請求に係る開示決定等（開示請求に係る保有個人情報の全部を開示する旨の決

定を除く。）を変更し、当該審査請求に係る保有個人情報を開示する旨の裁決（第三

者である参加人が当該第三者に関する情報の開示に反対の意思を表示している場合に

限る。） 

２ 開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又は開示請求、訂正請求若しくは利用停止

請求に係る不作為についての審査請求については、政令（地方公共団体の機関又は地方

独立行政法人にあっては、条例）で定めるところにより、行政不服審査法第四条の規定

の特例を設けることができる。 

第五款 条例との関係 

第百八条 この節の規定は、地方公共団体が、保有個人情報の開示、訂正及び利用停止の

手続並びに審査請求の手続に関する事項について、この節の規定に反しない限り、条例

で必要な規定を定めることを妨げるものではない。 

第五節 行政機関等匿名加工情報の提供等 
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（行政機関等匿名加工情報の作成及び提供等） 

第百九条 行政機関の長等は、この節の規定に従い、行政機関等匿名加工情報（行政機関

等匿名加工情報ファイルを構成するものに限る。以下この節において同じ。）を作成す

ることができる。 

２ 行政機関の長等は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、行政機関等匿名加工

情報を提供してはならない。 

一 法令に基づく場合（この節の規定に従う場合を含む。） 

二 保有個人情報を利用目的のために第三者に提供することができる場合において、当

該保有個人情報を加工して作成した行政機関等匿名加工情報を当該第三者に提供する

とき。 

３ 第六十九条の規定にかかわらず、行政機関の長等は、法令に基づく場合を除き、利用

目的以外の目的のために削除情報（保有個人情報に該当するものに限る。）を自ら利用

し、又は提供してはならない。 

４ 前項の「削除情報」とは、行政機関等匿名加工情報の作成に用いた保有個人情報から

削除した記述等及び個人識別符号をいう。 

（提案の募集に関する事項の個人情報ファイル簿への記載） 

第百十条 行政機関の長等は、当該行政機関の長等の属する行政機関等が保有している個

人情報ファイルが第六十条第三項各号のいずれにも該当すると認めるときは、当該個人

情報ファイルについては、個人情報ファイル簿に次に掲げる事項を記載しなければなら

ない。この場合における当該個人情報ファイルについての第七十五条第一項の規定の適

用については、同項中「第十号」とあるのは、「第十号並びに第百十条各号」とする。 

一 第百十二条第一項の提案の募集をする個人情報ファイルである旨 

二 第百十二条第一項の提案を受ける組織の名称及び所在地 

（提案の募集） 

第百十一条 行政機関の長等は、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、定期的

に、当該行政機関の長等の属する行政機関等が保有している個人情報ファイル（個人情

報ファイル簿に前条第一号に掲げる事項の記載があるものに限る。以下この節において

同じ。）について、次条第一項の提案を募集するものとする。 

（行政機関等匿名加工情報をその用に供して行う事業に関する提案） 

第百十二条 前条の規定による募集に応じて個人情報ファイルを構成する保有個人情報を

加工して作成する行政機関等匿名加工情報をその事業の用に供しようとする者は、行政

機関の長等に対し、当該事業に関する提案をすることができる。 

２ 前項の提案は、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記

載した書面を行政機関の長等に提出してしなければならない。 

一 提案をする者の氏名又は名称及び住所又は居所並びに法人その他の団体にあっては、

その代表者の氏名 

二 提案に係る個人情報ファイルの名称 

三 提案に係る行政機関等匿名加工情報の本人の数 

四 前号に掲げるもののほか、提案に係る行政機関等匿名加工情報の作成に用いる第百

十六条第一項の規定による加工の方法を特定するに足りる事項 
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五 提案に係る行政機関等匿名加工情報の利用の目的及び方法その他当該行政機関等匿

名加工情報がその用に供される事業の内容 

六 提案に係る行政機関等匿名加工情報を前号の事業の用に供しようとする期間 

七 提案に係る行政機関等匿名加工情報の漏えいの防止その他当該行政機関等匿名加工

情報の適切な管理のために講ずる措置 

八 前各号に掲げるもののほか、個人情報保護委員会規則で定める事項 

３ 前項の書面には、次に掲げる書面その他個人情報保護委員会規則で定める書類を添付

しなければならない。 

一 第一項の提案をする者が次条各号のいずれにも該当しないことを誓約する書面 

二 前項第五号の事業が新たな産業の創出又は活力ある経済社会若しくは豊かな国民生

活の実現に資するものであることを明らかにする書面 

（欠格事由） 

第百十三条 次の各号のいずれかに該当する者は、前条第一項の提案をすることができな

い。 

一 未成年者 

二 心身の故障により前条第一項の提案に係る行政機関等匿名加工情報をその用に供し

て行う事業を適正に行うことができない者として個人情報保護委員会規則で定めるも

の 

三 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

四 拘禁刑以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定により刑に処せられ、その執行を

終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して二年を経過しない者 

五 第百二十条の規定により行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を解除され、

その解除の日から起算して二年を経過しない者 

六 法人その他の団体であって、その役員のうちに前各号のいずれかに該当する者があ

るもの 

（提案の審査等） 

第百十四条 行政機関の長等は、第百十二条第一項の提案があったときは、当該提案が次

に掲げる基準に適合するかどうかを審査しなければならない。 

一 第百十二条第一項の提案をした者が前条各号のいずれにも該当しないこと。 

二 第百十二条第二項第三号の提案に係る行政機関等匿名加工情報の本人の数が、行政

機関等匿名加工情報の効果的な活用の観点からみて個人情報保護委員会規則で定める

数以上であり、かつ、提案に係る個人情報ファイルを構成する保有個人情報の本人の

数以下であること。 

三 第百十二条第二項第三号及び第四号に掲げる事項により特定される加工の方法が第

百十六条第一項の基準に適合するものであること。 

四 第百十二条第二項第五号の事業が新たな産業の創出又は活力ある経済社会若しくは

豊かな国民生活の実現に資するものであること。 

五 第百十二条第二項第六号の期間が行政機関等匿名加工情報の効果的な活用の観点か

らみて個人情報保護委員会規則で定める期間を超えないものであること。 

六 第百十二条第二項第五号の提案に係る行政機関等匿名加工情報の利用の目的及び方
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法並びに同項第七号の措置が当該行政機関等匿名加工情報の本人の権利利益を保護す

るために適切なものであること。 

七 前各号に掲げるもののほか、個人情報保護委員会規則で定める基準に適合するもの

であること。 

２ 行政機関の長等は、前項の規定により審査した結果、第百十二条第一項の提案が前項

各号に掲げる基準のいずれにも適合すると認めるときは、個人情報保護委員会規則で定

めるところにより、当該提案をした者に対し、次に掲げる事項を通知するものとする。 

一 次条の規定により行政機関の長等との間で行政機関等匿名加工情報の利用に関する

契約を締結することができる旨 

二 前号に掲げるもののほか、個人情報保護委員会規則で定める事項 

３ 行政機関の長等は、第一項の規定により審査した結果、第百十二条第一項の提案が第

一項各号に掲げる基準のいずれかに適合しないと認めるときは、個人情報保護委員会規

則で定めるところにより、当該提案をした者に対し、理由を付して、その旨を通知する

ものとする。 

（行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約の締結） 

第百十五条 前条第二項の規定による通知を受けた者は、個人情報保護委員会規則で定め

るところにより、行政機関の長等との間で、行政機関等匿名加工情報の利用に関する契

約を締結することができる。 

（行政機関等匿名加工情報の作成等） 

第百十六条 行政機関の長等は、行政機関等匿名加工情報を作成するときは、特定の個人

を識別することができないように及びその作成に用いる保有個人情報を復元することが

できないようにするために必要なものとして個人情報保護委員会規則で定める基準に従

い、当該保有個人情報を加工しなければならない。 

２ 前項の規定は、行政機関等から行政機関等匿名加工情報の作成の委託（二以上の段階

にわたる委託を含む。）を受けた者が受託した業務を行う場合について準用する。 

（行政機関等匿名加工情報に関する事項の個人情報ファイル簿への記載） 

第百十七条 行政機関の長等は、行政機関等匿名加工情報を作成したときは、当該行政機

関等匿名加工情報の作成に用いた保有個人情報を含む個人情報ファイルについては、個

人情報ファイル簿に次に掲げる事項を記載しなければならない。この場合における当該

個人情報ファイルについての第百十条の規定により読み替えて適用する第七十五条第一

項の規定の適用については、同項中「並びに第百十条各号」とあるのは、「、第百十条

各号並びに第百十七条各号」とする。 

一 行政機関等匿名加工情報の概要として個人情報保護委員会規則で定める事項 

二 次条第一項の提案を受ける組織の名称及び所在地 

三 次条第一項の提案をすることができる期間 

（作成された行政機関等匿名加工情報をその用に供して行う事業に関する提案等） 

第百十八条 前条の規定により個人情報ファイル簿に同条第一号に掲げる事項が記載され

た行政機関等匿名加工情報をその事業の用に供しようとする者は、行政機関の長等に対

し、当該事業に関する提案をすることができる。当該行政機関等匿名加工情報について

第百十五条の規定により行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を締結した者が、
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当該行政機関等匿名加工情報をその用に供する事業を変更しようとするときも、同様と

する。 

２ 第百十二条第二項及び第三項並びに第百十三条から第百十五条までの規定は、前項の

提案について準用する。この場合において、第百十二条第二項中「次に」とあるのは「第

一号及び第四号から第八号までに」と、同項第四号中「前号に掲げるもののほか、提案」

とあるのは「提案」と、「の作成に用いる第百十六条第一項の規定による加工の方法を

特定する」とあるのは「を特定する」と、同項第八号中「前各号」とあるのは「第一号

及び第四号から前号まで」と、第百十四条第一項中「次に」とあるのは「第一号及び第

四号から第七号までに」と、同項第七号中「前各号」とあるのは「第一号及び前三号」

と、同条第二項中「前項各号」とあるのは「前項第一号及び第四号から第七号まで」と、

同条第三項中「第一項各号」とあるのは「第一項第一号及び第四号から第七号まで」と

読み替えるものとする。 

（手数料） 

第百十九条 第百十五条の規定により行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を行政

機関の長と締結する者は、政令で定めるところにより、実費を勘案して政令で定める額

の手数料を納めなければならない。 

２ 前条第二項において準用する第百十五条の規定により行政機関等匿名加工情報の利用

に関する契約を行政機関の長と締結する者は、政令で定めるところにより、前項の政令

で定める額を参酌して政令で定める額の手数料を納めなければならない。 

３ 第百十五条の規定により行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を地方公共団体

の機関と締結する者は、条例で定めるところにより、実費を勘案して政令で定める額を

標準として条例で定める額の手数料を納めなければならない。 

４ 前条第二項において準用する第百十五条の規定により行政機関等匿名加工情報の利用

に関する契約を地方公共団体の機関と締結する者は、条例で定めるところにより、前項

の政令で定める額を参酌して政令で定める額を標準として条例で定める額の手数料を納

めなければならない。 

５ 第百十五条の規定（前条第二項において準用する場合を含む。第八項及び次条におい

て同じ。）により行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を独立行政法人等と締結

する者は、独立行政法人等の定めるところにより、利用料を納めなければならない。 

６ 前項の利用料の額は、実費を勘案して合理的であると認められる範囲内において、独

立行政法人等が定める。 

７ 独立行政法人等は、前二項の規定による定めを一般の閲覧に供しなければならない。 

８ 第百十五条の規定により行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を地方独立行政

法人と締結する者は、地方独立行政法人の定めるところにより、手数料を納めなければ

ならない。 

９ 前項の手数料の額は、実費を勘案し、かつ、第三項又は第四項の条例で定める手数料

の額を参酌して、地方独立行政法人が定める。 

10 地方独立行政法人は、前二項の規定による定めを一般の閲覧に供しなければならない。 

（行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約の解除） 

第百二十条 行政機関の長等は、第百十五条の規定により行政機関等匿名加工情報の利用
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に関する契約を締結した者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該契約を解除す

ることができる。 

一 偽りその他不正の手段により当該契約を締結したとき。 

二 第百十三条各号（第百十八条第二項において準用する場合を含む。）のいずれかに

該当することとなったとき。 

三 当該契約において定められた事項について重大な違反があったとき。 

（識別行為の禁止等） 

第百二十一条 行政機関の長等は、行政機関等匿名加工情報を取り扱うに当たっては、法

令に基づく場合を除き、当該行政機関等匿名加工情報の作成に用いられた個人情報に係

る本人を識別するために、当該行政機関等匿名加工情報を他の情報と照合してはならな

い。 

２ 行政機関の長等は、行政機関等匿名加工情報、第百九条第四項に規定する削除情報及

び第百十六条第一項の規定により行った加工の方法に関する情報（以下この条及び次条

において「行政機関等匿名加工情報等」という。）の漏えいを防止するために必要なも

のとして個人情報保護委員会規則で定める基準に従い、行政機関等匿名加工情報等の適

切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

３ 前二項の規定は、行政機関等から行政機関等匿名加工情報等の取扱いの委託（二以上

の段階にわたる委託を含む。）を受けた者が受託した業務を行う場合について準用する。 

（従事者の義務） 

第百二十二条 行政機関等匿名加工情報等の取扱いに従事する行政機関等の職員若しくは

職員であった者、前条第三項の委託を受けた業務に従事している者若しくは従事してい

た者又は行政機関等において行政機関等匿名加工情報等の取扱いに従事している派遣労

働者若しくは従事していた派遣労働者は、その業務に関して知り得た行政機関等匿名加

工情報等の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 

（匿名加工情報の取扱いに係る義務） 

第百二十三条 行政機関等は、匿名加工情報（行政機関等匿名加工情報を除く。以下この

条において同じ。）を第三者に提供するときは、法令に基づく場合を除き、個人情報保

護委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、第三者に提供される匿名加工情報に

含まれる個人に関する情報の項目及びその提供の方法について公表するとともに、当該

第三者に対して、当該提供に係る情報が匿名加工情報である旨を明示しなければならな

い。 

２ 行政機関等は、匿名加工情報を取り扱うに当たっては、法令に基づく場合を除き、当

該匿名加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するために、当該個人情

報から削除された記述等若しくは個人識別符号若しくは第四十三条第一項の規定により

行われた加工の方法に関する情報を取得し、又は当該匿名加工情報を他の情報と照合し

てはならない。 

３ 行政機関等は、匿名加工情報の漏えいを防止するために必要なものとして個人情報保

護委員会規則で定める基準に従い、匿名加工情報の適切な管理のために必要な措置を講

じなければならない。 

４ 前二項の規定は、行政機関等から匿名加工情報の取扱いの委託（二以上の段階にわた
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る委託を含む。）を受けた者が受託した業務を行う場合について準用する。 

第六節 雑則 

（適用除外等） 

第百二十四条 第四節の規定は、刑事事件若しくは少年の保護事件に係る裁判、検察官、

検察事務官若しくは司法警察職員が行う処分、刑若しくは保護処分の執行、更生緊急保

護又は恩赦に係る保有個人情報（当該裁判、処分若しくは執行を受けた者、更生緊急保

護の申出をした者又は恩赦の上申があった者に係るものに限る。）については、適用し

ない。 

２ 保有個人情報（行政機関情報公開法第五条、独立行政法人等情報公開法第五条又は情

報公開条例に規定する不開示情報を専ら記録する行政文書等に記録されているものに限

る。）のうち、まだ分類その他の整理が行われていないもので、同一の利用目的に係る

ものが著しく大量にあるためその中から特定の保有個人情報を検索することが著しく困

難であるものは、第四節（第四款を除く。）の規定の適用については、行政機関等に保

有されていないものとみなす。 

（適用の特例） 

第百二十五条 第五十八条第二項各号に掲げる者が行う当該各号に定める業務における個

人情報、仮名加工情報又は個人関連情報の取扱いについては、この章（第一節、第六十

六条第二項（第四号及び第五号（同項第四号に係る部分に限る。）に係る部分に限る。）

において準用する同条第一項、第七十五条、前二節、前条第二項及び第百二十七条を除

く。）の規定、第百七十六条及び第百八十条の規定（これらの規定のうち第六十六条第

二項第四号及び第五号（同項第四号に係る部分に限る。）に定める業務に係る部分を除

く。）並びに第百八十一条の規定は、適用しない。 

２ 第五十八条第一項各号に掲げる者による個人情報又は匿名加工情報の取扱いについて

は、同項第一号に掲げる者を独立行政法人等と、同項第二号に掲げる者を地方独立行政

法人と、それぞれみなして、第一節、第七十五条、前二節、前条第二項、第百二十七条

及び次章から第八章まで（第百七十六条、第百八十条及び第百八十一条を除く。）の規

定を適用する。 

３ 第五十八条第一項各号及び第二項各号に掲げる者（同項各号に定める業務を行う場合

に限る。）についての第九十八条の規定の適用については、同条第一項第一号中「第六

十一条第二項の規定に違反して保有されているとき、第六十三条の規定に違反して取り

扱われているとき、第六十四条の規定に違反して取得されたものであるとき、又は第六

十九条第一項及び第二項の規定に違反して利用されているとき」とあるのは「第十八条

若しくは第十九条の規定に違反して取り扱われているとき、又は第二十条の規定に違反

して取得されたものであるとき」と、同項第二号中「第六十九条第一項及び第二項又は

第七十一条第一項」とあるのは「第二十七条第一項又は第二十八条」とする。 

（権限又は事務の委任） 

第百二十六条 行政機関の長は、政令（内閣の所轄の下に置かれる機関及び会計検査院に

あっては、当該機関の命令）で定めるところにより、第二節から前節まで（第七十四条

及び第四節第四款を除く。）に定める権限又は事務を当該行政機関の職員に委任するこ

とができる。 
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（開示請求等をしようとする者に対する情報の提供等） 

第百二十七条 行政機関の長等は、開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求又は第百十

二条第一項若しくは第百十八条第一項の提案（以下この条において「開示請求等」とい

う。）をしようとする者がそれぞれ容易かつ的確に開示請求等をすることができるよう、

当該行政機関の長等の属する行政機関等が保有する保有個人情報の特定又は当該提案に

資する情報の提供その他開示請求等をしようとする者の利便を考慮した適切な措置を講

ずるものとする。 

（行政機関等における個人情報等の取扱いに関する苦情処理） 

第百二十八条 行政機関の長等は、行政機関等における個人情報、仮名加工情報又は匿名

加工情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなければならない。 

（地方公共団体に置く審議会等への諮問） 

第百二十九条 地方公共団体の機関は、条例で定めるところにより、第三章第三節の施策

を講ずる場合その他の場合において、個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な

知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認めるときは、審議会その他の合議制

の機関に諮問することができる。 

第六章 個人情報保護委員会 

第一節 設置等 

（設置） 

第百三十条 内閣府設置法第四十九条第三項の規定に基づいて、個人情報保護委員会（以

下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、内閣総理大臣の所轄に属する。 

（任務） 

第百三十一条 委員会は、行政機関等の事務及び事業の適正かつ円滑な運営を図り、並び

に個人情報の適正かつ効果的な活用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊

かな国民生活の実現に資するものであることその他の個人情報の有用性に配慮しつつ、

個人の権利利益を保護するため、個人情報の適正な取扱いの確保を図ること（個人番号

利用事務等実施者（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（平成二十五年法律第二十七号。以下「番号利用法」という。）第十二条に規定

する個人番号利用事務等実施者をいう。）に対する指導及び助言その他の措置を講ずる

ことを含む。）を任務とする。 

（所掌事務） 

第百三十二条 委員会は、前条の任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 基本方針の策定及び推進に関すること。 

二 個人情報取扱事業者における個人情報の取扱い、個人情報取扱事業者及び仮名加工

情報取扱事業者における仮名加工情報の取扱い、個人情報取扱事業者及び匿名加工情

報取扱事業者における匿名加工情報の取扱い並びに個人関連情報取扱事業者における

個人関連情報の取扱いに関する監督、行政機関等における個人情報、仮名加工情報、

匿名加工情報及び個人関連情報の取扱いに関する監視並びに個人情報、仮名加工情報

及び匿名加工情報の取扱いに関する苦情の申出についての必要なあっせん及びその処

理を行う事業者への協力に関すること（第四号に掲げるものを除く。）。 
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三 認定個人情報保護団体に関すること。 

四 特定個人情報（番号利用法第二条第九項に規定する特定個人情報をいう。）の取扱

いに関する監視又は監督並びに苦情の申出についての必要なあっせん及びその処理を

行う事業者への協力に関すること。 

五 特定個人情報保護評価（番号利用法第二十七条第一項に規定する特定個人情報保護

評価をいう。）に関すること。 

六 個人情報の保護及び適正かつ効果的な活用についての広報及び啓発に関すること。 

七 前各号に掲げる事務を行うために必要な調査及び研究に関すること。 

八 所掌事務に係る国際協力に関すること。 

九 前各号に掲げるもののほか、法律（法律に基づく命令を含む。）に基づき委員会に

属させられた事務 

（職権行使の独立性） 

第百三十三条 委員会の委員長及び委員は、独立してその職権を行う。 

（組織等） 

第百三十四条 委員会は、委員長及び委員八人をもって組織する。 

２ 委員のうち四人は、非常勤とする。 

３ 委員長及び委員は、人格が高潔で識見の高い者のうちから、両議院の同意を得て、内

閣総理大臣が任命する。 

４ 委員長及び委員には、個人情報の保護及び適正かつ効果的な活用に関する学識経験の

ある者、消費者の保護に関して十分な知識と経験を有する者、情報処理技術に関する学

識経験のある者、行政分野に関する学識経験のある者、民間企業の実務に関して十分な

知識と経験を有する者並びに連合組織（地方自治法第二百六十三条の三第一項の連合組

織で同項の規定による届出をしたものをいう。）の推薦する者が含まれるものとする。 

（任期等） 

第百三十五条 委員長及び委員の任期は、五年とする。ただし、補欠の委員長又は委員の

任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員長及び委員は、再任されることができる。 

３ 委員長及び委員の任期が満了したときは、当該委員長及び委員は、後任者が任命され

るまで引き続きその職務を行うものとする。 

４ 委員長又は委員の任期が満了し、又は欠員を生じた場合において、国会の閉会又は衆

議院の解散のために両議院の同意を得ることができないときは、内閣総理大臣は、前条

第三項の規定にかかわらず、同項に定める資格を有する者のうちから、委員長又は委員

を任命することができる。 

５ 前項の場合においては、任命後最初の国会において両議院の事後の承認を得なければ

ならない。この場合において、両議院の事後の承認が得られないときは、内閣総理大臣

は、直ちに、その委員長又は委員を罷免しなければならない。 

（身分保障） 

第百三十六条 委員長及び委員は、次の各号のいずれかに該当する場合を除いては、在任

中、その意に反して罷免されることがない。 

一 破産手続開始の決定を受けたとき。 



51/78 

二 この法律又は番号利用法の規定に違反して刑に処せられたとき。 

三 拘禁刑以上の刑に処せられたとき。 

四 委員会により、心身の故障のため職務を執行することができないと認められたとき、

又は職務上の義務違反その他委員長若しくは委員たるに適しない非行があると認めら

れたとき。 

（罷免） 

第百三十七条 内閣総理大臣は、委員長又は委員が前条各号のいずれかに該当するときは、

その委員長又は委員を罷免しなければならない。 

（委員長） 

第百三十八条 委員長は、委員会の会務を総理し、委員会を代表する。 

２ 委員会は、あらかじめ常勤の委員のうちから、委員長に事故がある場合に委員長を代

理する者を定めておかなければならない。 

（会議） 

第百三十九条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員長及び四人以上の委員の出席がなければ、会議を開き、議決をするこ

とができない。 

３ 委員会の議事は、出席者の過半数でこれを決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

４ 第百三十六条第四号の規定による認定をするには、前項の規定にかかわらず、本人を

除く全員の一致がなければならない。 

５ 委員長に事故がある場合の第二項の規定の適用については、前条第二項に規定する委

員長を代理する者は、委員長とみなす。 

（専門委員） 

第百四十条 委員会に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、委員会の申出に基づいて内閣総理大臣が任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

４ 専門委員は、非常勤とする。 

（事務局） 

第百四十一条 委員会の事務を処理させるため、委員会に事務局を置く。 

２ 事務局に、事務局長その他の職員を置く。 

３ 事務局長は、委員長の命を受けて、局務を掌理する。 

（政治運動等の禁止） 

第百四十二条 委員長及び委員は、在任中、政党その他の政治団体の役員となり、又は積

極的に政治運動をしてはならない。 

２ 委員長及び常勤の委員は、在任中、内閣総理大臣の許可のある場合を除くほか、報酬

を得て他の職務に従事し、又は営利事業を営み、その他金銭上の利益を目的とする業務

を行ってはならない。 

（秘密保持義務） 

第百四十三条 委員長、委員、専門委員及び事務局の職員は、職務上知ることのできた秘

密を漏らし、又は盗用してはならない。その職務を退いた後も、同様とする。 
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（給与） 

第百四十四条 委員長及び委員の給与は、別に法律で定める。 

（規則の制定） 

第百四十五条 委員会は、その所掌事務について、法律若しくは政令を実施するため、又

は法律若しくは政令の特別の委任に基づいて、個人情報保護委員会規則を制定すること

ができる。 

第二節 監督及び監視 

第一款 個人情報取扱事業者等の監督 

（報告及び立入検査） 

第百四十六条 委員会は、第四章（第五節を除く。次条及び第百五十一条において同じ。）

の規定の施行に必要な限度において、個人情報取扱事業者、仮名加工情報取扱事業者、

匿名加工情報取扱事業者又は個人関連情報取扱事業者（以下この款において「個人情報

取扱事業者等」という。）その他の関係者に対し、個人情報、仮名加工情報、匿名加工

情報又は個人関連情報（以下この款及び第三款において「個人情報等」という。）の取

扱いに関し、必要な報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に、当該個人情報取

扱事業者等その他の関係者の事務所その他必要な場所に立ち入らせ、個人情報等の取扱

いに関し質問させ、若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の

請求があったときは、これを提示しなければならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈して

はならない。 

（指導及び助言） 

第百四十七条 委員会は、第四章の規定の施行に必要な限度において、個人情報取扱事業

者等に対し、個人情報等の取扱いに関し必要な指導及び助言をすることができる。 

（勧告及び命令） 

第百四十八条 委員会は、個人情報取扱事業者が第十八条から第二十条まで、第二十一条

（第一項、第三項及び第四項の規定を第四十一条第四項の規定により読み替えて適用す

る場合を含む。）、第二十三条から第二十六条まで、第二十七条（第四項を除き、第五

項及び第六項の規定を第四十一条第六項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、

第二十八条、第二十九条（第一項ただし書の規定を第四十一条第六項の規定により読み

替えて適用する場合を含む。）、第三十条（第二項を除き、第一項ただし書の規定を第

四十一条第六項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第三十二条、第三十

三条（第一項（第五項において準用する場合を含む。）を除く。）、第三十四条第二項

若しくは第三項、第三十五条（第一項、第三項及び第五項を除く。）、第三十八条第二

項、第四十一条（第四項及び第五項を除く。）若しくは第四十三条（第六項を除く。）

の規定に違反した場合、個人関連情報取扱事業者が第三十一条第一項、同条第二項にお

いて読み替えて準用する第二十八条第三項若しくは第三十一条第三項において読み替え

て準用する第三十条第三項若しくは第四項の規定に違反した場合、仮名加工情報取扱事

業者が第四十二条第一項、同条第二項において読み替えて準用する第二十七条第五項若

しくは第六項若しくは第四十二条第三項において読み替えて準用する第二十三条から第
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二十五条まで若しくは第四十一条第七項若しくは第八項の規定に違反した場合又は匿名

加工情報取扱事業者が第四十四条若しくは第四十五条の規定に違反した場合において個

人の権利利益を保護するため必要があると認めるときは、当該個人情報取扱事業者等に

対し、当該違反行為の中止その他違反を是正するために必要な措置をとるべき旨を勧告

することができる。 

２ 委員会は、前項の規定による勧告を受けた個人情報取扱事業者等が正当な理由がなく

てその勧告に係る措置をとらなかった場合において個人の重大な権利利益の侵害が切迫

していると認めるときは、当該個人情報取扱事業者等に対し、その勧告に係る措置をと

るべきことを命ずることができる。 

３ 委員会は、前二項の規定にかかわらず、個人情報取扱事業者が第十八条から第二十条

まで、第二十三条から第二十六条まで、第二十七条第一項、第二十八条第一項若しくは

第三項、第四十一条第一項から第三項まで若しくは第六項から第八項まで若しくは第四

十三条第一項、第二項若しくは第五項の規定に違反した場合、個人関連情報取扱事業者

が第三十一条第一項若しくは同条第二項において読み替えて準用する第二十八条第三項

の規定に違反した場合、仮名加工情報取扱事業者が第四十二条第一項若しくは同条第三

項において読み替えて準用する第二十三条から第二十五条まで若しくは第四十一条第七

項若しくは第八項の規定に違反した場合又は匿名加工情報取扱事業者が第四十五条の規

定に違反した場合において個人の重大な権利利益を害する事実があるため緊急に措置を

とる必要があると認めるときは、当該個人情報取扱事業者等に対し、当該違反行為の中

止その他違反を是正するために必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

４ 委員会は、前二項の規定による命令をした場合において、その命令を受けた個人情報

取扱事業者等がその命令に違反したときは、その旨を公表することができる。 

（委員会の権限の行使の制限） 

第百四十九条 委員会は、前三条の規定により個人情報取扱事業者等に対し報告若しくは

資料の提出の要求、立入検査、指導、助言、勧告又は命令を行うに当たっては、表現の

自由、学問の自由、信教の自由及び政治活動の自由を妨げてはならない。 

２ 前項の規定の趣旨に照らし、委員会は、個人情報取扱事業者等が第五十七条第一項各

号に掲げる者（それぞれ当該各号に定める目的で個人情報等を取り扱う場合に限る。）

に対して個人情報等を提供する行為については、その権限を行使しないものとする。 

（権限の委任） 

第百五十条 委員会は、緊急かつ重点的に個人情報等の適正な取扱いの確保を図る必要が

あることその他の政令で定める事情があるため、個人情報取扱事業者等に対し、第百四

十八条第一項の規定による勧告又は同条第二項若しくは第三項の規定による命令を効果

的に行う上で必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、第二十六条第一

項、第百四十六条第一項、第百六十二条において読み替えて準用する民事訴訟法（平成

八年法律第百九号）第九十九条、第百一条、第百三条、第百五条、第百六条、第百八条

及び第百九条、第百六十三条並びに第百六十四条の規定による権限を事業所管大臣に委

任することができる。 

２ 事業所管大臣は、前項の規定により委任された権限を行使したときは、政令で定める

ところにより、その結果について委員会に報告するものとする。 
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３ 事業所管大臣は、政令で定めるところにより、第一項の規定により委任された権限及

び前項の規定による権限について、その全部又は一部を内閣府設置法第四十三条の地方

支分部局その他の政令で定める部局又は機関の長に委任することができる。 

４ 内閣総理大臣は、第一項の規定により委任された権限及び第二項の規定による権限（金

融庁の所掌に係るものに限り、政令で定めるものを除く。）を金融庁長官に委任する。 

５ 金融庁長官は、政令で定めるところにより、前項の規定により委任された権限につい

て、その一部を証券取引等監視委員会に委任することができる。 

６ 金融庁長官は、政令で定めるところにより、第四項の規定により委任された権限（前

項の規定により証券取引等監視委員会に委任されたものを除く。）の一部を財務局長又

は財務支局長に委任することができる。 

７ 証券取引等監視委員会は、政令で定めるところにより、第五項の規定により委任され

た権限の一部を財務局長又は財務支局長に委任することができる。 

８ 前項の規定により財務局長又は財務支局長に委任された権限に係る事務に関しては、

証券取引等監視委員会が財務局長又は財務支局長を指揮監督する。 

９ 第五項の場合において、証券取引等監視委員会が行う報告又は資料の提出の要求（第

七項の規定により財務局長又は財務支局長が行う場合を含む。）についての審査請求は、

証券取引等監視委員会に対してのみ行うことができる。 

（事業所管大臣の請求） 

第百五十一条 事業所管大臣は、個人情報取扱事業者等に第四章の規定に違反する行為が

あると認めるときその他個人情報取扱事業者等による個人情報等の適正な取扱いを確保

するために必要があると認めるときは、委員会に対し、この法律の規定に従い適当な措

置をとるべきことを求めることができる。 

（事業所管大臣） 

第百五十二条 この款の規定における事業所管大臣は、次のとおりとする。 

一 個人情報取扱事業者等が行う個人情報等の取扱いのうち雇用管理に関するものにつ

いては、厚生労働大臣（船員の雇用管理に関するものについては、国土交通大臣）及

び当該個人情報取扱事業者等が行う事業を所管する大臣、国家公安委員会又はカジノ

管理委員会（次号において「大臣等」という。） 

二 個人情報取扱事業者等が行う個人情報等の取扱いのうち前号に掲げるもの以外のも

のについては、当該個人情報取扱事業者等が行う事業を所管する大臣等 

第二款 認定個人情報保護団体の監督 

（報告の徴収） 

第百五十三条 委員会は、第四章第五節の規定の施行に必要な限度において、認定個人情

報保護団体に対し、認定業務に関し報告をさせることができる。 

（命令） 

第百五十四条 委員会は、第四章第五節の規定の施行に必要な限度において、認定個人情

報保護団体に対し、認定業務の実施の方法の改善、個人情報保護指針の変更その他の必

要な措置をとるべき旨を命ずることができる。 

（認定の取消し） 

第百五十五条 委員会は、認定個人情報保護団体が次の各号のいずれかに該当するときは、
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その認定を取り消すことができる。 

一 第四十八条第一号又は第三号に該当するに至ったとき。 

二 第四十九条各号のいずれかに適合しなくなったとき。 

三 第五十五条の規定に違反したとき。 

四 前条の命令に従わないとき。 

五 不正の手段により第四十七条第一項の認定又は第五十条第一項の変更の認定を受け

たとき。 

２ 委員会は、前項の規定により認定を取り消したときは、その旨を公示しなければなら

ない。 

第三款 行政機関等の監視 

（資料の提出の要求及び実地調査） 

第百五十六条 委員会は、前章の規定の円滑な運用を確保するため必要があると認めると

きは、行政機関の長等（会計検査院長を除く。以下この款において同じ。）に対し、行

政機関等における個人情報等の取扱いに関する事務の実施状況について、資料の提出及

び説明を求め、又はその職員に実地調査をさせることができる。 

（指導及び助言） 

第百五十七条 委員会は、前章の規定の円滑な運用を確保するため必要があると認めると

きは、行政機関の長等に対し、行政機関等における個人情報等の取扱いについて、必要

な指導及び助言をすることができる。 

（勧告） 

第百五十八条 委員会は、前章の規定の円滑な運用を確保するため必要があると認めると

きは、行政機関の長等に対し、行政機関等における個人情報等の取扱いについて勧告を

することができる。 

（勧告に基づいてとった措置についての報告の要求） 

第百五十九条 委員会は、前条の規定により行政機関の長等に対し勧告をしたときは、当

該行政機関の長等に対し、その勧告に基づいてとった措置について報告を求めることが

できる。 

（委員会の権限の行使の制限） 

第百六十条 第百四十九条第一項の規定の趣旨に照らし、委員会は、行政機関の長等が第

五十七条第一項各号に掲げる者（それぞれ当該各号に定める目的で個人情報等を取り扱

う場合に限る。）に対して個人情報等を提供する行為については、その権限を行使しな

いものとする。 

第三節 送達 

（送達すべき書類） 

第百六十一条 第百四十六条第一項の規定による報告若しくは資料の提出の要求、第百四

十八条第一項の規定による勧告若しくは同条第二項若しくは第三項の規定による命令、

第百五十三条の規定による報告の徴収、第百五十四条の規定による命令又は第百五十五

条第一項の規定による取消しは、個人情報保護委員会規則で定める書類を送達して行う。 

２ 第百四十八条第二項若しくは第三項若しくは第百五十四条の規定による命令又は第百

五十五条第一項の規定による取消しに係る行政手続法（平成五年法律第八十八号）第十
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五条第一項又は第三十条の通知は、同法第十五条第一項及び第二項又は第三十条の書類

を送達して行う。この場合において、同法第十五条第三項（同法第三十一条において読

み替えて準用する場合を含む。）の規定は、適用しない。 

（送達に関する民事訴訟法の準用） 

第百六十二条 前条の規定による送達については、民事訴訟法第九十九条、第百一条、第

百三条、第百五条、第百六条、第百八条及び第百九条の規定を準用する。この場合にお

いて、同法第九十九条第一項中「執行官」とあるのは「個人情報保護委員会の職員」と、

同法第百八条中「裁判長」とあり、及び同法第百九条中「裁判所」とあるのは「個人情

報保護委員会」と読み替えるものとする。 

（公示送達） 

第百六十三条 委員会は、次に掲げる場合には、公示送達をすることができる。 

一 送達を受けるべき者の住所、居所その他送達をすべき場所が知れない場合 

二 外国（本邦の域外にある国又は地域をいう。以下同じ。）においてすべき送達につ

いて、前条において読み替えて準用する民事訴訟法第百八条の規定によることができ

ず、又はこれによっても送達をすることができないと認めるべき場合 

三 前条において読み替えて準用する民事訴訟法第百八条の規定により外国の管轄官庁

に嘱託を発した後六月を経過してもその送達を証する書面の送付がない場合 

２ 公示送達は、送達をすべき書類を送達を受けるべき者にいつでも交付すべき旨を委員

会の掲示場に掲示することにより行う。 

３ 公示送達は、前項の規定による掲示を始めた日から二週間を経過することによって、

その効力を生ずる。 

４ 外国においてすべき送達についてした公示送達にあっては、前項の期間は、六週間と

する。 

（電子情報処理組織の使用） 

第百六十四条 委員会の職員が、情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平

成十四年法律第百五十一号）第三条第九号に規定する処分通知等であって第百六十一条

の規定により書類を送達して行うこととしているものに関する事務を、同法第七条第一

項の規定により同法第六条第一項に規定する電子情報処理組織を使用して行ったときは、

第百六十二条において読み替えて準用する民事訴訟法第百九条の規定による送達に関す

る事項を記載した書面の作成及び提出に代えて、当該事項を当該電子情報処理組織を使

用して委員会の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）に備えられたファイルに

記録しなければならない。 

第四節 雑則 

（施行の状況の公表） 

第百六十五条 委員会は、行政機関の長等に対し、この法律の施行の状況について報告を

求めることができる。 

２ 委員会は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要を公表するものとする。 

（地方公共団体による必要な情報の提供等の求め） 

第百六十六条 地方公共団体は、地方公共団体の機関、地方独立行政法人及び事業者等に

よる個人情報の適正な取扱いを確保するために必要があると認めるときは、委員会に対
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し、必要な情報の提供又は技術的な助言を求めることができる。 

２ 委員会は、前項の規定による求めがあったときは、必要な情報の提供又は技術的な助

言を行うものとする。 

（条例を定めたときの届出） 

第百六十七条 地方公共団体の長は、この法律の規定に基づき個人情報の保護に関する条

例を定めたときは、遅滞なく、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、その旨

及びその内容を委員会に届け出なければならない。 

２ 委員会は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項をインターネ

ットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。 

３ 前二項の規定は、第一項の規定による届出に係る事項の変更について準用する。 

（国会に対する報告） 

第百六十八条 委員会は、毎年、内閣総理大臣を経由して国会に対し所掌事務の処理状況

を報告するとともに、その概要を公表しなければならない。 

（案内所の整備） 

第百六十九条 委員会は、この法律の円滑な運用を確保するため、総合的な案内所を整備

するものとする。 

（地方公共団体が処理する事務） 

第百七十条 この法律に規定する委員会の権限及び第百五十条第一項又は第四項の規定に

より事業所管大臣又は金融庁長官に委任された権限に属する事務は、政令で定めるとこ

ろにより、地方公共団体の長その他の執行機関が行うこととすることができる。 

第七章 雑則 

（適用範囲） 

第百七十一条 この法律は、個人情報取扱事業者、仮名加工情報取扱事業者、匿名加工情

報取扱事業者又は個人関連情報取扱事業者が、国内にある者に対する物品又は役務の提

供に関連して、国内にある者を本人とする個人情報、当該個人情報として取得されるこ

ととなる個人関連情報又は当該個人情報を用いて作成された仮名加工情報若しくは匿名

加工情報を、外国において取り扱う場合についても、適用する。 

（外国執行当局への情報提供） 

第百七十二条 委員会は、この法律に相当する外国の法令を執行する外国の当局（以下こ

の条において「外国執行当局」という。）に対し、その職務（この法律に規定する委員

会の職務に相当するものに限る。次項において同じ。）の遂行に資すると認める情報の

提供を行うことができる。 

２ 前項の規定による情報の提供については、当該情報が当該外国執行当局の職務の遂行

以外に使用されず、かつ、次項の規定による同意がなければ外国の刑事事件の捜査（そ

の対象たる犯罪事実が特定された後のものに限る。）又は審判（同項において「捜査等」

という。）に使用されないよう適切な措置がとられなければならない。 

３ 委員会は、外国執行当局からの要請があったときは、次の各号のいずれかに該当する

場合を除き、第一項の規定により提供した情報を当該要請に係る外国の刑事事件の捜査

等に使用することについて同意をすることができる。 

一 当該要請に係る刑事事件の捜査等の対象とされている犯罪が政治犯罪であるとき、
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又は当該要請が政治犯罪について捜査等を行う目的で行われたものと認められるとき。 

二 当該要請に係る刑事事件の捜査等の対象とされている犯罪に係る行為が日本国内に

おいて行われたとした場合において、その行為が日本国の法令によれば罪に当たるも

のでないとき。 

三 日本国が行う同種の要請に応ずる旨の要請国の保証がないとき。 

４ 委員会は、前項の同意をする場合においては、あらかじめ、同項第一号及び第二号に

該当しないことについて法務大臣の確認を、同項第三号に該当しないことについて外務

大臣の確認を、それぞれ受けなければならない。 

（国際約束の誠実な履行等） 

第百七十三条 この法律の施行に当たっては、我が国が締結した条約その他の国際約束の

誠実な履行を妨げることがないよう留意するとともに、確立された国際法規を遵守しな

ければならない。 

（連絡及び協力） 

第百七十四条 内閣総理大臣及びこの法律の施行に関係する行政機関の長（会計検査院長

を除く。）は、相互に緊密に連絡し、及び協力しなければならない。 

（政令への委任） 

第百七十五条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令

で定める。 

第八章 罰則 

第百七十六条 行政機関等の職員若しくは職員であった者、第六十六条第二項各号に定め

る業務若しくは第七十三条第五項若しくは第百二十一条第三項の委託を受けた業務に従

事している者若しくは従事していた者又は行政機関等において個人情報、仮名加工情報

若しくは匿名加工情報の取扱いに従事している派遣労働者若しくは従事していた派遣労

働者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された第六十条第二項

第一号に係る個人情報ファイル（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）

を提供したときは、二年以下の拘禁刑又は百万円以下の罰金に処する。 

第百七十七条 第百四十三条の規定に違反して秘密を漏らし、又は盗用した者は、二年以

下の拘禁刑又は百万円以下の罰金に処する。 

第百七十八条 第百四十八条第二項又は第三項の規定による命令に違反した場合には、当

該違反行為をした者は、一年以下の拘禁刑又は百万円以下の罰金に処する。 

第百七十九条 個人情報取扱事業者（その者が法人（法人でない団体で代表者又は管理人

の定めのあるものを含む。第百八十四条第一項において同じ。）である場合にあっては、

その役員、代表者又は管理人）若しくはその従業者又はこれらであった者が、その業務

に関して取り扱った個人情報データベース等（その全部又は一部を複製し、又は加工し

たものを含む。）を自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用し

たときは、一年以下の拘禁刑又は五十万円以下の罰金に処する。 

第百八十条 第百七十六条に規定する者が、その業務に関して知り得た保有個人情報を自

己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、一年以下の

拘禁刑又は五十万円以下の罰金に処する。 

第百八十一条 行政機関等の職員がその職権を濫用して、専らその職務の用以外の用に供
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する目的で個人の秘密に属する事項が記録された文書、図画又は電磁的記録を収集した

ときは、一年以下の拘禁刑又は五十万円以下の罰金に処する。 

第百八十二条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした者は、五十

万円以下の罰金に処する。 

一 第百四十六条第一項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の

報告をし、若しくは虚偽の資料を提出し、又は当該職員の質問に対して答弁をせず、

若しくは虚偽の答弁をし、若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 

二 第百五十三条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。 

第百八十三条 第百七十六条、第百七十七条及び第百七十九条から第百八十一条までの規

定は、日本国外においてこれらの条の罪を犯した者にも適用する。 

第百八十四条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、そ

の法人又は人の業務に関して、次の各号に掲げる違反行為をしたときは、行為者を罰す

るほか、その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、その人に対して各本条の罰金刑

を科する。 

一 第百七十八条及び第百七十九条 一億円以下の罰金刑 

二 第百八十二条 同条の罰金刑 

２ 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又は管理人が、

その訴訟行為につき法人でない団体を代表するほか、法人を被告人又は被疑者とする場

合の刑事訴訟に関する法律の規定を準用する。 

第百八十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、十万円以下の過料に処する。 

一 第三十条第二項（第三十一条第三項において準用する場合を含む。）又は第五十六

条の規定に違反した者 

二 第五十一条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

三 偽りその他不正の手段により、第八十五条第三項に規定する開示決定に基づく保有

個人情報の開示を受けた者 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第四章から第六章まで及び附則第

二条から第六条までの規定は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政

令で定める日から施行する。 

〔平成一五年一二月政令五〇六号により、平成一七・四・一から施行〕 

（本人の同意に関する経過措置） 

第二条 この法律の施行前になされた本人の個人情報の取扱いに関する同意がある場合に

おいて、その同意が第十五条第一項の規定により特定される利用目的以外の目的で個人

情報を取り扱うことを認める旨の同意に相当するものであるときは、第十六条第一項又

は第二項の同意があったものとみなす。 

第三条 この法律の施行前になされた本人の個人情報の取扱いに関する同意がある場合に

おいて、その同意が第二十三条第一項の規定による個人データの第三者への提供を認め

る旨の同意に相当するものであるときは、同項の同意があったものとみなす。 

（通知に関する経過措置） 
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第四条 第二十三条第二項の規定により本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に

置かなければならない事項に相当する事項について、この法律の施行前に、本人に通知

されているときは、当該通知は、同項の規定により行われたものとみなす。 

第五条 第二十三条第五項第三号の規定により本人に通知し、又は本人が容易に知り得る

状態に置かなければならない事項に相当する事項について、この法律の施行前に、本人

に通知されているときは、当該通知は、同号の規定により行われたものとみなす。 

（名称の使用制限に関する経過措置） 

第六条 この法律の施行の際現に認定個人情報保護団体という名称又はこれに紛らわしい

名称を用いている者については、第四十五条の規定は、同条の規定の施行後六月間は、

適用しない。 

（行政機関等匿名加工情報に関する経過措置） 

第七条 都道府県及び地方自治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市以外の地方公共

団体の機関並びに地方独立行政法人についての第百十条及び第百十一条の規定の適用に

ついては、当分の間、第百十条中「行政機関の長等は、」とあるのは「行政機関の長等

は、次条の規定による募集をしようとする場合であって、」と、第百十一条中「ものと

する」とあるのは「ことができる」とする。 

附 則〔平成一五年五月三〇日法律第六一号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律〔平成一五年五月

法律第五八号〕の施行の日〔平成一七年四月一日〕から施行する。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四条 前二条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定

める。 

附 則〔平成一五年七月一六日法律第一一九号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）の施行の日〔平

成一六年四月一日〕から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

一 第六条の規定 個人情報の保護に関する法律の施行の日〔平成一五年五月三〇日〕

又はこの法律の施行の日のいずれか遅い日 

二～四 〔略〕 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第六条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令

で定める。 

附 則〔平成二一年六月五日法律第四九号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、消費者庁及び消費者委員会設置法（平成二十一年法律第四十八号）

の施行の日〔平成二一年九月一日〕から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第九条の規定 この法律の公布の日 
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二～六 〔略〕 

（処分等に関する経過措置） 

第四条 この法律の施行前にこの法律による改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令

を含む。以下「旧法令」という。）の規定によりされた免許、許可、認可、承認、指定

その他の処分又は通知その他の行為は、法令に別段の定めがあるもののほか、この法律

の施行後は、この法律による改正後のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。以下

「新法令」という。）の相当規定によりされた免許、許可、認可、承認、指定その他の

処分又は通知その他の行為とみなす。 

２ この法律の施行の際現に旧法令の規定によりされている免許の申請、届出その他の行

為は、法令に別段の定めがあるもののほか、この法律の施行後は、新法令の相当規定に

よりされた免許の申請、届出その他の行為とみなす。 

３ この法律の施行前に旧法令の規定により報告、届出、提出その他の手続をしなければ

ならない事項で、この法律の施行日前にその手続がされていないものについては、法令

に別段の定めがあるもののほか、この法律の施行後は、これを、新法令の相当規定によ

りその手続がされていないものとみなして、新法令の規定を適用する。 

（命令の効力に関する経過措置） 

第五条 旧法令の規定により発せられた内閣府設置法第七条第三項の内閣府令又は国家行

政組織法第十二条第一項の省令は、法令に別段の定めがあるもののほか、この法律の施

行後は、新法令の相当規定に基づいて発せられた相当の内閣府設置法第七条第三項の内

閣府令又は国家行政組織法第十二条第一項の省令としての効力を有するものとする。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第八条 この法律の施行前にした行為及びこの法律の附則においてなお従前の例によるこ

ととされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、

なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第九条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則〔平成二七年九月九日法律第六五号抄〕 

沿革 

令和 二年 六月一二日号外法律第四四号〔個人情報の保護に関

する法律等の一部を改正する法律附則一一条による改正〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

〔平成二八年一二月政令三八五号により、平成二九・五・三〇から施行〕 

一 附則第七条第二項、第十条及び第十二条の規定 公布の日 

二 第一条及び第四条並びに附則第五条、第六条、第七条第一項及び第三項、第八条、

第九条〔中略〕の規定 平成二十八年一月一日 

三 〔略〕 

四 次条の規定 公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内において政令で定め
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る日 

五 第三条〔中略〕の規定 番号利用法〔行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律＝平成二五年五月法律第二七号〕附則第一条第五号に掲

げる規定の施行の日〔平成二九年五月三〇日〕 

六 〔略〕 

（通知等に関する経過措置） 

第二条 第二条の規定による改正後の個人情報の保護に関する法律（以下「新個人情報保

護法」という。）第二十三条第二項の規定により個人データを第三者に提供しようとす

る者は、この法律の施行の日（以下「施行日」という。）前においても、個人情報保護

委員会規則で定めるところにより、同項第五号に掲げる事項に相当する事項について本

人に通知するとともに、同項各号に掲げる事項に相当する事項について個人情報保護委

員会に届け出ることができる。この場合において、当該通知及び届出は、施行日以後は、

同項の規定による通知及び届出とみなす。 

（外国にある第三者への提供に係る本人の同意に関する経過措置） 

第三条 施行日前になされた本人の個人情報の取扱いに関する同意がある場合において、

その同意が新個人情報保護法第二十四条の規定による個人データの外国にある第三者へ

の提供を認める旨の同意に相当するものであるときは、同条の同意があったものとみな

す。 

（主務大臣がした処分等に関する経過措置） 

第四条 施行日前に第二条の規定による改正前の個人情報の保護に関する法律（以下「旧

個人情報保護法」という。）又はこれに基づく命令の規定により旧個人情報保護法第三

十六条又は第四十九条に規定する主務大臣（以下この条において単に「主務大臣」とい

う。）がした勧告、命令その他の処分又は通知その他の行為は、施行日以後は、新個人

情報保護法又はこれに基づく命令の相当規定に基づいて、個人情報保護委員会がした勧

告、命令その他の処分又は通知その他の行為とみなす。 

２ この法律の施行の際現に旧個人情報保護法又はこれに基づく命令の規定により主務大

臣に対してされている申請、届出その他の行為は、施行日以後は、新個人情報保護法又

はこれに基づく命令の相当規定に基づいて、個人情報保護委員会に対してされた申請、

届出その他の行為とみなす。 

３ 施行日前に旧個人情報保護法又はこれに基づく命令の規定により主務大臣に対して届

出その他の手続をしなければならない事項で、施行日前にその手続がされていないもの

については、施行日以後は、これを、新個人情報保護法又はこれに基づく命令の相当規

定により個人情報保護委員会に対してその手続をしなければならないとされた事項につ

いてその手続がされていないものとみなして、当該相当規定を適用する。 

（委員長又は委員の任命等に関する経過措置） 

第七条 附則第一条第二号に掲げる規定の施行の際現に従前の特定個人情報保護委員会の

委員長又は委員である者は、それぞれ第二号施行日に、第一条の規定による改正後の個

人情報の保護に関する法律（以下この条において「第二号新個人情報保護法」という。）

第五十四条第三項の規定により、個人情報保護委員会の委員長又は委員として任命され

たものとみなす。この場合において、その任命されたものとみなされる者の任期は、第
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二号新個人情報保護法第五十五条第一項の規定にかかわらず、第二号施行日における従

前の特定個人情報保護委員会の委員長又は委員としてのそれぞれの任期の残任期間と同

一の期間とする。 

２ 附則第一条第二号に掲げる規定の施行に伴い新たに任命されることとなる個人情報保

護委員会の委員については、第二号新個人情報保護法第五十四条第三項に規定する委員

の任命のために必要な行為は、第二号施行日前においても行うことができる。 

３ 附則第一条第二号に掲げる規定の施行の際現に従前の特定個人情報保護委員会の事務

局の職員である者は、別に辞令を発せられない限り、第二号施行日に、同一の勤務条件

をもって、個人情報保護委員会の事務局の相当の職員となるものとする。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第九条 この法律（附則第一条第二号に掲げる規定にあっては、当該規定）の施行前にし

た行為及び前条の規定によりなお従前の例によることとされる場合における第二号施行

日以後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第十条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で

定める。 

（事業者等が講ずべき措置の適切かつ有効な実施を図るための指針の策定に当たっての

配慮） 

第十一条 個人情報保護委員会は、新個人情報保護法第八条に規定する事業者等が講ずべ

き措置の適切かつ有効な実施を図るための指針を策定するに当たっては、この法律の施

行により旧個人情報保護法第二条第三項第五号に掲げる者が新たに個人情報取扱事業者

となることに鑑み、特に小規模の事業者の事業活動が円滑に行われるよう配慮するもの

とする。 

（検討） 

第十二条 政府は、施行日までに、新個人情報保護法の規定の趣旨を踏まえ、行政機関の

保有する個人情報の保護に関する法律第二条第一項に規定する行政機関が保有する同条

第二項に規定する個人情報及び独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律

（平成十五年法律第五十九号）第二条第一項に規定する独立行政法人等が保有する同条

第二項に規定する個人情報（以下この条において「行政機関等保有個人情報」と総称す

る。）の取扱いに関する規制の在り方について、匿名加工情報（新個人情報保護法第二

条第九項に規定する匿名加工情報をいい、行政機関等匿名加工情報（行政機関等保有個

人情報を加工して得られる匿名加工情報をいう。以下この項において同じ。）を含む。）

の円滑かつ迅速な利用を促進する観点から、行政機関等匿名加工情報の取扱いに対する

指導、助言等を統一的かつ横断的に個人情報保護委員会に行わせることを含めて検討を

加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

２ 政府は、この法律の施行後三年を目途として、個人情報の保護に関する基本方針の策

定及び推進その他の個人情報保護委員会の所掌事務について、これを実効的に行うため

に必要な人的体制の整備、財源の確保その他の措置の状況を勘案し、その改善について

検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるもの

とする。 
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３ 政府は、前項に定める事項のほか、この法律の施行後三年を目途として、個人情報の

保護に関する国際的動向、情報通信技術の進展、それに伴う個人情報を活用した新たな

産業の創出及び発展の状況等を勘案し、新個人情報保護法の施行の状況について検討を

加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

４ 政府は、附則第一条第六号に掲げる規定の施行後三年を目途として、預金保険法（昭

和四十六年法律第三十四号）第二条第一項に規定する金融機関が同条第三項に規定する

預金者等から、又は農水産業協同組合貯金保険法（昭和四十八年法律第五十三号）第二

条第一項に規定する農水産業協同組合が同条第三項に規定する貯金者等から、適切に個

人番号の提供を受ける方策及び第七条の規定による改正後の番号利用法の施行の状況に

ついて検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて、国民の理解を得

つつ、所要の措置を講ずるものとする。 

５ 政府は、国の行政機関等が保有する個人情報の安全を確保する上でサイバーセキュリ

ティ（サイバーセキュリティ基本法（平成二十六年法律第百四号）第二条に規定するサ

イバーセキュリティをいう。）に関する対策の的確な策定及び実施が重要であることに

鑑み、国の行政機関等における同法第十三条に規定する基準に基づく対策の策定及び実

施に係る体制の整備等について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるも

のとする。 

６ 政府は、新個人情報保護法の施行の状況、第一項の措置の実施の状況その他の状況を

踏まえ、新個人情報保護法第二条第一項に規定する個人情報及び行政機関等保有個人情

報の保護に関する規定を集約し、一体的に規定することを含め、個人情報の保護に関す

る法制の在り方について検討するものとする。 

附 則〔平成二八年五月二七日法律第五一号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内において政令で定

める日から施行する。〔後略〕 

〔平成二九年二月政令一八号により、平成二九・五・三〇から施行〕 

附 則〔平成三〇年七月二七日法律第八〇号抄〕 

沿革 

令和 元年 五月三一日号外法律第一六号〔情報通信技術の活用

による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営

の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信

の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律附則七七条

による改正〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一・二 〔略〕 

三 〔前略〕附則第五条、第七条から第十条まで〔中略〕の規定 公布の日から起算し

て一年六月を超えない範囲内において政令で定める日 

〔令和元年一〇月政令一三四号により、令和二・一・七から施行〕 
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四 〔略〕 

附 則〔令和元年五月三一日法律第一六号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して九月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。〔後略〕 

〔令和元年一二月政令一八二号により、令和元・一二・一六から施行〕 

附 則〔令和二年六月一二日法律第四四号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

〔令和三年三月政令五五号により、令和四・四・一から施行〕 

一 附則第九条から第十一条までの規定 公布の日 

二 第一条中個人情報の保護に関する法律第八十四条を削り、同法第八十三条を同法第

八十四条とし、同法第八十二条の次に一条を加える改正規定、同法第八十五条の改正

規定、同法第八十六条の改正規定及び同法第八十七条の改正規定、〔中略〕附則第八

条の規定 公布の日から起算して六月を経過した日 

三 次条及び附則第七条の規定 公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内にお

いて政令で定める日 

（通知等に関する経過措置） 

第二条 第一条の規定による改正後の個人情報の保護に関する法律（以下「新個人情報保

護法」という。）第二十三条第二項の規定により個人データを第三者に提供しようとす

る者は、この法律の施行の日（以下「施行日」という。）前においても、個人情報保護

委員会規則で定めるところにより、同項第一号、第四号及び第八号に掲げる事項に相当

する事項について、本人に通知するとともに、個人情報保護委員会に届け出ることがで

きる。この場合において、当該通知及び届出は、施行日以後は、同項の規定による通知

及び届出とみなす。 

第三条 新個人情報保護法第二十三条第五項第三号に規定する個人データの管理について

責任を有する者の住所及び法人にあっては、その代表者の氏名に相当する事項について、

施行日前に、本人に通知されているときは、当該通知は、同号の規定により行われたも

のとみなす。 

（外国にある第三者への提供に係る情報提供等に関する経過措置） 

第四条 新個人情報保護法第二十四条第二項の規定は、個人情報取扱事業者が施行日以後

に同条第一項の規定により本人の同意を得る場合について適用する。 

２ 新個人情報保護法第二十四条第三項の規定は、個人情報取扱事業者が施行日以後に個

人データを同項に規定する外国にある第三者に提供した場合について適用する。 

（個人関連情報の第三者提供に係る本人の同意等に関する経過措置） 

第五条 施行日前になされた本人の個人関連情報の取扱いに関する同意がある場合におい

て、その同意が新個人情報保護法第二十六条の二第一項の規定による個人関連情報の第

三者への提供を認める旨の同意に相当するものであるときは、同項第一号の同意があっ

たものとみなす。 



66/78 

２ 新個人情報保護法第二十六条の二第二項において読み替えて準用する新個人情報保護

法第二十四条第三項の規定は、個人関連情報取扱事業者が施行日以後に個人関連情報を

同項に規定する外国にある第三者に提供した場合について適用する。 

（認定個人情報保護団体の対象事業者に関する経過措置） 

第六条 この法律の施行の際現に認定個人情報保護団体の構成員である個人情報取扱事業

者等については、施行日において新個人情報保護法第五十一条第一項の同意があったも

のとみなして、同項の規定を適用する。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第八条 この法律（附則第一条第二号に掲げる規定にあっては、当該規定）の施行前にし

た行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第九条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で

定める。 

（検討） 

第十条 政府は、この法律の施行後三年ごとに、個人情報の保護に関する国際的動向、情

報通信技術の進展、それに伴う個人情報を活用した新たな産業の創出及び発展の状況等

を勘案し、新個人情報保護法の施行の状況について検討を加え、必要があると認めると

きは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

附 則〔令和三年五月一九日法律第三七号抄〕 

沿革 

令和 四年 六月一七日号外法律第六八号〔刑法等の一部を改正

する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律一一〇条

による改正〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和三年九月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 〔前略〕附則第八条第一項、第五十九条から第六十三条まで、第六十七条及び第七

十一条から第七十三条までの規定 公布の日 

二 〔略〕 

三 附則第七条第三項の規定 公布の日から起算して九月を超えない範囲内において政

令で定める日 

四 第十七条、第三十五条、第四十四条、第五十条及び第五十八条並びに次条、附則第

三条、第五条、第六条、第七条（第三項を除く。）〔中略〕の規定 公布の日から起

算して一年を超えない範囲内において、各規定につき、政令で定める日 

〔令和三年一〇月政令二九一号により、令和四・四・一から施行〕 

五 〔略〕 

六 附則第八条第二項及び第九条第三項の規定 公布の日から起算して一年六月を超え

ない範囲内において政令で定める日 

七 〔前略〕第五十一条並びに附則第九条（第三項を除く。）、第十条〔中略〕の規定 

公布の日から起算して二年を超えない範囲内において、各規定につき、政令で定める
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日 

〔令和四年四月政令一七六号により、令和五・四・一から施行〕 

八～十 〔略〕 

（行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律及び独立行政法人等の保有する個人

情報の保護に関する法律の廃止に伴う経過措置） 

第三条 次に掲げる者に係る前条第一号の規定による廃止前の行政機関の保有する個人情

報の保護に関する法律（以下この条において「旧行政機関個人情報保護法」という。）

第七条若しくは第四十四条の十六又は前条第二号の規定による廃止前の独立行政法人等

の保有する個人情報の保護に関する法律（以下この条において「旧独立行政法人等個人

情報保護法」という。）第八条若しくは第四十四条の十六の規定によるその業務に関し

て知り得た旧行政機関個人情報保護法第二条第二項に規定する個人情報（以下この条に

おいて「旧行政機関個人情報」という。）若しくは旧行政機関個人情報保護法第四十四

条の十五第一項に規定する行政機関非識別加工情報等（以下この条において「旧行政機

関非識別加工情報等」という。）又は旧独立行政法人等個人情報保護法第二条第二項に

規定する個人情報（以下この条において「旧独立行政法人等個人情報」という。）若し

くは旧独立行政法人等個人情報保護法第四十四条の十五第一項に規定する独立行政法人

等非識別加工情報等（以下この条において「旧独立行政法人等非識別加工情報等」とい

う。）の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない義務につ

いては、前条の規定の施行後も、なお従前の例による。 

一 前条の規定の施行の際現に旧行政機関個人情報保護法第二条第一項に規定する行政

機関（以下この条において「旧行政機関」という。）の職員である者又は前条の規定

の施行前において旧行政機関の職員であった者のうち、同条の規定の施行前において

旧行政機関個人情報又は旧行政機関非識別加工情報等の取扱いに従事していた者 

二 前条の規定の施行前において旧行政機関から旧行政機関個人情報又は旧行政機関非

識別加工情報等の取扱いの委託を受けた業務に従事していた者 

三 前条の規定の施行の際現に旧独立行政法人等個人情報保護法第二条第一項に規定す

る独立行政法人等（以下この条において「旧独立行政法人等」という。）の役員若し

くは職員である者又は前条の規定の施行前において旧独立行政法人等の役員若しくは

職員であった者のうち、同条の規定の施行前において旧独立行政法人等個人情報又は

旧独立行政法人等非識別加工情報等の取扱いに従事していた者 

四 前条の規定の施行前において旧独立行政法人等から旧独立行政法人等個人情報又は

旧独立行政法人等非識別加工情報等の取扱いの委託を受けた業務に従事していた者 

２ 前条の規定の施行の日（次項及び第七項において「附則第二条施行日」という。）前

に旧行政機関個人情報保護法第十二条第一項若しくは第二項、第二十七条第一項若しく

は第二項若しくは第三十六条第一項若しくは第二項又は旧独立行政法人等個人情報保護

法第十二条第一項若しくは第二項、第二十七条第一項若しくは第二項若しくは第三十六

条第一項若しくは第二項の規定による請求がされた場合における旧行政機関個人情報保

護法又は旧独立行政法人等個人情報保護法に規定する保有個人情報の開示、訂正及び利

用停止については、なお従前の例による。 

３ 附則第二条施行日前に旧行政機関個人情報保護法第四十四条の五第一項若しくは第四
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十四条の十二第一項又は旧独立行政法人等個人情報保護法第四十四条の五第一項若しく

は第四十四条の十二第一項の提案がされた場合における旧行政機関個人情報保護法又は

旧独立行政法人等個人情報保護法に規定する行政機関非識別加工情報又は独立行政法人

等非識別加工情報の作成及び提供、提案の審査、第三者に対する意見書提出の機会の付

与、利用に関する契約の締結及び解除、手数料の納付その他の手続については、なお従

前の例による。 

４ 第五十条の規定による改正後の個人情報の保護に関する法律（以下この条及び附則第

七条において「第五十条改正後個人情報保護法」という。）第百十一条の規定の適用に

ついては、旧行政機関個人情報保護法又は旧独立行政法人等個人情報保護法の規定によ

り刑に処せられた者は第五十条改正後個人情報保護法の規定により刑に処せられた者と、

旧行政機関個人情報保護法第四十四条の十四又は旧独立行政法人等個人情報保護法第四

十四条の十四の規定により行政機関非識別加工情報又は独立行政法人等非識別加工情報

の利用に関する契約を解除された者は第五十条改正後個人情報保護法第百十八条の規定

により行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を解除された者と、それぞれみなす。 

５ 第五十条改正後個人情報保護法第百十六条第一項の規定の適用については、旧行政機

関個人情報保護法第四十四条の十一（第三項の規定によりなお従前の例によることとさ

れる場合を含む。）の規定により個人情報ファイル簿に同条第一号に掲げる事項が記載

された行政機関非識別加工情報又は旧独立行政法人等個人情報保護法第四十四条の十一

（第三項の規定によりなお従前の例によることとされる場合を含む。）の規定により個

人情報ファイル簿に同条第一号に掲げる事項が記載された独立行政法人等非識別加工情

報は第五十条改正後個人情報保護法第百十五条の規定により個人情報ファイル簿に同条

第一号に掲げる事項が記載された行政機関等匿名加工情報と、旧行政機関個人情報保護

法第四十四条の九（旧行政機関個人情報保護法第四十四条の十二第二項において準用す

る場合を含む。）（第三項の規定によりなお従前の例によることとされる場合を含む。）

の規定により行政機関非識別加工情報の利用に関する契約を締結した者又は旧独立行政

法人等個人情報保護法第四十四条の九（旧独立行政法人等個人情報保護法第四十四条の

十二第二項において準用する場合を含む。）（第三項の規定によりなお従前の例による

こととされる場合を含む。）の規定により独立行政法人等非識別加工情報の利用に関す

る契約を締結した者は第五十条改正後個人情報保護法第百十三条（第五十条改正後個人

情報保護法第百十六条第二項において準用する場合を含む。）の規定により行政機関等

匿名加工情報の利用に関する契約を締結した者と、それぞれみなす。 

６ 第五十条改正後個人情報保護法第百十九条第二項（同条第三項において準用する場合

を含む。）の規定の適用については、旧行政機関個人情報保護法第四十四条の十第一項

又は旧独立行政法人等個人情報保護法第四十四条の十第一項の規定により行った加工の

方法に関する情報は、第五十条改正後個人情報保護法第百十四条第一項の規定により行

った加工の方法に関する情報とみなす。 

７ 附則第二条施行日前に旧行政機関個人情報保護法又は旧独立行政法人等個人情報保護

法の規定により個人情報保護委員会又は総務大臣がした又はすべき処分その他の行為は、

附則第二条施行日以後は、この附則に別段の定めがあるものを除き、第五十条改正後個

人情報保護法の相当規定に基づいて、個人情報保護委員会がした又はすべき処分その他
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の行為とみなす。 

８ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、前条の規定の施行前において旧行政機関が

保有していた個人の秘密に属する事項が記録された旧行政機関個人情報保護法第二条第

六項に規定する個人情報ファイルであって同項第一号に係るもの（その全部又は一部を

複製し、又は加工したものを含む。）を前条の規定の施行後に提供したときは、二年以

下の拘禁刑又は百万円以下の罰金に処する。 

一 前条の規定の施行の際現に旧行政機関の職員である者又は同条の規定の施行前にお

いて旧行政機関の職員であった者 

二 第一項第二号に掲げる者 

９ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、前条の規定の施行前において旧独立行政法

人等が保有していた個人の秘密に属する事項が記録された旧独立行政法人等個人情報保

護法第二条第六項に規定する個人情報ファイルであって同項第一号に係るもの（その全

部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）を前条の規定の施行後に提供したと

きは、二年以下の拘禁刑又は百万円以下の罰金に処する。 

一 前条の規定の施行の際現に旧独立行政法人等の役員若しくは職員である者又は同条

の規定の施行前において旧独立行政法人等の役員若しくは職員であった者 

二 第一項第四号に掲げる者 

10 第八項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得た前条の規定の施行前において旧

行政機関が保有していた旧行政機関個人情報保護法第二条第五項に規定する保有個人情

報を前条の規定の施行後に自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は

盗用したときは、一年以下の拘禁刑又は五十万円以下の罰金に処する。 

11 第九項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得た前条の規定の施行前において旧

独立行政法人等が保有していた旧独立行政法人等個人情報保護法第二条第五項に規定す

る保有個人情報を前条の規定の施行後に自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で

提供し、又は盗用したときは、一年以下の拘禁刑又は五十万円以下の罰金に処する。 

12 第八項から前項までの規定は、日本国外においてこれらの項の罪を犯した者にも適用

する。 

（第五十条の規定の施行に伴う経過措置） 

第七条 第五十条の規定の施行の日（以下この条において「第五十条施行日」という。）

前に別表第二法人等（第五十条改正後個人情報保護法別表第二に掲げる法人、第五十条

改正後個人情報保護法第五十八条第二項の規定により第五十条改正後個人情報保護法第

十六条第二項に規定する個人情報取扱事業者、同条第五項に規定する仮名加工情報取扱

事業者若しくは同条第七項に規定する個人関連情報取扱事業者とみなされる独立行政法

人労働者健康安全機構又は同条第八項に規定する学術研究機関等である同条第二項に規

定する個人情報取扱事業者をいう。以下この条において同じ。）に対しされた本人の個

人情報の取扱いに関する同意がある場合において、その同意が第五十条改正後個人情報

保護法第十七条第一項の規定により特定される利用目的以外の目的で個人情報を取り扱

うことを認める旨の同意に相当するものであるときは、第五十条施行日において第五十

条改正後個人情報保護法第十八条第一項又は第二項の同意があったものとみなす。 

２ 第五十条施行日前に別表第二法人等に対しされた本人の個人情報の取扱いに関する同
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意がある場合において、その同意が第五十条改正後個人情報保護法第二十七条第一項の

規定による個人データの第三者への提供を認める旨の同意に相当するものであるときは、

第五十条施行日において同項の同意があったものとみなす。 

３ 第五十条改正後個人情報保護法第二十七条第二項の規定により個人データを第三者に

提供しようとする別表第二法人等は、第五十条施行日前においても、個人情報保護委員

会規則で定めるところにより、同項各号に掲げる事項に相当する事項について、本人に

通知するとともに、個人情報保護委員会に届け出ることができる。この場合において、

当該通知及び届出は、第五十条施行日以後は、同項の規定による通知及び届出とみなす。 

４ 第五十条改正後個人情報保護法第二十七条第五項第三号の規定により本人に通知し、

又は本人が容易に知り得る状態に置かなければならない事項に相当する事項について、

第五十条施行日前に、別表第二法人等により本人に通知されているときは、当該通知は、

第五十条施行日以後は、同号の規定による通知とみなす。 

５ 第五十条施行日前に別表第二法人等に対しされた本人の個人情報の取扱いに関する同

意がある場合において、その同意が第五十条改正後個人情報保護法第二十八条第一項の

規定による個人データの外国にある第三者への提供を認める旨の同意に相当するもので

あるときは、第五十条施行日において同項の同意があったものとみなす。 

６ 第五十条改正後個人情報保護法第二十八条第二項の規定は、別表第二法人等が第五十

条施行日以後に第五十条改正後個人情報保護法第二十八条第一項の規定により本人の同

意を得る場合について適用する。 

７ 第五十条改正後個人情報保護法第二十八条第三項の規定は、別表第二法人等が第五十

条施行日以後に個人データを同項に規定する外国にある第三者に提供した場合について

適用する。 

８ 第五十条施行日前に別表第二法人等に対しされた本人の個人関連情報の取扱いに関す

る同意がある場合において、その同意が第五十条改正後個人情報保護法第三十一条第一

項第一号の規定による個人関連情報の第三者への提供を認める旨の同意に相当するもの

であるときは、第五十条施行日において同号の同意があったものとみなす。 

９ 第五十条改正後個人情報保護法第三十一条第二項において読み替えて準用する第五十

条改正後個人情報保護法第二十八条第三項の規定は、別表第二法人等が第五十条施行日

以後に個人関連情報を同項に規定する外国にある第三者に提供した場合について適用す

る。 

10 第五十条施行日前に第五十条改正後個人情報保護法第二条第十一項に規定する行政機

関等（第五十条改正後個人情報保護法第五十八条第二項の規定により第五十条改正後個

人情報保護法第十六条第二項に規定する個人情報取扱事業者とみなされる独立行政法人

労働者健康安全機構を除く。以下この条において「行政機関等」という。）に対しされ

た本人の個人情報の取扱いに関する同意がある場合において、その同意が第五十条改正

後個人情報保護法第六十一条第一項の規定により特定される利用目的以外の目的のため

に保有個人情報を自ら利用し、又は提供することを認める旨の同意に相当するものであ

るときは、第五十条施行日において第五十条改正後個人情報保護法第六十九条第二項第

一号の同意があったものとみなす。 

11 第五十条施行日前に行政機関等に対しされた本人の個人情報の取扱いに関する同意が
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ある場合において、その同意が第五十条改正後個人情報保護法第七十一条第一項の規定

による保有個人情報の外国にある第三者への提供を認める旨の同意に相当するものであ

るときは、第五十条施行日において同項の同意があったものとみなす。 

12 第五十条改正後個人情報保護法第七十一条第二項の規定は、行政機関等が第五十条施

行日以後に第五十条改正後個人情報保護法第七十一条第一項の規定により本人の同意を

得る場合について適用する。 

13 第五十条改正後個人情報保護法第七十一条第三項の規定は、行政機関等が第五十条施

行日以後に保有個人情報を同項に規定する外国にある第三者に提供した場合について適

用する。 

14 第五十条施行日において現に第五十条改正後個人情報保護法第二条第八項に規定する

行政機関が保有している第五十条改正後個人情報保護法第六十条第二項に規定する個人

情報ファイルについての第五十条改正後個人情報保護法第七十四条第一項の規定の適用

については、同項中「保有しようとする」とあるのは「保有している」と、「あらかじ

め」とあるのは「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和

三年法律第三十七号）第五十条の規定の施行後遅滞なく」とする。 

（第五十一条の規定の施行に伴う準備行為） 

第八条 国は、第五十一条の規定による改正後の個人情報の保護に関する法律（以下この

条、次条及び附則第十条第一項において「第五十一条改正後個人情報保護法」という。）

の規定による地方公共団体の機関及び地方独立行政法人の保有する個人情報の適正な取

扱いを確保するため、地方公共団体に対して必要な資料の提出を求めることその他の方

法により地方公共団体の機関及び地方独立行政法人における第五十一条改正後個人情報

保護法の施行のために必要な準備行為の実施状況を把握した上で、必要があると認める

ときは、当該準備行為について技術的な助言又は勧告をするものとする。 

２ 第五十一条改正後個人情報保護法第百六十七条第一項の規定による届出は、第五十一

条の規定の施行の日（次条において「第五十一条施行日」という。）前においても行う

ことができる。 

（第五十一条の規定の施行に伴う経過措置） 

第九条 第五十一条施行日前に特定地方独立行政法人等（第五十一条改正後個人情報保護

法第五十八条第一項第二号に掲げる者又は同条第二項の規定により第五十一条改正後個

人情報保護法第十六条第二項に規定する個人情報取扱事業者、同条第五項に規定する仮

名加工情報取扱事業者若しくは同条第七項に規定する個人関連情報取扱事業者とみなさ

れる第五十一条改正後個人情報保護法第五十八条第二項第一号に掲げる者をいう。以下

この条において同じ。）に対しされた本人の個人情報の取扱いに関する同意がある場合

において、その同意が第五十一条改正後個人情報保護法第十七条第一項の規定により特

定される利用目的以外の目的で個人情報を取り扱うことを認める旨の同意に相当するも

のであるときは、第五十一条施行日において第五十一条改正後個人情報保護法第十八条

第一項又は第二項の同意があったものとみなす。 

２ 第五十一条施行日前に特定地方独立行政法人等に対しされた本人の個人情報の取扱い

に関する同意がある場合において、その同意が第五十一条改正後個人情報保護法第二十

七条第一項の規定による個人データの第三者への提供を認める旨の同意に相当するもの
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であるときは、第五十一条施行日において同項の同意があったものとみなす。 

３ 第五十一条改正後個人情報保護法第二十七条第二項の規定により個人データを第三者

に提供しようとする特定地方独立行政法人等は、第五十一条施行日前においても、個人

情報保護委員会規則で定めるところにより、同項各号に掲げる事項に相当する事項につ

いて、本人に通知するとともに、個人情報保護委員会に届け出ることができる。この場

合において、当該通知及び届出は、第五十一条施行日以後は、同項の規定による通知及

び届出とみなす。 

４ 第五十一条改正後個人情報保護法第二十七条第五項第三号の規定により本人に通知し、

又は本人が容易に知り得る状態に置かなければならない事項に相当する事項について、

第五十一条施行日前に、特定地方独立行政法人等により本人に通知されているときは、

当該通知は、第五十一条施行日以後は、同号の規定による通知とみなす。 

５ 第五十一条施行日前に特定地方独立行政法人等に対しされた本人の個人情報の取扱い

に関する同意がある場合において、その同意が第五十一条改正後個人情報保護法第二十

八条第一項の規定による個人データの外国にある第三者への提供を認める旨の同意に相

当するものであるときは、第五十一条施行日において同項の同意があったものとみなす。 

６ 第五十一条改正後個人情報保護法第二十八条第二項の規定は、特定地方独立行政法人

等が第五十一条施行日以後に第五十一条改正後個人情報保護法第二十八条第一項の規定

により本人の同意を得る場合について適用する。 

７ 第五十一条改正後個人情報保護法第二十八条第三項の規定は、特定地方独立行政法人

等が第五十一条施行日以後に個人データを同項に規定する外国にある第三者に提供した

場合について適用する。 

８ 第五十一条施行日前に特定地方独立行政法人等に対しされた本人の個人関連情報の取

扱いに関する同意がある場合において、その同意が第五十一条改正後個人情報保護法第

三十一条第一項第一号の規定による個人関連情報の第三者への提供を認める旨の同意に

相当するものであるときは、第五十一条施行日において同号の同意があったものとみな

す。 

９ 第五十一条改正後個人情報保護法第三十一条第二項において読み替えて準用する第五

十一条改正後個人情報保護法第二十八条第三項の規定は、特定地方独立行政法人等が第

五十一条施行日以後に個人関連情報を同項に規定する外国にある第三者に提供した場合

について適用する。 

10 第五十一条施行日前に第五十一条改正後個人情報保護法第二条第十一項第二号又は第

四号に掲げる者（第五十一条改正後個人情報保護法第五十八条第二項の規定により第五

十一条改正後個人情報保護法第十六条第二項に規定する個人情報取扱事業者とみなされ

る第五十一条改正後個人情報保護法第五十八条第二項第一号に掲げる者を除く。以下こ

の条において同じ。）に対しされた本人の個人情報の取扱いに関する同意がある場合に

おいて、その同意が第五十一条改正後個人情報保護法第六十一条第一項の規定により特

定される利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供することを

認める旨の同意に相当するものであるときは、第五十一条施行日において第五十一条改

正後個人情報保護法第六十九条第二項第一号の同意があったものとみなす。 

11 第五十一条施行日前に第五十一条改正後個人情報保護法第二条第十一項第二号又は第
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四号に掲げる者に対しされた本人の個人情報の取扱いに関する同意がある場合において、

その同意が第五十一条改正後個人情報保護法第七十一条第一項の規定による保有個人情

報の外国にある第三者への提供を認める旨の同意に相当するものであるときは、第五十

一条施行日において同項の同意があったものとみなす。 

12 第五十一条改正後個人情報保護法第七十一条第二項の規定は、第五十一条改正後個人

情報保護法第二条第十一項第二号又は第四号に掲げる者が第五十一条施行日以後に第五

十一条改正後個人情報保護法第七十一条第一項の規定により本人の同意を得る場合につ

いて適用する。 

13 第五十一条改正後個人情報保護法第七十一条第三項の規定は、第五十一条改正後個人

情報保護法第二条第十一項第二号又は第四号に掲げる者が第五十一条施行日以後に保有

個人情報を第五十一条改正後個人情報保護法第七十一条第三項に規定する外国にある第

三者に提供した場合について適用する。 

（第五十一条と条例との関係） 

第十条 地方公共団体の条例の規定で、第五十一条改正後個人情報保護法で規制する行為

を処罰する旨を定めているものの当該行為に係る部分については、第五十一条の規定の

施行と同時に、その効力を失うものとする。 

２ 前項の規定により条例の規定がその効力を失う場合において、当該地方公共団体が条

例で別段の定めをしないときは、その失効前にした違反行為の処罰については、その失

効後も、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第七十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条

において同じ。）の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によるこ

ととされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、

なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第七十二条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則

に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

（検討） 

第七十三条 政府は、行政機関等に係る申請、届出、処分の通知その他の手続において、

個人の氏名を平仮名又は片仮名で表記したものを利用して当該個人を識別できるように

するため、個人の氏名を平仮名又は片仮名で表記したものを戸籍の記載事項とすること

を含め、この法律の公布後一年以内を目途としてその具体的な方策について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

附 則〔令和四年五月二五日法律第四八号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して四年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

〔令和七年一二月政令四一四号により、令和八・五・二一から施行〕 

一 〔前略〕附則第百二十五条の規定 公布の日 

二～五 〔略〕 
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（罰則に関する経過措置） 

第百二十四条 この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によ

ることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用について

は、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第百二十五条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、

政令で定める。 

（検討） 

第百二十六条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による

改正後の民事訴訟法その他の法律の規定の施行の状況について検討を加え、必要がある

と認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

附 則〔令和四年五月二七日法律第五四号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。〔後略〕 

〔令和四年六月政令二一七号により、令和四・六・一七から施行〕 

〔令和四年六月一七日法律第六八号抄〕 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

第四百四十一条 刑法等の一部を改正する法律（令和四年法律第六十七号。以下「刑法等

一部改正法」という。）及びこの法律（以下「刑法等一部改正法等」という。）の施行

前にした行為の処罰については、次章に別段の定めがあるもののほか、なお従前の例に

よる。 

２ 刑法等一部改正法等の施行後にした行為に対して、他の法律の規定によりなお従前の

例によることとされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の法律の

規定の例によることとされる罰則を適用する場合において、当該罰則に定める刑（刑法

施行法第十九条第一項の規定又は第八十二条の規定による改正後の沖縄の復帰に伴う特

別措置に関する法律第二十五条第四項の規定の適用後のものを含む。）に刑法等一部改

正法第二条の規定による改正前の刑法（明治四十年法律第四十五号。以下この項におい

て「旧刑法」という。）第十二条に規定する懲役（以下「懲役」という。）、旧刑法第

十三条に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）又は旧刑法第十六条に規定する拘留（以

下「旧拘留」という。）が含まれるときは、当該刑のうち無期の懲役又は禁錮はそれぞ

れ無期拘禁刑と、有期の懲役又は禁錮はそれぞれその刑と長期及び短期（刑法施行法第

二十条の規定の適用後のものを含む。）を同じくする有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び

短期（刑法施行法第二十条の規定の適用後のものを含む。）を同じくする拘留とする。 

（裁判の効力とその執行に関する経過措置） 

第四百四十二条 懲役、禁錮及び旧拘留の確定裁判の効力並びにその執行については、次

章に別段の定めがあるもののほか、なお従前の例による。 

（人の資格に関する経過措置） 

第四百四十三条 懲役、禁錮又は旧拘留に処せられた者に係る人の資格に関する法令の規

定の適用については、無期の懲役又は禁錮に処せられた者はそれぞれ無期拘禁刑に処せ
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られた者と、有期の懲役又は禁錮に処せられた者はそれぞれ刑期を同じくする有期拘禁

刑に処せられた者と、旧拘留に処せられた者は拘留に処せられた者とみなす。 

２ 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の法律の規定によりなお従前の例によること

とされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の法律の規定の例によ

ることとされる人の資格に関する法令の規定の適用については、無期拘禁刑に処せられ

た者は無期禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じくする有期

禁錮に処せられた者と、拘留に処せられた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられた者

とみなす。 

（経過措置の政令への委任） 

第五百九条 この編に定めるもののほか、刑法等一部改正法等の施行に伴い必要な経過措

置は、政令で定める。 

附 則〔令和四年六月一七日法律第六八号抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は、刑法等一部改正法〔刑法等の一部を改正する法律＝令和四年六月法律第

六七号〕施行日〔令和七年六月一日〕から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 第五百九条の規定 公布の日 

二 〔略〕 

附 則〔令和五年五月一九日法律第三二号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 〔略〕 

二 〔前略〕附則〔中略〕第十五条〔中略〕の規定 公布の日から起算して九月を超え

ない範囲内において政令で定める日 

〔令和五年一二月政令三七八号により、令和六・二・一六から施行〕 

附 則〔令和五年六月七日法律第四七号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、国立健康危機管理研究機構法（令和五年法律第四十六号）の施行の

日〔令和七年四月一日〕（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、附則第五

条の規定は、公布の日から施行する。 

（罰則に関する経過措置） 

第四条 この法律の施行前にした行為及び前条の規定によりなお従前の例によることとさ

れる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従

前の例による。 

（政令への委任） 

第五条 前三条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定

める。 

附 則〔令和五年一一月二九日法律第七九号抄〕 

（施行期日） 
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第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第六十八条の規定 公布の日 

二 〔前略〕附則〔中略〕第五十五条〔中略〕の規定 公布の日から起算して三月を超

えない範囲内において政令で定める日 

〔令和六年一月政令二一号により、令和六・二・一から施行〕 

三 〔前略〕附則〔中略〕第六十七条の規定 令和六年四月一日 

四・五 〔略〕 

（罰則に関する経過措置） 

第六十七条 この法律（附則第一条第三号及び第四号に掲げる規定にあっては、当該規定。

以下この条及び次条において同じ。）の施行前にした行為及びこの附則の規定によりな

お従前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則

の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第六十八条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰

則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

（検討） 

第六十九条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後のそれ

ぞれの法律（以下この条において「改正後の各法律」という。）の施行の状況等を勘案

し、必要があると認めるときは、改正後の各法律の規定について検討を加え、その結果

に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

附 則〔令和六年六月七日法律第四六号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年三月を超えない範囲内において政令で定

める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

一 〔略〕 

二 〔前略〕附則第八条から第十一条までの規定〔中略〕 公布の日から起算して一年

を超えない範囲内において政令で定める日 

〔令和六年一二月政令三六二号により、令和七・四・一から施行〕 

三 〔略〕 

附 則〔令和六年六月二一日法律第六〇号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。〔後略〕 

〔令和七年一〇月政令三四〇号により、令和九・四・一から施行〕 

附 則〔令和七年六月一八日法律第七〇号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和八年十月一日から施行する。〔後略〕 

別表第一（第二条関係） 
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名称 根拠法 

沖縄科学技術大学院大学学園 沖縄科学技術大学院大学学園法（平成二十一年法律

第七十六号） 

沖縄振興開発金融公庫 沖縄振興開発金融公庫法（昭和四十七年法律第三十

一号） 

外国人技能実習機構 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の

保護に関する法律（平成二十八年法律第八十九号） 

株式会社国際協力銀行 株式会社国際協力銀行法（平成二十三年法律第三十

九号） 

株式会社日本政策金融公庫 株式会社日本政策金融公庫法（平成十九年法律第五

十七号） 

株式会社日本貿易保険 貿易保険法（昭和二十五年法律第六十七号） 

金融経済教育推進機構 金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関す

る法律（平成十二年法律第百一号） 

原子力損害賠償・廃炉等支援機構 原子力損害賠償・廃炉等支援機構法（平成二十三年

法律第九十四号） 

国立健康危機管理研究機構 国立健康危機管理研究機構法（令和五年法律第四十

六号） 

国立大学法人 国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号） 

大学共同利用機関法人 国立大学法人法 

脱炭素成長型経済構造移行推進機構 脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関

する法律（令和五年法律第三十二号） 

日本銀行 日本銀行法（平成九年法律第八十九号） 

日本司法支援センター 総合法律支援法（平成十六年法律第七十四号） 

日本私立学校振興・共済事業団 日本私立学校振興・共済事業団法（平成九年法律第

四十八号） 

日本中央競馬会 日本中央競馬会法（昭和二十九年法律第二百五号） 

日本年金機構 日本年金機構法（平成十九年法律第百九号） 

農水産業協同組合貯金保険機構 農水産業協同組合貯金保険法（昭和四十八年法律第

五十三号） 

福島国際研究教育機構 福島復興再生特別措置法（平成二十四年法律第二十

五号） 

放送大学学園 放送大学学園法（平成十四年法律第百五十六号） 

預金保険機構 預金保険法（昭和四十六年法律第三十四号） 

別表第二（第二条、第五十八条関係） 

名称 根拠法 

沖縄科学技術大学院大学学園 沖縄科学技術大学院大学学園法 

国立研究開発法人 独立行政法人通則法 

国立健康危機管理研究機構 国立健康危機管理研究機構法 
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国立大学法人 国立大学法人法 

大学共同利用機関法人 国立大学法人法 

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人国立病院機構法（平成十四年法律第百

九十一号） 

独立行政法人地域医療機能推進機構 独立行政法人地域医療機能推進機構法（平成十七年

法律第七十一号） 

福島国際研究教育機構 福島復興再生特別措置法 

放送大学学園 放送大学学園法 

 



津島市が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書 

 

津島市長（以下「市長」という。）と津島警察署長（以下「警察署長」という。）

は、津島市が行う事務及び事業からの暴力団の排除を徹底するため、相互の連絡協議

体制の確立に関し、下記のとおり合意する。 

記 

１ 定義 

この合意書において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(1) 事務又は事業 津島市が行う次に掲げる契約その他の事務又は事業をいう。 

ア 建設工事、測量・建設コンサルタント、物品・委託役務の提供等の契約 

イ 公有財産の処分又は貸付け等の契約 

ウ 補助金・交付金等の交付 

エ 許認可及び登録 

オ その他暴力団を利することとなるおそれがある事務又は事業 

(2) 法人等 法人その他の団体又は個人をいう。 

(3) 役員等 法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、

その他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、

個人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者をいう。 

(4) 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。 

(5) 暴力団員 暴力団の構成員をいう。 

(6) 暴力団関係者 暴力団員ではないが暴力団と関係を持ちながら、その組織の威

力を背景として暴力的不法行為等を行う者をいう。 

(7) 排除措置 事務又は事業が暴力団を利することとならない次に掲げる措置をい

う。 

ア 競争入札への参加資格を有する者に対する指名停止措置又は競争入札による

契約若しくは随意契約において契約の相手方としない措置 



イ 申請等を拒否し、許可等を取り消すなどにより事務又は事業の相手方としな

いこと。 

ウ 補助金若しくは交付金若しくは貸付金を返還させ、又は違約利息若しくは損

害賠償等を求めること。 

エ その他暴力団を排除するために有効な措置 

２ 排除措置の対象となる法人等 

この合意書に基づく排除措置の対象となる法人等（以下「排除措置対象法人

等」という。）は、次に掲げるものとする。 

(1) 役員等に、暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）がいる

法人等 

(2) 暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与している法人等 

(3) 役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営

若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしている法人等 

(4) 役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しく

は運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与している法人等 

(5) 役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を

有している法人等 

(6) 役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りな

がら、これを利用するなどしている法人等 

３ 情報交換 

(1) 市長は、事務又は事業の相手方となり得る法人等が、排除措置対象法人等に該

当するか否かについて、警察署長に対し、照会書（様式第１号）により照会する

ことができるものとする。 

(2) 警察署長は、前号の照会を受けたときは、市長に対し、速やかに回答書（様式

第２号）により回答するものとする。 

(3) 警察署長は、前号の規定により回答するほか、排除措置対象法人等に該当する

と認めたときは、市長に対し、速やかに通報書（様式第３号）により通報するも



のとする。 

４ 排除措置の要請及び措置結果の通知 

(1) 警察署長は、事務又は事業の相手方となり得る法人等が排除措置対象法人等に

該当すると認める３(2)の回答又は３(3)の通報をするときは、当該回答又は通報

に併せて、市長に対し、当該法人等の当該事務又は事業からの排除措置の要請を

行うものとする。 

(2) 警察署長は、市長が講ずる排除措置に関し必要な助言をすることができる。 

(3) 市長は、(1)の排除措置の要請に係る措置の状況を警察署長に対し通知書（様

式第４号）により通知するものとする。 

５ 事務又は事業に係る妨害又は不当要求の際の措置 

市長は、事務又は事業の相手方となる法人等から、当該事務又は事業の実施に

関し、妨害（不法な行為等で、事務又は事業の実施の障害となるものをいう。以下

同じ。）又は不当要求（金銭の給付等一定の行為を請求する権利若しくは正当な利

益がないにもかかわらずこれを要求し、又はその要求の方法、態様若しくは程度が

社会的に正当なものと認められないものをいう。以下同じ。）（以下「妨害等」と

いう。）を受けた旨の申し出があった場合は、当該法人等に対して警察へ被害届を

提出するよう指導するものとする。 

６ 支援・協力体制 

(1) 市長は、この合意書に基づいて講ずる措置の相手方となる法人等からの妨害等

が予想されるときは、警察署長に対し、警察官の出動を要請することができるも

のとする。 

(2) 警察署長は、市長が、この合意書に基づく措置を講ずる際、又は措置を講じた

後、当該措置の相手方となる法人等からの妨害、不服申立等の紛議が生じたとき

は、積極的に支援し、及び協力するものとする。 

７ 情報管理 

  市長及び警察署長は、この合意書の規定に基づき取得した法人等の情報について

は、適正に管理し、その情報は、市長による暴力団排除措置以外の目的に使用しな

いものとする。  





 

様式第１号 

 文 書 番 号 

 年  月  日 

 

 愛知県津島警察署 

署長        様 

 

津島市長         印 

 

照    会    書 

下記の者が、｢津島市が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書｣の２

に定める排除措置の対象となる法人等に該当するか否かについて照会します。 

記 

商号又は名称 
 

 

所  在  地 

 

 

 

役 職 名 
フリガナ 

氏  名 
生年月日 性別 住    所 

     

     

     

     

     

備 考 

※ 対象となる事務・事業の名称等について記載 

 

 

 

担当     部    課  電話 

氏名 



 

様式第２号 

 文 書 番 号 

 年  月  日 

 

 津島市長        様 

 

愛知県津島警察署 

署長         印 

 

回    答    書 

  年 月 日付け（文書番号）で照会のあった件については、下記のとおり

です。 

記 

商号又は名称 

 

 

 

所 在 地 

 

 

 

代 表 者 

 

 

 

回 答 事 項 

上記の者は、「津島市が行う事務及び事業からの暴力団排除

に関する合意書」の２ 

□ ( )に該当するので、事務又は事業からの排除を要請する。 

□ に該当しない。 

備 考 

 

 

 

 

 



 

様式第３号 

 文 書 番 号 

 年  月  日 

 

 津島市長        様 

 

愛知県津島警察署 

署長         印 

 

通    報    書 

下記の者は、｢津島市が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書｣の２

（ ）に該当するので、事務又は事業からの排除措置を要請します。 

記 

商号又は名称 

 

 

 

 

所 在 地 

 

 

 

 

代 表 者 

 

 

 

 

備 考 

 

 

 

 

 

 



 

様式第４号 

 文 書 番 号 

 年  月  日 

 

 愛知県津島警察署 

署長        様 

 

津島市長         印 

 

通    知    書 

 年 月 日付け（文書番号）による排除要請に係る措置の状況は、下記の

とおりです。 

記 

商号又は名称 

 

 

 

 

所 在 地 

 

 

 

 

代 表 者 

 

 

 

 

措 置 の 内 容 

 

 

 

 

備 考 

※ 排除措置を講じた年月日      年  月  日 

 

 

 

 


